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廃ガラス発泡体のリン酸吸着能の改良とその特性

中澤 亮二＊１） 小山 秀美＊１） 

Improvement and characterization of phosphate-adsorption capacity of porous glass materials 
Ryoji Nakazawa*1), Hidemi Koyama*1) 

Eutrophication in a closed water system is caused by waste water produced by households, industry, livestock, and so on. 
Phosphate in waste water is a key substance that contributes towards eutrophication. On the other hand, phosphate is a key 
nutrient for maintenance of crop productivity. Phosphate fertilizer sources (phosphate deposits) are however, predicted to be 
exhausted at some point in the twenty-first century.  To deal with the above problems, we have proposed the establishment of a 
recycling system of phosphate in the soil–water/plant system. In this system, phosphate-adsorption materials are added to waste 
water, such as those produced by households, industry and livestock effluent. Following this, the phosphate-adsorbed materials 
are collected, and are then used as phosphate fertilizer. In a previous paper, porous glass material (PGM) is proposed as a possible 
candidate of the adsorbents which are applied to phosphate recycling systems. In present research, we developed a PGM which 
has phosphate-adsorption ability 8 times higher than that reported previously. The adsorption capacity of the developed PGM was 
12g P2O5/kg. In the process of manufacturing, dolomite (10%(w/w)) and Na2CO3 were used as a foaming reagent and additive, 
respectively. The PGM was manufactured by incineration at 750℃ for 15 min. Phosphate adsorbed onto the PGM can be 
recovered by extraction by 0.005 mol/l H2SO4, followed by neutralization with NaOH. In addition, the mechanism of phosphate 
onto PGM was discussed based on electron microscope observations. 

 
キーワード：ガラス発泡体, ドロマイト, 炭酸ナトリウム, リサイクル, リン酸

Keywords：dolomite, phosphate, porous glass materials, recycling, sodium carbonate 

 

1. まえがき

生活排水・産業排水・畜産排泄物等に由来するリン酸は,水

質汚濁や水系の富栄養化を引き起こしている。この問題に

対処するため, 水質汚濁防止法や湖沼水質保全特別措置法

などによって, リン酸の排出基準が定められている。しか

しながら, 湖沼などの閉鎖系水域では, リン酸等の栄養塩

類は蓄積傾向にあり, 富栄養化は進行しているのが現状で

ある(5)(7)(9)。この対策として, 嫌気・好気法, 晶析脱リン酸

法, 凝集沈殿法, 吸着法などによる排水中からのリン酸除

去が行われており, 吸着法については安価で簡便な点がメ

リットである(6)。

一方, リン酸肥料の原料であるリン鉱石の産地は, アメ

リカ合衆国やモロッコ王国などに偏在しており, その生産

量および経済的埋蔵量から約 80年後には枯渇するものと推
定されている(4)。

このようなリン酸資源の枯渇への対策のひとつとして,

リン酸リサイクルシステムの構築を考えた。すなわち, 富

栄養化の原因物質の発生源である生活排水・産業排水・下

水処理水等へ, リン酸吸着能を有する資材を投入してリン

酸を吸着させた後, 使用資材を回収することによって, 水

系に蓄積するリン酸量を低減させること, および回収した

リン酸吸着担体を土壌に施用するなどして, リン酸肥料と

して再利用することである。

著者らは前報(3)において, リン酸水溶液に廃ガラス発泡

体（以下, 発泡体）を浸漬すると, 溶液のリン酸濃度が低

下することを見出した。発泡体とは, ガラス瓶や板ガラス

などのガラス性廃棄物の粉末に, 炭酸カルシウムや貝殻粉

末などの発泡剤を混合・成型し, 高温にて焼成したもので,

発泡剤に由来する気泡を多く含む軽量・多孔質のリサイク

ルガラス資材である(2)(8)。また前報(3)では,上記の発泡体に

よる溶液中のリン酸濃度低下現象が発泡体へのリン酸吸着

によるものであること, およびその吸着には発泡剤として

添加したカルシウムが関与していることを明らかにした。

さらに著者らは, 発泡体に吸着されたリン酸は植物可給態

であり, かつリン酸質化学肥料に匹敵するリン酸供給能が

あることを明らかにした(6)。

しかしながら, 前報(3)(6)までに供試したガラス発泡体の

リン酸吸着能は, 効率的なリン酸リサイクルシステムを成

立させるためには不十分であった。そこで本研究では, 発

泡体のリン酸吸着能を向上させるため, 発泡剤の種類・量,

添加剤の種類・量, 焼成条件, 原料ガラス粒径等の最適化

をはかった。さらに, 最大のリン酸吸着能を示した試作品＊１）資源環境グループ
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の特性および吸着機構についても検討した。

2. 材料および方法

2.1 ガラス発泡体の調製 ガラス粉末の原料として,

一般家庭から排出されるガラス容器を用いた。このガラス

容器からラベル, 金属冠などの異物を除去し, 水洗, 乾燥

させて, ハンマーを用いて粒径 10 mm程度に粗粉砕した。
その後,スタンプミル（日陶科学製 ANS143）を用いて粒径
1000 µm以下に粉砕した。
ガラス粉末に発泡剤および添加剤を混合したものを, 750
～900 ℃で 5～60分間焼成した。調製された発泡体を破砕し
た後, 2～4 mm に篩別, 水洗・乾燥し実験に用いた。使用
した発泡剤は炭酸カルシウム（関東化学特級）, ドロマイ

ト（火の国製苦土石灰, CaMg(CO3)2が主成分）, 添加剤は

炭酸ナトリウム（関東化学特級）である。原料ガラス粒径,

発泡剤の種類・添加量, 添加剤（炭酸ナトリウム）の添加

量, 焼成温度, 焼成時間等を変え, ガラス発泡体を調製し,

各調製品についてリン酸吸着能を評価した。

2.2 分析方法 発泡剤および添加剤の示差熱天秤測定

はリガク製 TG8120を用いて行った。各試料粉末 10 mgを,
昇温速度 10 ℃/分, 1000 ℃まで測定した。
廃ガラス発泡体のリン酸吸着能を評価するため以下の実

験を行った。すなわち,前述の調製発泡体 1 gに対し, 100 ml
のリン酸水溶液 (Pとして 1 mg/l) を添加, 室温にて 24時
間静置後の上澄み液中のリン酸濃度をモリブデン青法にて

測定した(1)。

リン酸を飽和吸着させた発泡体を調製するため, 発泡体 1
gあたり 5 mlの 1000 mg/lリン酸水溶液（リン酸二水素カリ
ウム水溶液で調製）を添加し, 室温にて 24時間静置し, 上
澄み液をデカントによって回収し, そのリン酸濃度を, モ

リブデン青法を用いて定量した。残った発泡体 1 gあたり 5
mlの 1000 mg/l リン酸水溶液を再び添加し, 同様の操作を
行った。この操作をリン酸吸着反応が収まるまで, 計 8 回
繰り返し, 最後に残った発泡体を約 1.5倍容の 80 % (v/v) エ
タノールにて軽く洗浄することで, 表面に付着しているリ

ン酸水溶液を除去後, 洗浄残液をデカントにて除去した後,

室内にて自然乾燥させた。なお, この時の発泡体のリン酸

吸着量は 12 g P2O5/kg発泡体であった。
リン酸を吸着させた廃ガラス発泡体からのリン酸溶出特

性を解析するため以下の基本条件で実験を行った。すなわ

ちリン酸を飽和吸着させた上記のガラス発泡体（径 2-4 mm）
1 gに対し, 200 mlの 0.005 mol/l硫酸水溶液を添加・攪拌, 2
時間後の上澄み液中のリン酸濃度を測定した。溶出に必要

な硫酸濃度の影響を検討する場合は上記の硫酸濃度の条件

を変化させることで検討した。さらに, 溶出したリン酸の

不溶性塩としての回収・再資源化を想定して, 溶出液に,

pH3, 4, 5, 6, 7,8, 9, 10, 11, 12になるように 1 mol/l NaOHを滴
下し, 各 pH段階での上澄み液中のリン酸濃度を測定した。

リン酸を保持したガラス発泡体上におけるリン酸の存在

形態を調べた。上記のリン酸を飽和吸着させたガラス発泡

体について, 走査型電子顕微鏡（エネルギー分散型検出器

付属, 日立ハイテク社製Miniscope TM-1000）を用いて観察
した。すなわち, まず倍率 150, 2500倍, 加速電圧 15 kVで
観察し, 結晶析出部位の検索を実施, 認められた結晶およ

び近傍のガラス質部分について, 主成分分析を行った。

ガラス発泡体の細孔径分布の測定は, 水銀圧入計（静電

容量式（株）島津製作所製 PORE SIZER9320）を使用し,測
定条件は接触角 140度, 表面張力 484 dves/cmとした。

3. 結果および考察

3.1 Ca 系発泡剤使用と添加量増量によるリン酸吸着能の
改良 従来のリン酸の吸着法においては, 吸着したリン

酸の脱離・再生のためには 0.1 mol/l程度と濃度の高い硫酸
で処理する必要があり, 発生する廃液の処分が問題であっ

た(10)。これはリン酸の吸着が吸着材表面のアルミニウムや

鉄による化学吸着に起因するものであり, これらの元素が

リン酸を強固に吸着しているため, 解離させるのに高濃度

の硫酸を要するためであると考えられる。

しかし, リン酸と吸着反応する元素としてはアルミニウ

ムや鉄のほかにカルシウムがある。これらの金属とリン酸

との塩の溶解度を比較すると, アルミニウム＜鉄＜カルシ

ウムの順序で大きいことから, アルミニウム＞鉄＞カルシ

ウムの順でリン酸とこれらの金属が強く結合しているもの

と推定される。上記の溶解度の関係は, 水溶液中における

各金属イオンとリン酸との相互作用についての現象である

が, これらの金属が吸着材表面に存在している場合も概ね

同様の現象が起きているものと推察される。

したがって, カルシウムはアルミニウムや鉄とは異なり,

リン酸と緩やかに吸着することで, 廃液処理が容易な低濃

度の酸によって解離・回収できるのではないかと著者らは

考えた。カルシウム成分を表面に富化した吸着材を作製で

きれば吸着したリン酸の希酸による回収が可能となるもの

と考え, 吸着材の多孔質化により吸着材の表面積を増やす

ことでカルシウム成分を表面に富化させる方法を検討し

た。すなわち, 吸着材の性能は吸着材表面の反応基（カル

シウム）の存在量と, 表面積とによって規定されると推測

した。

そこでまず, 吸着性能の高い炭酸カルシウムの添加条件

を検討した。ガラス発泡体のリン酸吸着には吸着材表面の

カルシウムの分布量が関わっているものと考えられるた

め, 炭酸カルシウムの添加量が異なるガラス発泡体を調製

し, それらのリン酸吸着能を比較することで, カルシウム

の含有量とリン酸吸着能との関係について検討した。その

結果, 炭酸カルシウム添加量 5 %(w/w)までは添加量の増加
にともなってリン酸吸着能も増大し, 5 %(w/w)におけるリ
ン酸吸着能は 0.5 %(w/w)の場合と比較して 35倍程度にまで
増大した（図 1）。このように炭酸カルシウムの添加量を増
大させることでリン酸吸着能が向上した理由としては, 添
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加した炭酸カルシウムが焼成によって二酸化炭素が脱離

し, 残余したカルシウムがリン酸と反応するためと推察さ

れる。一方で, 7.5 %(w/w)以上添加した場合は発泡構造が認
められなくなったため, 7.5 %(w/w)以上添加ではリン酸吸
着能が低下したものと考えた。十分に発泡し表面積が確保

される条件においては, 発泡体のカルシウム量がリン酸吸

着能を規定しているものと考えられる。原料ガラス粒径,焼

成温度, 焼成時間についても, リン酸吸着能を指標として

最適条件を検討したところ,原料ガラス粒径：500～150 µm,
焼成温度:900℃,焼成時間:30分間が最適であった（データ
不掲載）。

図 1. 炭酸カルシウム添加量がガラス発泡体の

リン酸吸着能に及ぼす影響

リン酸吸着能は最高値（炭酸カルシウム添加量 5%(w/w)）を 100％とした相

対値で示した

3.2 ガラス
には, 従来

す。ガラス

孔隙の量と

泡剤（炭酸カ

に示すように

らに加温し

応が起こり

混合物を加熱

あり, 炭酸

炉の運転温

730 ℃から更に加熱して発泡温度に上げて発泡させる必要
がある。このようにガラス発泡体の生成過程においてガラ

スの軟化と発泡反応は同時に開始するわけではなく, 発泡

反応のほうがより高温域で起こる。このために, 高温域で

発泡剤を発泡させて孔隙を多く形成させたとしても, その

後, 温度を降下させていく過程で, 発泡剤によって生成し

た孔隙が塞がれてしまい, 発泡反応の減速・孔隙量の減少

が起こり, 多孔質化が不十分であることで吸着性能が良好

でない原因であると考えられる。

そこで, この現象を回避するためにはガラスの軟化点付

近で発泡する炭酸塩の使用が有効であると考えた。このよ

うな炭酸塩であり, かつ吸着基であるカルシウムを含むも

図 2. 炭酸カ
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ルシウムを発泡剤とするガラス発泡体の製造工程を

概念図（一般に採用されている製造方法）
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図 3. 各種炭酸塩の示差熱分析

マイト（炭酸マグネシウムカルシウム）につ

更に同じ炭酸塩である炭酸ナトリウムを試料

これら炭酸カルシウム, ドロマイト, 炭酸ナ

ぞれについて, 示差熱分析を行った。その結

シウム（一点鎖線で示す）は 620 ℃付近から
, 790 ℃付近で完全に発泡が終わっている（図
ロマイト（点線で示す）については 600 ℃付
始

終

体

閉

待

マ

て

加

量

た

は

べ

マ

上

塞

よ

ド

CaMg(CO3)2
CaCO3

800700

温度(℃)

Na2CO3

ガラス軟化温度

900

CaMg(CO3)2
CaCO3

800700

温度(℃)

Na2CO3

ガラス軟化温度

900
まり, 700 ℃付近で発泡速度が高まり,
わっている。これらの結果から,ドロマイト

の発泡剤として用いることで, 冷却工程に

塞は防止でき, 多孔質化, リン酸の吸着性

された。

イトを発泡剤としたガラス発泡体のリン酸

検討した。その結果,図 4に示すように,ド
量が高くなるにしたがってリン酸吸着能が

10 %(w/w)で最大となり, 12.5 %(w/w)ではか
。ドロマイトの添加量が 10 %(w/w)における
発泡体の多孔質化：ドロマイトの使用 図 2
のガラス発泡体の製造工程を表した概念図を示

発泡体の表面積は発泡反応によって生成された

密接な関わりがある。例えば, ガラス粉末と発

ルシウム）の混合物を昇温させていくと,図 2
, まず 730 ℃付近でガラスの軟化が始まり,さ
ていくと次いで炭酸カルシウムの分解・発泡反

, 孔隙が形成される。ガラス粉末と発泡剤との

する際に, ガラスの軟化温度は 730 ℃程度で
カルシウムを発泡剤として使用する場合の焼成

度は通常 800 ℃から 900 ℃であることから,

いて

とし

トリ

果,

発泡

3）。
近か

770 ℃
をガ

おけ

能の
炭酸カルシウムの添加量が 5 %(w/w)におけ
2 倍程度に向上した。このリン酸吸着能の
イトの発泡温度とガラスの軟化温度が比較

述の冷却工程を経る間に発泡剤によって生

がれることなく多孔質化が図れ, 表面積が

るものと考えられる。なお，リン酸吸着能

ロマイトの添加量が 10 %(w/w)と炭酸カル
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シウムの最適添加量である 5 %(w/w)の 2倍となったのは，
リン酸吸着基である Caの含有率が炭酸カルシウム（CaCO3）

中では 40.0 %(w/w)であるのに対し，ドロマイト
（CaMg(CO3)2）中では 21.7 %(w/w)と約 2倍の差があるため
と推察される。

焼成温度については 750 ℃, 焼成時間については 15分間
の条件が最適であり（データ不掲載）, 炭酸カルシウムの

場合と比較して 150 ℃低く, 15分間短かった。この結果か
ら炭酸カルシウムよりもドロマイトを使用した方が製造時

の電力コストが低減できるものと期待される。

図 4. ロマイトの添加量がガラス発泡体の

リン酸吸着能に及ぼす影響

リン酸吸着能は最高値（ドロマイトの添加量 10 %(w/w)）を 100％とした相対

値で示した。

3.3 ガラス発
図 3 で示した
示す）につい

ず, 850 ℃付近
ムは, ガラス

解しやすい。

く更に炭酸ナ

後, 水浸, 炭
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孔質化を図るこ

リウムを用い

念図を示す。

そこで, 更

ロマイト（炭

酸ナトリウムを

能に及ぼす影響

ガラス発泡体

µm以下（1000
速度 10℃／分
／分, ドロマイ

の際, 10%(w/
発泡体を純水に

せたところ 10

酸ナトリウムは焼成過程で分解されず, 作製されたガラス

発泡体に残存していることが確認された。

上記のガラス発泡体のリン酸吸着能の結果を図 6 に示す
ように, 炭酸ナトリウム添加量が高くなるにしたがってリ

ン酸吸着能が向上し, 添加量 10 %(w/w)で最大となり,
12.5 %(w/w)ではかえって低下した。炭酸ナトリウムの添加
量 10 %(w/w)におけるリン酸吸着能はドロマイトのみを発
泡剤として用いたガラス発泡体の吸着性能（図 6 中に炭酸
ナトリウムの添加量 0%(w/w)のときの値）に比べて 2 倍程
度に向上した。

図 5. 炭酸ナトリウム添加によるガラス発泡体の

多孔質化の概念図

図 6. 炭酸ナトリウムの添加量がガラス発泡体の

リン酸吸着能に及ぼす影響
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泡体の多孔質化：炭酸ナトリウムの使用

示差熱分析の結果, 炭酸ナトリウム（実線で

ては, 830 ℃付近までは全く発泡が認められ
で始まっていることが分かる。炭酸ナトリウ

の軟化温度付近では分解しないが, 水には溶

したがって, ガラス粉末に発泡剤だけではな

トリウムを加えて混合し, 加熱・焼成, 発泡

酸ナトリウムを溶出させれば, ガラス発泡体

トリウムが抜けた後の孔隙ができ, 更なる多
- 5 -

とができると考えた。図 5 には, 炭酸ナト
たガラス発泡体の多孔質化の工程を表した概

なるガラス発泡体の多孔質化を図るため, ド

酸マグネシウムカルシウム）の他に, 更に炭

添加してガラス発泡体を調製, リン酸吸着

を検討した。

の調製の基本条件は, ガラス粉末粒径 1000 
 µm以下の粒径の混合物）, 焼成条件を昇温
, 最高温度 750 ℃で 15分間, 降温速度 10 ℃
ト添加量を 10 %(w/w)に設定した。なお, こ

w)炭酸ナトリウムを添加して作製したガラス
常温で 2 時間浸漬させた後, 通風し乾燥さ

 %(w/w)の重量減少が認められたことから,炭

リン酸吸着能は最高値（炭酸ナトリウムの添加量 10%(w/w)）を 100％とした

相対値で示した

3.4 ガラス発泡体の細孔径分布 水銀圧入法によって炭

酸カルシウム(5%(w/w))を用いたガラス発泡体, ドロマイト
（10 %(w/w)）を用いたガラス発泡体及びドロマイト
（10 %(w/w)）および炭酸ナトリウム（10 %(w/w)）を用いた
ガラス発泡体の細孔径分布を測定・比較した。なお, 原料

ガラス粒径, 焼成温度, 焼成時間の条件はそれぞれ上記の

最適条件にて調製した。結果は図 7 に示すように, 炭酸カ
ルシウムを用いたガラス発泡体（一点鎖線）では数 µm内外
の細孔径が主であるが, ドロマイトを用いたガラス発泡体

（点線）では数十 nm内外の微細の細孔を富化させることが
できた。この付近の細孔径は表面積の増大に寄与している
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ものと推察される。ドロマイトおよび炭酸ナトリウムを用

いたガラス発泡体（実線）では細孔径分布が 10～100 nmの
領域と 10～100 µmの領域にそれぞれ極大値（第 1極大値,第
2極大値）をとることが確認された。また,ドロマイトおよ
び炭酸ナトリウムを用いたガラス発泡体では, ドロマイト

のみを用いたガラス発泡体による数十 nm 内外の微細な細
孔径分布（第 1極大値）がさらに富化していた。更に, 20 µm
前後の孔隙（第 2 極大値）も増加していた。この領域の孔
は吸水に貢献すると思われるので, リン酸水溶液のガラス

発泡体内部への浸入を促進している可能性が考えられる。

図 7. 各種ガラス発泡体の細孔径分布

一点鎖線:炭酸カルシウム, 点線:ドロマイト, 実線: ドロマイト＋炭酸ナ

トリウム

3.5 SEM-EDS に
本研究で開発したガ

(×150)で示されるよ
としたガラス発泡体

た（図 8）。また,
査型電子顕微鏡によ

質の部位のほかに直

9）。この結晶の主成
分であった (図 9)
るものと推察された

分析したところ Si
ンガラスの主成分で

と推察された。以上

に由来する Ca分が
ムの形態でガラス発

れた。

3.6 ガラス発泡体
ラス発泡体に吸着さ

酸処理がガラス発泡

討した。リン酸を吸

の P2O5を保持した

たガラス発泡体を用

けるリン酸溶出率の測定結果を図 10に示す。0.005 mol/lの
硫酸水溶液には吸着したリン酸のすべてが溶出した。なお,

硫酸の代わりに塩酸を用いた場合では高濃度（0.025 mol/l,
溶出率 79％）の場合でもリン酸のすべてを溶出させること
はできなかった（データ不掲載）。これは硫酸イオンのイオ

ン交換作用（硫酸イオンは塩素イオンよりカルシウムとの

親和性が強い）によるものと推察される。

図 8. 本研究で開発したガラス発泡体(10 %(w/w)ドロマイトおよ

び 10 %(w/w)炭酸ナトリウム使用)の外観（左）と電子顕微鏡像

(×150)

図 9. リン酸を吸着させたガラス発泡体表面の電子顕微鏡像(上

図, ×2500)と主成分分析結果（下図, 分析位置 1:結晶析出部位, 分
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分析位置1分析位置1
よるガラス発泡体の表面観察 次に,

ラス発泡体の外観および電子顕微鏡像

うに, 従来の炭酸カルシウムを発泡剤

とは異なり微細な孔の発達が確認され

リン酸を吸着したガラス発泡体表面を走

って観察したところ, 多孔質のガラス

径数 µm 前後の結晶が散見された（図
分を分析したところ CaおよびＰが主成
。リン酸カルシウムの結晶が析出してい

。周囲のガラス質の部位も対照として

および Caが主成分であった（図 9）。ビ
あるソーダ石灰ガラスを検出したもの
- 6 -

の結果から, ガラス発泡体上に発泡剤

局在しており, リン酸はリン酸カルシウ

泡体上に保持されていることが確認さ

からのリン酸の溶離と回収 更に, ガ

れたリン酸を溶離・回収するための硫

体からのリン酸脱離に及ぼす影響を検

着させた発泡体として, 前記の 12 g/kg
ドロマイトおよび炭酸ナトリウムを用い

いた。ガラス発泡体の硫酸水溶液にお

析位置 2:ガラス質部位）

次に, この溶離させたリン酸を回収するために, 硫酸溶

出液にアルカリを

を不溶性塩として

溶液により溶出さ

ウム水溶液を滴下

酸濃度と pHの測
率と pH との関係
の pH を 11 にする
することができた
分析位置2分析位置2
添加することで pH を上昇させてリン酸
沈殿させた。すなわち, 0.005 mol/l硫酸水
せたリン酸水溶液に 1 mol/l水酸化ナトリ
して, リン酸水溶液の上澄み液中のリン

定を行った。この上澄み液中のリン酸残存

を図 11 に示す。リン酸水溶液の上澄み液
ことで溶出したリン酸を沈殿として回収

。
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図 1

図 11. リ

よ

4. まと

以上, 本

着能を有す

る。原料ガラ

てドロマイト

ウムを 10 %
間焼成, 冷

する。このガ

前報(6)までの

に向上した。

溶出後, Na
ることがで

料効果, 水

ステムにお

ついて検討す

（平成 2
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10 %(w/w)および,添加剤として炭酸ナトリ

/w)添加する。この混合物を 750℃にて 15分
後, 水洗・乾燥させ, 炭酸ナトリウムを除去

ス発泡体のリン酸吸着容量は 12 g P2O5/kgと
ラス発泡体のそれ（1.5 g P2O5/kg）の約 8倍
らに, 吸着したリン酸は 0.005 mol/l 硫酸で
で pH を 11 に調整することで沈殿・回収す
る。今後は, 今回開発したガラス発泡体の肥

浄化能力, 冒頭で述べたリン酸リサイクルシ
- 7 -

るガラス, 処理水, リン酸のマスバランスに

必要がある。

7月 6日受付，平成 21年 8月 18日再受付）
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小規模印刷工場および塗装工場における VOC排出の実態調査

水越 厚史＊１） 野口 美由貴＊２） 倪 悦勇＊３） 柳沢 幸雄＊２） 

Field survey of VOC emissions in small-scale printing and paint factories 
Atsushi Mizukoshi＊１）, Miyuki Noguchi＊２）, Yueyong Ni＊３）, Yukio Yanagisawa＊２） 

In Air Pollution Control Act revised in 2004, voluntary effort of small and medium-sized factories out of the regulation is a key 
to VOC emission reductions.  Thus the development of VOC treatment devices which can be introduced by employers of small 
and medium-sized factories is necessary.  In this study, to get information for developing effective treatment devices we 
conducted field surveys of VOC emissions in small-scale printing and paint factories.  VOC and carbonyl compound 
concentrations in printing booths, painting booths, drying ovens and each duct were measured by GC/MS and HPLC.  As a 
result, it was suggested that many kinds of VOC other than VOC components consisting of ink and paint were emitted by 
chemical reaction in operation processes or from solvents used in other processes.  In addition, VOC concentrations and 
compositions varied according to the operation process.  It can be concluded that treatability of various VOC is important in the 
case of developing effective treatment devices 
 
キーワード：VOC，印刷工場，塗装工場

Keywords：VOC, printing factory, paint factory 

 

1. まえがき

2004年の大気汚染防止法の改正(1)に伴い，VOCの排出削
減に注目が集まっている。これは，大規模事業所に対する

法規制と中小規模事業所の自主的取り組みの組み合わせに

よる効率的な排出削減を目指したもので，規制対象外の中

小規模事業所での削減が鍵となっている(2)。そのため，東京

都地域結集型研究開発プログラムでは中小規模の塗装工場

や印刷工場を対象とし，中小事業者にも導入可能な VOC処
理装置の開発を行っている (3)。これらの工場では多様な

VOC が使用され，作業工程によっても濃度や組成が変化す
ると考えられる。したがって，適切に処理できる装置を開

発するためには，排出される VOCの実態を把握することが
重要であるが，このような報告例はあまりない(4)。そこで本

論文では，小規模の印刷工場 1 ヶ所と塗装工場 2 ヶ所にお
いて VOCとカルボニル化合物の測定を行い，処理装置の開
発に必要な知見をまとめた。

2. 調査概要

2.1 印刷工場 対象とした印刷工場は，東京都内の住
宅および店舗が密集した地域に立地している。UV硬化型イ
ンキを使用して，紙や特殊原反へのオフセット印刷および

UV表面加工を行っている。印刷工程における排出ガスは，
活性炭フィルターとイオン化フィルターを経て排気されて

いる。印刷機稼働時に，印刷ブースの印刷箇所と UV照射ブ
ース，排気ダクトの活性炭フィルターとイオン化フィルタ

ーの前後で VOC とカルボニル化合物を捕集した（図 1）。
VOCはポンプ（pocket pump：SKC製）を用いて 100 ml/min
で 30分間，ATDチューブ（Perkinelmer製, 吸着剤 Tenax TA; 
100 mg + Carboxen 1000; 70 mg：Supelco製）および Charcoal
チューブ（SIBATA製）に捕集した。カルボニル化合物はポ
ンプ（Air Check 2000：SKC製）を用いて 1 l/minで 30分間，
DNPHカートリッジ（Waters製）に捕集した。

活性炭フィルター
イオン化フィルター

印刷ブース

1F

2F

3F
排気ダクト

2Fより

屋外へ

④

排気ダクト

②

③

①
UV

活性炭フィルター
イオン化フィルター

印刷ブース

1F

2F

3F
排気ダクト

2Fより

屋外へ

④

排気ダクト

②

③

①
UV

＊１）地域結集事業推進部
＊２）東京大学大学院新領域創成科学研究科
＊３）船井電機株式会社

図 1. 印刷工場の測定位置

①印刷箇所 ②UV照射ブース ③フィルター前 ④フィルター後

論 文
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2.2 塗装工場 A 塗装工場 Aは東京都内の住宅地にあ
り，川に面して立地している。手吹ガンにより金属製品へ

の塗装を行っている。主な塗料としてエポキシ樹脂系プラ

イマー，メラミンアルキッド樹脂系上塗塗料を用い，溶剤

として塗料用シンナーと洗浄用シンナーを使用している。

塗装および乾燥作業時に，塗装ブースと乾燥炉の排気ダク

トで VOCとカルボニル化合物を捕集した（図 2）。捕集方法
は印刷工場と同様である。ただし Charcoal チューブの捕集
時間は 60分間とした。また，塗装工程で使用された塗料お
よび溶剤を密閉式容器に採取した。同時に PID モニタ
（miniRAE, RAE systems製）で各ダクトの作業時の TVOC
濃度変化を記録した。

Bブース

Aブース

排気ダクト
450-600 m3/min*

塗装ブース

乾燥炉
（ 140℃）

排気ダクト
15-20 m3/min*

①
②

吸着装置

Bブース

Aブース

排気ダクト
450-600 m3/min*

塗装ブース

乾燥炉
（ 140℃）

排気ダクト
15-20 m3/min*

①
②

吸着装置

2.3 塗装工場 B 塗装工場 B は埼玉県内の住宅地にあ
り，川に面して立地している。ロボット塗装と手吹塗装に

よりプラスチック製品への塗装を行っている。塗装にはア

クリルウレタン樹脂系塗料とその硬化剤を用い，溶剤とし

て塗料用シンナーと洗浄用シンナーを使用している。1階と
3階にそれぞれ塗装ブースと乾燥炉があり，塗装および乾燥
工程における排出ガスは 3 階のダクトから別々に排気され
ている（図 3）。3 階での塗装および乾燥作業時に，両排気
ダクトで VOCとカルボニル化合物を捕集した。また，塗装
ブース（1階 1箇所，3階 3箇所）においても塗装作業時に
捕集を行った。捕集方法は印刷工場と同様である。ただし

Charcoalチューブと DNPHカートリッジの捕集時間は 60分
間とした。

1F

③1F塗装ブース

1F乾燥炉

2F

3F

②乾燥ダクト
70 m3/min*

①塗装ダクト
140 m3/min*

④⑤⑥3F塗装ブース

3F乾燥炉

1F

③1F塗装ブース

1F乾燥炉

2F

3F

②乾燥ダクト
70 m3/min*

①塗装ダクト
140 m3/min*

④⑤⑥3F塗装ブース

3F乾燥炉

2.4 分析方法 ATDチューブは加熱脱着し，GC/MSで
分析した。Charcoalチューブは二硫化炭素 1 mlで抽出し，
GC/MS で分析した。DNPHカートリッジはアセトニトリル
10 mlで抽出し，HPLCで分析した。また，採取した塗料等
は 25 ℃で保管した後，ヘッドスペースガス 10 µlを GC/MS
に導入し，分析した。分析条件の詳細を表 1に示す。 

ATDチューブ
Desorption instrument ATD650 TurboMatrix (Perkin Elemer)
Primary desorption 300oC, 15 min
Secondary desorption 5oC→40oC/min→300oC
GC/MS HP6890/HP5973N (HewlettPackard)
Column HP-1 (60 m×0.25 mm×0.25 µm)
Carrier gas He (1 ml/min)
Column temperature 40oC (4 min) →7oC/min→280oC (4 min)

Charcoalチューブ ・塗料等
GC/MS HP6890/HP5973N (HewlettPackard)
Column HP-5MS (30 m×0.25 mm×0.25 µm)
Carrier gas He (1 ml/min)
Column temperature 40oC(4 min) →7oC/min→280oC(4 min)

DNPHカートリッジ
HPLC HP1100 (HewlettPackard)
Column Supelco Discovery ® RP Amide C16 (250 mm×4.6 mm, 5 µm)
Mobile phase CH3CN: H2O=65%: 35%
Flow rate 1.0 ml/min
Injection volume 20 µl
Column temperature 35oC
Detector Diode Array Dector (360 nm)

3. 結果

3.1 印刷工場 各測定点における VOC（Charcoal チュ
ーブ）とカルボニル化合物の濃度を表 2 に示す。印刷工程
においては，1-プロパノールの濃度が最も高く，トルエンな
ど PRTR で定められている物質については低い濃度であっ
た。一方，印刷箇所における GC/MSのクロマトグラム（ATD
チューブ）を見ると（図 4），表 2 以外にも様々な物質が検
出され，なかでもアルキルベンゼン類の物質が多種類存在

した。例として，トリエチルベンゼン，テトラメチルベン

ゼン，ジエチルベンゼン，1-エチル-3-メチルベンゼン，p-
エチルトルエン，p-プロピルトルエン，1-メチル 3-プロピル
ベンゼン，シメン，3-エチル-o-キシレン，4-エチル-o-キシ
レン，5-エチル-m-キシレン，ナフタレンなどが挙げられる。
UV硬化型インキは VOC成分の量が少なく（MSDSによる
と 1 %未満），上記の VOCの発生源とは考えづらい。印刷工
程に印刷機の洗浄も行われ，洗浄剤として MSDS によると
アルコール系溶剤（60 %）と芳香族系溶剤（40 %）を含む
溶剤を使用していたため，上記の 1-プロパノールやアルキ
ルベンゼン系の VOCは洗浄剤成分の可能性がある。このよ
うに印刷以外の作業もVOCの排出に影響することが示唆さ
れた。

図 3. 塗装工場 Bの測定位置（*1 基あたりの排気量）

図 2. 塗装工場 Aの平面図および測定位置（*排気量）

表 1. 各サンプルの分析条件
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物質名 ①印刷箇所
②UV照射
ブース

③フィルター
前
④フィルター
後

Toluene 100 110 70 70

1-Propanol* 23000 33000 14000 19000

Formaldehyde 40 56 260 190

Acetaldehyde 17 83 140 98

Acetone N.D.** 270 140 44

Propionaldehyde 120 100 370 290

Butylaldehyde 23 14 11 11

Benzaldehyde 17 18 11 7

*ATD-GC/MSによるIPA換算値

**検出されず
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表 2をみると，排気ダクト内（③）では印刷ブース（①，
②）と比較してほとんどの物質の濃度は低いが，ホルムア

ルデヒド，アセトアルデヒド，プロピオンアルデヒドは高

い濃度を示していた。これらのアルデヒド類は，ダクト内

で VOCが UV照射のために発生したオゾンによって酸化あ
るいは酸化分解され生成した可能性がある(5)。アルデヒド類

などの含酸素物質は低濃度でも悪臭となることがあるため
(6)，外気に放出する際には注意が必要である。また，排気ダ

クトの③フィルター前と④フィルター後の濃度には大きな

差が見られず，活性炭フィルターによる除去が難しい状況

であることがわかった。

3.2 塗装工場 A 塗装工場 A の塗装および乾燥ダクト
における VOC（Charcoal チューブ）とカルボニル化合物の
濃度を図 5 に示す。塗装ダクトでは溶剤成分のトルエン，
エチルベンゼン，キシレンのほか，ホルムアルデヒド，ア

セトンなどのカルボニル化合物が検出された。また，乾燥

ダクトのトルエン，エチルベンゼン，キシレン，ホルムア

ルデヒドの濃度は塗装ダクト濃度の 5 倍以上であり，塗装
ダクトでは検出されなかった成分（酢酸エチル，スチレン，

1,2,4-トリメチルベンゼン）が検出された。さらに，GC/MS
のクロマトグラム（ATD チューブ）から各ダクトにおける
微量成分を同定したところ，塗装ダクトではイソプロパノ

ール，ジクロロメタン，メチルエチルケトン，酢酸ブチル，

1-ブタノール，イソブタノール，乾燥ダクトではギ酸，メチ
ルエチルケトン，酢酸ブチル，イソブタノール，アルキル

ベンゼン類など多種類の物質が検出された。
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一方，使用されていた塗料および溶剤のヘッドスペース

ガス中には，1-ブタノール，イソブタノール，トルエン，エ
チルベンゼン，m,p-キシレン，酢酸エチル，酢酸ブチル，ア
セトン，MIBK，トリメチルベンゼンなどが検出された。塗
装および乾燥ダクトで検出された上記の VOCには，塗料お
よび溶剤のヘッドスペースガス中に含まれない物質が存在

した。これらの物質は塗料や溶剤以外の発生源から放散し

ているか，塗装や乾燥工程における反応生成物の可能性が

考えられる。

PID モニタによる各ダクトの TVOC 濃度変化を図 6 に示
す。塗装ダクトでは塗装作業内容（塗装ガン使用）による

大きな濃度変動は見られなかったが，濃度レベルは作業開

始から徐々に上昇した。一方，乾燥ダクトでは加熱（140 ℃）
開始から濃度が上昇し，終了後はすみやかに減少して乾燥

前の濃度レベルに戻ることがわかった。
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図 6. 塗装および乾燥ダクトにおける TVOC 濃度変化

表 2. 印刷工場の VOC とカルボニル化合物の濃度（µg/m3）

図 4. ①印刷箇所の GC/MS の TIC クロマトグラム

一つのピークが少なくとも一つの物質の存在を示す

図 5. 塗装工場 Aの塗装・乾燥ダクトにおける

VOCとカルボニル化合物の濃度
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3.3 塗装工場 B 塗装工場 B の塗装および乾燥ダクト
での VOC（Charcoal チューブ）とカルボニル化合物の濃度
を図 7 に示す。両ダクトとも芳香族を主とする多種類の
VOCが検出された。工場 Aとは異なり，乾燥ダクトでは塗
装ダクトより濃度が低い物質が多かった。一方，アセトア

ルデヒドやアセトンは塗装時よりも乾燥時の濃度が高かっ

た。これは，乾燥によって塗料から発生した可能性が考え

られるが，一般環境レベルの濃度であり（アセトアルデヒ

ド 24 µg/m3, アセトン 90 µg/m3），塗料成分以外の発生源の

影響も考えられる。
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表 3に VOC（Charcoalチューブ）およびカルボニル化合
物の濃度割合を示す。塗装ブースでも多種類の VOCが検出
されたが，ブースごとにその組成は異なり一定の傾向はみ

られなかった。これは，使用する塗料によって発生する VOC
が異なったからと考えられる。

物質名
③1F
塗装ブース

④3F
塗装ブース1

⑤3F
塗装ブース2

⑥3F
塗装ブース3

Ethylacetate 1.3 16.0 24.6 10.8

MIBK 8.5 10.8 1.1 8.3

Toluene 52.5 72.5 52.8 36.2

Butylacetate <1.0 <1.0 6.8 11.5

Ethylbenzene 13.5 <1.0 6.3 15.3

m,p-Xylene 13.7 <1.0 5.9 13.6

o-Xylene 2.7 <1.0 <1.0 2.6

Trimethylbenzene <1.0 <1.0 <1.0 <1.0

Formaldehyde <1.0 <1.0 <1.0 <1.0

Acetaldehyde <1.0 <1.0 <1.0 <1.0

Acetone 1.1 <1.0 <1.0 <1.0

Butyraldehyde 6.0 <1.0 <1.0 <1.0

o -Tolualdehyde <1.0 <1.0 1.8 <1.0

4. まとめ

小規模の印刷工場と塗装工場においてVOCの排出の実態
調査を行った。印刷工場では様々な物質が検出され，印刷

機の洗浄作業による VOCの排出や UV照射のために発生し
たオゾンとの酸化反応による含酸素物質の生成の可能性が

示唆された。一方，塗装工場においても塗料成分に検出さ

れない物質が塗装や乾燥ダクトで検出され，塗装や乾燥工

程においてVOCが生成している可能性が考えられた。また，
塗装工程ではブースによって VOC組成が異なり，使用して
いる塗料の違いが影響していると考えられた。以上のこと

から印刷工場や塗装工場では，印刷や塗装に使用されるイ

ンキや塗料を構成する VOC 成分以外にも多様な VOC が排
出されること，作業内容によって排出される VOCの濃度や
組成が変わることが明らかとなった。したがって，VOC 処
理装置の開発においては多種類のVOCを処理できることが
重要であり，導入にあたっては濃度や組成に応じた処理技

術を備えていることが望ましいといえる。
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バイオレメディエーションに向けた

遺伝子解析による VOC分解菌のプロファイリング

秋山 恭子＊１） 紋川 亮＊１），＊2）

Profiling of Reductively VOC Bacteria by Gene Analysis for Bioremediation 
Kyoko Akiyama*1)，Akira Monkawa*1),*2) 

It is well known that tetrachloroethylene (PCE) and trichloroethylene (TCE) are organic pollutants in soil and are used in 
various fields including the manufacture of semiconductors, metallic instrument processing, and in dry cleaning as cleaning 
agents or solvents. Bioremediation is an attractive method in the technological field of the cleanup of polluted environments 
based on natural processes. The detection of microbes by molecular biology is important to understand the effect of 
bioremediation and its influence on the ecosystem. Real-time PCR is a powerful tool for bioremediation to detect and enumerate 
the target bacteria that are directly related to the degradation of contaminants. The 16S ribosomal RNA (16S rRNA) gene and 
dehalogenase (RDase) genes provide fingerprinting of bacterial cells. We demonstrated that dechlorinated anaerobic bacteria such 
as Dehalococcoides sp. were detected by the Real-time PCR approach targeting 16S rRNA genes and three Dehalococcoides 
reductive dehalogenase (RDase) genes with assigned function (i.e., tceA, vcrA, and bvcA). 

キーワード：揮発性有機化合物，バイオレメディエーション，遺伝子解析，リアルタイム PCR 
Keywords：VOC（Volatile Organic Compound），Bioremediation， Gene analysis，Real-time PCR. 

 

1. はじめに

2003 年の土壌汚染対策法の施行により，有害物質使用
特定施設の使用廃止時や土壌汚染による健康被害が生ず

るおそれのあると都道府県等が認める土地においては，

土地汚染状況の調査報告が義務付けられている。このよ

うな背景から，近年，土壌浄化法による浄化措置がより

一層求められている。土壌汚染物質としては，揮発性有

機化合物（VOC：Volatile Organic Compound）に分類され
るテトラクロロエチレン（PCE）やトリクロロエチレン
（TCE），ジクロロエチレン（DCEs）などの塩素系化合物
が挙げられる。これら塩素系 VOCは難分解性で比重が水
より重いため，容易に土壌へ浸透し帯水層に到達し，地

下水へと汚染を広げる。PCEや TCEは，ドライクリーニ
ングや金属，機械，電子産業の洗浄剤，化学産業の溶媒

に使用され，企業規模に関わらず，様々な業種が汚染源

になる可能性が指摘されている。

VOC 浄化方法として，物理的処理方法（掘削除去方法，
土壌ガス吸引法等），化学的処理方法（ホットソイル法，鉄

粉混合法等）等の処置がなされている。しかしこれらの方

法はコストが高く，作業フィールドも大きいため，大規模

企業での導入に限られる。また汚染が低濃度になるにつれ，

コスト，処理時間に見合った浄化効果が得られなくなる問

題がある。そこで，注目されているのがバイオレメディエ

ーション法である（栄養剤を投入し汚染物質分解菌の活性

を促進する方法を，特にバイオスティミュレーション法と

呼ぶ）。一般的に浄化に 2～3 年を要するものの，安価でエ
ネルギー投入量が小さく，小規模企業での導入が可能な

VOC浄化法としても期待されている。この工法には分解菌
が現場に存在していることが必須であり，且つ分解菌の菌

相変動を追跡することで，栄養剤の適切な投入が可能にな

る。 
VOC 分解菌として，PCE 脱ハロゲン化嫌気性菌の

Dehalococcoides  ethenogenes  195（1）や 硫 酸 還 元菌の

Desulfitobacterium frappieri 等が知られている。表 1に示し
た通り，VOC 分解菌は脱ハロゲン化により PCE を TCE，
DCEs，塩化ビニル（VC），エチレンへと段階的に分解する
（2）。だが，難培養性である VOC分解菌の有無を，培養し，
同定調査することは難しい。そこで，本研究では， VOC
分解菌として最もよく知られているDehalococcoides属菌の＊１）地域結集事業推進部

＊２）ライフサイエンスグループ

論 文
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存在を，分子生物学的手法を用いて確認することを目的と

した。本研究においては，Dehalococcoides 属菌が普遍的に
保有している 16SrRNA遺伝子と，表 2に示す VOC分解酵
素遺伝子（3）のうち 3種（tceA， vcrA， bvcA）についてリ
アルタ ，

VOC
Dehal

2.

2.1
用して

から

DNA
0.5 
の Ly
転倒混

した後

600 µ
加し，

加し，

（15,0
分離さ

が存在

水層に

後，遠

1 mlの
分間，

の 70 
ックス

間，4

後，50 µlの TE 緩衝液（pH 8.0）に溶解し，DNA溶液を得
た。 

表 2. VOC分解段階と VOC分解酵素遺伝子の対応

分解に関する菌
分解経路 嫌気性

or
好気性

PCE ⇒ TCE ⇒ DCEs ⇒ VC ⇒ エチレン
CCl２=CCl２ CCl２=CHCl CHCl=CHCl CH2=CHCl CH2=CH2

Dehalococcoides ethenogenes 195 嫌気性

Dehalococcoides sp. FL2 嫌気性
Dehalococcoides sp. VS 嫌気性
Dehalococcoides sp. BAV1 嫌気性
Desulfitobacterium hafniense 嫌気性
Desulfitobacterium frappieri 嫌気性
Desulfitobacterium hafniense TCE1 嫌気性

Desulfuromonas chloroethenica 嫌気性
Clostridium formicoaceticum 嫌気性
Acetobacterium woodii 好気性
Rhodococcus rhodochrous 好気性
Xanthobacter flavus 好気性
Mycobacterium aurum L1 好気性
イム PCR（Polymerase Chain Reaction）法で解析し

汚 染 土 壌 に お い て VOC 分 解 能 を 有 す る

ococcoides属菌の有無を調査した。

遺伝子解析の実験方法

DNAの抽出 地域結集プログラムの浄化試験で利
いる K市の汚染場所 A，B 2地点で採取された土壌

ISOIL（NIPPON G い，以下のように

を抽出した。用い

gの土壌サンプルを
sis Solution HEと
和にて十分に混合

，遠心分離（15,
lを新しい滅菌チュ
十分に混合した。

15 秒間ボルテッ
00 rpm，15分間，
せた。タンパク質

する水層 800 µlを
800 µlの DNA沈
心（15,000 rpm，
洗浄溶液を加えて

4 ℃）により DN
%エタノールと 2
ミキサーにて攪拌

℃）により DNA

表 3. 土壌試料

PCE → TCE → DCEs → VC → エチレン
pceA tceA tceA tceA

vcrA bvcA
ENE 社製）を用

た土壌試料を表 3に

2 mlの滅菌チュー
50 µlの Lysis Solutio
した。その後，65 

000 rpm，1分間，室
ーブに移し，400 µl
さらに 600 µlのク
クスミキサーで攪

室温）によりタンパ

の中間層が混ざら

新しい滅菌チュー

澱溶液を添加し，十

25分間，4 ℃）した
転倒混和し，遠心（

Aを沈殿させた。上
µlのエタチンメイト
した後，遠心（15
を精製した。上精を
表 1. 分解菌による VOCの脱ハロゲン化反応
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示す。 
ブに入れ，950 µl
n 20Sを添加し，
℃で 1時間保持
温）した。上精

の精製溶液を添

ロロホルムを添

拌した後，遠心

ク質と DNAを
ないよう，DNA
ブに移動した。

分に混合した

。上精を捨て，

15,000 rpm，25
精を捨て，1 ml
を加えてボルテ

,000 rpm，25 分
捨て，風乾した

土壌試料
No. 土壌地点と採取深度 土の状態

１ A GL -1.8 ~ -1.9 m 黒く水分が少ない

２ A GL -3.8 ~ -3.9 m 明るい茶色の粘土質で，砂粒
が観察される

３ A GL -5.9 ~ -6.0 m 灰茶色で水分が少なく固い

４ B GL -1.8 ~ -1.9 m 黒く水分が少ない

５ B GL -3.8 ~ -3.9 m 明るい黄土色の粘土質で，砂
粒が観察される

６ B GL -5.8 ~ -5.9 m 明るい灰茶色で水分が少なく
固い
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表 4. プライマーおよびプローブの配列

プライマーおよびプローブ名 配列（5’? 3’）
検出目的遺伝子名

(accession no.)

Dhc16S
For GGTAATACGTAGGGAAGCAAGCG Dehalococcoides sp. 

16SrRNA gene 
(CP000027)

Rev CCGGTTAAGCCGGGAAATT
Probe FAM-ACATCCAACTTGAAAGACCACCTACGCTCACT-TAMRA

tceA
For ATCCAGATTATGACCCTGGTGAA

tceA gene (AF228507)Rev GCGGCATATATTAGGGCATCTT
Probe FAM-TGGGCTATGGCGACCGCAGG-TAMRA

vcrA
For CTCGGCTACCGAACGGATT

vcrA gene (AY322364)Rev GGGCAGGAGGATTGACACAT
Probe FAM-CGCACTGGTTATGGCAACCACTC-TAMRA

bvcA
For GGTGCCGCGACTTCAGTT

bvcA gene (AY563562)Rev TCGGCACTAGCAGCAGAAATT
Probe FAM-TGCCGAATTTTCACGACTTGGATGAAG-TAMRA

→

（For：Forward Primer，Rev：Reveres Primer）
- 14 -

.2 アルタイム PCR法 抽出した各 DNA溶液をリア
タイム PCR（ 7500 fast Real－ time system / Applied 
systems社製）に供するため，PCR反応溶液を調製した。
ライマー終濃度 500 nM，プローブ終濃度 100 nM， DNA
液 2 µlを Taqman fast Universal PCR Master Mix（Applid 
systems社製）にて調製し，総量を 20µlとした。16SrRNA，

A， vcrA， bvcA を検出するために用いたプライマー，
よびプローブセットを表 4に示す（4）。リアルタイム PCR
定は，同一試料において 3 回繰り返した。またネガティ
コントロールにヒトの cDNAを用いた。PCRの反応条件
1ステージ目が 60 ℃，1分，2ステージ目が 95 ℃，3分，
テージ目の 1ステップ目が 95 ℃，10秒，2ステップ目

61.5 ℃，30秒，4ステージ目を 60 ℃，1分に設定し，3
テージ目を40サイクル繰り返すことで目的の遺伝子を増
させた（5）。

3. 実験結果と考察

.1 遺伝子抽出方法の検討 土壌試料から遺伝子を抽

する方法として，本研究では，ISOIL キットを用いた。
の抽出法では，界面活性剤存在下，加熱抽出法にて細胞

膜を溶かすとともに，核酸を分解する酵素類を変性させ

Aを抽出する。ビーズビート法のように物理的な力を加
ることなく土壌中のDNAを抽出するため，高分子のDNA
得られる。ただし，強固な細胞壁を持つ微生物などは破

されない可能性があるが，本実験ではターゲットとなる

伝子が高分子量のため，この抽出法を選択した。

本実験で抽出した DNA量について，0.5 gの土壌から 7
60 µg/mlの濃度で得られた。得られた DNA量は生物の存
量に反映される。各土壌試料での DNA抽出量は試料 No. 
最も多く，No. 1 ＞ 6 ＞ 3 ＞ 4 ＞ 5 ＞ 2の順になっ
おり，採取した土壌によって存在する生物量の違いが明

かになった。

3.2 アルタイム PCR による分析結果 リアルタイム

PCR法は PCR増幅産物をモニタリングするため，指数関数
的増幅域で遺伝子の正確な定量ができる方法である。よっ

て， SNPs（1塩基多型）タイピングや遺伝子組み換え食品
の検査，ウイルスや病原菌の検出，導入遺伝子のコピー数

の解析など様々な用途に応用されている。遺伝子発現解析

のような定量解析は，リアルタイム PCR の得意とするとこ
ろであるが，検出感度に優れるため，目的の遺伝子，つま

り目的の生物の有無を判断する解析にもその威力を発揮す

る。 
今回測定に用いた汚染土壌 6 試料における 4 遺伝子
（16SrRNA， tceA，vcrA，bvcA）の検出結果を表 5 に示し
た。 

16SrRNA遺伝子は，Dehalococcoides属菌由来の遺伝子で
ある。16SrRNA遺伝子は，試料 No. 1，5，6から検出され，
Dehalococcoides属菌の存在が確認された。一方，tceA，vcrA，
bvcAの 3種の遺伝子は，Dehalococcoides属菌の中でも，VOC
分解能力を有するものに存在する VOC 分解酵素遺伝子で，
VOCを嫌気的環境下で脱ハロゲン的に分解するために欠か

表 5. 各遺伝子の発現

土壌試料
No.

遺伝子名

１ ２ ３ ４ ５ ６

16SrRNA ○ － － － ○ ○

tceA － － － － － －

vcrA － － － － － －

bvcA ○ － － － ○ ○

（－：不検出，○：3反復中すべて検出）
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せない遺伝子である。分析の結果，TCE を DCEs に分解す
る tceAと DCEsを VCに分解する vcrAの VOC分解酵素遺
伝子は確認されなかったが，VCをエチレンに分解する
bvcAが試料 No. 1，5，6から検出された。

VOC完全分解菌として知られる D. ethenogenes 195は，
tceA酵素遺伝子を保有するが，今回 tceA酵素遺伝子は検出
されなかった。本結果は，D. ethenogenes 195，および TCE
を DCEs に分解できる菌が存在していないことを示唆して
いる。また，vcrA 酵素遺伝子は，例えば VOC 分解菌であ
る Dehalococcoides sp. VSなどに存在するが，本遺伝子も今
回測定した試料からは検出することができなかった。本結

果は，DCEsを VCに分解できる菌が存在していないこと示
している。一方，bvcA酵素遺伝子は，例えば Dehalococcoides 
sp. BAV1などに存在する。本測定の結果，bvcA酵素遺伝子
が検出され， VCをエチレンに分解する Dehalococcoides属
菌が存在していることが明らかになった。

以上の結果から，リアルタイム PCR分析により，土壌試
料の Dehalococcoides属細菌の検出に成功するとともに，そ
の VOC 分解能の有無を検出することに成功した。本 VOC
汚染土壌は Dehalococcoides属菌の中でも VCをエチレンに
分解できる菌が存在しているが，PCE，TCE，DCEsの 3種
類の VOC を分解できる菌が存在していないことが明らか
になった。この結果は，本汚染サイトにおいて，もともと

存在していた PCE，TCE，DCEs がすでに VC まで分解し，
浄化ステージが VC をエチレンに分解する最終段階に位置
していることが示唆される。リアルタイム PCR 法による
VOC分解菌の検出法は，ガスクロマトグラフィー法による
土壌サンプル中の VOC濃度検出と併用することにより，土
壌浄化の進捗状況を詳しく把握することが可能となる。

今後は，増幅された遺伝子を塩基配列解析（シーケンス

解析）することにより，VOC分解菌の特定を進める予定で
ある。塩基配列決定により，新たな VOC 分解菌の発見に
つながることが期待される。また，PCR-DGGE法を用いて
網羅的に VOC 汚染土壌の菌群を解析し，VOC 分解に良好
な菌群を解析することが可能になる。VOC分解菌として知
られている菌だけでなく，VOC分解菌を活性化する菌の挙
動も解析することで，VOC分解をより促進させることが期
待できる。

4. まとめ

リアルタイム PCR を利用した遺伝子解析は VOC 汚染土
壌分解菌のプロファイリングに有効であった。今後，この

遺伝子評価方法と土壌ガス分析法を組み合わせることによ

って，新規バイオレメディエーション技術を構築する際の

ツールとして利用できると期待される。

（平成 21年 7月 8日受付，平成 21年 8月 21日再受付）
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天然放射性炭素 C-14 を用いたバイオ燃料の由来判別技術

斎藤 正明＊１） 中村 優＊２） 山﨑 正夫＊３） 

A Speciation of Bio-Fuel by Easy C-14 Measurement  
Masaaki Saito*1) ,  Masaru Nakamura*2) ,  Masao Yamazaki*3) 

Gasoline containing bioethanol (E-gasoline) is being promoted. We developed a simple method for determining the bioethanol 
content in E-gasoline. Liquid scintillation counting (LSC) was employed based on the principle that 14C exists in bioethanol but 
not in synthetic ethanol. Bioethanol was extracted in two steps by water from 3% E-gasoline (E3). Their C-14 radioactivity was 
measured by LSC, and converted to the amount of bioethanol. The bioethanol content in E-gasoline was determined from the 
amount of bioethanol in the water phases. It appears that the method can be used to determine bioethanol content in E-gasoline 
quickly and easily. 

 
キーワード：バイオ燃料，E3ガソリン，水抽出，液体シンチレーションカウンタ，C-14 

Keywords：E3 gasoline, water extraction, liquid scintillation counter, carbon-14 

1. はじめに

化石燃料を燃やすと，地下に固定された炭素成分が大気

圏の二酸化炭素 CO2総量を増加させることになるが，図 1
に示すように，大気圏 CO2を吸収した植物由来のバイオ燃

料は燃やしても CO2総量を増加させない。温室効果ガス排

出抑制のため，バイオエタノールを自動車燃料に混合する

バイオ燃料の利用が推進されつつある。バイオ燃料は価格

が高めとなることから，バイオマス比率を容易に評価でき

ることが，優遇措置を想定した商業ベースでの普及の必須

条件となる。

天然の放射性炭素 C-14は宇宙線起源であり，CO2の大気

循環を通じて植物中に取り込まれる。その比放射能は，生

成速度と壊変速度の関係から大まかには古今東西一定で約

15 dpm/gCとされている。一方，宇宙線の影響から隔絶され
た化石燃料では半減期 5730 年の C-14 が壊変し尽くして含
有量はほぼゼロである（図 1下側）。この違いを利用してバ
イオ度を評価するが，現状では次の問題がある。

（1）米国分析規格の評価法(1)「燃焼ガスの CO2から計測試

料を得る」手法は，あらゆる有機試料に対し有効であるが，

高度な技術を必要とし，一般には普及しがたい。

（2）当面，日本政府が推進する植物起源のエタノール 3%
混合ガソリンは計測試料中の C-14含有量が少なすぎ，定量
は困難である。

本研究では，対象をバイオエタノールガソリンに限定し，

C-14 含有量を簡易な濃縮操作だけで直接液体シンチレーシ

ョン計測する技術の開発を試みた。水を使用してバイオガ

ソリンからエタノール分を抽出することで，計測妨害物質

の除去並びにエタノール分の濃縮を達成し，簡易な実用測

定の途をつけたことを報告する。エタノールが水に可溶で

あり，ガソリン及び着色剤は水に不溶という物性の違いを

利用したものである。

温暖化ガス排出抑制

循環型社会CO2増加

バイオ燃料

宇宙線の作用で

放射性炭素Ｃ１４有

化石燃料

半減期5700年壊変し尽く
して放射性炭素Ｃ１４無

CO2

大気中C14

一定値

図 1. カーボンニュートラルと放射性炭素

2. 従来の C-14計測法

2.1 米国分析規格 物質中の C-14 分析法として，図 2
に示すように，その特徴を利用した次の二種類がある。一

つは放射能計測法であり，もう一つは質量分析法である。

ASTM (米国材料試験協会；American Society for Testing and 
Materials) では，物質中のC-14測定について図 2のように，
三通りの手法を提示している(1)。LSC 計測とは液体シンチ

＊１）ライフサイエンスグループ
＊２）経営企画室
＊３）東京都環境科学研究所（前ライフサイエンスグループ）

論 文
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レーションカウンタ（Liquid Scintillation Counter）を使用し，
C-14の β線を数える放射能計測である。AMS計測とは加速
器質量分析計（Accelerator Mass Spectrometry）を使用し，C-14
原子数を直接数えるものである。

AMS法では，カーボングラファイト試料 → イオン化 →
加速 → 磁場というプロセスを経て，C-12と C-14とを質量
の違いで分離し，電流あるいはパルス信号として両者の原

子数の比を得る。試料所要量は数 10 mgである。
LSC計測では，1 gの天然炭素から 1分間に 15本の β線
を数えるのに対し，AMS計測では，数 10 mgの天然炭素か
ら瞬時に数百万個もの C-14原子を数えることができ，断然
有利である。

ところで，揮発性のE3ガソリンを分析対象としたときに，
AMS測定の長所である試料の取扱量が微量すぎることが定
量上の問題になることが懸念される。これについては図 6
測定結果の比較で後述する。

米国規格（ASTMD6866）バイオ度の測定方法

Method A： CO2吸収剤をLSC計測

Method B： グラファイト化してAMS計測

Method C： ⇒LiC2⇒アセチレン⇒ベンゼン合成

→ LSC計測

燃焼して
CO2

都産技研方式バイオ度の測定方法

精製，測定法を工夫して Ｃ１４ を直接LSC計測

国内設置数 AMS：全国10基 LSC：全国1000台 2007現在

燃料
＝＝＝ 以上 既存測定規格の呪縛 ＝＝＝

図 2. ASTMの C-14測定法と都産技研方式

2.2 液体シンチレーション計測器 バイオエタノール

にシンチレータと呼ばれる蛍光物質を添加し，C-14 の β 線
を光エネルギーに変換して検出する計測器が LSC 計測器で
ある。

(1) 光は物質間を伝わって，あるいは相互作用を経ずに
遠くまで到達できる。

(2) 放射線は電子のエネルギーに比例した数の光子に引
き継がれる。

(3) 1個の光子はある一方向に進むが，1本の β線できわ
めて多数の光子が発生するために全方位に向けて放出され

る結果，光検出器 1 個だけでもいずれかの光子を捕らえる
ことが可能となる。

すなわち，LSC 計測器の特長は 1 個の放射線発生という
事象を光に変換することで，そのエネルギーに比例した大

きさのパルス電流を確実に検出できることである。LSC 計
測器は 1950年代から開発が進み，今日では完成した放射線
の汎用機器として，医療，放射線管理など我が国内でも 900

台以上の規模で普及している(2)。

2.3 バイオガソリンの直接溶解計測 バイオガソリン

E3をトルエンシンチレータに直接混合し，LSC計測を試み
たところ，妨害が著しく，計測は不可能であった。仮に燃

焼させ，CO2 から純物質を得たとしても，3 %バイオエタノ
ールの理論値は放射能の単位で，1 dpm程度しかなく，正味
計数が少なすぎると予想される。確認のため，計数妨害の

少ない模擬試料として 3 %バイオエタノールを含有する n-
ヘキサン試料 6.0 gを実測したところ，バックグラウンド計
数率約 20 cpmに対し，正味計数率 1 cpmであり，1000分間
計測を行っても，計数誤差は 2σ=±40 %となった。辛うじて
検出の有無を論じられるレベルであるが，定量は困難であ

る。（dpm :1 分間当たりの放射能壊変数，cpm :1 分間当た
りの放射能計数値）

各種エタノールの C-14濃度の実測例を図 3に示す。蒸留
酒からエタノール分を精製し，炭素 1 g当たりの C-14量を
比較したものである(3)。図中縦軸で例えば 15 dpm/gCと表示
した量は，C-14の放出する β線(陰電子)の数が 1分間当た
り 15個という意味である。C-14の放射能と原子の数（物質
量）との関係は半減期を秒単位で扱った速度定数で直結し

ていて，放射能＝(ln2/半減期)×原子数である。上記の 15 
dpm/gCを物質量に換算すると， 1/10000 ppt（10の 16乗分
の 1）レベルである。石油や天然ガスを原料とする合成エ
タノールの C-14濃度は予想通りゼロであった。わが国では
アルコール課税が徹底しており，市中に合成エタノールが

出回るメリットはないと考えられる。実験試薬というもの

は 100 %バイオエタノールであったことがわかる。

図 3. 各種エタノールの C-14 濃度

3. 都産技研方式の分析法

3.1 計測妨害除去と濃縮の同時達成 LSC 計測の特徴
的な障害の一つが，光を吸収してしまう試料の着色問題で

ある。この現象はとくにクエンチング（quenching：消失，
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抑制）と呼ばれる。放射線発生という事象が直ちに光に変

換されても，光が消失してしまってはどうすることもでき

ない。よく見かける油はしばしば黄色みを帯びている。黄

色は蛍光色を吸収する現象で，とりわけ計測上好ましくな

い。ガソリンは識別のためにオレンジ色に着色が施されて

いる。着色物質は除いてやらなければ，正確な測定は期待

できない。

もう一つの問題として，E3 ガソリンのようなバイオエタ
ノール濃度 3 %というのは，バイオエタノールの量が少な
すぎ，誤差 10 %の定量測定は困難である。
以上の二つの問題を一挙に解決したのが，エタノールの

水抽出技術(4)である。水とガソリンとは混じり合わない。そ

れぞれを水相，ガソリン相と呼ぶ。図 4 のように，ポリプ
ロピレン製のディスポーザブル遠沈管を抽出器として，

(1)ガソリンに少量の水を加え，激しく振り混ぜる。水微粒
子の比表面積は大変大きなものとなり，界面を通してエタ

ノール分子が二相間を行き来する。この場合，都合の良い

ことにエタノールの多くが水相に移り，色素など妨害物質

はガソリン相に残る。

(2)ピペットを用いて，抽出器の底部から水相だけを計数バ
イアルに採取する。

(3)計数バイアルにシンチレータを加え，LSC 計測で C-14
を定量する。

以上の簡単な操作だけで，妨害除去とエタノール濃縮が

同時に達成できた。E3ガソリン 100 gに 4 gの抽出水を用い
た場合，エタノールは約 11倍に濃縮された。

図 4. エタノール成分抽出実験の手順

3.2 バイオエタノールガソリンの定量測定 抽出とい

う操作を分子運動の現象として記述すると次のようにな

る。一定温度で水とガソリンを接触させると，熱運動によ

って二相間を分子が行き来し，水中のエタノール分子数と

ガソリン中のエタノール分子数の比は一定になる。これは

熱平衡状態と呼ばれる現象である。このようにしてガソリ

ンに溶けているエタノール分を水相に濃縮あるいは分離す

る操作は抽出と呼ばれる。

この際の抽出率が既知ならば，水相のエタノール分を分

析するだけでガソリン相のエタノール量を算出することが

可能で，両者を合算してエタノールの全量が判明する。

どれだけの割合のエタノールがガソリン相に残され，水

相に移るかは，分子間力及び分子の運動エネルギーが関係

する。単純なモデルでは温度を変数とした指数式によって，

エタノールの水相及びガソリン相への分配比

χ= Zexp(-∆G/RT) が定まる(5)。意味としては，気体定数 R
と絶対温度 T の積である熱運動エネルギーRTを持つエタ
ノール分子がギブス自由エネルギー∆Gを超える確率と頻度
Zの積である。ここで実験を行い，∆G，Zを決定して，抽出
率式を誘導するのが通常の手法である。ここでは，とにか

く抽出率の関係式は温度の関数ということが重要である。

ここで更に問題が発生する。その一つが，ガソリンは種々

の混合物で，厳密な意味での成分が生産ロットごとに不定

な物質であるということである。溶解度など物性定数を決

定することは，おおよそで有用とはいえ，あまり意味のあ

ることとは思えない。

もう一つの問題は相手が水だということである。水は身

近な物質でありながら，最も特異な性質を持つ物質ともい

える。理論は単純でも，記述に多項式が必要になったり，

あるいは温度毎に定数を羅列したりする場合が多い。

前述したように一つのバイオエタノールガソリン，一つ

の平衡温度の条件下で抽出率 rは一定値であろう。とりあえ
ず，r不明値のまま話を進める。抽出後の水に含まれるエタ
ノール量を A1とすると，Eガソリンに含まれていたエタノ
ール量Ｃは次式 (1) で表される。

A1 =  r･C ・・・(1)
すると，抽出済みの E ガソリンには，C－A1 のエタノール
が残ることになる。従って，この抽出済みガソリンに対し

て「再度，抽出操作を行い」，抽出後の水に含まれるエタノ

ール量を A2とする。ここで，Eガソリンに残されたエタノ
ール量 C－A1は次式 (2) で表される。

A2 = r･(C － A1) ・・・(2)
連立方程式 (1)及び(2) を解くと，不明ながら一定値であ
った抽出率 rを数式の上で消去できる。

C = A1･A1/(A1 － A2) ・・・(3)
この (3) 式こそが求めていた理論式である。２段階にわた
る抽出水のバイオエタノール量を計測することによって，

抽出率 r を未知数のままで E ガソリンに含まれていたエタ
ノールの量を知ることができるようになった(6)-(8)。

3.3 抽出実験の最適条件と測定結果 上述した理論式

は，1段目抽出率と 2段目抽出率とが等しいという仮定の上
で成り立っている。溶解のモデルを分子の高次構造から推

定してみる。分子間力の強い水相では，図 5 分子模型のよ
うに，エタノールのエチル基同士が隣り合った二量体を酸

素原子の混成軌道に沿って 6 個の水分子が水和した構造が
安定であろうと推察される。エタノール 1 分子に対する水
分子数の比は 6/2で，水和数 3となる。水和数 3以下では想
定した水和構造が維持できないだろうということである。

実測値から，温度 18 ℃で E3ガソリン 100 gに対し，3 g
の抽出水を添加した場合の水和数は 5.4であった。また，2 g
の抽出水を添加した場合でも水和数は 4.5であった。以上の
いずれの場合でも計算上は水和構造を満たせることになる
(9)。
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図 5. 水相，ガソリン相のエタノール分子の推定構造

3.4 測定結果及び既存の測定法との比較 計測エタノ

ール量を増量させ精度を向上させるには，水の比率は少な

い方が好ましい。しかし，実用に供される温度範囲で上記

の水和構造が保たれるか，今後，確認が必要である。エタ

ノールが最大量抽出されても図 5 の構造が維持される添加
水量として，抽出水 4 gを使用した場合の測定結果(9)を図 6
に示す。図中のエラーバーは計数誤差 2σである。最上段の
プロットが模擬 E3ガソリン調製値，2段目が 2段抽出 LSC
法で測定した実測値である。期待通り計数誤差範囲内で真

の値が再現されたものとみなせる。

図 6の 3段目以下は全て同一の試料を国内 2社及び米国 1
社に委託して AMS計測したものである。期待に反して計測
値が調製値と合ったとは言い難い。前処理段階で扱うガソ

リン試料が数 10 mgで比表面積がきわめて大きいため，エ
タノール少量成分の揮発損失分が組成に影響した可能性が

考えられる。計測自体が極めて精密なだけに，前処理で生

じる誤差が大き過ぎる。今後の問題解決に期待したい。

2 2.5 3 3.5 4

エタノール含有率 ％

調製値

２段抽出LS法

AMS法(P社08/5)

AMS法(B社08/9)

AMS法(I社08/12)

図 6. E3ガソリンのバイオエタノール含有率及び再現値の比較

4. おわりに

大阪府下では 2008 年秋に本格的に E3 ガソリンの市販が
開始された。公正取引委員会は 2009年 7月，石油連盟及び
各石油元売会社がバイオエタノール直接混合方式に協力し

ないようにさせることは独占禁止法に違反する行為である

と断定した。E3 ガソリンの市販には追い風となろう。本稿
の 2段抽出 LSC法については 2009年度から公定法化作業も
始まった。

頻発した偽装事件以来，商品の信ぴょう性に国民は強い

関心を持つようになった。バイオ由来度の証明は公正な社

会形成に不可欠である。科学的根拠に基づき，E3 ガソリン
の品質証明が容易であることを公表することは，実質的な

品質証明のみならず，詐欺や偽装を未然に防止し，健全な

社会を形成する上でも有用である。

（平成 21年 7月 9日受付，平成 21年 8月 21日再受付）
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照射食品検知用 PSL装置の性能評価に使用する標準物質に関する研究

関口 正之＊１） 中川 清子＊１） 後藤 典子＊２） 山﨑 正夫＊３） 

Investigation of the effectiveness of standard materials used to the performance evaluation of 
the PSL detectors for irradiated foods 

Masayuki Sekiguchi＊１）, Seiko Nakagawa＊１）, Michiko Goto＊２）, Masao Yamazaki＊３） 

Six different minerals (dolomite, bentonite, montmorillonite, kaolin, talc, activated clay), gloss sheets for laser(LP) and ink-Jet 
printer(IP), and four types of glass fiber filters (GA-100, GB-100R, GD-120, GF/C) have been investigated for availabilty as the 
standard material for maintainance and calibration of photostimulated luminescence (PSL) detectors for irradiated foods. 
Montmorillonite applied to a paper disc had an adequate PSL intensity caused by natural radiation in comparison with other 
minerals, but the stability of the PSL was affected by light exposure in the manufacturing process. The PSL intensity of IP was 
drasticaly decreased one day after irradiation but LP had an adequate PSL intensity with the exception of high level backgroud 
counts just after irradiation. The glass fiber filters, except for GF/C, differed little in PSL intensities between the upper and under 
side, but compression in the filter caused fluctuation in the PSL intensity. Changes in PSL intensities of LP and GA-100 with time 
differences after irradiation were further studied. The cumulate photon counts were markedly decreased in the first two months 
for GA-100, and in the first month for LP after irradiation. GA-100 showed relatively less variation in cumulate photon counts 
compared with LP and the paprika standard in a series of studies. 

 
キーワード：光刺激ルミネッセンス，照射食品，検知法，標準物質，ガラス繊維ろ紙, 天然鉱物

Keywords： Photostimulated luminescence, Irradiated food, Detection method, Standard materials, Glass fiber paper, Natural minerals 

 

1. まえがき

照射食品検知のための光刺激ルミネッセンス（PSL）法は，
英国スコットランド大学環境科学研究所（SUERC）の
Sanderson らのグループにより開発された。欧州諸国を中心
にパルス PSL（PPSL）照射食品スクリーニングシステムとし
て普及し国際試験所間試験に使用され(１），EN13751(２）の標
準機ともなっている。しかし，わが国では価格と保守の問題

で普及しなかった。著者らは新たに PSL装置を開発し，3つ
の判定方式（積算発光量，発光の増加及び減少）を備えた廉

価な市販機を 2006年より提供を開始した(３)。PSL法は，迅
速，簡便，低コストであるため食品事業者及び検査機関に普

及が進んでいる。SUERCの PSL装置では，感度管理や装置
間の校正を目的に発光量を安定化させたパプリカなどを標

準試料として使用している。しかし，食品を標準にした場合

は試料の量や偏りが測定値に大きな変動を与える可能性が

ある。著者らはトリチウムと蛍光物質からなる自発光素子

(GlowellTMスタンダードグリーン:LUX biotechnology Inc.)及
び赤外光照射により可視光を発光する赤外レーザ検出ター

ゲット（Edmund Optics Inc.）を用いた校正方法について，高

発光量域で精度よく測定する条件を明らかにした。（４）

本研究では，低発光量域でパプリカに代わる安定した標準

物質の探索と評価を目的として，積算発光量による判定閾値

（5000カウント）付近で安定した発光を示す物質の検討を行
った。

2. 方法

2.1 実験試料
（1）鉱物試料 カオリン，モンモリロナイト，活性白土，
ベントナイト，タルク（和光試薬）及びドロマイト（JDo-1：
産総研）を 3 %ポリビニルアルコール溶液に均一に懸濁させ
たものをろ紙（ADVANTEC M-85：直径 47 mm）に添加，乾
燥したものを使用した。鉱物試料については熱ルミネッセ

ンス（TL）測定により未照射のものを選んだ。
（2）プリンタ用紙 粘土鉱物をコーティングした光沢

紙：インクジェットプリンタ用紙（ナカバヤシ製, IP）及び
レーザプリンタ用紙（コクヨ製,LP）を直径 47 mm の円形
にカットし，遮光包装して使用した。

（3）ガラス繊維ろ紙 PSL装置の測定に使用されるシャ
ーレのサイズに対応した直径 47 mmの円形のものを使用し
た。アドバンテック製 GA-100（110 g/m2）, GB-100R（95 g/m2）,
GD-120（123 g/m2）及びワットマン製 GF/C（53 g/m2）の 4
種類を遮光包装して用いた。なお，包装箱に入っている紙

＊１）ライフサイエンスグループ
＊２）東京都現福祉保健局（元駒沢支所）
＊３）東京都環境科学研究所（前ライフサイエンスグループ）

論 文
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の上方を表，下側を裏とした。ろ紙の加圧処理は約 20 g/cm2

の条件で 1昼夜行った。
（ 4）パプリカ標準物質 SUERC の標準パプリカ
（reference: sp 9932,照射日 2006/6/27，8.7 kGy）を使用した。
2.2 実験装置
（1）γ線照射 産技研の 60Co-γ線照射装置（185TBq）を
用い，常温で照射した。

（2）照度測定 測定環境の照度測定は，照度計（デジタ
ルライトメーターLX-105（（株）カスタム製））を使用した。

（3）PSL 測定 PSL 測定装置は，日本放射線エンジニア
リング（株）（JREC）製の市販機（ES-7340A 型）を用い，
比較のため実験では SUERC製 PPSL装置を使用した。

JREC の PSL 装置では，10 秒間のバックグラウンド測定
後，90秒間の光照射で生じる PSL発光量を測定した。判定
には「積算発光量」及び光照射直後から測定終了時での「発

光量の減衰」，ダークカウントから光照射直後の「発光量の

増加」を使用した。SUERCの PPSL装置では，60秒間の積
算発光量を使用した。

（4）熱ルミネッセンス（TL）測定 Harshaw 3500型装置
で 70～400 ℃の測定温度範囲，6 ℃/min の昇温速度で測定
した。

3. 実験結果および考察

3.1 標準試料に適した鉱物の選択と標準発光試料の試作
標準試料に用いる鉱物は，強い PSL発光を持たないこと，
経時的な減衰のない自然放射線に起因する PSL 発光を示す
ことが必要である。一方，未照射で発光の観察されない鉱

物の場合でも，照射により適度の発光を持ち，保存後に発

光量が安定することが必要である。検討した鉱物の PSL と
TLの発光特性を表 1に示す。ドロマイトは PSL発光量が大
きく濃度調整が難しく不適であるが，モンモリロナイト及

びベントナイトは適正な発光を示した（図 1）。しかも TL
測定で Glow1の発光ピークが 250℃以上で観察され（図 2），
TL 比が 0.1 以下であること（表 1）から人為的照射を受け
ていないことを確認した。

モンモリロナイト，ベントナイト，活性白土について 3 %
PVA に一定量の鉱物を懸濁した試料を作り，未照射でろ紙
に添加したもの，またそれを遮光包装して照射したものに

ついて PSL発光量の変動を調べた（表 2）。
照射なしでは，発光量の小さい活性白土の変動が大きか

った。照射した 3 つの鉱物では変動が大きくなり，ろ紙
に付着した鉱物質が照射により発光し，そのばらつきが

影響を与えている可能性がある。一方照射なしの場合は，

この影響を受けないため変動が小さい。しかし，ろ紙へ

の添加乾燥段階で外光が入ると急速に発光量が減少する

という欠点があり（図 3），変動は比較的少ないが，全く
の暗所で素子の作製をするのは難しいことがわかった。

3.2 光沢紙及びガラス繊維ろ紙の選択 自作の難しい

素子に代わり，光沢紙及びガラス繊維ろ紙といった規格

化された市販品を対象に特性を調べた。LPと IPの光沢紙

の照射前後の発光曲線の変化を図 4に示す。LPは，照射直
後は励起光照射なしの場合でも発光が継続して観察された

が，翌日にはその発光は消失し励起光照射による発光だけ

が残った。一方 IPの場合は，LPに比べ照射直後の発光量も

鉱物名 TL比*
(G1/G2)

150-250℃の
発光ピーク

積算発光量

(counts)**

ドロマイト 0.09 なし 490000 
ベントナイト 0.03 なし 72000 
モンモリロナイト 0.03 なし 7000 
カオリン 0.12 なし <300 
タルク 0.10 あり <300 
活性白土 0.02 なし <300 

＊積算温度範囲（TLD-100で設定した 167-232℃）で評価した。
＊TL 試料皿に満たした条件で PSL を測定した。

ベントナイト モンモリロナイト 活性白土n=10 
0.4mg/disc 0.4mg/disc 0.2mg/disc 

照射なし 30625.4 
（15.9%）

1719.6 
(16.8%)

62.7 
(509%)

100Gy 
γ線照射

56687.4 
（21.8%）

2552.4 
(47.1%)

2079.4 
(36.0%)

＊表中の数値は積算発光量(counts)，括弧内の数字は変動係数
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図 1. ベントナイト，モンモリロナイトの PSL発光曲線
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小さく，励起光照射による発光が 1 日後には減衰して観察
されなくなった。そのためその後の検討には LPを用いた。
次に，ガラス繊維ろ紙では裏と表で発光量に違いのない

ことが望ましい。4種類のガラス繊維ろ紙について表及び裏
側の PSL発光量の違いを調べた結果を図 5に示す。GF/Cは，
裏側が表側より発光量が約 2 倍大きくなった。他の試料で
は最大で 10 %台の差に収まっていた。
また，ガラス繊維ろ紙は柔らかく包装する際に変形が起

りやすい。そのため，加圧処理した場合の発光量への影響

を調べた。加圧処理したガラス繊維ろ紙の場合，GA-100及
びGB-100Rでは発光量が未加圧のものより 18～30 %大きく
なった。最も厚さのある GD-120では未加圧のものより発光
量が 13 %小さくなる傾向を示した。以上の結果から廉価で
取扱の容易な GA-100を候補として PSLの特性を調べた。
3.3 GA-100 及び LP の発光量の経時変化 GA-100 は

260Gy照射したもの，LPについて 158 Gy照射したものにつ
いて，積算発光量及び発光の増加と発光量の減少の 3 つの
判定基準について経時変化を調べた（図 6）。

GA-100 は 4 ヶ月後に「積算発光量」は 5000 カウント
程度となり，減衰も次第に緩やかになった（図 6左上）。「発
光量の増加（図 6左中）」及び「発光量の減少（図 6左下）」
についても積算発光量と同様な減衰傾向を示した。各測定

時における PSL発光量の 3つの測定値の変動係数は，積算
発光量は 7.4～19.2 %，発光量の増加は 8.9～23.6 %，発光量
の減少は 16.5～58.2 %と変化した。発光量の減少は，他に比
べてばらつきが大きく指標には適していなかった。LPは，
照射 1 ヶ月以後は減衰が小さくなった。変動係数は「積算
発光量」で 7.7～29.6 %，「発光量の減少」で 8～17.4 %，「発
光量の増加」で 6.2～14.2 %と変化した。
次に，GA-100 の積算発光量の線量応答曲線（照射 13 日
後測定）は直線的関係を示すが，高線量域で変動が大きく

なった（図 7左）。各線量値における測定値の変動係数は 14.7
～20.9 %であった。LPの場合（7日後測定）は，800 Gy以
上では飽和する傾向を示した（図 7 右）。変動係数は
7.7~15.6 %と変化した。以上より，GA-100及び LP共に低線
量域では照射に対して積算発光量は，ほぼ直線的に増加し

た。 
3.4 GA-100及び LPに与える室内照明の影響 150 Gyを
照射 6日後の GA-100及び LPを用いて，PSL測定時に室内
照明が積算発光量に与える影響を調べた（図 8）。
暗所及び蛍光灯が点灯している条件（630 Lux）ですぐに
シャーレに移し，測定 0 秒及び 20～180 秒間照明に曝露す
る条件で行った。GA-100の場合，暗所に比べ明所での試料
の測定容器への移動により約 10 %発光量が増加した。0秒
に比べ照明曝露 20～60秒は約 2 %，180秒では発光量は 12
～15 %減少した。また，この間の変動係数は，8.5～16.2 %
であった。LPの場合は，照明曝露時間の増加により連続し
て積算発光量は減少し 180秒後には 27.5 %まで減少した。
この間の変動係数は 14～18.5 %であった。
ダークカウント（counts/sec）は，曝露時間の増加に伴い
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GA-100では暗所 1.3から 180秒後には 4.2に増加し，LPの
場合は，暗所 4.9から 180秒後には 8.7に増加した。暗所に
比べ外光による遅延発光又は蛍光物質による発光の影響が

考えられた。以上から 0～60 秒以内で測定することで一定
の結果が得られ

3.5 GA-100，
度の比較 装

べた結果を表 3
測定した場合に

り測定値の変動

GA-100を測定し
LP及びパプリカ
くなり，試料の

れた。SUERCの
カ標準の複数機

SUERCで 34.2 
の測定値を 1と
動した。以上か

できるものと考

により感度が大

スペクトル，

ことが影響を与えたと推定される。

4. まとめ

鉱物（6種）及び光沢紙（2種），ガラス繊維ろ紙（4種）
の PSL発光特性を調べた結果，以下のことが分かった。
（1）モンモリロナイトは，自然放射線を受け PSL発光を示
す鉱物として標準素子作製に適した発光強度を持ってい

た。しかし，暗所で安定した素子の作製は困難であった。

（2）光沢紙の場合， IP は照射後急速に発光が消失し使用
できないが，LPは照射後も比較的安定した発光を示した。
（3）ガラス繊維ろ紙の中では GA-100 が裏表の差が少なく
圧縮に配慮すれば廉価なので有用と考えられた。

（4）照射した LP及び GA-100の PSLの経時変化は，GA-100
の場合，照射後 4ヶ月で積算発光量が PSL法の上限閾値の
5000カウント程度まで減衰し，LPでは照射後 1ヶ月以降で
緩やかに減衰する傾向を示した。

（5）発光量の経時変化を 3 つ判定方式で調べた結果，
GA-100 では，「発光量の減少」で測定値のばらつきが大き
くなり，LPの場合はいずれの判定方式でも変動は比較的大
きくなった。

（6）測定時における短時間の光曝露（630 Lux）は，GA-100
及び LP共に測定値を減少させた。
（7）GA-100及び LP，パプリカ標準を JRECの PSL装置と
SUERCの PPSL装置で測定した結果，GA-100と LPはほぼ
同じ値を示したが，パプリカ標準では JRECの方が SUERC
の装置より大きな値を示した。

（平成 21年 7月 6日受付，平成 21年 9月 18日再受付）
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魚及び魚エキスを用いた調味料の放射線照射履歴の検知

－食品より分離した鉱物質の TL分析と適用上の配慮事項－

関口 正之＊１） 中川 清子＊１） 柚木 俊二＊１） 

Detection of irradiation history of seasoning mixes composed of dried fish and its extract 
- TL analysis and application considerations for mineral separation from foods - 

Masayuki Sekiguchi＊１）, Seiko Nakagawa＊1）, Syunji Yunoki＊１） 

In the present study, the thermoluminescence (TL) method (EN1788) was used to detect the irradiation treatment of Japanese 
traditional seasoning mixes mainly composed of dried fish (bonito etc.) and its extract. The Glow 1 curves of minerals separated 
from the seasoning mixes using a heavy liquid showed significant single peaks at temperatures between 146.5ºC and 175.4ºC. 
The peaks are typical for irradiated food, despite the samples being not irradidated. The Glow 2 curves showed single peaks at 
temperatures higher than that of the Glow 1 curves (175.4ºC to 217.9ºC). The peak temperature of Glow 2 is usually lower than 
that of Glow 1 because the peaks from irradiated silicate minerals shift to higher temperatures with time. The TL glow ratios 
(Glow1/Glow2) calculated in the temperature ranges (167-232ºC) defined by means of irradiated TLD-100 were above 0.1, 
suggesting that the mineral samples were contaminated with organic materials such as protein or bio-inorganic materials such as 
bone. In order to remove the possible contaminants, acid hydrolysis and subsequent heavy liquid separation were employed. The 
minerals thus obtained showed no Glow 1 peaks. A significant peak was observed at 213ºC instead of peaks at lower temperature 
for the case of irradiated seasoning mixes (2.45 kGy) . These results suggest that the TL method may provide false positives for 
the Japanese traditional seasoning mixes because of luminescence from some components other than silicate minerals. It appears 
that EN1788 needs some modification to precisely detect food irradiation for the seasoning mixes. 
 
キーワード：熱ルミネッセンス法，照射食品検知, 鉱物分離, EN1788，魚及び魚エキス調味料

Keywords：Thermoluminescence analysis, Irradiated food detection, Mineral separation, EN1788, Fish and its extracts  

1. まえがき

食品照射は，食品の病原性微生物の汚染による健康被害や

保存期間の延長を目的とする保存手段の一つである。現在で

は 50 ヶ国を超える国々で色々な食品を対象に実施されてい
るが，国によりその許可品目及び検査の対応は異なっており，

このことが，国際的な流通において課題となっている。

そのため，照射食品の検知技術の実用化は急務であり著者

らは熱ルミネッセンス（TL）法について食品から回収した鉱
物質の発光特性や判定方法の信頼性評価等の研究を行ってき

た（１）－（４）。TL法は欧州では EN1788(2001)（３），国内では厚
生労働省通知（４）で公定法となっているが，香辛料やハーブ，

乾燥及び生鮮野菜などが対象でありそれ以外の食品について

は照射の有無を適正に判定できるかどうかは明らかでない。

日本の伝統的調味料である魚及び魚エキスを用いた調味料も

このようなケースに該当し，輸出時には照射していないこと

の証明を要求される場合がある。本研究では，鰹節等を主な

原料とする調味料について，EN1788 の食品からの鉱物質の

分離方法を適用し TL発光曲線及び TL比，照射の有無の判定
に与える影響を調べ，適正な試験方法の確立を目的とした。

2. 実験方法

2.1 試料の調整（食品からの鉱物質の分離） 日本の伝

統的調味料に用いられる鰹節及びその中間原料等を製造元よ

り入手し試験試料とした。試料の測定は，EN1788(2001)に準
じて実施した。試料からの鉱物質の分離については，試料が

魚由来でありタンパク質や骨成分が多く含まれていることか

ら，比重差を利用した密度分離法（図 1-I）及び甲殻類に適用
される酸加水分解法（５）－（７）に一部密度分離を組合せた方法

（図 1-III）を適用した。図 1-Iでは，30 gの試料を 300 mlの
純水（イオン交換/透析水）に懸濁後，超音波処理（5 min）
を行い付着している鉱物質を離脱させた。全体を 125 µm ナ
イロンメッシュでろ過し，ろ液を 500 ml のビーカーに集め
た。純水を加え攪拌，静置後数回のデカンテーションにより

有機物を含む上澄みを除き，沈殿部分を遠心管に入れ濃縮し

た（1000 g×1 min）。沈殿にポリタングステン酸ナトリウム
（比重: 2.0：以下 SPTと略す）を 5 ml加え攪拌，超音波処理

＊１）ライフサイエンスグループ

論 文
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（5 min）を行った後に遠心処理（1000 g×2 min）を行い，沈
殿を純水で洗浄した。次に沈殿に 1 mol/L塩酸 2 mlを加え攪
拌後 10分間放置し 1 mol/Lアンモニア水 2 mlで中和した。沈
殿は純水洗浄後，3 mlアセトンを加え脱水し TL測定皿に載
せた。図 1-IIIでは，1 lナス型フラスコに試料 30 gと 6 mol/l
塩酸 300 mlを加え，120～130 ℃で 3時間還流処理を行った。
還流後溶液を 1 lビーカーに移し超音波処理（5 min）を行
い，純水を 600 ml加え攪拌後 125 µmナイロンメッシュでろ
過した。ろ液を静置後，デカンテーションし沈殿部分を集め

る操作を上澄みが透明になるまで数回繰り返した。沈殿部分

を 50 ml遠沈管に入れ濃縮し，15 ml遠心管に移し遠心分離し
て得た沈殿に SPT溶液（ρ=2.0）を 5 ml入れ超音波処理後，
再度遠心分離（1000 g×2 min）を行った。本試料については
1 mol/lによる酸処理を省略し，以下は図 1-Iと同様の方法を
とった。また，図 1-IIIの酸処理に伴う高温での還流が TL発
光曲線に与える影響を評価するため 6 mol/l 塩酸の代わりに
純水を添加した系での比較測定を行った（図 1-II）。
2.2 放射線照射 産技研の 60Coγ線照射装置（185 TBq）
で TL比算出のため 1 kGyの基準照射を行った。また，照射

試料の作成のため試料により 2.45～3 kGyを照射した。
2.3 TL 測定 TL 測定用試料皿に入れた鉱物質は，アニ
ール（50 ℃: 16時間）処理後に第一発光（Glow1）の測定を
行った。次に 60Coγ線で基準照射（1 kGy）とアニール処理後
に第二発光（Glow2）を測定した。TL測定は，Harshaw 3500
型装置で窒素気流中（2 l/min），測定温度範囲 70～400℃，昇
温速度 6 ℃/secの条件で行った。TL比算出のための積算温度
範囲につ は，0.5 Gyを照射した Li 子（TLD-100）の
発光曲線

いた。な

の 10倍以

3. 結

3.1 鰹節
中間原料

（K0～K
（Sn）の
はそれぞ

図 2. 鰹節及びその中間原料の TL発光曲線
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照射試料(30 g) 

純水洗浄(1000 g×2 min)

125μmナイロン
メッシュろ過

TL測定皿

（Ⅰ） （Ⅱ） （Ⅲ）

図 1. 鰹節及びその中間原料の鉱物質分離手順
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のピークから算出した温度範

お，Glow2の発光量が最小検出
下の試料については TL比の

果及び考察

及びその中間原料等 9種類及
の TL 発光特性 未照射の鰹
9）及び鯖節の中間原料（Sb），
TL発光曲線を図 2及び図 3に
れ異なるがGlow1及びGlow2の
F素

囲（167-232 ℃）を用
発光レベル（MDL）
計算から除外した。
び鯖節，秋刀魚節の

節及びその中間原料

秋刀魚節の中間原料

示す。K0～K9の組成
発光曲線は一つのピ



東京都立産業技術研究センター研究報告，第 4号，2009年

と TL 比を示す。Glow1 のピーク温度は平均で 162.7 ℃を示
し，Glow2 のピーク温度の 193.0 ℃に比べて約 30 ℃低温側
に現れた。Sb及び Snの場合も，Glow1のピーク温度は平均
で約 25 ℃も Glow2 より低くなった。TL 比を調べた結果，
Glow1に比べ Glow2の発光量が小さいため TL比はほとんど
の場合で照射判定基準の 0.1 を大きく超えており，照射品と
判定されることが分かった。

これらの試料では，付着している鉱物質の量が少なく，食

品へ強く吸着しているため，比重 ρ=2.0の SPTによる密度分
離では，鉱物質とともに多量の有機物（タンパク質及び骨等）

が一緒に沈殿物に混入する。そのため，TL測定後の炭化物量
は明らかに多く，さらに有機物に不規則に分散した鉱物質の

存在は測定毎の TL 比のばらつきに大きく影響を与える可能
性がある。EN1788 でも，有機物の混入が多いと偽発光を生
じ，TL比の判定を不確かなものにすると指摘している。
また，通常は Glow1の発光ピーク温度が Glow2のものに比
べ同等以上の高い温度を示すにもかかわらず，数十 ℃も低い

ピーク温度を示した。この結果は，Glow1と Glow2の発光ピ
ークが異なる鉱物質に由来する，又は Glow1の発光が有機物
など鉱物質以外のものによる偽発光であるという可能性を示

唆する。

3.2 鰹節及びその中間原料の鉱物質分離条件の TL 発光曲
線への影響 図 1の鰹節及びその中間原料の中でGlow1の
発光ピークの一番大きい K3 を対象として，未照射及び 2.45
～3 kGyを照射した試料を作成し，照射及び加熱還流処理に
よる発光曲線及び TL比への影響を調べた（表 3）。
未照射のK3について EN1788 8.2.3項の甲殻類からの酸加
水分解による鉱物の回収方法の改良法（図 1の III）を適用し，
鉱物質を分離した。6 mol/l塩酸を用いた加熱還流処理により
有機物の多くは分解されたが黒色化した沈殿物が処理後に残

った。EN 規格では生鮮又は冷凍の甲殻類を対象として酸加
水分解処理を行い，洗浄/脱水後に沈殿物を直接 TL試料皿に
載せて測定を行っている。それらに比べ鰹節は乾物であり重

量当たりの有機物の含有量が大きいので分解が不十分な可能

性がある。そのため，黒色化した沈殿物を再度 SPTで密度分
離を行い得られた鉱物質について TL測定を行った。
但し，塩酸還流処理で得た沈殿は ρ=2.0 の SPT で分離し
た場合，黒色の有機物残査と共に大部分が浮上した。そのた

め SPTの実質的な密度を ρ=1.7程度に落として分離すること
により，適切な鉱物質の回収ができた。

図 4（1）に塩酸で還流した未照射の K3の発光曲線を示す。
塩酸還流処理により Glow1 の低温側の大きなピークは減少
し，基準照射（1 kGy）による Glow2の高温側発光ピークが
190 ℃付近に観察された。167～232 ℃の積分温度範囲で算出
した TL比も酸処理なしで 2.62～9.56であったものが， 0.03
～0.07と著しく減少した（表 3）。高温での還流処理が Glow1
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表 1. 鰹節及びその中間原料の TL発光ピークと TL比

ﾋﾟｰｸ温度(℃) TL比(積分温度範囲)

試料 Glow1 Glow2 167-232 ℃

K0No.１ 160.1 180.5. 0.099  

K0No.2 156.7 195.8 0.06  

K1No.1 170.3 182.2 1.33 

K1No.2 161.8 192.4 0.66 

K2No.1 165.2 180.5 －

K2No.2 163.5 183.9 2.44 

K3No.1 172 180.5 2.19 

K3No.2 163.5 175.4 4.23 

K3No.3 166.9 190.7 4.56 

K4No.1 156.7 207.7 0.78 

K4No.2 163.5 182.2 0.96 

図 3. 鯖節（１）及び秋刀魚節（２）の中間材料の TL発光曲線
ー

及

Gl
が
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0.5

0.6

0.7

Glow1
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K4No.3 156.7 183.9 0.67 

K5No.1 160.1 187.3 0.37 

K5No.2 168.6 175.4 0.51 

K6No.1 146.5 185.6 0.86 

K6No.2 153.3 192.4 －

K7No.1 166.9 192.4 0.79 

K7No.2 156.7 206 －

K7No.3 160.1 206 0.94 

K8No.1 165.2 200.9 －

K8No.2 155 214.5 0.67 

K9No.1 175.4 217.9 －

K9No.2 165.2 207.7 1.81 

K9No.3 166.9 200.9 －

平均 162.4 193.1 ＊K：鰹節中間原料

SDV 6.5 12.4 ＊―：判定感度以下

(1) (2)

ﾋﾟｰｸ温度(℃) TL比(積分温度範囲)

試料 Glow1 Glow2 167-232 ℃

SmNo1 161.8 173.7 1.09 

SmNo2 166.9 192.4 －

SbNo1 168.6 199.2 －

SbNo2 161.8 194.1 －

平均 164.8 189.9 *Sb:秋刀魚節中間原料

SDV 3.0 9.7 *Sm: 鯖節中間原料

表 2. 鯖節及び秋刀魚節の中間原料の発光ピークと TL比
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クからなる類似した形状を示した（図 2）。鯖節（図 3（1））
び秋刀魚節（図 3（2））の中間原料も同様の傾向を示した。
ow1 ではいずれの試料も 150～250 ℃の範囲に発光ピーク
認められた。表 1及び表 2に試料の TL発光ピークの温度

の低温側ピークの減少に寄与していることを検討するため，

未照射 K3を純水で還流して Glow1の低温側発光ピークの変
化を調べた（図 4（2））。純水による還流では，Glow1の低温
側発光ピークは消失しないことから，酸加水分解により
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Glow1 の発
た。 
次に基準

処理の影響

5（1）に示
2 つの発光
212.8 ℃で
側のピーク

り小さいが

度は 199.2
超える値を

た場合もほ

同じ線量

発光ピーク

（178.8～2
発光曲線を

ークより高

が認められ

増加させ，低温側ピークを含める形で Glow1のピーク温度を
高温側にシフトさせたと考えられる。しかし，中の有機物量

と鉱物量の相対的な関係によりこのような顕著な事例が認め

られない場合もあった。

以上の結果から，鰹節等からなる調味料の分析において鉱

物質に混入する有機物（骨，たんぱく質等）が発光曲線や TL
比に与える影響の大きいことが分かった。

4. まとめ

日本の伝統的調味に用いられる鰹節及びその中間原料等に

TL 法による照射の有無の判定について，EN1788 の
いた密度分離による鉱物質の回収と測定結果につい

行った。

試料であるにもかかわらず，高い TL 比と照射に特
Glow1 発光ピークを示した。また，いずれの試料も
光ピークが Glow2発光ピークより 30 ℃程度低くな
一般的には考えられない測定結果を示した。

た鉱物質への有機物の混入や測定値のばらつきが大

から，照射及び未照射の試料について有機物の酸加

SPTによる密度分離を組み合わせた方法を用いて鉱
離し，分析した。酸加水分解により Glow1の 160～
低温側発光ピークは消失すること，照射した試料か

ow1 に 200 ℃を超える照射に特有な発光ピークが検

試料名：K３ ﾋﾟｰｸ温度(℃) TL比(積分温度範囲)

処理条件 Glow1 Glow2 167-232℃

未照射HCl還流No.1 160.1 187.3 0.03 

未照射HCl還流No.2 148 194 0.07 

未照射純水還流No.1 170.3 209.4 4.35 

未照射純水還流No.2 173.7 209.4 2.62 

未照射純水還流No.3 173.7 214.5 9.56 

照射純水還流No.1* 178.8 197.5 5.09 

照射純水還流No.2* 209.4 178.8 1.55 

照射HCl還流No.1* 212.8 
301.2

199.2，
318.2 1.18 

照射HCl還流

照射HCl還

＊は 2.45 kGy

図 5. 塩酸
の

表 3. K3の発光ピークと TL比
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，＊＊は 3 kGy照射した K3。No.は測定回数を示す。 
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光ピークが消失した可能性の高いことが分かっ

照射の約2.5倍の線量を照射したK3について還流
を調べた。K3について塩酸還流した場合の例を図
す。Glow1の発光曲線は約 210 ℃と 300 ℃付近に
ピークを示した。照射に特異的なピークの温度は

あり，未照射純水還流した試料で確認される低温

は認められなかった。Glow2の発光量は Glow1よ
類似の発光曲線を示した。Glow2 の発光ピーク温

 ℃と Glow1より低くなり，TL比は 1.0をわずかに
示した。また，3 kGyを照射した K3を塩酸還流し
ぼ類似の結果を示した（表 3）。
を照射した K3 を純水で還流した場合，Glow1 の
が未照射（163.5～172 ℃：表 1）に比べ高温側

09.4 ℃:表 3）にシフトした。図 5（2）に代表的な
示す。この事例では Glow1のピークが Glow2のピ
温側となり未照射純水還流した場合と異なる結果

た。照射線量の増加は Glow1鉱物質由来の発光を

出されたことから，特異的な Glow1発光ピークは酸分解性有
機物等による偽発光の可能性が高いことが分かった。

以上より，鰹節等を原料とする調味料に TL 法を適用する
場合，密度分離法だけではなく酸加水分解を併用することが

望ましい。しかし，今回の試験試料は魚由来の乾燥品であり，

生鮮品を対象とした EN 規格の酸加水分解の条件とは適合し
ないため，今後より適切なものに見直す必要性がある。

（平成 21年 7月 8日受付，平成 21年 8月 31日再受付）
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電子部品からのイオン成分の溶出と定量

栗田 惠子＊１） 杉森 博和＊１） 田熊 保彦＊１） 

Measurement and extraction of ionic contaminants on electric parts  
Keiko Kurita*1), Hirokazu Sugimori*1), Yasuhiko Takuma*1),

The method for evaluating ionic contamination on electric parts has been examined to better understand the causes of 
corrosion accidents. Firstly, a simple procedure to provide a clean area is proposed in the situation when clean room facilities are 
not available for pretreatment in the analysis of trace components; clean air blown into the area enclosed by sheets of polyvinyl 
chloride. In this area, environmental contaminants were analyzed and demonstrated to be 1/10 to 1/5 of the values in the 
laboratories at normal conditions. Secondly, the container and bag material for extraction was examined and polypropylene is 
most suitable, having least impurities and high transmission property of ultrasonic waves. To compare the method of extraction in 
pure water, plates of copper, stainless steel etc. with equal amount of ionic contaminants were prepared. Contamination was 
implemented by exposing the sample plates to acidic and alkali gases. The samples were immersed in high purity water in 
polypropylene containers and ionic contaminants were extracted. As a result, an extraction time exceeding 30 minutes is 
preferable. The extracted amounts at 60°C are stabilized rapidly rather than at room temperature.  On the other hand, to obtain 
stable extraction from real samples, a longer extraction time is needed. This is probably due to the complexity of the components 
and the shape of the real samples. 
 
キーワード：イオン成分，溶出，イオンクロマトグラフ，クリーンエリア

Keywords：ionic component, extraction, ion-chromatograph, clean area 

 

1. はじめに

電子部品材料等の腐食事故の原因として，材料へのイオ

ン成分の付着が挙げられる。付着したイオン成分を評価す

るために材料の溶出試験が行われるが，この溶出試験方法

は，公定法が定められておらず，それぞれの機関が独自の

方法で溶出及び定量を行っており（1,2,3)，多くの場合それら

の方法は公開されていない。このため異なる機関で実施さ

れた結果を比較し，その数値を評価することはできない。

このような状況を解決するためには，溶出方法を一般化す

る必要がある。今回，材料の溶出に関して基本的な検討を

行ったので，報告する。

2. 実験

2.1 定量下限値 イオン成分の定量はイオンクロマト
グラフ（IC）分析で行った。使用した装置と分析条件を表 1
に示す。 

2.2 クリーンエリアの確保 室内空気を酸化触媒と活

性炭，シリカゲル，フィルターに通して得られた清浄空気

を 20 l/min で塩化ビニール（PVC）シートで覆われた領域
（500×500×700 mm）に導入した。図 1に清浄空気発生装置
の流路図を示す。この領域と実験室内に純水 10 mlを入れた

直径 90 mmのシャーレを 24時間放置し，その後この液を回
収して IC分析した。 

2.3 容器材質の検討 ステンレス，ガラス，ポリプロピ
レン（PP），ポリエチレン（PE），テフロンの各チューブ型
容器と PE，PP，内面 PE コーティングアルミニウムの各袋
に純水 10 mlを入れ，70 °Cの温水中で 30分間溶出させ，そ
の液を IC分析した。

表１. イオンクロマトグラフ分析条件

装置 ダイオネクス イオンクロマトグラフ ICS-3000 

分離カラム ダイオネクス IonPac AG17 + IonPac AS17 

溶離液

0.3～45 mM KOH 
0～5 min： 0.3 mM KOH（保持）
5～8 min： 1 mM KOH（リニア）
8～10 min： 10 mM KOH（リニア)
10～12 min： 35 mM KOH（リニア)
12～12.1 min： 45 mM KOH（リニア）
12.1～15 min： 45 mM KOH（保持）

送液 1.3 ml/min 

サンプル注入 25 µl 

検出器 電気伝導度検出器

2.4 模擬汚染試料の作成 塩酸，酢酸，アンモニアの各
水溶液を入れたシャーレを底に置いたデシケーターにステ

ンレス（16×22×0.4 mm），銅（16×22×0.5 mm），ポリエチレ
ン（16×22×0.5 mm），ベークライト（16×22×1.0 mm）の試験
片及びガラス（カバーグラス:16×22×0.5 mm）を入れ蓋をし，
24 時間暴露した。暴露はそれぞれの水溶液毎に行った。そ

＊１）資源環境グループ
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の後，各試験片を取り出し，PP の容器に入れて数日間放置
後，5 ml の純水を加え室温で 15 分間溶出し，この液を IC
分析した。

2.5 溶出方法の検討 暴露後の試験片について，室温お
よび 60 °Cで純水 10 mlへの浸漬溶出を行った。浸漬時間を
変えて実験を行い，溶出量の変化を IC分析で調べた。
2.6 実試料の分析 溶出試験評価用の実試料として，プ
リント基板（BS），USB端子（USB），ICチップ（IC）を用
いた。模擬汚染試験片と同様に塩酸，酢酸，アンモニアガ

スにこれらの電子部品を暴露した。実試料については酸に

暴露した後 24時間放置し，その後同じ試料をアンモニアに
暴露してその後 24時間放置した。この実試料を室温および
60 °Cで純水 10 mlへの浸漬溶出を行った。浸漬時間を変え
て実験を行い，溶出量の変化を IC分析で調べた。

3. 結果と考察

3.1 定量下限値 たとえば，電子部品において要求され
る清浄さとして，イオン成分の付着量を 4 ng/cm2 以下とし，

100 cm2 の試料片を 50 mlの純水で溶出する場合，
4 (ng/cm2) × 100 (cm2) / 0.05 l / 1000 = 8 (µg/l) 
となる。この場合，イオンクロマトグラフで必要な定量下

限値は 8 µg/l以下である。
使用した装置の定量下限値を求めた結果を表 2に示す。 
陽イオンの定量下限値はすべて 2 µg/l以下であり，陰イオン
についてもギ酸，酢酸，硫酸，リン酸を除いて 8 µg/l以下と
なっており，上述の基準を満たす測定は可能である。表１

の分析条件に示したようにここでのサンプル導入量は 25 µl
である。これを 10 倍大きくすることにより定量下限値を
1/10に下げることができる。IC分析では KOH系の溶離液を
使用しているので，サンプルの導入量を大きくすることに

特段の問題はない。

3.2 クリーンエリアの確保 微量成分の分析において

は試料を扱う環境からの汚染が懸念される。通常は前処理

などをクリーンルーム内で行うが，今回は簡易的に PVCシ
ートで覆った領域に清浄空気を吹き込むことでクリーンエ

リアを設置した。清浄空気は実験 2.2の項で述べた方法で発
生させ，20 l/minでクリーンエリア内に導入した。エリア内
での清浄度を実験室内と相対的に比較した結果を図 2 に示
す。これよりクリーンエリア内では，イオン成分による汚

染が，実験室内の 1/10～1/5であることがわかる。このよう
な簡易な方法でもある程度の清浄度を保てることが分か

り，以後の実験では前処理をこのクリーンエリア内で行っ

た。 
3.3 容器材質の検討 次に溶出に用いる容器の材質の選
定を行った。各容器と袋に純水を入れ，実験手順通りに溶

表２. ICS3000の定量下限値(25 µlサンプルループ使用)

カチオン Conc. [µg/l] アニオン Conc. [µg/l] 

Li+ 0.35 F- 1.9 

Na+ 0.02 CH3COO- 13. 

NH4
+ 0.36 HCOO- 13. 

K+ 0.55 Cl- 2.9 

Mg2+ 0.95 NO2
- 3.4 

Ca2+ 1.5 Br- 5.5 

NO3
- 3.8 

SO4
2- 9.7 

PO4
3- 23. 

図 2. クリーンエリアの汚染度

図 1. 清浄空気発生装置流路図
（１）：コンプレッサー，（２）：冷却管，（３）：スナップド

レイン，（４）：酸化触媒＋活性炭，（５）：シリカゲル，（６）：

フィルター，（７）：レギュレーター付圧力計，（８）：ニード

ルバルブ，（９）：流量計
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出させた結果を図 3に示す。これより材質が PPのものが溶
出成分が少ないことが分かった。溶出方法として超音波を

照射する方法もあるが，一般的に照射条件の制御が難しい。

超音波を利用する場合は，溶出試験用の容器が超音波を透

過することを確認する必要がある。図 3（c）は超音波を照
射した実験の結果であるが，容器 f，gは亜硝酸（NO2

–）が

生成しており，超音波の透過性が良いことが分かる。以後

の実験は PPの材質の容器を使用して行った。
3.4 模擬汚染試料の作成 溶出方法を検討するために

は同程度に汚染された多数の試料が必要である。汚染試料

の作成方法として水溶液を一定量滴下する，水溶液を噴霧

するなどいろいろな方法が考えられるが，ここでは汚染ガ

スに暴露することにより試料を作成した。これにより，複

雑な形状の試料に対してもより均一で，実際の汚染機構に

より近い状態の汚染を再現することが，可能と考えられる。

暴露方法を図 4に示す。 
作成した模擬汚染試料を用いた溶出試験の結果を図 5 に
示す。各材質 10試料の溶出量のばらつきを標準偏差として
図中に示した。これよりある程度均一な模擬汚染試料が得

られていることが分かる。

3.5 溶出方法の検討 3.4 で得られた試料を用いて，溶
出方法の検討を行った（図 6参照）。アンモニアに曝露した
銅の溶出試験では，室温（R.T.）および 60 °C共におよそ 15
分後には溶出量が安定した。一方，塩化物イオン（Cl–）の

溶出試験では，室温，60 °C共に，15分以降でも溶出量がや
や増加する傾向にあった。また，室温と 60 °Cにおける実験
結果を比較すると，60 °Cの方が，溶出量が早い段階で安定
する傾向が見られた。これらの結果から，溶出時間につい

て，室温では 30分以上，60 °Cでも 30分程度必要であると
考えられる。ステンレスやガラスを用いた溶出試験でも，

ほぼ同様の結果が得られた。

3.6 実試料の分析 模擬試料と同様にガスに暴露した

プリント基板（BS），USB端子（USB），ICチップ（IC）の
溶出試験結果を図 7 に示す。酢酸（CH3COO–）の溶出試験

結果では，30分～60分程度で溶出量が比較的安定していた
が，アンモニア（NH4

+）は溶出量が安定するのが 60分以降
であった。このことから，実試料では模擬汚染試料よりも

長時間溶出試験を行う必要があると考えられる。また，ア

図 3. 容器材質の検討
a : ステンレス，b : ガラス，c : PP-10 ml，d : 高密度 PE，

e : 内面テフロンコーティング，f : PP-アイボーイ，

g : PP-SCR-50 ml，h : テフロンボトル

図 5. 模擬汚染試料の均一性の確認
SUS：ステンレス, Cu：銅, PE：ポリエチレン

Gl：ガラス, Bak：ベークライト

図 4. 模擬汚染試料暴露
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ンモニアの結果では，室温と 60 °Cで溶出量に違いが見られ
た。この理由は明らかではないが，実試料の材質や形状の

複雑さが関係している可能性があり，実際の溶出の際には

個々に検討が必要と考える。

4. まとめ

部品材料等の腐食事故の原因究明のための材料の溶出試

験方法について検討した。先ず，ポリ塩化ビニールシート

で覆った領域に清浄空気を吹き込むことによりクリーンな

エリアを確保するための簡易的な手段を示した。この領域

のイオン成分による汚染は実験室の 1/10～1/5であった。
次に溶出容器の材質の検討を行い，ポリプロピレンが

イオン成分の溶出が少なく，また超音波の透過率も高いこ

とから，試験に適していることが分かった。

溶出方法については銅やステンレスなどに酸やアルカリ

のガスを暴露し模擬汚染試料を作成し，純水への浸漬溶出

方法を検討した。その結果，溶出時間は 30分以上に設定す
ることが望ましいことがわかった。また，室温よりも 60 °C
で溶出する方が，短時間で溶出量が安定することがわかっ

た。一方実試料では，安定した溶出を得るのにおよそ 60分
程度必要であった。これは実試料の材質や形状の複雑さに

依るものと推定される。

実際の溶出の際には個々に検討が必要ではあるが，今回

の研究で溶出の基本となる手法を確立することができた。

（平成 21年 6月 25日受付，平成 21年 8月 31日再受付）
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図 6. 溶出方法の検討
模擬汚染試料：銅（Cu）純水 10 mlへの浸漬溶出，RT:室温

図 7. 実試料の溶出 RT:室温（25 ℃）
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リアルタイム性を保証したフィールドバスの高速通信方式の実現

金田 泰昌＊１） 入月 康晴＊１） 横田 裕史＊２） 

Implementation of High Speed Real-time Communication at Field Bus 
Yasuaki Kaneda＊１）, Yasuharu Irizuki＊1）, Hiroshi Yokota＊2）

Recently, in control systems such as factory automation, automobiles, and robots, etc, controllers are networked by using field 
buses. This is to give systems high functionality and capability. There are many benefits to using a field bus; controllers can 
communicate mutually, system functions can be expanded, high dependability communication can be realized, and also cable 
harness can be reduced. In this research, to ensure real-time communication at a field bus, we have adopted a time triggered (TT) 
method to a field bus and constructed a communication model using the TT method. In addition, we have modified the TT 
method such that a transmission window is efficiently and dynamically assigned to the band used by the field bus. As a result, it 
has real-time capability, while also realizing high speed communication. 

キーワード：フィールドバス，CANバス，リアルタイム性，高速通信

Keywords：Field bus, CAN bus, Real-time, High speed communication 

 

1. はじめに

近年，生産設備，自動車内，ロボット等に代表される制

御システムにおいて，高機能化・高性能化のためにフィー

ルドバスによるコントローラのネットワーク化が加速して

いる。フィールドバスを用いることで，機器の相互接続が

可能になり機能が拡張されることはもちろんのこと，従来

までのアナログ通信に比べ信頼性の高い通信が可能となっ

たり，またバス線を共有することでハーネスの削減が可能

となったりと，非常に多くのメリットがある。しかし，バ

スに接続する機器（ノード）の増加，ネットワークの複雑

化に伴い，所定の時間内における送信完了の保証（通信の

リアルタイム性の保証）が困難になってきている。

そこで，本研究では，タイムトリガ（TT）と呼ばれる方
式に着目する。TT 方式(1)とは，各ノードに予め送信できる

タイミングを割り振ることで送信のスケジュールを作成

し，その割り振られたタイミングに基づいてデータの送信

を行う手法である。フィールドバスにおいて，この TT方式
を採用した通信モデルを確立することで，フィールドバス

のリアルタイム性を保証することができる。ただし，TT方
式は，自身の送信タイミングのときに必ず送信データがあ

るとは限らない。すなわち，各ノードは決められたタイミ

ングのみの送信となるため，送信データが少ない場合はバ

スの帯域に無駄が生じてしまう可能性がある。そこで，バ

スの帯域を有効に利用するために，自身の送信タイミング

が来た際に送信データが存在しない場合は，再スケジュー

リングを行うことで，リアルタイム性を保証しつつ，バス

の帯域を有効活用し，転送レートを向上させている。

2 章ではフィールドバスの概要を示し，フィールドバス
の 1つでありかつ，本研究の具体的な対象である CANバス
について説明する。そして 3 章では TT 方式および，提案
手法であるバスの帯域を有効活用するための再スケジュー

リング方式について説明する。その有効性を検証するため

に 4 章で実験結果を示し，5 章で本論文をまとめる。

2. フィールドバス

2.1 概要 フィールドバスとは，工場内での計測・制御
機器間，自動車内の ECU間，ロボット内のセンサ・アクチ
ュエータ間といったように，フィールドで使用される機器

のコントローラ間の通信に特化したネットワークのことで

ある(2)。図 1に従来までのアナログ接続と，フィールドバス
接続の接続図をそれぞれ示す。フィールドバスはデジタル

通信を採用しており，従来までのアナログ信号が主体の

＊１）情報技術グループ
＊２）東京都産業労働局

個々に個々に
アナログ通信アナログ通信

バスを用いたバスを用いた

デジタル通信デジタル通信

(a) アナログ接続 (b) フィールドバス接続

図 1. コントローラ間の接続図
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配線と比べ，時分割・多重化が可能となる。そのため，シ

ステムの高性能化・高信頼化を実現することが可能となる。

また，従来までは 1 対 1 で接続していたのに対し，フィー
ルドバスを用いることで配線を共通化することが可能とな

るため，コスト面でも大きなメリットをもたらしている。

フィールドバスはその成り立ち，用途，地域等の特性に

より，様々なものが存在する。主要なフィールドバスの一

覧を表 1に示す。本研究では，コスト面や ICの入手性を考
慮して，次節で説明する CANバスを対象とする。

2.2 CAN バスの特徴 CAN の仕様は現在 CAN2.0B 
が主流となっている。その特徴(3)は次の通りである。

・ バス型のネットワークトポロジー

・ バス値は，ドミナント(0) / レセシブ (1) の 2 値
・ メッセージ IDによるメッセージの識別と優先度指定
・ マルチマスタと CSMA/NBA 方式
・ ブロードキャストによる送信

・ 遠隔データの要求が可能

・ エラーの検出・通知・リカバリーが可能

その他の特徴として，CAN2.0B では ISO/OSI基本参照モ
デルのうち，データリンク層および，トランスポート層と

物理層の一部を対象としたプロトコルになっている。その

ため，例えば物理層では，信号が実際にどのように送信さ

れるのか，ビットタイミング，ビットのコード化・同期化

の手順については定義している。しかし，信号レベルや通

信速度，サンプルポイント値，ドライバやバスの電気的特

性，コネクタの形態などは定義されていない。そこで，

CAN2.0B 仕様がカバーしていない部分については，標準化
団体や各業界団体において，CAN をベースとした規格が新
たに策定され，運用されている。CAN をベースとした代表
的な規格の一覧を表 2に示す。 
本研究では，ISO11898 準拠の CAN トランシーバを用い
て，TT 方式および再スケジューリング機能を追加した TT
方式を実装したので以下に報告する。

表 1. 主要なフィールドバスの比較

CAN/Device Net PROFIBUS CC-Link 

起源

発祥

独自動車メーカ

米制御機器メーカ
欧制御機器メーカ 三菱電機

普及

地域
欧米日 欧米日 日本，アジア

実績 500万ノード 900万ノード 157万ノード

特徴 通信量少

低コスト
高速大容量

高速

PLCとの接続容易

方式
CSMA/NBA 

マスタ・スレーブ

＋トークン

ブロードキャストポ

ーリング

速度 50 k～1 Mbps 9.6 k～12 Mbps 156 k～10 Mbps 

距離 1000 m (50 k) ～

40 m (1 M) 

1000 m (187.5 k)～

100 m (12 M) 

1.2km (156 k)～

100 m (10 M) 

表 2. CANをベースとした規格の例

規格名 通信速度[bps] 物理層の主な仕様

ISO 11898 125 k～1 M
ループバス，2線式，

ツイストペア

ISO 11519 ～125 k 
オープンバス，2線式，

ツイストペア

SAE J1939-11 250 k 2線式，ツイストペア+シールド

SAE J1939-12 250 k
2線式，ツイストペア+シールド，

電源供給(12 V) 

SAE J2284 500 k 2線式，ツイストペア

SAE J2411 33.3 k，83.3 k 1線式

NMEA -2000 
62.5 k，125 k，

250 k，500 k，1 M

2線式，ツイストペア+シールド，

電源供給

Device Net 
125 k，250 k，

500 k 

2線式，ツイストペア+シールド，

電源供給(24 V) 

CANopen 

10 k，20 k，50 k，

125 k，250 k，500 

k，800 k，1 M

2線式，ツイストペア+シールド，

電源供給(オプション)

node N ref… … … …node 1node 0ref… … node N ref… … … …node 1node 0ref… …

Window 0Window 0 Window 1Window 1 Window Window NN

ref ref 受信割込み受信割込み

⇒各ノードのタイマをリセット⇒各ノードのタイマをリセット
ノードノード NN のタイマ割込みのタイマ割込み

⇒ノード⇒ノードNN がデータを送信がデータを送信

t [sec]t [sec]

図 2. タイムトリガ方式の基本概念
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3. リアルタイム性を保証した転送レート向上技術

3.1 既存方式の原理 図 2に，既存方式であるタイムト
リガ（TT） 方式の基本概念を示す。ウィンドウと呼ばれる
領域を予め時分割しておき，各ウィンドウに各ノードを割

り当てる。これにより，各ノードが衝突せず確実にデータ

の送信を行うことができ，データの送信周期が確定的とな

る。 
TT方式の実現方法を以下に示す。リファレンスとなるデ
ータ（図中の ref データに相当）の受信割込みを各ノードが
検出すると，各ノードは自身のウィンドウまでの時間をタ

イムアウト時間としてタイマをセットする。そしてタイマ

のタイムアウトに応じてデータを送信することで，予め設

定されたタイムスケジュールで送信することが出来る。

2.2 節で示したように，CAN バスはマルチマスタである
ため，全ノードが ref データを送信することが出来る。ただ
し，ref データを同一タイミングで送信してしまうと，デー
タの衝突が生じ，送信タイミングが不確定になってしまう。

そのため，図 3のように各ノードの ref送信周期をずらすこ
とで，ref データの衝突を回避する。この例において，万が
一ノード 1が refデータを送れなかったとしても，最大の遅
延時間はノード 3の ref送信周期との差分のみとなる。

3.2 提案手法の原理 3.1節で示したように，TT方式は
送信タイミングが確定していることがリアルタイム性の保

証につながっている一方で，送信データが存在しない場合

はバスの帯域に無駄が生じる。そこで，自身の送信タイミ

ングの際に送信データが存在しない場合は，送信権を他の

ノードに譲るよう，再スケジューリングする。

基本概念を図 4 に示す。送信データが無い場合は次のノー

ドに送信権を渡す。その結果，帯域に余裕が生じる。この

帯域を用いて送信することで，より多くのデータを送信す

ることが可能となる。つまり，リアルタイム性を保証した

状態で，より多くのデータを送信することが可能となる。

ただし，この手法を用いることで，タイムスケジュールの

後半に配置されたノードは，送信時間が初期の送信時間よ

り早くなる。一方で，前半に配置されたノードは再スケジ

ュールの影響を受けないため，例えば機械制御のように送

信周期を必ず一定にする必要がある場合，その様なノード

はタイムスケジュールの前半に配置する必要がある。

図5に具体的な実現方法を示す。今ノード i の送信データ
が無いと仮定する。このとき，ノード iは送信データが無い
ことを意味するデータ（Acceleration : acc）を送信する。他
のノードは，acc データの受信割込みを検知すると，acc 受
信時からの送信時間を再計算する。k番目のノードを node(k)

と表すと，送信時間の再計算式は式（1）として表される。

提案手法のアーキテクチャを図 6 に示す。スケジューラ
は以下の 3つタイマを有し，各タイミングを管理している。
・ ref データの送信タイミングを通知するタイマ
・ 自身の送信タイミングを通知するタイマ

・ 余った帯域（余帯域）の存在を通知するタイマ

各タイマの通知に従い，スケジューラは refデータを送信
したり，アプリケーションから送信バッファに格納された

データを送信したり，また余った帯域を用いて送信バッフ

ァのデータを送信したりする。

ref refref ref refref

ノードノード11における、における、ref ref 送信周期送信周期

ノードノード22における、における、ref ref 送信周期送信周期

ノードノード33における、における、ref ref 送信周期送信周期 ⇒⇒ 最大遅延時間最大遅延時間

図 3. refデータの送信の仕組み（ノードが 3つの場合）

… node N refnullnullnode 0ref … node N refnullnullnode 0ref

Window 0Window 0 Window Window NN……

refnode Nnode 0ref refnode Nnode 0ref

「空」が出来る ⇒残りのデータを送信

図 4. 再スケジューリングの基本概念

node Nnullnode i-1 node Nnullnode i-1

ノードノードii の送信データが無い場合の送信データが無い場合

⇒⇒Acceleration Acceleration データデータ （（accacc）を送信）を送信

ノードノード ii のタイマ割込みのタイマ割込み

acc acc データの受信割込みで各ノードが再スケジュールデータの受信割込みで各ノードが再スケジュール

図 5. 再スケジューリングの実現方法

node(k)の新送信時間
＝ node(k)の初期送信時間－node(i+1)の送信時間，

k = i+1,  … , N

(1) 

アプリケーションアプリケーションアプリケーション

送信バッファ送信バッファ送信バッファ

スケジューラスケジューラスケジューラ

タイマ割込み
（ref 送信用）
タイマ割込みタイマ割込み
（（ref ref 送信用）送信用）

タイマ割込み
（データ送信用）

タイマ割込みタイマ割込み
（データ送信用）（データ送信用）

タイマ割込み
（余帯域通知用）

タイマ割込みタイマ割込み
（余帯域通知用）（余帯域通知用）

CANCANCAN
 

図 6. 提案手法のアーキテクチャ
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4. 実験

4.1 実験条件 実験環境を図 7に示す。5つのノードと
観測ノードを CANバスに接続し，次の 2 項目の実験を実施
する。

（実験 1）TT方式の基本性能の確認
高負荷状態のバスに 10 msec でサイクリック送信を行
うノード（ノード 4）を接続し，そのデータの送信サイ
クルを観測ノードで測定する。

（実験 2）提案手法の評価
TT方式で動作しているバスにおいて，ノード 0から大
量のデータ（64 byte）を送信し，そのデータの転送レ
ートを観測ノードの測定用ソフトを用いて測定する。

4.2 実験結果 TT方式の基本性能の確認結果（実験 1）
を図 8に示す。図 8は送信周期の peek to peekを表している。
この結果より，従来方式は送信周期に 0.001～0.018 secのば
らつきが生じていることが分かる。一方，TT方式を用いる
ことで送信周期のばらつきが抑えられており，通信のリア

ルタイム性が保証されていることが分かる。

提案手法の評価実験結果（実験 2）として，図 9に転送レ
ート測定ソフトの画面をキャプチャしたものを示す。この

結果より，TT方式を改良することで，リアルタイム性を確
保しつつ，転送レートを最大で約 5 倍向上できることが確
認された。

5. まとめ

本研究では，高信頼な高速通信を目指し，フィールドバ

スのリアルタイム性の確保と大量データの高速通信の両立

手法として，TT方式の採用ならびに，帯域を有効活用する
ためのスケジューリング方式を提案した。これにより，フ

ィールドバスのリアルタイム性の確保ならびに，リアルタ

イム性を保証した上で転送レートを向上させることが可能

となった。

本方式を用いることで，限られた通信路においてリアル

タイム性を崩すことなく，大量のデータの転送が可能とな

る。近年，生産現場で用いられる機器は IT化されており，
大量の生産データを高速に処理することが求められてい

る。そのような大量データ伝送時に信頼性が求められる場

面において，本方式が効果的であると考える。

（平成 21年 7月 2日受付，平成 21年 8月 7日再受付）
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図 9. 実験 2の結果
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In recent years, an increasing number of embedded systems have been equipped with Field Programmable Gate Array (FPGA) 

chips. An FPGA is a special kind of IC, in which user-defined logic circuits can be configured freely. Using FPGAs, small and 

medium-sized enterprises can more easily equip a dedicated IC designed for low-volume production. One disadvantage of FPGA 

against a common IC is its high power consumption. This makes it difficult to use FPGAs in some applications such as 

battery-powered equipment. In this paper, we discuss the power consumption of an evaluation board mounting an FPGA by 

means of simulation and actual measurements. From these results, we propose an approach for reducing the expected total power 

consumption of embedded systems with FPGAs, in which we will reconfigure an FPGA so that we use both simple and 

low-power circuits and more complex and faster circuits as the situation demands. We also introduce our studies on dynamic 

reconfiguration techniques for implementing such an approach on embedded FPGA systems. 

 

キーワード：FPGA，組込みシステム，低消費電力，再構成 
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1. まえがき 

近年，Field Programmable Gate Array（FPGA）を搭載した

組込み製品が増加している。FPGA は，内部の回路がユーザ

によって変更可能な特殊な IC である。通常の IC は大量生

産によってコストの低減を図るため，1 つの品種を数万個以

上生産しなければならないが，FPGA を用いれば製品ごとに

専用の IC を搭載する組込みシステムを，少量でも開発・生

産することが可能になる。 

FPGA は通常の IC に比べて消費電力の高いものが多い。

一般に IC の消費電力は，IC に含まれるトランジスタ数に比

例する静的消費電力と，IC の動作周波数に比例する動的消

費電力から成る。FPGA の構造は，ユーザによる回路の変更

を可能とするため，通常の IC よりも複雑である(1)。すなわ

ち，通常の IC と同等の性能・機能を実現するために，より

多くのトランジスタを必要とする。現在の典型的な FPGA

は，通常の IC の約 5～10 倍程度の電力を消費すると言われ

ている。このため，バッテリで駆動する携帯型機器のよう

に特に省電力が求められる製品分野では，FPGA の採用例は

多くない。 

本稿では，少量生産される組込み製品における FPGA の

適用可能範囲を拡大することを目的として，FPGA の期待消

費電力量を低減する手法について考察する。FPGA の構造に

大きく依存するが，直感的には FPGA 内に書き込まれる回

路の規模が大きいほど，その消費電力は大きくなるものと

予想される。消費電力量の低減手法を構築する準備として，

本研究では，まずシミュレーションおよび FPGA 評価ボー

ドを用いた消費電力の実測によってこの予想について検証

した。この結果，先述の直感的予想が実測結果と概ね合致

することが確認された。本稿の第 2 章では，この実測で得

られた数値例を示す。 

多くの場合，高速な MPU（Micro Processing Unit）は，低

速な MPU に比べて複雑な回路構成を有する。前述の通り，

複雑な回路は静的消費電力が大きいが，演算性能が高く，

処理を短時間で完了できる。第 3 章では，2 種の MPU の構

成を用いて，単位時間当たりの消費電力と同一の演算処理

の実行所要時間を実測し，これらの積からなる消費電力量

について議論する。 

第 2 章および第 3 章で示される結果から，FPGA を用いた

組込みシステムの消費電力量を期待的に低減するには，

FPGA 内に書き込まれる回路をその時々の必要に応じて変

更し，平均的に回路規模を小さく保つことが有効であると

考えられる。第 4 章では，このような着想に基づく期待消

費電力量低減手法を提案し，これを実装するために利用可

能な動的再構成技術について述べる。 

最後に，第 5 章は本稿のまとめを与える。 

＊１）情報技術グループ 
＊２）日本大学大学院理工学研究科 

論 文 
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表 1. シミュレーション対象回路の構成 

構成名 1 2 3 4 5 

ｽﾗｲｽ数 4,510 4,433 4,313 4,073 2,907 

ｹﾞｰﾄ数 2,543,166 2,541,932 2,540,184 2,531,764 2,182,541 

MPU ○ ○ ○ ○ ○ 

GPIO ○  ○ ○ ○ 

CF ○ ○  ○ ○ 

FPU ○ ○ ○  ○ 

SDRAM  ○ ○ ○ ○  

SRAM ○ ○ ○ ○ ○ 

表 3. 評価ボードが搭載する主なデバイス 

FPGA Xilinx 社 XC4VLX25 

メモリ 
64 MB DDR SDRAM，8 Mb ZBT SRAM 

64 Mb Flash，4 kb I2C 

ディスプレイ 16x2 キャラクタ LCD 

クロック 100 MHz オシレータ 

その他 XC95144XL (CPLD)，XCCACE (CF)，XCF32P (Flash)

2. 消費電力の測定 

2.1 消費電力シミュレーション  次節で用いる評価ボ

ードが搭載する FPGA の開発環境には，FPGA の消費電力を

見積もるためのシミュレータが付属する。本章では，この

シミュレータを用いて，FPGA に書き込む回路の規模とその

消費電力の関係について観察する。 

表 1 にシミュレーションの対象とした回路構成を示す。

すべての回路構成は 1 つのソフトコア MPU を含む。また，

1 つ以上の MPU 周辺回路を含む。ソフトコア MPU には，

ユーザが設定可能なオプションが複数存在する。表中の丸

印は，各構成におけるこれらの周辺回路およびオプション

設定の有無を表している。 

これらの構成に対して，それぞれ消費電力シミュレーシ

ョンを行った結果を表 2 に示す。本研究で使用したシミュ

レータは，FPGA の消費電力を電源系統（3.3 V，5 V，12 V）

ごとに分けて見積もることができるが，表ではこれらを合

算して示した。また，動的消費電力については評価を行な

っていない。動的消費電力を正しく見積もるには，FPGA へ

の入力信号が平均的にどのように振る舞うかをシミュレー

タに与える必要があるが，異なる回路が書き込まれた FPGA

に共通して入力できる信号パターンを想定することが難し

いためである。FPGA の動的消費電力については，次節で述

べる実験を通じて評価する。 

表から，FPGA に書き込む回路のゲート数（回路規模）が

大きいほど，静的消費電力が大きいことが分かる＊３）。また，

これらは比例関係にはないことも読み取れる。 

2.2 評価ボードを用いた実測  図1に示すFPGA評価ボ

ード（Xilinx 社 ML401）を図 2 の電源に接続し，5 V の直流

電源を供給した。この状態で FPGA ボードに回路を書き込

み，実際に動作させた際の電源電流を図 2 の電源の表示か

ら読み取り，消費電力を計測した。評価ボードに搭載され

ている主なデバイスを表 3 に示す。 

図 3 に FPGA に書き込む回路の規模と評価ボードの消費

電力の関係を示す。横軸の項目名は表 1 の構成名とそれぞ

れ対応する。また，「未構成」は評価ボードに電源投入後，

FPGA に回路の書き込みを行っていない状態での消費電力

を表す。折れ線は各構成のゲート数，棒グラフは各構成で

の評価ボード全体の消費電力を示す。 

FPGA に回路を書き込んでいない状態での消費電力は約

2.8 W であった。これは，FPGA の使用の有無にかかわらず，

評価ボードが消費する電力であると見なせる。また，FPGA

に回路を書き込むことによって明らかに消費電力が増加

し，最大で約 4.8 W を消費した。FPGA の使用の有無によっ

て消費電力が約 7 割増加していることから，評価ボード全

体の消費電力における FPGA の寄与が比較的大きいことが

分かる。また，回路規模が大きいほど消費電力も大きくな

るが，その消費電力は回路規模に比例するものではないこ

とが分かる。これは，評価ボードの消費電力は，基本的に

＊３）ゲートは論理回路の基本的な構成要素で，１ゲートを構成する
のに通常，2～6 個のトランジスタを要する。 

図 1. FPGA 評価ボード 

Xilinx 社 ML-401 

表 2. シミュレーションによる消費電力の見積もり 

構成名 1 2 3 4 5 

消費電力 [mW] 1,979.3 1982.1 1975.8 1965.9 847.7 

 

図 2. 電源 

エヌエフ回路設計ブロック社 EC 10000S 
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FPGA の静的消費電力を反映して増減するが，SDRAM 制御

回路などの特定の回路の動的消費電力が比較的大きいため

と考えられる。 

次に，評価ボードの動作周波数を変化させたときの消費

電力を評価した。MPU の動作周波数と，MPU と周辺回路を

接続するバスの周波数をそれぞれ 50～100 MHz の間で変化

させたときの消費電力を図 4 に示す。FPGA に書き込む回路

の構成は，表 1 の構成 5 と同じものとした。一般に IC の動

的消費電力はその動作周波数に比例するので，動作周波数

が高いほど消費電力が大きくなる。図 4 においても明らか

にこの傾向が読み取れる。MPU およびバスの周波数をとも

に 50 MHz としたものと，ともに 100 MHz としたものの消

費電力の差が 0.4 W であることから，動作周波数を低く設定

することによる省電力化手法は，この評価ボードでは効果

があまり期待できないと言える。 

3. 消費電力量の検討 

前章で使用したソフトコア MPU は，その内部の回路構成

についていくつかの設定可能なオプションを有する。本章

では，このうちパイプライン処理のステージ数を変更した 2

種の MPU を用いて，同一のプログラムを実行した際の消費

電力と所要時間の実測結果を示す。 

表 4 に使用したパイプラインステージ数の設定値と，こ

のときの回路規模を示す。また，これらの MPU を用いてベ

ンチマークプログラム Dhrystone 2.1 を実行した際の消費電

力，所要時間，消費電力量を示す。Dhrystone は，広く普及

しているベンチマークプログラムの 1 つである。本研究で

は，Dhrystone 2.1 のソースコードから画面表示などの処理部

分を除き，評価ボード上で経過時間を測定するためのタイ

マ機能を付加した。これを開発環境の標準的な設定を用い

てコンパイルし，実行した。MPU およびバスの動作周波数

はともに 100 MHz とし，消費電力の測定には前章と同じ方

法を用いた。 

どちらの MPU 構成においても，消費電力はプログラム実

行中と実行後で変化しなかった。また，これらの回路規模

の差は小さく，消費電力はパイプラインステージ数が多い

構成 B の方がむしろ小さい。この理由は使用した MPU の内

部詳細が不明であるため明らかではない。 

ベンチマークプログラムの実行にかかった時間は，構成 B

が構成 A より約 4 秒短かった。この結果として，構成 B は

構成Aよりも約4.6 %少ない消費電力量で同一の演算処理を

完了することができている。このことから，組込みシステ

ムの消費電力低減の目的で，むやみに回路規模の縮小を目

指すのは，長期的視点では必ずしも良い結果をもたらすと

は限らないと言える。特に多くの演算処理が必要とされる

画像処理や音声処理の分野などでは，比較的複雑であって

も高速な回路構成を用いて，短時間で演算処理を完了させ

た方が期待的な消費電力量が削減できる場合がある。 

4. FPGA の構成変更による消費電力量低減手法 

これまでの結果から，FPGA を用いた組込みシステムの消

費電力について，以下のことが示された。 

（1） 内部に書き込む回路の規模が大きいほど，FPGA

の消費電力は大きくなる。 

（2） 同一の演算処理を完了するまでの消費電力量は，

複雑であっても高速な回路構成を用いる方が，単純

で低速なものを用いるよりも少ない場合がある。 

以上の知見から，FPGA を用いた組込みシステムの消費電

力を低減する手法の 1 つとして，以下のような手法を提案

する。すなわち，多くの演算処理を必要としない待機時間

などには小規模で低速な回路構成（図 5 左）を用い，演算

処理が必要な局面では処理性能の高い回路構成（図 5 右）

を用いるようにして，組込みシステムの稼働時間全体での

期待消費電力量を低減する手法である。これらの回路の切

表 4. MPU のオプション設定と回路規模 

構成

名 

ステージ

数 
ゲート数 

消費電力 

[W] 

所要時間

[s] 

消費電力

量[mWh] 

A 3 2,538,963 3.2 72 64 

B 5 2,551,251 3.15 68 59.5 
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図 3. 回路規模と消費電力の実測値 

各構成の詳細は表 1を参照。 

 

図 4. 動作周波数と消費電力の実測値 

使用回路は図 3の構成 5と同一。 
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り替えは，後述の動的再構成技術などを用いて実現できる。

組込みシステムには，通常は待機状態にあり，ユーザの入

力などの外部要因で演算処理が起動されて短時間に集中し

て処理を行うものが多くあるため，このような手法は省電

力化に有効であると思われる。 

演算処理の必要に応じて FPGA に書き込まれる回路構成

を変更するためには，従来は FPGA 外部に特殊な回路を追

加する必要があり，あまり実用的でなかった。しかし，近

年，このような追加回路を設けることなく，システムの動

作中に FPGA を書き換えることのできる動的再構成技術を

組み入れた FPGA が実用化され始めている(2)。図 6 は，FPGA

の内部回路を動的再構成可能にするための設計作業の画面

例である。FPGA の動的再構成は新しい技術であるため，そ

の開発環境は必ずしも十分に整備されていない。例えば，

通常の FPGA 設計では，回路の配置・配線を開発環境が自

動的に行うが，動的再構成を行う FPGA 回路の設計では，

一部を人手で行う必要がある(3)。この際には，配線長やタイ

ミング制約を考慮しながら，試行錯誤で設計を行わなけれ

ばならない(4)。 

動的再構成を用いた FPGA の設計手法は，未だ発展途上

であり，その応用事例の蓄積が少ない。動的再構成の FPGA

の消費電力に対する影響に関する報告は少ないが(5) (6)，過度

に頻繁に動的再構成を行うと FPGA の期待的な消費電力が

増大することが報告されている。このように，動的再構成

と FPGA の消費電力に関する評価は必ずしも十分になされ

ていない。このため本研究では，現況で省電力化が期待で

きる手法として，比較的低頻度で FPGA の回路構成を変更

することによる消費電力の低減手法を提案する。例えば，

通常は待機状態にあり，人が操作したときだけ演算処理を

行う家電などの組込み機器への適用が考えられる。この際

の再構成頻度は，1 日に数回～数十回程度であると思われ

る。情報技術グループでは，今後も継続して動的再構成技

術に関するノウハウの蓄積に努め，その省電力化への応用

と評価手法の確立に取り組む。 

5. まとめ 

情報技術グループでは，中小企業の組込みシステム開発

において，多品種少量生産や知的財産保護に効果的な手法

の 1 つとして，FPGA 関連技術の普及に取り組んできた。本

研究では，FPGA の弱点の 1 つである消費電力の大きさに対

応するため，FPGA に書き込まれる回路を用途によって変更

する手法について検討した。 

まず，シミュレーションおよび実測によって FPGA 評価

ボードの消費電力を見積もり，FPGA に書き込まれる回路と

消費電力の相関について検討した。この結果，回路規模が

大きいほど FPGA の消費電力が大きいこと，多くの演算処

理を必要とする場合は回路規模が大きくても高速な回路を

用いることで総合的に省電力化が図れる場合があることな

どが示された。 

FPGA内部の回路構成を切り替えるための手法の1つとし

て，近年実用化され始めた動的再構成技術について検討し

た。動的再構成技術を応用した FPGA 開発は，発展途上段

階にあり，複雑なシステムへの応用事例は少ない。情報技

術グループでは，待機時間の長い組込みシステムの待機電

力低減手法などに動的再構成技術を適用することを提案

し，システム構築ノウハウの蓄積を行っている。 

（平成 21 年 7 月 2 日受付，平成 21 年 9 月 8 日再受付） 
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図 5. 提案手法の FPGA 内部ブロック図 

Reconfig. Controller: 再構成制御回路ブロック 

Static Circuits: 常に組み込まれる回路ブロック 

PRM (Partial Reconfigurable Module): 再構成で変更される回路
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図 6. 動的再構成可能な回路構成の

設計 
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右：動的再構成部分の拡大図 
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 SIFT アルゴリズムを応用した環境地図作成方法 
 

大平 倫宏＊１）  富山 真一＊２） 

 

Environmental map generation applying scale invariant feature transform algorithm 
Norihiro Ohira＊１）,  Shinichi Tomiyama＊２） 

 

A method of environmental map generation is reported herein. In the case of generating an environmental map, we usually 

input featureless images like images of the ceiling or a floor and their illumination change. The SIFT (Scale Invariant Feature 

Transform) algorithm detects local feature points and extracts image features that are reasonably invariant to changes in 

illumination, image noise, rotation, scaling, and small changes in viewpoint.  

In this paper, we focused our attention on the image composition of featureless images applying the SIFT algorithm and 

proposed one simple method. The proposed method could run in the order of n log n time to compose two images of order n 

pixels. Also, the image composition was precise enough to be used, inputting featureless data like images of a ceiling. 

 

キーワード：環境地図，SIFT アルゴリズム，画像合成 

Keywords：Environmental map, SIFT algorithm, images compose 

 

1. はじめに 

今日の少子高齢化社会に対応するために，自律的に複数

のカメラを連動させて，防犯や福祉目的のために活用する

システムへの関心が高まってきている。このようなシステ

ムの構築のためには，周辺の様子（ドアの開閉や障害物の

存在）を記述した地図（環境地図）の作成が必要となる。

しかし，環境地図は変化の乏しい天井や床等の画像から作

成する場合が多いため，従来の画像合成法では，合成のず

れが大きくなる可能性がある。 

そこで本研究では，特徴量抽出アルゴリズム SIFT（Scale 

Invariant Feature Transform）を応用して，変化の乏しい画像

群から環境地図を合成する方法を考案した。本提案手法の

合成の最悪時間計算量は，画像の画素数を n として，入力

画像が 2 枚の時にオーダー表記で O（n log n） 時間となり，

全探索するような方法でかかる O（n2）時間に比べ，高速に

合成が可能となる。 

 

2. 画像合成方法 

2.1 SIFTアルゴリズム  SIFT アルゴリズムは，画像に

おける局所的な特徴点を抽出した後に各特徴点に対応する

特徴量を抽出するアルゴリズムである(1)。SIFT アルゴリズ

ムは，画像のスケール・回転・圧縮率の変化等に対して不

変な特徴量を抽出が可能であることが報告されている(2)。ま

た，照明変化に対しても，影響の少ない特徴量となること

が知られており，照明変化の有り得る環境において環境地

図を作成するのに適していると思われる。 

図 1 を入力画像として，SIFT アルゴリズムによる特徴量

抽出を行った画像を図 2 に示す。各矢印が特徴量を示して

おり，矢印の根元が特徴点を表している。 

 

 

 

＊１） 情報技術グループ 
＊２）日本大学大学院理工学研究科 

論 文 

図 1. 原画像 
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2.2 提案する画像合成手順  本研究では，SIFT アルゴ

リズムを用いて，異なる画像間における共通する特徴点，

特徴量を算出し，画像合成を行う。以下に本研究で提案す

る画像合成アルゴリズムの処理手順についてまとめる。 

（1）特徴点・特徴量の算出  入力画像全てに対して，そ

れぞれの特徴点・特徴量を，SIFTアルゴリズムにより算出

する。 

（2）共通する特徴量の検索  入力画像間で抽出された各

特徴量の比較を行い，一致する場合にその特徴点同士を対

応付ける。また，一致する特徴量の個数に閾値を設定し，

一致する特徴量の個数が閾値以上かつ最大であれば，合成

対象候補として（3）以降の処理を行う。閾値以下であった

場合は，合成対象の候補から除外する。 

図3に特徴点の対応付けを行った結果を表す。右側と左側

で別の入力画像となっており，対応する特徴点同士を線で

結んでいる。 

 
 

 

（3）対応付ける特徴点の絞り込み  単に特徴量が同じ特

徴点を対応付けるだけでは，図 3 の中で傾きが小さく長い

線の場合のように，明らかに無関係であると思われる点ま

で，対応付けされてしまうことがある。このようなノイズ

を削減するために，対応する特徴点の絞り込みを行う。具

体的には，図 6 に示すように特徴点を対応付けた線の角度

ヒストグラムを作成し，最頻の値となる対応付けだけに絞

り込む。このような操作を行うことで，図 4 のように絞り

込むことができる。 

 

 

 

（4）合成に最適な座標候補の検索  合成対象候補の画像

の組に対して，対応する特徴点間の距離の平均が最小とな

るような位置を探索し，その位置で合成を行う。探索方法

としては，2 分探索法を利用する。 

図 5 は図 4 の 2 枚の画像に対して，対応する特徴点間の

距離の合計が最小となるような位置を探索し,合成した結

果を表している。なお，合成により画像が重なる部分につ

いては，平均を取った後に明度を上げて表示している。 

 

 

 

（5） 終了条件の判定  (2)の処理において一致する特徴

量の個数が閾値以下の場合もしくは，入力画像全てに対し

て(2)～(4)の処理を行った場合に終了する。それ以外は上

記処理を繰り返す。この手法による画像合成にかかる最悪

時間計算量は，画像の画素数を n として，入力画像が 2枚

の時に O（n log n）となり，入力画像が m 枚の時には O（m! 

n log n）なる。 

図 3. 2 枚の画像に対し特徴点の対応付けを行った結果

図 5. 最適な位置の探索結果 

図 2. 2 枚の画像に対し特徴点の対応付けを行った結果 

図 4. 図 3 で対応する特徴点の絞り込みを行った結果 
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図 8. 天井画像に対して従来法を用いた画像合成結果 

図 9. 天井画像に対して提案法を用いた画像合成結果 

頻
度 

図 6. 角度ヒストグラム 

図 7. 合成ソフトへの入力画像：天井画像 3枚 

角度(deg)  

3. 結果と考察 

3.1 合成の精度  合成対象として，当初の目的であった

変化に乏しい画像を用いて提案手法の合成精度を調査し

た。入力画像は，図 7 のような天井画像 3 枚とした。比較

対象として，画像合成によく用いられるフリーソフトであ

る AutoStitch(3)で合成を試みたが，入力画像が変化に乏しく

十分な特徴量が抽出できなかったためか，エラーとなり合

成ができなかった。そのため，商用のソフトである ArcSoft 

PhotoBase Pro (4)の試用版を用いて，手動でおおまかな合成位

置を入力し，比較を行った。ArcSoft PhotoBase Pro では，お

おまかな合成位置を手動で入力する必要があり，そこから

より精密な合成位置を探索しているようである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実際に合成を行った結果は図 8，図 9 のようになる。

ArcSoft PhotoBase Pro を用いて合成した結果が図 8 である。

今回提案手法を用いて，2.2 節の（１）から（５）の手順に

従って合成した結果が図 9 である。ただし，図 9 では，合

成処理により重なった部分の明度を上げる処理を行わない

で，上から重ねて表示してある。また，比較のために，ど

ちらの図にも，合成画像に対して，縦の溝の線に沿って黒

の点線を補助的に上から書き加えて表示してある。実際の

合成画像自体には，点線は引かれていないため，注意が必

要である。 

図 8 と図 9 において，特に縦に入っている溝の部分を目 

安として比べると，図 9 では黒の点線のずれがほぼないが，

図 8 においては黒の点線がずれて合成されているのが見て

取れる。図 8 は実際には，10 pixel ほどずれて合成されてい

る。このように，環境地図を作成する際に，入力画像とし

て用いられる変化の乏しい画像においては，AutoStich では

画像合成そのものが出来ず，他の合成ソフトでは手動でお
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おまかな合成位置の入力を行っても 10 pixcel ほどずれると

いう結果になった。提案手法は，そのような従来方法に比

べ，環境地図を作る際に変化に乏しい画像を入力としても

精度良く合成可能であると思われる。また，入力画像さえ

指定すれば，後の計算は全て自動で行うので，その面でも

優れていると思われる。 

 

3.2 合成の処理時間  今回提案した手法を用いて，画像

合成処理にかかった時間をまとめた表が表 1 である。それ

ぞれ同じ入力画像に対して画像サイズの変更を行い，2 枚の

画像を合成した際の処理時間を表している。 

実行環境としては，OS は Windows XP 上で，CPU は

Pentium M 1.6 GHz，メモリ 512 MB の PC で，開発は Visual 

C++ 2005 Express Edition 上で行っている。表から見てわかる

ように，入力画像のサイズが大きくなっても，処理時間は

それほど大きく変わらない。これは 2 枚の画像を合成する

際の全体の計算量が O（n log n）となることに起因する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. まとめ 

合成の方法として，SIFT アルゴリズムを使用した環境地

図作成方法を提案した。SIFT アルゴリズムを活用すること

で，照明変化等にも比較的強い合成アルゴリズムとなって

いる。また，今回作成したソフトウェアでは，入力画像が

他の入力画像に対して回転している場合には対応していな

いが，合成位置の探索において回転方向の探索を付け加え

ることで，対応することが可能である。実際の応用として

は，天井，床の外観検査や，複数台の自律移動型ロボット

による環境地図の作成などが挙げられる。今後は共同開発

研究などを通して，中小企業との連携を図って行きたい。 

    （平成 21 年 7 月 2 日受付，平成 21 年 9 月 8 日再受付） 
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 入力画像の

幅 

入力画像

の高さ 

提案法の処

理時間[s] 

ケース 1 448 336 21.7391 

ケース 2 640 480 23.3579 

ケース 3 1024 768 22.2624 

ケース 4 1600 1200 26.8014 

表 1. 合成処理時間 
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DLC 膜の海洋中への適用 
 

川口 雅弘＊１）  清水 綾＊２）  梶山 哲人＊３）  渡邊 禎之＊２） 

  森河 和雄＊１）  湯川 泰之＊４） 

 

Application of DLC films for marine elements 

Masahiro Kawaguchi*1) ,  Aya Shimizu*2) ,  Tetsuto Kajiyama*3) , Sadayuki Watanabe*2), 

  Kazuo Morikawa*1) ,  Yasuyuki Yukawa*4) 

 

DLC (diamond-like carbon) films have the extraordinary properties of high hardness, low-friction, high wear resistance and so 

on. Recently, DLC films are utilized in a wide range of friction and wear applications such as cutting tools, mechanical 

automobile components, die surfaces and hard-disks. On the other hand, DLC films have almost no applications in mechanical 

components for marine technology although they have good chemical stability. This is caused by presence of pin holes on DLC 

film surfaces. Particularly the growth of pin holes on the film surface, which implies the degradation of protective ability during 

the deposition process, causes serious fractures of mechanical components in marine surroundings. In this study, corrosion and 

wear test of a steel surface coated by the films are accomplished in order to classify the protective ability of the films in marine 

surroundings. From the results of this study, not only the number of pin holes but also the relative radius of pin holes decrease 

with increasing deposition time, i.e., the thickness of DLC films. Longer deposition times definitely restrain the growth of pin 

holes of the films. In addition, the corrosion and wear properties of steel surface in a NaCl solution which simulates marine 

surroundings are improved by the deposition of DLC films. The size of pin hole expected by SEM (Scanning Electron 

Microscope) and EDX (Energy Dispersive X-ray Spectroscopy) is discussed in this paper. 

 

キーワード：ダイヤモンドライクカーボン，ピンホール，高周波－高電圧パルス重畳型プラズマイオン注入成膜法 

Keywords：DLC, pin hole, Plasma Based Ion Implantation and Deposition (PBII&D) 

 

1. 背景 

船舶や海洋構造物など，海洋・沿岸部で用いられる構造

用鋼，機械要素鋼部品などの鋼材は，海水暴露下での長期

の使用に耐える必要がある。このような鋼材の耐食性は，

①鋼中へ Ni や Cr といった希少元素を高濃度で添加するこ

とにより，鋼材そのものの耐食性を向上する手段（高耐食

鋼の使用），②塗装やめっきなどを利用した，犠牲防食，電

気防食などの手段，により確保されることが多い。高耐食

鋼は基本的にメンテナンスの必要がなく，数十年以上使い

続けることができることが利点である。しかしながら，近

年の希少元素の枯渇化・高騰化に伴い，耐食鋼の低合金化

が進んでおり，耐食性不足による構造物・機械要素部品の

破損が問題となっている。低合金耐食鋼について，その組

成や組織制御による Ni，Cr の機能向上に関する研究が盛ん

に行われているが(1)，従来の高合金耐食鋼ほどの性能が得ら

れていないのが現状である。一方，塗装やめっきなどによ

り防食する手段は，さまざま方法が検討されており十分期

待に応える技術であるが，定期的なメンテナンスを行う必

要がある。そのため，常時波の荒い場所や岩場，海中深く

などのインフラ環境の悪い場所では，技術を適用しにくい。 

加えて，海洋・沿岸部で用いられる鋼材は，海洋中にお

いて過酷な摺動環境にさらされることが多い。また，波に

漂う海洋中の物体や，海洋中の生物（フジツボの影響は特

に深刻である）が鋼材表面を攻撃することも少なくない。

そのため，海洋・沿岸部で用いられる鋼材は，耐摩耗性も

必要不可欠な特性といえる。以上より，海洋・沿岸部で用

いられる鋼材に求められる特性は，①高耐食性（化学的安

定性），②高耐摩耗性（高寿命），③メンテナンスフリー，

の 3 点が特に重要である。 

一方，DLC（diamond-like carbon）膜は，近年急激に実用

化が進んでいる表面改質技術のひとつであり，その市場規

模は2002年から2008年の6年間で約3倍に成長している(2)。

DLC 膜は，硬さ，低摩擦，高耐摩耗などの優れたトライボ

ロジー特性を有することから，表面特性の向上・付与を目

的として自動車摺動部品，金型表面，切削工具，ハードデ

ィスクなどの製品に適用されている。DLC 膜は，トライボ

＊１）先端加工グループ 
＊２）材料グループ 
＊３）資源環境グループ 
＊４）城南支所 

論 文 
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図１. PBII&D の概略 

ロジー特性のみならず，優れた化学安定性，電気安定性を

有することも知られており，ペットボトル内壁などにも用

いられている。本研究では DLC 膜の優れたトライボロジー

特性，化学安定性に着目し，海洋中用構造用鋼の防食皮膜

としての適用を目指す。DLC 膜に関するこれまでの研究動

向を振り返ると，耐食性について，塩水を含めた様々な溶

剤における浸漬試験結果がいくつか報告されている(3)。これ

らの報告を大まかにまとめると，塩水中や海水中において

DLC 成膜による鋼材の耐食性向上を達成するためには，緻

密でピンホールの無い膜が必要となる。以上を考慮しつつ，

本研究では，プラズマイオン注入成膜法（PBII&D; Plasma 

Based Ion Implantation and Deposition）により成膜した DLC

膜の適用の可能性について検討する(4,5)。 

本研究は，海洋・沿岸部で用いられる鋼材に強く求めら

れる特性に対して，DLC 成膜という表面改質処理の観点か

らアプローチを試みるものである。本研究の最大の利点は，

従来海洋・沿岸部などの腐食環境に向かない鋼表面に対し

ても，DLC 膜を成膜できることである。この技術により，

鋼種を問わず，種々の鋼を腐食環境で使用できる可能性を

十分に秘める。加えて，本研究で用いる PBII&D は，複雑形

状品に対して均一な成膜を行うことができることから，こ

れまで表面改質処理の適用が難しかった機械要素部品など

にも適用が可能である。以上より，まずは初期的な研究と

して，本研究では SUS304（オーステナイト系ステンレス鋼）

表面上に DLC を成膜し，適用の可能性について検討した。 

2. 実験 

2.1 実験試料  本研究では，日本工業規格（JIS; Japanese 

Industrial Standards）の，SUS304 を試料基板として用いた。

試料基板の大きさはφ20 mm，厚さ 8 mmの円板形状である。

試料基板の表面に対して，ダイヤモンドパウダーによる鏡

面研磨を行った。さらに必要に応じて，アセトンなどによ

る超音波洗浄を行った。 

 

2.2 PBII&D(6)
  試料を研磨後，PBII&D により DLC 膜

を成膜した。PBII&D の概略を図 1 に示す。本装置では，被

加工物は高周波電源および高電圧パルス電源とつながって

いる。被加工物の周辺を原料ガスで満たし，高周波電源に

より被加工物を中心としてプラズマを発生させる。つづい

て，被加工物に負の高電圧パルス電源を印加し，プラズマ

中の正イオンを被加工物に引き寄せる。高周波電源と高電

圧パルス電源のタイミングはパルス制御コントローラによ

り行う。本装置は，被加工物がプラズマアンテナの役目を

果たすため，被加工物を中心としてプラズマが発生するこ

とが最大の特徴である。したがって，プラズマを被加工物

へ導く必要がなく，被加工物周辺に均一な密度のプラズマ

を形成できる。被加工物表面にプラズマ正イオンを注入で

きるだけでなく，原料ガス次第で成膜も行うことができる。

本研究では，CH4ガスを原料として，0.5～3 時間成膜を行っ

た。DLC 膜厚は 0.2～0.25 μm，超微小硬さ試験による平均

のインデンテーション硬さは 8～10 GPa （最大負荷荷重 5 

mN，保持時間 1 s で測定）である。 

 

2.3 塩水噴霧試験および摩擦摩耗試験  作成した試料

の塩水噴霧試験，塩水中での摩擦摩耗試験を行い，鋼材の

耐食性，耐摩耗性に及ぼす DLC 膜の影響を検討した。本研

究では，濃度 5 %の塩水で約７日間の塩水噴霧試験を行っ

た。摩擦摩耗試験はボールオンディスクタイプの試験機を

使用した。負荷荷重，線速度，摺動距離はそれぞれ，0.5 N，

26 mm/s，300 m である。接触子にはφ6 mm の軸受鋼

（JIS-SUJ2）を用いた。 

3. 結果と考察 

3.1 塩水噴霧試験  塩水噴霧試験後の試料の走査電子

顕微鏡（SEM; Scanning Electron Microscope）観察結果を図 2

に示す。観察領域に関してエネルギー分散型 X 線分光分析

（EDX; Energy Dispersive X-ray Spectroscopy）による元素の

面分析を行ったところ，観察像の中央部（空孔と思われる

部分）において，試料表面の DLC 膜由来の炭素元素シグナ

ルの消失に加えて，試料基板由来の鉄，クロム，ニッケル

などの元素シグナルも消失していることを確認した。した

がって，図 2 の観察像は，腐食が DLC 膜を貫通して試料基

板まで達し，空孔となっている（孔食が起こっている）こ

とを意味する。このような孔食は，試料全面に点在するこ

とを確認した。一方，上述の孔食が起こっていない表面に

おいて，黒い斑点模様が観察できた。SEM 観察結果を図 3

に，EDX 面分析結果の概略を図 4 に示す。図 3 より，黒点

部を拡大したところ，特に空孔らしき観察像は得られなか
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図２. 塩水噴霧試験後の試料表面のピンホール 

 

 

図３. 黒色斑点部 

 

図４. 黒色斑点部の EDX 面分析 

 

図５. SEM 観察像の二値化  
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図６. ピンホールの個数およびその平均的な大きさに 

およぼす DLC 成膜時間の影響 

った。また，図 4 より得られる特徴的な事実は，①観察領

域は全面 DLC 膜由来の炭素元素シグナルで覆われている，

②黒点部は試料基板由来の鉄，クロム，ニッケルなどのシ

グナルが消失している，である。一方，未処理の SUS304

表面に対して観察･分析を行ったところ，このようなピンホ

ールは確認できなかった。を同様にこれらの結果を鑑みる

と，黒点部は SEM では観察できない，および EDX では検

出できない程度の小さなピンホールが DLC 成膜時に存在

し，そこを起点として試料基板内部に腐食が及んでいるモ

デルが考えられる。田中らは(3)，陰分極法と銅めっき法の併

用により膜のピンホール部の大きさを定量化している。田

中らは，そのサイズは 10 μm 程度としつつも，試験時のピ

ンホールの成長の影響についても提言しており，ピンホー

ル成長前の膜のピンホールの初期サイズは 10 μm よりも小

さいことを本文に含意している。本研究における図 3，図 4

の特徴的な事実についても，10 μm よりも小さいピンホール

が存在することを示すことから，試料基板の腐食を妨げる

ことができる，膜の限界ピンホールサイズが存在すること

を示唆する。 

 

3.2 画像処理によるピンホールの定量化  ピンホール

の定量化は，ピンホールの成長に及ぼす成膜条件・試験条

件の影響を明らかにする上で大変重要である。本研究では，

SEM 観察結果を二値化し，単位観察領域におけるピンホー

ルの個数と大きさを定量化した。SEM 観察像とその領域を

二値化した結果を図 5 に示す。二値化した結果の白色部は

SEM 観察像におけるピンホールを意味する。成膜時間を変

化させた試料に関する，ピンホールの個数および大きさの

変化を図 6 に示す。平均円相当径 Reは，次式で計算した。 
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図７. 塩水中における摩擦摩耗試験結果  

N

A
R i

e 
 .........................................................（１） 

ここで，Aiは i 番目のピンホールの面積，N はピンホールの

総数である。したがって Re は，ピンホールを真円形状と仮

定したときの，観察領域における真円の平均的な半径を意

味する。DLC を成膜していない場合はピンホールの個数，

平均円相当径ともに大きいが，DLC を成膜することで，ピ

ンホールの個数，平均円相当径ともに小さくなることがわ

かる。これは，DLC 膜が試料基板表面を保護することで，

耐食性が増すことを意味する。また，成膜時間の増加に伴

いピンホールの個数，平均円相当径ともに減少することか

ら，DLC 膜を厚くすることで試料基板の孔食が低減すると

いえる。しかしながら，ピンホールの低減は十分ではない

ため，前述した限界ピンホールサイズの定量化と，成膜時

のピンホールの発生メカニズムについて，より深い解明が

必要である。 

 

3.3 塩水中における摩擦摩耗試験  本研究では，塩水中

における摩擦摩耗試験を行った。その結果を図 7 に示す。

DLC を成膜していない試料（SUS304）に比べて，DLC を成

膜した試料（SUS304＋DLC）は摩擦係数が明らかに低下す

ることがわかる。また，SUS304 は摺動試験開始直後より試

料表面に摺動痕が目視できたのに対して，SUS304＋DLC は

摺動距離 200～250 m 辺りから摺動痕が目視できた。したが

って，DLC 成膜により塩水中のトライボロジー特性は向上

することがわかる。トライボロジー特性が向上した一つの

要因として，DLC 膜と SUS304 との表面エネルギーの違い

があげられる(7,8)。塩水中の試料と接触子の摺動を考えた場

合，試料および接触子の摩耗が起こっていることから，摺

動界面では少なからず固体接触が起こっていると考えられ

る。DLC 膜と SUS304 の場合，表面エネルギーは SUS304

の方が大きいため，摺動界面の摩擦力におよぼす表面エネ

ルギーの影響は SUS304 の方が大きい。一方，塩水中におけ

る DLC 膜の摺動メカニズムをより詳細に解明するために
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は，塩水や表面粗さなど，多くの影響因子を考慮する必要

がある。 

4. 結論 

本研究では，DLC 膜の海洋中への適用の可能性を検討す

るために，PBII&D を用いて SUS304 基板表面に DLC を成

膜した。作成した試料の塩水噴霧試験，塩水中における摩

擦摩耗試験を行った。得られた結果は以下の通りである。 

（１）  DLC の膜厚に伴い試料基板の耐食性は向上する。

しかし，試料基板の腐食を完全に抑えることはできなかっ

た。さらなる耐食性向上のためには，DLC 膜の限界ピンホ

ールの定量化と成膜時のピンホールの発生メカニズムの解

明が必要と考える。 

（２）  DLC を成膜し，試料基板表面を保護することで，

塩水中における試料の摩擦係数は低下する。また，試料の

摩耗特性も向上する。 
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ジュエリー用ダイヤモンドのカラー描画技術の開発 

 
谷口 昌平＊１）  渡邉 宝＊２）  齊藤 幸典＊３） 

 

Development of color drawing processes for diamond by Ion beam 
Shohei Taniguchi＊1) ,  Takara Watanabe＊2) ,  Yukinori Saito＊3) 

 

In order to draw marks on a gem diamond, three processes using an ion accelerator were investigated. The results of trails 

using a 0.1mm pencil beam method, a photo-resisi method and a photo-resist and silver deposition method clarified that drawing 

with an ion beam is possible. The drawn marks were colored yellow-green, brown and black. Analysis by a laser Raman 

scattering spectroscope suggests that the diamonds were colored by deformations in the diamond crystal. 

 

キーワード：イオン照射，ダイヤモンド，カラー化，描画技術 

Keywords：Ion irradiation, Diamond, Coloring, Drawing technology 

 

1.  はじめに 

 ダイヤモンドは透明無色で大きいものが高価値である。

しかしほとんどのダイヤモンドは透明度が低く，小さいも

のは工業用に選別されることもある。一方，ジュエリーに

カラーダイヤモンドを使用するデザインが多くなり，需要

が伸びてきている。そこで，価値の低いダイヤモンドをカ

ラー化してジュエリー用として利用できるように，カラー

化処理が行われている。現在，カラー化法として，高圧高

温（HPHT）処理，電子線照射処理，中性子線処理，ラジウ

ム処理などが開発されている(1)～(5)。 

また，ダイヤモンドの保証価値を高めるために，ブラン

ド名や鑑定書番号を刻印する方法が開発されており，プラ

ズマエッチング法，レーザー刻印法が知られている。これ

らの方法は，ダイヤモンド表面を削り，文字を書く方法で

あるので，様々な色で文字を書くことはできない。 

 以上の様に現状のカラー化技術は，ダイヤモンド全体を

カラー化する技術であり，刻印する技術はダイヤモンド表

面に凹凸を形成することにより文字を書く技術である。 

これまで，イオン照射によるカラー化は可能であること

が示され，そのカラーはイオンの原子番号が低いとグリー

ン系の色，高いとブラウン・ブラック，その中間は黄緑あ

るいはブラウンとグリーンの中間色となることが明らかに

なった。また，イオン照射量を増やしていくと，色濃度が

濃くなることが明らかになった(6)～(8)。そこで，ダイヤモン

ドの任意の部分のみをカラー化することにより，カラーの

文字やマークなどを描画する技術を開発することを目的

に，高エネルギーイオン照射によるカラー描画法を検討し

た。 

2.  実験方法 

2.1 試料および処理条件  ダイヤモンド試料は直径約

1～2mm（1/15 カラット以下）のブリリアントカットしたメ

レダイヤモンドを用いた。 

図 1 に示す描画法を検討した。（a）ビーム走査法：金属プ

レートに開けた穴を通してイオンビームを取り出し，走査

することで描画する方法。（b）フォトレジストマスク法：

フォトレジストを塗布し，ガラスマスクに描いたマーク等

を紫外線露光し，エッチング後イオン照射を行う方法。（c）

フォトレジスト+銀蒸着マスク法：銀蒸着膜を付けた後，フ

ォトレジストを塗布し，（b）と同様に露光後，イオン照射

を行う方法。イオン照射は，イオン種を珪素（Si），金（Au）

イオン，エネルギーを 1.5 MeV～3 MeV，照射量を 1x1014～

1x1015 ions/cm2の範囲で行った。 

 

2.2 ラマン分光分析  カラー化の原因を検討するため

に，レーザーラマン分光分析装置（in Via Raman Microscope; 

RENISHAW 社）を用いて分析を行った。YAG レーザー（波

長:532 nm）により，測定範囲を約 10 μm とし測定を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊１）ライフサイエンスグループ 
＊２）有限会社ゼロポイント 
＊３）山梨大学大学院医学工学総合研究部 

論 文 



Bulletin of TIRI, No.4, 2009 

  
- 49 - 

 

3. 結果および考察 

3.1 イオン照射によるカラー描画  図 2にビーム走査法

により矩形にカラー化したダイヤモンドの写真を示す。0.1 

mm の孔にイオンビームを通し，サンプルを XY ステージに

より走査した。その結果，走査した形に線が描画できるこ

とが示された。 

図 3 にフォトレジストマスク法により，数字「12357」を

描画したダイヤモンドの写真を示す。Au イオンを 1x1014 

ions/cm2照射した結果，文字が描画できることが明らかにな

った。しかし，5x1014 ions/cm2に照射量を増加すると，フォ

トレジストが炭化し，描画できなかった。これはイオン照

射時の温度上昇が原因と考えられる。 

図 4 にフォトレジスト＋銀蒸着マスク法により，様々な

星座のマークを描画した写真を示す。銀蒸着膜を用いるこ

とにより，イオン照射時のマスクの炭化や変形が起こらず，

マーキングができた。しかし，（a）～（c）に示す Si イオン，

3 MeV で照射したものは，全体的にカラー化してしまい，

マーキングが出来なかった。これは，銀蒸着膜の厚さ約 200 

nm に対して，Si イオンの飛程が約 1 μm と大きいためにマ

スクされた部分も Si イオンが透過してしまったことが原因

である。そのため，イオンの飛程を銀蒸着の膜厚以下にす

るために，イオン種を原子番号の高い Au とし，エネルギー

を 1.5 MeV として照射した。このときの Au イオンの銀膜に

おける飛程は約 150 nm である。その結果を（d）～（f）に

示す。この場合は，マーキングが可能であった。以上の結

果から，イオンの飛程よりも銀蒸着膜が薄いとイオンが透

過してしまい，全体が着色してしまうので，エネルギーや

イオン種を適切に選択し，膜厚よりもイオンの飛程を短く

する必要があることが明らかになった。 

 

 

 

3.2 ラマン分光分析結果  図 5 に Au イオン照射した

ダイヤモンドの照射量 1～5x1014 ions/cm2のラマンスペクト

ルを示す。照射量が増加するごとにダイヤモンドのピーク

強度が低下し，G バンド付近にブロードなピークが現れる

ことが明らかになった。G バンドのピークは，グラファイ

ト構造の不規則配列に起因すると考えられている。このこ

とから，イオン照射量を増加していくとダイヤモンド構造

が崩れ，不規則な構造に変化していると考えられた。 

(b)照射量： 

1x1014ions/cm2 

レジスト除去後 

(a)照射前 

レジストを塗布し，

現像した後 

(c)照射量： 

5x1014ions/cm2 

レジストが炭化 

図 3. フォトレジストマスク法による描画 

Au イオン照射，エネルギー：3 MeV 

ビーム径φ0.1 mm 

ビーム走査 0.5 mm 

2.0 mm 

図 2. ビーム走査法による描画 

(c) フォトレジスト＋銀蒸着マスク法 

ダイヤモンド 

銀 

レジスト 

(a) ビーム走査法 

 試料動作，マスク固定 
イオンビーム 

図 1. ダイヤモンド描画法 
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図 6（a）に示すようにイオンが通過した領域では，イオ

ンとダイヤモンド中の炭素原子の相互作用により，格子欠

陥の形成や原子の移動が起こり，結晶構造の変化や結晶ひ

ずみが発生し，その影響で着色すると示唆される。これら

の変化は，イオン照射量が多くなるほど，あるいはイオン

種の原子番号が大きくなるほど増加する。このため，カラ

ーとイオン照射量やイオン種の関係は，図 6（b）のような

関係になると考えられる。 

 このように結晶構造や結晶ひずみを変化させカラー化す

る方法は，電子線や中性子などの放射線による着色と同類

の現象である。しかし数 MeV のイオンの場合，電子線や中

性子と比較して，ダイヤモンド構造に与える影響は大きく，

短時間処理で着色するという特長がある。また，透過力の

高い電子線や中性子の場合はダイヤモンド全体がカラー化

するのに対し，イオンビームは，透過力が低いためにダイ

ヤモンドの表面から数ミクロンの深さまでカラー化すると

いう違いがある。またイオンビームは直進性が強いので，

マークや文字の形に穴を形成したマスクを通して照射する

と，その形にカラー化できることが特徴である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4. フォトレジスト＋銀蒸着マスク法による描画 

（a）Siイオン 

3 MeV,1x1014 ions/cm2 

（b）Siイオン 

3 MeV,5x1014 ions/cm2 

（c）Siイオン 

3 MeV,1x1015 ions/cm2 

マスクデザイン 

（e）Auイオン 

 1.5 MeV,5x1014 ions/cm2 

（f）Auイオン 

 1.5 MeV,1x1015 ions/cm2 

（d）Auイオン 

1.5 MeV,1x1014 ions/cm2 

銀蒸着を剥離した後 イオン照射前 イオン照射後 
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4. まとめ 

イオンビームによる描画技術は，カラー文字やロゴを傷

つけることなく描画できる技術であるという特長を持つ。

この方法により，ダイヤモンド表面に鑑定書番号やブラン

ドロゴなどを描画でき，信頼性の向上につながる。さらに， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メッセージやオリジナルマークを任意に描画できるので， 

オリジナルジュエリーの作製にも寄与できると考えられ

る。 

（平成 21 年 7 月 7 日受付，平成 21 年 9 月 5 日再受付） 
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赤外線顕微鏡を用いた電子機器・部品の故障診断法

豊島 克久＊１） 小林 丈士＊１） 原本 欽朗＊１） 

高松 聡裕＊２） 西野 義典＊１） 三上 和正＊１） 

Failure diagnosis of electronic circuit boards and components using infrared microscope 
Katsuhisa Toshima*1) ,  Takeshi Kobayashi*1) ,  Yoshiaki Haramoto*1),
Toshihiro Takamatsu*2) , Yoshinori Nishino*1) ,  Kazumasa Mikami*1) 

This paper presents a diagnosis of the failure and degradation for electronic components and circuit boards using an infrared 
microscope. For example, overload tests of electrolytic capacitors, operation tests of printed circuit board relays, and pulsed high 
voltage tests of carbon film resistors, are demonstrated by measuring the temperature changes corresponding to the degradation of 
the components. Furthermore the applicability of this to estimate the failure and degradation of components on an electronic 
circuit board was estimated. The experimental data obtained from this report are useful for technical consultation on the, recently 
increasing, failure of electronic equipment and components. 
 
キーワード：故障診断，赤外線，信頼性

Keywords：Failure diagnosis, Infrared camera, Reliability 

 

1. はじめに

今日，製品の安全性が疑われる事故例が多発しており，

企業の存続に関わる重大な問題となっている。例えば，電

解コンデンサの劣化による破裂事故，基板に実装された抵

抗器の焼損，また電磁スイッチの接点部の磨耗により接触

抵抗が増加し，発熱が生じることで発火事故が起こること

がある。産技研においても，このような電子機器や電子部

品の不具合発生による相談依頼が増加している。しかし，

現状の特性測定や目視・拡大観測程度では，対応が困難と

なっている。

一方，赤外線を用いた電子部品の故障診断については，

赤外線温度測定装置の機能向上に伴い，検討され始めてい

る(1)。最近では，0.025 ℃（30 ℃黒体炉にて）の温度分解
能を有し，拡大レンズにより 10 µm の画像分解能を得るこ
とが可能な赤外線顕微鏡が出現しており(2)，集積回路などの

小型部品においても温度差異をより高精度に捉えることが

可能なため，故障部品等の検出や劣化診断等への応用が期

待される。

そこで本研究では，先に述べた赤外線顕微鏡などを用い

て，回路基板や電子部品等を対象に，非破壊による故障の

検出や劣化診断を行い，実験データの蓄積を行った。

2. 実験方法

赤外線顕微鏡を用いて，電子部品および電子基板の劣化

に伴う発熱観測を行った。電子部品の劣化試験としては，

①電解コンデンサの過電圧印加，②プリント基板用リレー

の ON/OFF繰り返し，③カーボン皮膜抵抗（1/8 W）の高電
圧パルス印加，等を行った。

また，最終製品の電子基板を対象としたものでは，スイ

ッチング電源基板においてスナバ抵抗値を増加させたとき

の影響を観測し，さらに，LAN 用ハブの故障品の熱画像観
測を行うなど不具合データの収集を行った。尚，赤外線顕

微鏡は，TVS-8502（日本アビオニクス社製）を用いた。

3. 結果・考察

3.1 電解コンデンサの劣化 図 1 は電解コンデンサの
劣化程度に対応した発熱状態を赤外線顕微鏡により観測し

たものである。耐圧 160 V，容量 47 µFの電解コンデンサに
おいて，50 Hz，実効値 67 Vの交流電圧を印加し，試料 R-2
では DC 95 Vを重畳し，試料 R-3では AC成分のみ加え，2
種類の劣化を実現させた（図 2）。
試料 R-2については，電圧印加の際に，電流値のほかに，
試料の内圧上昇に伴う試料頭部の膨張を監視しながら，劣

化を進行させた。試料 R-3 については，試料の破裂が生じ
るまで電圧印加を行った。

発熱の観測は，一定電圧印加（AC 7.1 V＋DC 10 V）の条
件で行い，劣化程度に対応した発熱差異が示された。

＊１）エレクトロニクスグループ
＊２）多摩支所

論 文
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3.2 プリント基板用リレーの劣化 プリント基板用リ

レーに定格電圧・電流を印加した状態で，スイッチの

ON/OFFを繰り返した場合に，接点部の接触抵抗の変化を熱 
的に検出できないかどうかの検討を行った。つまり，接触

抵抗による発熱を検出することで，接触抵抗値の変化を捉

えるものである。実験に用いたリレーの定格は，駆動コイ

ルが DC 5 V, 40 mA，開閉部が DC 30 V， 5 Aである。また，
リレーの開閉頻度は，1800回／時間として，実験を行った。
図 3および図 4に示される温度変化は，リレーの ON/OFF
繰り返し動作を開始してから十分に時間が経過し，駆動コ

イルの発熱に伴うリレー表面の温度が一定となり飽和した

ときの値を基準としている。つまり，駆動コイルの発熱分

が含まれた状態で温度を計測している。温度の測定は，赤

外線顕微鏡でリレー表面の熱画像を捉え，表面温度が最も

高く検出された点の温度をプロットしたものである。また，

接触抵抗は，接点両端の電位差の測定値から算出した。

図 3は，リレーの ON/OFF動作を行っているときの 10万
回経過後におけるリレー表面の熱画像温度，およびリレー

の接触抵抗値について示している。さらに図 4 は，60 万回
経過後の同様のものである。図 3では，接触抵抗値は 3 mΩ
と低く安定しているが，図 4 では接触抵抗値が安定してお
らず，高く計測されることが度々起こり，温度変化として

も検出されることが分かる。

図 5は，試験前と 60万回 ON/OFF後における，リレーの
Ｘ線透視画像である。両者を比較すると，矢印で示される

接点部において磨耗が確認できる。図 4に示される接触抵
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図 1. 電解コンデンサの赤外線画像

図 2. 電解コンデンサの過負荷試験における

印加電圧波形（周波数：50 Hz）

図 3. プリント基板用リレーの ON/OFF 繰り返し試験時

の表面温度測定値および接触抵抗値

（10万回 ON/OFF後）

図 4. プリント基板用リレーの ON/OFF 繰り返し試験時

の表面温度測定値および接触抵抗値

（60万回 ON/OFF後）
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抗値の変動は，接点の磨耗の影響により生じたものと推測

できる。本実験結果より，リレーの接点劣化は，赤外線顕

微鏡により熱的に検出できることが実証された。

3
断

は

抵

連

予

し

あ

ま

器

を

て

り

用

10

があるかを測定したものである。測定は，抵抗器をプリン

ト基板上に半田付けを行い，赤外線顕微鏡で抵抗器表面の

最高温度を捉え，公称抵抗値 100 Ω のリファレンス抵抗の
温度を基準に各々の試料について行った。その結果，同じ

公称抵抗値の試料でも検出温度のバラつきがあることが観

測された。

図 7は，5 msec幅の単発パルスにおいて電圧を徐々に上
げ，カーボン抵抗器に印加した際の抵抗値の変化を示した。

本実験では，パルス発振源で出力可能な電圧・電流の制約

上，公称抵抗値 100 Ωの試料を用いたが，印加電圧 80 V付
近から抵抗値の増加，すなわち劣化の実現が確認できた。
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(a) 試験前

図 6. 抵抗器の発熱差異
(b) 60 万回 ON/OFF後

図 5. プリント基板用リレーの ON/OFF繰り返し試験時

のＸ線透視画像
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.3 抵抗器の劣化 赤外線顕微鏡を用いた故障・劣化診

では，発熱体の温度変化を捉える必要がある。本実験で

，電子回路における身近な発熱体として，カーボン皮膜

抗器に着目し，劣化との関係について検討した。

カーボン皮膜抵抗器において定格を大きく超える電圧を

続して印加すると異常発熱により表面に焼損が生じると

測される。部品表面に焼損が観測されれば，内部が劣化

ている可能性が高いと判断できるので，赤外線顕微鏡を

えて劣化診断に用いる必要がないということになってし

う。

そこで，本実験では高電圧の単発パルスを印加し，抵抗

表面での焼損等を抑え，表面観測では確認できない劣化

実現させることを検討した。劣化による抵抗変化につい

は，印加電圧一定条件での発熱差異を赤外線顕微鏡によ

観測した。本実験では定格電力 1/8 Wのカーボン抵抗器を
いた。

図 6は，劣化前のカーボン皮膜抵抗器（公称抵抗値：91 Ω，
0 Ωおよび 110 Ω）が抵抗値によってどれだけの温度差異

95

100

0 20 40 60 80 100

印加電圧 [V]

図 8は，公称抵抗値 100 Ωの 3試料をそれぞれ劣化させ
たときの温度差異の変遷について示した。公称抵抗値が同

じ試料でも 2 ℃程度のバラつきの範囲にあるため，複数の
試料の中から劣化品を判別するには，少なくとも 10 %程度
の抵抗変化が伴わなければ，判別は難しいと思われる。し

かし，各々の試料の劣化の変遷については，2～3 %の抵抗
変化でも検出可能と判断した。従って，同一試料における

劣化変遷を観測する場合には 2～3 %の抵抗変化率，正常品
および不具合品を比較する場合には 10 %程度の抵抗変化
率，のように劣化判定の基準を変える必要があることが本

実験結果より示された。

図 7. パルス印加による抵抗の劣化実現
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3.4 基板実装された FETの温度変化の検出 図 9はス
イッチング電源を定格負荷で動作させたときの赤外線顕微

鏡画像であり，スイッチング素子として用いられている FET
と，過渡的に発生する高電圧から FET を保護するためのス
ナバ回路を捉えたものである。基板実装された回路部品に

おいても熱的に劣化診断が可能かどうかの検討を行った。

図 10は，スナバ抵抗値を 2.2 kΩから 3.0 kΩに変化させ
たときの FET表面の温度応答性である。FET表面温度の応
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答性の違いから，スナバ抵抗器の劣化が推測可能であるこ

とが実験的に観測できた。スナバ抵抗値が大きくなるとス

ナバ抵抗器の発熱が小さくなることは別途確認している

が，スナバ回路の機能の低下した分が FET において発熱増
加として現れ，温度が上昇したと考える。

3. 5 LAN用ハブの不具合 図 11は LAN用ハブの不具
合品の内部基板を観測したものであり，焼損した部品の付

近が高温に上昇することが観測できた。産技研では，この

ほか LED駆動回路や ICの不具合解析に，赤外線顕微鏡を活
用した。

4. まとめ

赤外線顕微鏡を用いて，電子機器・部品の故障・劣化診

断を行い，各種事例における実験データを収集した。

電解コンデンサ，リレー，抵抗器などの電子部品を試験

により劣化させたもののほか，故障した実基板について，

赤外線観測，X線透視画像解析（部品にて実施）を行った。
その結果，このような非破壊検査法において，劣化診断が

行えることを実証した。

本報告の実験データや観測事例は，産技研での技術相談

や機器利用等に活用し，故障や劣化の解析に役立つものと

考える。

（平成 21年 7月 3日受付，平成 21年 9月 8日再受付）
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図 8. 抵抗器の劣化程度に対する発熱差異

図 9. スイッチング電源のスナバ回路

図 10. スイッチング素子（FET）の温度応答性

図 11. LAN用ハブの内部基板（不具合品）
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直流・交流電流を併用した高精度消磁 

 

伊藤 清＊１） 

 

Precise Demagnetization with Direct and Alternating Current 
Kiyoshi Itoh*1) 

 

In measuring the magnetic properties and magnetic particle testing on magnetic materials or products, an accurate 

demagnetization of specimens is required. The effects of dc and ac current demagnetizing methods are investigated. In measuring 

the magnetic properties using ring specimens (a closed magnetic circuit), specimens cannot be demagnetized with an ac current 

demagnetizing method. With a dc current demagnetizing method, the maximum permeability and initial permeability differ from 

real permeability when the current inversion frequency is increased. When using a dc current demagnetizing method after an ac 

current demagnetizing method, specimens can be demagnetized precisely.  In measuring magnetic properties using pillar 

specimens (an open magnetic circuit), specimens can be demagnetized precisely when using a dc current demagnetizing method 

after an ac current demagnetizing method. 

  

キーワード：消磁，直流消磁，交流消磁 

Keywords：Demagnetization , Dc current demagnetizing, Ac current demagnetizing,  

 

1. まえがき 
 

磁粉探傷を行った後や磁気特性を測定する場合において

消磁を行わなければならない場合があるが，時によって消

磁が完全には行われず問題となる（１,２,３）。 

一般に消磁方法には，①熱消磁，②交流消磁，③直流消

磁がある。①は完全に消磁が可能であるが，対象物の形状

が変形してしまうので良い方法とは言えない。②は一般に

行われている方法であり，コイルにより発生させた交流磁

場により磁性体内の磁束密度を低減させる方法であるが，

完全に消磁させることは出来ない。③は完全に磁性体内の

磁束密度をゼロにする方法であるがその機構が難しく，一

般には行われていない。 

本研究では，交流消磁後に直流消磁する方法を考案し，

その方法について各種実験を行った。 

 

2. 閉磁路における消磁 
 

 軸通電法や電流貫通法において直流磁化した場合，また，

直流磁化特性測定装置を用いて初期磁化曲線やヒステリシ

ス曲線を求める場合においての消磁について，高精度に消

磁する手法について実験を行った。 

外形 45 mm，内径 33 mm，厚さ 5 mm のリング状強磁性

試料において，図 1 に示す直流磁化特性測定装置によって

各種消磁方法について消磁の程度を測定した。 

 まず，飽和磁化まで磁化した場合の直流磁化特性を測定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. 直流磁化特性測定装置 

 

した。図 2 に示す磁化特性となった。この試料を図 3 に示

す消磁回路により交流消磁を行った。その結果，図 4 に示

す直流磁化特性を示した。ヒステリシスループが上下非対

象となり消磁が不完全であることが分かる。消磁回路に流

す電流値を変化させ，最大交流磁界の値を変化させた。消

磁回路により発生する最大交流磁界と消磁率の関係を図 5

に示す。 

ここに， 

消磁率＝測定した残留磁束密度／正確な残留磁束密度 

として，計算した。 

消磁回路に流す最大交流磁界を大きくするに従い消磁の ＊１）城南支所 

論 文 
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図 2. 残留磁束密度が有る場合の磁化曲線 

 

 

図 3. 交流消磁回路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4. 交流消磁後の磁化特性 

割合も大きくなるが，飽和磁束密度以上になると消磁効果

は 80 %にとどまり，完全には消磁できない。その原因は，

交流消磁の場合は表皮効果により，磁性体内部まで外部磁

場が浸透しないために，消磁が不完全であると考えられる。

一方，図 6 に示すように，直流磁界を反転させながら除々

に減少させる方法によって，直流消磁をおこなった。この

試料において，直流磁化特性を測定すると，ヒステリシス

ループが上下対称となり完全に消磁されていることが分か
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図 7. 直流消磁後の直流磁化特性 

 

る（図 7）。しかし，この方法は，直流磁化特性測定装置の

ドリフトや消磁操作が面倒であるなど問題点が多い。次に， 

図 8 に示す反転を一回のみによる直流消磁によって消磁を

行った。この方法も，直流磁化特性を測定すると，ヒステ

リシスループが上下対称となり一見消磁されているように

見える（図 9）。しかし，初期磁化曲線は図 7 に示す初期磁

化曲線とは異なっていることが分かる。そこで，直流消磁

の反転の回数を変えて直流磁化特性を測定した。その結果，

図 10 に示すように，反転の回数が少ない場合は反転回数が

多い場合に比べ，最大微分透磁率は大きく，初透磁率は小

さいことが分かった。一般には，図 11 に示すような初透磁
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図 5. 交流消磁における最大磁界と消磁率の関係 

図 6. 直流消磁方法 
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  図 9. 反転一回直流消磁の場合の直流磁化特性
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率範囲は，磁壁の移動が可逆であり，不連続磁化範囲（微

分透磁率が最大となる過程）では磁壁の移動が大きく変化

し不可逆となる（４）。したがって，反転の回数が少ないほど，

最大透磁率は大きく，初透磁率は小さいという実験結果に

一致している。したがって，反転回数が少ない直流消磁は，

全体としては，消磁されているが，完全な消磁状態とは言

えない。図 8 に示す反転を一回のみによる直流消磁の場合

も，図 12 に示す単純な閉磁路を形成していると考えられる。

ただし，この場合は全体としては消磁状態とはなっている

が，小さな領域では消磁状態ではない。表面の磨耗などに

より一部が欠けた場合は磁極が表面に現れることになる。 

そこで，直流と交流を併用して簡易に完全な消磁する方

法を考案し，実験を行った。まず，図 3 と同じ回路により

交流消磁を行いその後，図 13 に示す直流消磁を行った。結

果を図 14 に示す。直流消磁に近い消磁状態となった。 
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図 13. 交流消磁後の直流消磁 
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図 10. 直流消磁の反転の回数と透磁率の関係 
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図 8. 反転が 1 回の場合の直流消磁 

図 14. 交流消磁後直流消磁の磁化特性 
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3.  開磁路における消磁 

 
コイルにおいて直流磁化した場合は，開磁路となり磁性

体の外部に磁場が漏洩する。この開磁路の場合に，高精度 

に消磁する方法について実験を行った。直径 30 mm 長さ 90 

mm の円柱状磁性体試料において，磁粉探傷機（電子磁気工

業（株）製 ER26FS）によって各種消磁方法について実験を

行った。コイル法により直流磁場を 22 kA/m 加えた後に，

残留磁束密度を測定した。テスラメータ（電子磁気工業（株）

製 GM-4120）で測定した結果，63×10-4 T であった。この試

料に交流磁場 22 kA/m を加え，印加磁場をゼロに逓減した

（交流消磁）。その結果，残留磁束密度は 3.4×10-4 T に減少

した。 

交流消磁した状態の試料においてさらに直流消磁を行っ

た。残留磁束蜜度に逆方向に 3.7 kA/m の直流磁場を加え，

さらに順方向に 1.9 kA/mの直流磁場を加えて 0 kA/mに戻し

た。その結果，残留磁束密度は 1.2×10-4T に減少した。この

状態から，さらに，残留磁束に対して逆方向に 0.94 kA/m の

直流磁場を加え 0 kA/m に戻した。その結果，残留磁束密度

は，さらに 0.2×10-4 T に減少した。開磁路においても，交

流消磁を行った後に直流消磁を 2，3 回行うことにより残留

磁束密度は交流消磁のみの場合に比べると大きく減少する

ことが分かった。 

 

4. まとめ 

 
① 閉磁路であるリング試料において以下の結果が得ら

れた。 

（1）「交流消磁」は消磁に使う交流磁界が大きいほど消 

磁状態に近いが，大きい残留磁気がある。 

（2）「直流消磁」は完全な消磁状態に近いが，機構が複

雑となる。 

（3）「交流消磁後の直流消磁」は，高精度な消磁状態と

なった。 

② 開磁路である円筒状の試料において，①-(3)と同様

に「交流消磁後の直流消磁」を行うことにより高精度な

消磁が得られた。 

    （平成 21 年 7 月 8 日受付，平成 21 年 8 月 26 日再受付） 
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ディジタル抵抗測定装置による校正の不確かさ評価
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Evaluation of uncertainty for the calibration of Digital resistance bridges 

Hiromasa Mizuno*1) , Haruhiko Numajiri*1) , Masashi Sasaki*1) 

キーワード：校正，抵抗，不確かさ
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1. はじめに

製品の信頼性や安全性を確保するために，計測のトレー

サビリティが重要となっている。ディジタル抵抗測定装置

を用いて特定二次標準器（1 Ω及び 10 kΩ）の標準抵抗器を
基準として校正用ワーキングスタンダード（以下，校正用

WS）である 1 Ω，10 Ω，100 Ω，1 kΩ及び 10 kΩの標準抵
抗器の校正の不確かさの評価を行ったので報告する。

2. 実験方法

特定二次標準器（1 Ω及び 10 kΩ）は日本電気計器検定所
で校正され，国家標準（特定標準器）につながっている。

その校正の不確かさは 2.5 ppm（k=2）である。図 1にディ
ジタル抵抗測定装置を示す。校正用 WS の校正値は，ディ
ジタル抵抗測定装置の Rs端子に基準となる特定二次標準器
を接続し，Rx端子に校正用WSを接続することにより表示
される Rx／Rs の抵抗比に特定二次標準器の校正値を乗算
して求めた。今回は，特定二次標準器の 1 Ω を基準として
ディジタル抵抗測定装置の抵抗比（1:1，1:10，1:100）を用
いて校正用WSの 1 Ω，10 Ω及び 100 Ωの校正を行った。
同様に特定二次標準器の 10 kΩ を基準としてディジタル抵
抗測定装置の抵抗比（100:1，10:1，1:1）を用いて校正用
WSの 100 Ω，1 kΩ及び 10 kΩの校正を行った。また，特定
二次標準器及び校正 WS は 25 ℃に設定した恒温油槽中に
24 時間以上入れて十分温度馴らしを行ってから校正を行っ
た。 

3. 結果と考察

3.1 校正用WS（1Ω）の校正値の比較 特定二次標準
器の 1 Ωを基準として校正用WSの 1 Ωを校正した時の校
正値の比較を表 1に示す。表 1にある計測器の Aのディジ
タルマルチメータを使用する校正方法は JCSS登録認定のシ

図 1. ディジタル抵抗測定装置

ステムである。Bのダイヤル式抵抗測定装置を使用する校正
方法は平成 17 年に参加した JEMIC 技能試験（2005 年度標
準抵抗器技能試験）において En＜1 の評価結果を得ること
により技術能力は認められている。Cはディジタル抵抗測定
装置による校正結果である。Aディジタルマルチメータと C
ディジタル抵抗測定装置との校正値の差は，0.007 ppmであ
った。B ダイヤル式抵抗測定装置と C ディジタル抵抗測定
装置との校正値の差は，0.018 ppmであった。同様に特定二＊1) 技術経営支援室

表 2. 抵抗比 1:1の直線性の評価

(1):抵抗比

（b／a）

(2):抵抗比

（a／b）
(1)×(2) 

理論値

との差

(ppm) 

a 特定二次標

準器 1 Ω

b校正用WS 

1 Ω

0.999999382 1.000000724 1.000000105 0.105 

表 1. 校正用WS（1 Ω）の校正値の比較

計測器
基準抵抗

（Ω） 
抵抗比 校正値（Ω） 

A
ディジタル

マルチメータ
1.0000000 0.999999375 0.999999375 

B
ダイヤル式

抵抗測定装置
1.0000000 0.9999994 0.9999994 

C
ディジタル

抵抗測定装置
1.0000000 0.999999382 0.999999382 

ノート

RxRs
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次標準器の 10 kΩを基準として校正用WSの 10 kΩを校正
した時の校正値の差は，A－Cで 0.05 ppm，B－Cは 0.02 ppm
であった。それぞれの差は特定二次標準器の不確かさ（1 Ω
及び 10 kΩ共に 2.5 ppm）の範囲内であることから Cディジ
タル抵抗測定装置による校正方法の妥当性は確認できたと

考える。

3.2 抵抗比の直線性 抵抗比 1:1の直線性の評価を表 2
に示す。表 2の（1）は a特定二次標準器 1 Ωを基準に b校
正用WS 1Ωを測定した時の抵抗比である。表 2（2）は（1）
とは逆に b校正用WS 1Ωを基準に a特定二次標準器 1 Ωを
測定した時の抵抗比である。この（1）と（2）を乗算した
時に理論上は 1になるが，抵抗比 1:1では表 2の理論値との
差に示すように 0.105 ppmの差が生じた。この差を抵抗比の
直線性の不確かさとして見積もることとした。同様に抵抗

比 1:10は 0.144 ppm，抵抗比 1:100は 0.219 ppmであった。
また，抵抗比 1:100を使用して特定二次標準器 1 Ωを基準に
校正用WS 100 Ωを校正した時と特定二次標準器 10 kΩを基
準にして校正用 WS 100 Ωを校正した時の比較を表 3に示
す。その差分は 0.0051 ppmであり，特定二次標準器の不確
かさの 2.5 ppm と比較しても充分小さい値であることが確
認できた。

3.3 不確かさ要因 個々の不確かさの要因とその大き

さを推定し，一覧にした表をバジェット表と呼ぶ。表 4 に
校正用WS 1 Ωのバジェット表を示す。表 4の不確かさ要因
の①～④は，ディジタル抵抗測定装置に関するものであり，

⑤～⑦は特定二次標準器に関するものである。①抵抗比の

ばらつきは，抵抗比を 5回測定して標準偏差を求めた結果，
校正用WS 1 Ωは，0.016 ppmであった。この値の標準不確
かさを求めるために，2.78（t分布における自由度 4と信頼
レベル 95 %の値）で除算した値が表 4の 0.006 ppmである。
同様に 10 Ω の標準不確かさは 0.004 ppm，100 Ω は 0.008 
ppm，1 kΩ及び 10 kΩは 0.004 ppmであった。②抵抗比の直
線性の標準不確かさは，抵抗比 1:1は表 2の 1との差 0.105 
ppm を矩形分布と判断し， 3 で除算した値が表 4 の 0.061 

ppmである。同様に抵抗比 1:10と 1:100の標準不確かさは，
それぞれ 0.084 ppmと 0.127 ppmであった。③入力抵抗は，
ディジタル抵抗測定装置の入力抵抗が 10 GΩ以上であるた
め，表 1の Cに示す校正値（0.999999382 Ω）と基準抵抗の
差（6.18×10-7）を 10 GΩで除算した値（6.18×10-17）と表 2
に示す A:抵抗比を乗算し，6.18×10-17=6.18×10-11 ppmが求
められる。これも矩形分布と判断し，入力抵抗の標準不確

かさは 3 で除算した値が表 4の 3.57×10-11 ppmである。同

様に，10 Ωが 2.78×10-10 ppm，100 Ωが 2.13×10-9 ppm，1 kΩ
が 2.58× 10-8 ppm， 10 kΩ が 2.12× 10-7 ppm であ

った。④分解能は 0.0001 ppmを矩形分布と判断し，分解能
の標準不確かさは 3 で除算した値が表 4 の 5.78×10-5であ

った。10 Ω～10 kΩの分解能の標準不確かさも 5.78×10-5で

あった。⑤特定二次標準器（1 Ω及び 10 kΩ）の不確かさは
2.5 ppm（k=2）であるので，2.5 ppmを 2で除算して表 4の
1.25 ppm となる。⑥特定二次標準器の温度差は，日本電気
計器検定所で 25.0 ℃で校正されているが，産技研の恒温油
槽の温度分布が実測で 0.05 ℃あるためである。その標準不
確かさは 1 Ωで 0.057 ppm，10 kΩで 0.005 ppmである。⑦
特定二次標準器（1 Ω及び 10 kΩ）の経年変化は過去 20年
の履歴により共に 1年で最大に変化した値が 0.3 ppmであっ
た。これも矩形分布と判断し経年変化の標準不確かさは 3

で除算して 1 Ω及び 10 kΩ共に 0.174 ppmであった。表 4の
合成標準不確かさは，全ての不確かさ要因を二乗和平方根

で求めて 1.27 ppmであった。拡張不確かさは包含係数 k=2
（信頼レベル 95 %）を乗算して 2.54 ppmであった。同様に
10 Ωの拡張不確かさは 2.56 ppm，100 Ωは 2.57 ppm，1 kΩ
は 2.56 ppm，10 kΩは 2.54 ppmであった。

4. まとめ

特定二次標準器（1 Ω及び 10 kΩ）2.5 ppm（k=2）の標準
抵抗器を基準として校正用WSの 1 Ω，10 Ω，100 Ω，1 kΩ
及び 10 kΩ の標準抵抗器の校正の不確かさが全て 2.6 ppm
（k=2）で評価が行えた。このことにより中小企業に信頼性
の高い校正結果を提供できる。信頼性の高い校正結果を中

小企業に供給することは，中小企業の品質管理や製品の品

質保証をサポートできることにつながる。本研究で確立し

た不確かさは，製品開発を行う中小企業の技術振興に役立

つものと期待される。

（平成 21年 7月 13日受付，平成 21年 8月 31日再受付）

表 3. 抵抗比 1:100の比較

1 Ω，10 kΩ

（特定二次標準器）
抵抗比

校正用WS 100 Ω

の校正値（Ω）

差分

（ppm）

1.0000000 1:100 99.999973421 

10000.052 100:1 99.999972912 
0.0051 

表 4. バジェット表（校正用WS 1 Ω）

不確かさ要因 不確かさ（ppm）

①抵抗比のばらつき 0.006 

②抵抗比の直線性 0.061 

③入力抵抗 3.57×10-11 

④分解能 5.78×10-5

⑤特定二次標準器の校正値 1.25 

⑥特定二次標準器の温度差 0.057 

⑦特定二次標準器の経年変化 0.174 

合成標準不確かさ 1.27 
校正値： 0.999999382 

拡張不確かさ（K=2） 2.54 
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K熱電対校正における熱処理効果

沼尻 治彦＊1) 佐々木 正史＊1) 水野 裕正＊1) 

 
Aging Effect on Mineral-insulated Type K Thermocouples  

Haruhiko Numajiri＊1) ,  Masashi Sasaki＊1) ,  Hiromasa Mizuno＊1) 
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1. はじめに

鉄鋼，石油，ガラス，窯業，半導体や発電など産業界の

多くでは取扱いが容易であるなどの理由で熱電対が使用さ

れており，産技研における温度計校正に関する依頼試験で

も９割が熱電対となっている。その中でも R 熱電対に代表
される貴金属熱電対に比べ安価でありながら，1000 ℃まで
の高温測定用として広く利用されている K 熱電対の依頼が
大部分を占めている。しかしながら K 熱電対は短範囲規則
格子変態（ショートレンジ・オーダリング）の影響によっ

て，350 ℃～550 ℃近傍で使用すると短時間で熱起電力が
大きく変化する(1) ことが知られている。これに起因する測
定エラーを緩和するため，校正前に熱処理を行うことが推

奨されており，産技研においても過去に研究(2) を行ってき
た。また最近でも国際会議などでの報告(3) があり，K 熱電
対を用いた高精度測定の課題となっている。

一方，近年の品質保証体制の需要の高まりに応え，産技

研では新たな熱電対校正システム(4) (5) を導入し，平成 20年
9 月に熱電対（比較測定）において JCSS（計量法校正事業
者登録制度）登録認定を受けた。

そこで今回，新システムで K 熱電対を校正したときの校
正値へのショートレンジ・オーダリングの影響を調べ，さ

らに熱処理の効果を確認したので，ここに報告する。
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2. 装置

図 1 に熱電対校正を行った熱処理炉および比較校正炉の
温度分布を示す。熱処理炉および比較校正炉への熱電対の

挿入長はそれぞれ 700 mm，400 mmである。図の横軸 0 mm
が熱処理または校正時の測温接点の位置となり，右方向に

向って炉心管入り口に近づく。縦軸は測温接点を基準とし

た温度差である。また，標準器として JCSS校正された R熱
電対を用いた。

3. 実験及び結果

新品のシース熱電対，外径 2.2 mm，3.2 mm，4.8 mmの 3
種類を用意し，熱処理（550 ℃ / 1時間）施した熱電対と未
処理の熱電対に対して校正を行った。校正温度はショート

レンジ・オーダリングが顕著に現れるとされる 350 ℃～
550 ℃間の 3 点（350 ℃，450 ℃，550 ℃）とし，熱処理
の有無による校正値の差をそれぞれ比較した。校正値およ

びその不確かさを表１に示す。また測定回数を横軸に，校

正値を縦軸にして校正温度ごとにそれぞれ図 2～4に示す。
図中の凡例項目はシース外径の後，無印が熱処理なし，A
付が熱処理を施した結果である。グラフ中，実線はその温

度における K熱電対の規準熱起電力(1)，破線は JISクラス 1
相当の許容差のプラス側の温度範囲(1)を示している。また図

中の矢印はその温度域の 1 ℃相当の熱起電力の幅を示す。
熱処理が未処理のものの熱起電力が 1 回目から 2 回目に
かけて大きく変化していることが分かる。さらに校正温度

が低い方がその傾向が顕著になっている。校正温度 350 ℃
における測定回数に対して熱起電力変化をプロットし図 5
に示す。熱処理を施したものが 0.5 ℃以内の変化であるの
に対し，未処理のものは 1 ℃を大きく上回る変化となって
いる。一方，図 2～4のとおり，熱処理を施したものにはク
ラス 1の許容差を超えているものがある。
ここで，JCSS登録認定された産技研の校正作業手順では，
低温度から高温度へと測定し，最後に最も低い温度で再度

＊1) 技術経営支援室

ノート

図 1. 比較校正炉および熱処理炉の温度分布(550 ℃付近)
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行うことになっている。ただし全ての校正温度で 1
結果を校正値として採用し，最低温度での 1回目と 2
差を不確かさの一項目として組込んでいる。そのた

値とともに不確かさでも大きな差が出ているが，産

最高測定能力は 2.8 ℃（k=2)のため，校正証明書記
確かさは 2.8 ℃となり，この点に関しての影響はな
かし，ユーザーサイドが実際に使用する場合は，

では 3回目以降，450 ℃と 550 ℃では 2回目以降の
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熱起電力となっていると考えられる。これでは校正証明書

記載の校正値をもとに測定を行うと既に熱起電力が変化し

ているため，1 ℃以上のずれが生じてしまう。一方，熱処
理を施すと，それによる熱起電力変化でクラス 1 の許容差
を超えてしまう可能性があることがわかった。

4. まとめ

今回，K 型シース熱電対について熱処理を施したものと
未処理のものの校正結果を比較した。熱処理を施したもの

は JISクラス 1相当の許容差の温度範囲を超える可能性があ
ることが確認された。一方，未処理のものでは校正値とユ

ーザーサイドが実際に使用するときでの熱起電力値に大き

な差が生じてしまうことも確認された。ここで校正の目的

がロット管理の場合の熱処理の必要性は低いが，校正の重

要な目的の一つが，「より正確な温度を測る」ことであると

いう観点からすると，熱処理が有効であり，産技研でも推

奨するところである。

（平成 21年 6月 29日受付，平成 21年 8月 26日再受付）
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図 2. 校正値 (350 ℃)

図 3. 校正値 (450 ℃)

図 4. 校正値 (550 ℃)

シース径
校正温度 /℃ 熱処理 なし あり なし あり なし あり

校正値 /μV 14301.1 14356.4 14268.4 14318.7 14282.7 14347.1
不確かさ /℃ 2.8 2.4 2.8 2.4 2.8 2.4
校正値 /μV 18544.7 18591.6 18518.0 18552.7 18526.9 18580.3
不確かさ /℃ 2.7 2.3 2.8 2.3 2.7 2.3
校正値 /μV 22822.5 22870.9 22802.0 22839.8 22811.0 22857.6
不確かさ /℃ 2.8 2.4 2.9 2.4 2.8 2.4

(k=2)

450

550

φ2.2 mm φ3.2 mm φ4.8 mm

350

表 1. 校正値と不確かさ

図 5. 校正値のドリフト(350 ℃)
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ステンレス鋼における最適疲労設計基準の確立

櫻庭 健一郎＊１） 

Defining the design rule of the fatigue strength of stainless steel 
Kenichiro Sakuraba＊1) 

キーワード：ステンレス鋼，疲労強度，加工硬化

Keywords：Stainless steel, Fatigue strength, Work-hardening effect 

 

1. はじめに

オーステナイト系ステンレス鋼は，非常に加工硬化しや

すい性質を有しているため，これら塑性加工製品において

は，加工硬化の影響が残留する可能性がある。安全に使用

できる製品を設計するうえでは，加工硬化が製品の強度に

およぼす影響を明確化する必要がある。これまで，加工硬

化が機械的性質および疲労特性におよぼす影響を調査した

研究は数多く報告されている(1)(2)(3)。しかしながら，実製品

の疲労強度設計および品質管理に主眼を置き，表面硬さか

ら機械的性質および疲労強度を総合的に推測することを目

的とした定量的データを示した研究は少ない。そこで本研

究では，SUS304ステンレス鋼における加工硬化が，機械的
性質，疲労強度におよぼす影響を定量化し，最適な疲労設

計基準を確立することを目的とした。

2. 実験方法

本研究では，SUS304 鋼板を母材として使用した。機械的
性質の測定は，厚さ 1.5 mmの JIS 5号引張試験片を用いて
行った。図 1 に疲労試験片の形状を示す。疲労試験片は，
平行部の長さ 20 mm，幅 10 mm，厚さ 1.5 mmのダンベル形
試験片とした。この供試体において，固溶化熱処理により

加工硬化を除去した試料（以下，ひずみ無と称す）および

3 %，5 %，10 %ひずみに相当する応力を加えて加工硬化さ
せた試料を作成し（図 2），機械的性質の測定，疲労試験を
行った。疲労試験は，室温大気中にて片振り（引張荷重）

の正弦波による応力繰返し試験とし，応力を変化させ，そ

れぞれの応力における破断までの繰返し回数を測定した。

3. 結果及び考察

図 3，図 4に引張強さおよび 0.2 %耐力の測定結果を示す。
ひずみ無に比較して，ひずみ付加量が増加するにしたがっ

て，引張強さ，0.2 %耐力の値も増加する傾向が確認できる。
一方，図 3 に観られる破断伸び量は，ひずみ付加量の増加
とともに減少しており，ひずみを加えることによって延性

が失われていく傾向があることがわかる。

＊１）技術経営支援室
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表 1 は，試料表面のビッカース硬さを測定した結果であ
る。ひずみ無に対して，ひずみ量が増加するにしたがって，

加工硬化により試料表面の硬度が著しく増加することが確

認できる。

図 5 は，各試料において疲労試験を行った結果得られた
S-N線図である。ひずみを付加することで引張強度も増加す
ることから，疲労強度においてもひずみ量の増加とともに

向上していることが確認された。

図 6 に，各試料において測定された機械的性質とビッカ
ース硬さの関係を示す。硬度の増加とともに，引張強さ，

0.2 %耐力，降伏比（=100×0.2 %耐力/引張強さ（%））が比
例的に増加することがわかる。しかしながら，伸び（=100
×（l－l0）/l0（%），l：破断面を突き合わせた時の標点間の
長さ，l0：標点距離（=50 mm））は著しく低下しており，加
工硬化により脆性破壊しやすくなる傾向が観察される。

図 7 に，2×104回，5×104回，2×105回における時間強

度，疲労限度比（=100×時間強度/引張強さ（%））とビッカ

ース硬さの関係を示す。疲労特性においては，ビッカース

硬さの増加とともに時間強度の増加および疲労限度比の低

下が認められるが，ともに硬さの変化と良い相関性が確認

できる。したがって，表面硬さから疲労強度の推測が可能

であることがわかる。

4. まとめ

SUS304鋼板に 3 %，5 %，10 %ひずみを加え，それぞれ
の機械的性質，疲労特性の比較を行った結果，加工硬化に

よる硬さの変化と機械的性質，疲労特性に相関性が確認さ

れた。実製品の設計において，表面硬さから機械的性質お

よび疲労強度を総合的に推測することが可能となった。

（平成 21年 7月 7日受付，平成 21年 9月 2日再受付）
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試 料 HV0.5
ひずみ無 187 
3%ひずみ 211 
5%ひずみ 217 

10%ひずみ 246 

表１. 試料表面ビッカース硬さ
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長さ計測機器の校正における不確かさ評価
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1. はじめに

ISO9000ファミリーや JNLA制度等の普及により, 測定結
果の信頼性において計測機器のトレーサビリティは必要不

可欠となってきている。計量法校正事業者登録制度（JCSS）
の階層化に伴い, 現場で使用する計測機器にも JCSS校正証
明書の発行が可能である。トレーサビリティ確保のために

は不確かさ評価が必要である。そこで本報告は, 製造現場で
多く使用されているノギスを,ブロックゲージを標準器とし
て産技研西が丘本部精密測定室で行ったときの校正の不確

かさを評価した。

2. 評価対象

2.1 標準器 ノギスの校正に使用する標準器は, 25-200 
mmの 8個組, 125-500 mmの 8個組及び 600 mmでそれぞれ
JIS(1) 1級相当のブロックゲージを使用する。
2.2 対象ノギス JIS(２) に規定されている最大測定長

600 mmまでのM形及びCM形ノギスを対象とし, 読取形式
及び分解能をすべて含むものとする。本報告では,電子式デ
ィジタル表示で最小表示値（分解能）0.01 mm , 最大測定長
600 mmのノギスを評価している。

3. 関数モデル

ノギスの器差 Eは, 次式(3)より求まる。

ここで, Eは器差, Iはノギスの指示値, Tはブロックゲージ
の長さ, Liは各種補正項である。ノギスの校正の合成標準不

確かさ uc(E)は, (1)式の関数モデルから次式により導くこと
ができる。

ここで, u(I) はノギスの指示値の標準不確かさ, u(T) はブ

ロックゲージの長さの標準不確かさ, U(Li) は各種補正項の
標準不確かさである。これらの成分の標準不確かさを算出

し校正の不確かさ評価を行う。

4. 不確かさ評価

ノギスの校正の不確かさを以下のように評価した。

4.1 指示値の標準不確かさ u(I) 指示値の標準不確か
さを読み取り分解能と繰返し性/ランダム効果から評価し

た。

（1） 読み取り分解能 u(I1) 読み取り分解能として最小
表示値の半値幅を限界値とする矩形分布として評価した。

最小表示値（分解能）が 0.01 mmの場合, ±0.005 mmを限
界値とする矩形分布として算出でき, 2.9 µmの結果を得た。 
（2） 繰返し性／ランダム効果 u(I2) 繰返し性／ランダ
ム効果としてアッベ（Abbe）の誤差, 測定力の個人差やジョ
ウの平面度・平行度などの影響で校正値にばらつきがでる。

そこで, 以下に示す条件で測定した結果から評価した。
① 同測定者において, 2個のノギスを測定範囲の 6箇所に
おける繰返し 10 回の測定結果から標準偏差により評価し
た。測定結果から標準偏差により評価した結果, 5.3 µmの結
果を得た。 
② 異測定者（3 名）において, 測定範囲の 6 箇所におけ
る繰返し 5 回の測定結果から最大偏差を限界値とする矩形
分布として評価した。測定結果から最大偏差 0.01 mm を限
界値とする矩形分布から 5.8 µmの結果を得た。 
上記①及び②から繰返し性/ランダム効果 u(I2)としては,
次式より算出できる。

（3）指示値の標準不確かさ u(I)の算出 （１）及び（２）
の結果から指示値の標準不確かさ u(I)は, 次式により算出
できる。

4.2 標準ブロックゲージの長さの標準不確かさ u(T)
標準ブロックゲージの長さの標準不確かさを標準器として

＊１）技術経営支援室
＊２）城東支所
＊３）城南支所
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使用するブロックゲージの校正値の無補正及び寸法の経年

変化から評価した。

（1）校正値の無補正 u(T1) 一般的にノギスの校正では,
ブロックゲージの寸法誤差の補正は時間等の節約のため省

略することが多い。そこで, 本報告においても寸法誤差の補
正は省略し, 補正しない分を不確かさに盛り込むことにし
た。JIS(1) に規定されている 1級の寸法公差（600 mmでは±
3 µm）を限界値とする矩形分布として算出でき, 1.8 µmの結
果を得た。 
（2）寸法の経年変化 u(T2) ブロックゲージを新規購入
したため, 過去の校正履歴からは算出できない。従って,
JIS(1) に規定されている 1級の寸法の安定度（600 mmでは±
0.35 µm）を限界値とする矩形分布として算出でき, 0.2 µm
の結果を得た。 
（3）標準ブロックゲージの長さの標準不確かさ u(T)の算出
（1）及び（2）の結果から標準ブロックゲージの長さの標
準不確かさ u(T)は, 次式により算出できる。

4.3 各種補正項の標準不確かさ u(Li) 各種補正項の標
準不確かさとして熱的効果を次式(4) から評価した。

ここで, L はブロックゲージの長さ, αはノギスの熱膨張
係数, αs はブロックゲージの熱膨張係数，θはノギスの

20 ℃からの温度偏差, θsはブロックゲージの 20 ℃からの
温度偏差, δαはブロックゲージとノギスの熱膨張係数の
差, δθはブロックゲージとノギスの温度差である。（6）式
の u2(δα)， u2(δθ)及び u2(θ)を算出することにより, こ
の標準不確かさを評価することができる。また, 本報告では
ノギスとブロックゲージは同材質の鋼製で, 熱膨張係数は
(10.8±1)×10-6K-1としている。

（1）ブロックゲージとノギスの熱膨張係数の差 u(δα)
ブロックゲージとノギスの材質による熱膨張係数の最大

偏差を限界値とする矩形分布として算出でき, 7.22×10-7 K-1

の結果を得た。 
（2）ブロックゲージとノギスの温度差 u(δθ) 温度慣ら
し後, 実測により温度差を求め, その温度差を限界値とす
る矩形分布として算出でき, 0.09 ℃の結果を得た。
（3）ノギスの 20 ℃からの温度偏差 u(θ) 産技研精密測
定室の温度環境を 1年間実測し, 0.26 ℃の結果を得た。 
（4）各種補正項の標準不確かさ u(Li)の算出 （1），（2）
及び（3）の結果から（6）式を使って熱的効果 u(Lthermal)を
算出した結果を次式に示す。

5. 評価結果

表 1 にノギスの各成分での不確かさ評価結果を不確かさ
バジェット表として示す。

表 1. ノギス（600 mm）校正の不確かさバジェット表

（分解能：0.01 mm）

各成分の ucへの寄与

不確かさ （μm）

ノギスの指示値の標準不確かさ 1 8.5

① 読み取り分解能 2.9 μm B

② 繰返し性/ランダム効果 7.9 μm A

標準BGの長さの標準不確かさ 1 1.9

① 校正値の無補正 1.8 μm B

② BG寸法の経年変化 0.2 μm B

各種補正項による標準不確かさ

熱的効果 0.7

(a) ノギスとBGの熱膨張係数の差 7.22×10
-7
K
-1 0.05 B

(b) ノギスとBGの温度差 0.09 ℃ 0.62 B

(c) ノギスの温度20 ℃からの偏差 0.26 ℃ 0.13 B

uc(D)= 8.8 μm

U= 0.02 mm拡張不確かさ（K=2）

合成標準不確かさ

不確かさ成分 感度係数 タイプ

( )1Iu
( )2Iu
( )Tu

( )2Tu

θL

sLα
( )δαLu

( )Iu

( )1Tu

( )iLu
( )thermalLu

( )δαu
( )δθu

( )θu

6. 不確かさの合成

各成分の合成標準不確かさは, 表 1より 8.8 µmとなった。
また拡張不確かさ Uは, 合成標準不確かさ uc(E)と包含係数
kから次式により求める。

計量法トレーサビリティ制度などでは一般的に信頼の水準

が 95 %となる k=2が使われている。従って, ここでは包含
係数を 2として, 拡張不確かさは 0.02 mmとなった。

7. まとめ

今回, ノギスの校正における不確かさ評価を行った。結果
として最大測定長 600 mm, 最小表示値（分解能）0.01 mm
のノギスは拡張不確かさで 0.02 mm（k=2）を得た。 
産技研では, 「電気」区分及び「温度」区分の JCSSを取
得しているが, 今回の結果で「長さ」区分においても将来的
に JCSS取得が可能である。また, 不確かさを付与した信頼
性の高い校正結果を供給することで中小企業の品質管理や

製品の品質保証のサポートに役立つものと期待される。

（平成 21年 7月 9日受付，平成 21年 10月 6日再受付）
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室温変動が電圧測定に及ぼす影響 
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The influence room temperature variation on Voltmeters 
Masashi Sasaki＊1) ,  Haruhiko Numajiri＊1) ,  Hiromasa Mizuno＊1) 

 

キーワード：室温変動，電圧計 
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1. はじめに 

 近年，産業界において，国内競争力の向上や海外への輸

出など製品の信頼性の向上のため ISO9000s の取得と維持管

理に力を入れており，計測のトレーサビリティの要求に対

して産技研では校正事業(1) (2)を行っている。 

計測器の使用にあたって，動作環境を定めた一般仕様と，

計測器が持つ確度を十分に発揮するための仕様があり，そ

れぞれ測定を行う環境が定められている。そのため測定方

法だけではなく環境の影響に配慮しなければならない。特

に校正試験を行う場合には，計測器の性能を正しく評価す

る必要があるため，決められた環境を実現した恒温恒湿室

内にて試験を行う。しかしながら，恒温恒湿室内の少ない

環境変化であっても，全くその影響を受けないわけではな

く，高確度の試験や不確かさ評価が必要になる場合にはそ

の影響を確認する必要がある。そこで産技研の校正室の室

温変動が電圧測定に及ぼす影響について評価を行った結果

を報告する。また産技研は信頼性の高い校正を実施するた

めに常に校正室の環境条件の管理を行っている。そこで環

境が良好であるか年間を通して定点観測を行った結果につ

いても報告する。 

2. 実験 

2.1 実験環境  実験は産技研の温度計校正室にて行っ

た。校正室の環境条件は室温 23 ℃±5 ℃・湿度 80 %以下

である。これは JIS Z8703(3)温度 5 級（室温 23 ℃・湿度 50 ％

を標準状態として等級はそこからの許容差を示している）

を満たした環境である。実際の室温・湿度の変動について

は温湿度計 FLUKE 1620A（図 1 上）を用いて観測した。 

2.2 電圧測定試験  被試験器としては現在，校正事業に

使用している参照標準級確度を有しているリファレンス・

マルチメータ FLUKE 8508A（図 1 下）を使用し，直流電

圧レンジに対して評価を行った。評価方法としては，電圧

計の測定端子間に付属のショートバーを用いてショート

し，その時の室温変動における電圧測定の影響を観測した。 

その他，下記の条件を満たし，室温変動及び電圧を 10 日

間連続で観測した。 

・測定には電圧計の前面パネルの入力端子を使用した。 

・電圧計の内部温度が安定した後に実験を行うため，電源

投入後 4 時間ウォームアップを行った後，測定を開始した。 

・レンジは，直流 200 mV レンジを使用した。 

・分解能は 7.5 桁スケールとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 結果・考察 

実験を行った校正室の環境として室温，湿度を観測した

結果を図 2 に示す。この時，室温 20～23 ℃・湿度 65 %以

下であり，電圧計の一般仕様にある動作時，温度 5～40 ℃・

湿度 90 %以下である条件を満たしている事が確認できた。 

2.2 で述べた条件にて実験を行い，室温変動が電圧計に及

ぼす影響を評価した結果を図 3 に示す。実験を行った 10 日

間の室温変動は，最大で 3 ℃であり，その時の電圧変化は

0.16 μV であった。 

実験を行った校正室の環境にて電圧測定を行った場合の

影響を考えると，200 mV レンジの使用で 0.8 ppm の変化で ＊１）技術経営支援室 

ノート 

図 1. 評価に用いた温湿度計 1620A(上)，電圧計 8508A(下)
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ある。今回は分解能を最大スケールよりも一桁落として実

験を行っているが，電圧計のメーカー仕様(4)における温度係

数 0.4 ppm/℃にて換算した結果 1.2 ppm となり，仕様を満た

している事が分かる。産技研で電圧校正を行う場合は，JIS

標準状態の温度 0.5 級・湿度 20 級を満たした恒温恒湿室内

にて試験を実施しているため，今回の結果より更に影響は

小さいと予想される。また，産技研での電圧計校正の試験

精度は 100 ppm として行っている事から，仮に今回の結果

を見積っても影響のない範囲であることが確認された。 

同様に熱電対の起電力測定を行った際に及ぼされる影響

を考えた場合は，表１のような結果となる。R 及び K 熱電

対を用いて 200 ℃，600 ℃，1000 ℃の温度測定を行った時

に，室温変動が熱電対の起電力測定に及ぼす影響を温度換

算した結果を表している。産技研の熱電対校正は JCSS 校正

(200～1000 ℃)を実施しており，現在の最高測定能力は

2.8 ℃（k=2）の不確かさである(2)。この中には室温変動に

おける影響も見積られているが，本実験の結果より現在の

恒温室内の環境が試験結果に対して支配的な影響を与える

事はなく，十分に良好な校正が行える事が確認できた。 

 

図 4 は一年間を通して室温・湿度を観測した結果である。

大きく変化している部分は停電等の影響によるものであ

る。全体を通してみると季節による傾向は見られるものの，

短期間内の変動は小さい事がわかる。校正試験は環境条件

を満たした時にのみ実施する事としているが，その際の季

節や時間帯における傾向を表す指標として有用な結果が得

られた。実験を行った校正室では積極的に湿度をコントロ

ールする仕様にはなっていないため梅雨のある日本では動

作仕様範囲を超える場合も予想されていたが観測を行った

結果，測定に問題ない環境条件を満たしている事が確認で

きた。今回の結果より年間を通しての安定性を確認するこ

とができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. まとめ 

以上，室温変動による電圧測定への影響を評価した結果

を報告した。実験結果より産技研の校正試験中の温度変動

が計測器へ与える影響はわずかであり，環境条件を満たし

た良好な校正事業が行えている事が確認された。また今回

はあくまで環境の整った状態での測定であったが，その条

件下であっても本報告で述べてきた程度の影響がある。そ

のため産業界における一般ユーザーの使用上では更に大き

い影響が見込まれるため，電圧測定並びに計測器全般の使

用上において十分に注意しなくてはならない。 

（平成 21 年 7 月 1 日受付，平成 21 年 9 月 18 日再受付） 
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室温変動ΔT=3 ℃ 
電圧変化ΔE=0.16 μV 

R 熱電対 K 熱電対 

200 ℃における影響 19 mK 4 mK 

600 ℃における影響 14 mK 3.8 mK 

1000 ℃における影響 12 mK 4 mK 

17

19

21

23

25

27

2008年

4月

2008年

5月

2008年

6月

2008年

7月

2008年

8月

2008年

9月

2008年

10月

2008年

11月

2008年

12月

2009年

1月

2009年

2月

2009年

3月

室
温

 /
℃

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

相
対

湿
度

 /
%

表 1. 熱電対起電力測定に及ぼす影響 

図 3. 室温変動と電圧変化 図 4. 恒温室内の環境変化 
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1. 緒言 

 亜鉛めっきは鉄鋼材料の防錆力に優れ，コストも安いの

で広く用いられている。亜鉛は鉄よりもイオン化傾向が大

きいので，めっき皮膜に欠陥があっても亜鉛の犠牲防食作

用により鉄素地のさびを防止する。 

 鉄鋼材に防錆を目的として亜鉛めっきを施す場合，後処

理として亜鉛めっき層の保護や防錆，装飾性の付与，およ

び塗料・染料との密着性の向上を目的としてクロメート処

理が行われる（図 1）。このうち有色クロメート系の処理に

は，六価クロム（Cr6+）が使用されているが，現在 RoHS 指

令や ELV 指令といった一連の有害物質規制の対象となって

いる。 

 
図 1. 化成処理皮膜 

 代替技術として，三価クロム（Cr3+）を利用した処理法(1)

が実用化されてはいるが，三価クロムが皮膜内，または溶

出時に有害な六価クロムへと酸化され，周囲を六価クロム

汚染してしまう危険性が指摘されている(2)。また防錆能に関

しても同等レベルとは言い難いのが現状である。よって，

クロメート処理と同様の防錆能を有し，六価クロム・三価

クロムも使用しない化成処理法の開発(3) (4)が産業界から強

く要請されている。 

 本研究では，数種類の遷移金属化合物をクロム代替元素

として用いて作製した化成皮膜の，耐食性および被膜構造

について体系的に検討を行ったので報告する。 

2. 実験 

2.1 試薬  クエン酸鉄（III），塩化ニッケル（II）六水

和物，メタバナジン（V）酸ナトリウム，タングステン酸ア

ンモニウム五水和物，モリブデン（VI）酸二ナトリウム二

水和物，塩化コバルト（特級），酸化亜鉛，1 mol/l 水酸化ナ

トリウム溶液，硝酸ナトリウム（一級），および水酸化ナト

リウム（特級）は市販品を使用した。亜鉛めっきの光沢剤

として用いたイミダゾール-エピクロルヒドリン反応生成物

は土井らの開発品を使用した(5)。 

 

2.2 亜鉛めっき  ジンケート浴（3000 ml ビーカー）を

用いて，冷間圧延鋼板（SPCC 100×25×1 mm）に化成処理実

験用亜鉛めっき下地（膜厚 10 μm）を調製した。 

 

2.3 化成処理  200 ml トールビーカーに各種遷移金属

化合物を用いた化成処理液を調製し，皮膜形成の最適条件

の検討（溶液中の遷移金属化合物濃度，pH，反応時間，各

種イオン添加効果など）を行った。 

 また，浸漬に関しては，まず鋼板の下部 1/3 を 30 秒浸漬，

次いで 2/3 まで浸漬して 30 秒（計 60 秒），最後に 3/3 浸漬

して 60 秒（計 120 秒）反応させ処理時間の異なる化成処理

を行った。また，一連の実験の流れを図 2 に示した。 

 

図 2. 実験の流れ 

 

2.4 塩水噴霧試験  スガ試験機製（型番 ISO-3-CYR）

の塩乾湿複合サイクル試験機を用い，JIS H 8502-7.1 準拠の

試験を行い，白さび発生面積を目視により評価した。 
＊１）資源環境グループ 
＊２）城東支所 

ノート 
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2.5 表面分析  堀場製作所製（型番 GD-Profiler2）のグ

ロー放電発光分光分析装置（GD-OES）を用いて得られた皮

膜の分析を行った。 

3. 結果と考察 

3.1 各種遷移金属化成皮膜の作製  イオン化傾向を考

慮して選定した各種遷移金属化合物 10~20 g，硝酸ナトリウ

ム 30 g，塩化コバルト 0.9 g，クエン酸 7.5g を添加して 300 ml

に調整した各種溶液を用いて化成皮膜を作製した。いずれ

の遷移金属からも皮膜が形成されていることを目視により

確認した。   

次に，皮膜の耐食性を検討するために塩水噴霧試験を行

ったところ，バナジウム系皮膜に耐食性が確認された（図

3）。 

 
図 3． 塩水噴霧試験 1 

Fe の試験時間は 24 時間，それ以外は 8 時間 

 

3.2 バナジウム系の検討  バナジウム系皮膜に耐食性

が確認されたので，更に詳細に検討を行った。まず，pH を

検討（3.0，5.0，7.0，9.0）したところ，9.0 の時に最も外観

が良好であった。次に反応時間を検討したところ，反応時

間と共に皮膜の耐食性が向上することがわかった（図 4）。

この結果より，バナジウム系の場合は時間をかけて均一な

皮膜を形成させ，耐食性が発現されたと推測される。 

 
図 4． 塩水噴霧試験 2 

 

3.3 化成皮膜の分析  GD-OES を用いて各種化成皮膜

の分析を行った結果を図 5～7 に示す。 

比較のために分析した六価および三価クロメート皮膜で

はクロム主体の耐食性皮膜を確認することができた（図 4）。

しかしながら，今回検討した遷移金属系皮膜を分析したと

ころ，いずれの皮膜でも亜鉛を含んでいることが確認され

た（図 5, 6）。また，得られたチャートの不均一さから，ク 

 
図５． GD-OES チャート 1 

 
図６． GD-OES チャート 2 

 
図７． GD-OES チャート 3 

ロメート皮膜と比較すると，皮膜形成反応が不均一に起こ

っていることが推測された。 

これらの結果は，クロメートレベルまでに耐食性を向上

させるには形成される皮膜中の亜鉛含有量制御が重要であ

ることを示しており，今後は錯化剤などの検討を行い，解

明していきたい。 

4. まとめ 

本研究により，統一条件での各種遷移金属化合物系化成

皮膜を作製し，耐食性評価を行い，バナジウム系に耐食性

皮膜の可能性を見出した。今後は，バナジウム系の化成処

理時間の短縮化，更に詳細な皮膜構造解析を行う。 

    （平成 21 年 7 月 6 日受付，平成 21 年 8 月 25 日再受付） 
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(２) 青江徹博：「クロメート代替処理法の動向」，表面技術, Vol.49, 

No.3 pp.221-229 (1998) 
(３) 植松崇，渡部修：「亜鉛めっき皮膜上への架橋タンニン酸化成

処理皮膜の作製と耐食性評価」，表面技術 , Vol.58, No.12 
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代替化成皮膜の膜形成に及ぼす浴添加剤の効果と膜の組成分

析」，表面技術, Vol.59, No.2 pp.126-132 (2008) 
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交互積層法を用いためっき上への高分子電解質系皮膜の作製 
 

梶山 哲人＊１） 

 

Preparation of polyelectrolyte layer on plating using layer-by-layer assembly 

Tetsuto Kajiyama*1) 

 

キーワード：高分子電解質，亜鉛めっき 

Keywords：Polyelectrolyte, Zinc plating 

 

1. 緒言 

亜鉛めっきは鉄鋼材料の防錆のために広く用いられてい

る。亜鉛は鉄よりもイオン化傾向が大きい卑な金属なので，

めっき皮膜に欠陥が生じても亜鉛の犠牲防食作用により鉄

素地をさびから守る性質を有している。 

鉄鋼材に亜鉛めっきを施す場合，後処理としてクロメー

ト処理が行われる（図 1）。近年，この処理液に含まれる六

価クロム（Cr6+）が有害物質規制の対象となっている。よっ

て，クロムフリーの耐食性皮膜の開発が盛んに行われてい

る(1) (2)。 

 

 

図 1. 化成処理皮膜 

 

一方，溶液キャスト法や薄膜作成法による高分子薄膜作

成は，簡便な手法であるため従来から用いられてきたが，

水溶性の高い高分子のコーティングは困難であった。G. 

Decher らは，水溶性の高分子電解質をコーティング素材と

して，それらの多層薄膜を作製させる技術を報告している
(3)。そして現在では，交互積層法として世界中の多くの研究

者らが興味深い研究を行っている。例えば，芹澤らはキト

サンとデキストラン硫酸から作製された薄膜上での血液凝

固を検討している(4)。その結果，最外層がキトサンの場合は

血液凝固が促進され，デキストラン硫酸の場合には凝固が

抑制されることを報告している。 

 筆者らは，遷移金属化合物系のクロムフリー化成皮膜に

関する検討を行っている(5)が，有機系材料を用いた代替皮膜

に関しても検討を行っていく必要性がある。そこで本研究

では，交互積層法を用いてめっき表面上に高分子電解質系

積層膜を作製し，得られた膜の耐食性皮膜としての可能性

を模索することを目的とした。 

2. 実験 

2.1 試薬  酸化亜鉛，ポリアクリル酸水溶液（約 25 %）

平均分子量 10000，水酸化ナトリウム（特級），ポリアクリ

ルアミド水溶液（約 50 %）分子量 10000 は市販品を使用し

た。亜鉛めっきの光沢剤として用いたイミダゾール-エピク

ロルヒドリン反応生成物は土井らの開発品を使用した(6)。 

 

2.2 亜鉛めっき  ジンケート浴（3000 ml ビーカー）を

用いて，冷間圧延鋼板（SPCC 100×25×1 mm）に化成処理実

験用亜鉛めっき下地（膜厚 10 μm）を調製した。 

 

2.3 交互積層法  交互積層膜は正および負の電荷を有

する高分子電解質水溶液を二種類用意し，これらの水溶液

に材料を交互に浸漬するだけの単純な手法である。材料表

面においてポリイオンコンプレックスを逐次的に形成させ

ながら交互に高分子電解質を積層させていくものである

（図 2）。 

 

図 2. 交互積層法 

 

 ＊１）資源環境グループ 

ノート 
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本研究では，ポリカチオンとしてポリアクリルアミド（重

量平均分子量約 10000），ポリアニオンとしてポリアクリル

酸（平均分子量 8000～12000）の水溶液を用いた（図 3）。 

また，一連の実験の流れを図 4 に示した。 

 

 

図 3. ポリマーの構造 

 

 

 
図 4. 実験の流れ 

 

3. 結果と考察 

3.1 ポリマー水溶液濃度の影響  ポリマー水溶液濃度

を 1 g/l～100 g/l に変化させた溶液を用い，反応時間は 30 秒

～600 秒で交互浸漬を行ったところ，いずれの条件でも皮膜

の形成を目視により確認した（図 5）。 

 

     

図 5. 形成された交互積層皮膜の例 

 

3.2 耐食性試験  塩水噴霧による耐食性試験はスガ試

験機製（型番 ISO-3-CYR）の塩乾湿複合サイクル試験機を

用い，JIS H 8502-7.1 準拠の試験を行い，白さび発生面積を

目視により評価した。 

 

図 6. 塩水噴霧試験 

 

8 時間の中性塩水噴霧試験を行った結果，100 g/l のポリマ

ー水溶液にそれぞれ 60 秒，300 秒浸漬した時に耐食性の皮

膜が形成されることがわかった（図 6）。しかしながら，600

秒の反応時間で得られた皮膜は耐食性が低下した。以上の

結果より，本検討に用いたポリマーの最適反応条件は100 g/l

のポリマー水溶液にそれぞれ 60 秒間の浸漬であることがわ

かった。 

 しかしながら実験結果より，亜鉛めっきとポリカチオン間

の結合は非常に弱い静電的な結合であると推察され，いか

にして簡便な方法で金属-ポリマー界面の結合を高め，密着

性を向上させるかが今後の大きな課題である。 

4. まとめ 

本研究により，交互積層法を用いて亜鉛めっき上への皮

膜形成が確認され，その皮膜に耐食性が得られることが明

らかとなった。 

 

   （平成 21 年 7 月 6 日受付，平成 21 年 8 月 25 日再受付） 
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析」，表面技術, Vol.59, No.2 pp.126-132 (2008) 
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図 2. 各種塗料の種々の濃度における濁度 

 

 

水性塗料濁水の浄化再利用装置 
 

荒川 豊＊１） 田熊 保彦＊１） 小山 秀美＊１） 簑輪 高一郎＊２） 有冨 正憲＊３） 

 

Equipment for purifying and recycling turbid water with water-based paint 

Yutaka Arakawa＊1) ,  Yasuhiko Takuma＊1) ,  Hidemi Koyama＊1) ,  Takaichirou Minowa＊2) ,  Masanori Aritomi*3) 

 

キーワード：水性塗料，濁水，浄化，再利用 

Keywords：Water-based paint, Turbid water, Purification, Recycling 

 

1. はじめに 

今日，建築塗装分野において VOC 低減技術の中核をなし

ているのが水性塗料である（１）。しかし一方では，水性が故

の濁水の発生という新たな問題も発生している。図 1 に，

大阪府の郊外にある船橋川で平成 16 年に発生した水質事故

の事例を示す（２）。このような塗料濁水流出による水質事故

発生の背景には，水性塗装現場において確立された塗料濁

水の循環再利用方法が無いことが原因と考えられる。移動

性を兼ね備え，塗料濁水を塗装用具の洗浄水として循環再

利用できる装置を開発したので報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 実験 

 本システムを開発するための，塗料濁水の管理指標として

「濁度（３）」を用い，模擬試料濁水の濃度設定，凝集剤及び

濾過材の選定等の処理条件を検討した。この結果を基に，1

次試作機を製作し，処理特性を調査するとともに種々の問

題点を抽出した。抽出された問題点は 2 次試作機に反映さ

れ，さらに 1 次，2 次の両試作機の短所を補い長所を生かす

かたちで，3 次試作機を製作し評価した。 

 

3. 結果及び考察 

3.1 塗料稀釈液の濁度と模擬試料の調整  各種塗料の

種々の濃度における濁度の測定結果を図 2 に示す。図 2 か

ら測定に用いた全ての塗料において，その濃度と濁度の間

には良好な直線性が認められた。さらに同じ濃度であれば

外装用ウレタン系塗料が最も濁度が高く，内装用アクリル

系塗料が最も低いことがわかった。そこで，これらの塗料

の付着した刷毛やローラー及塗料缶などを水道水で洗い，

その懸濁した洗い水の濁度を測定し，図 2 の結果（検量線）

を適用したところ，塗料用具の洗浄水の塗料濃度は，用い

た塗料や洗い方等にもよるが，およそ 0.05～0.5 %であるこ

とがわかった。ただし手荒に洗った場合，その塗料濃度が

まれに 1.0 %レベルに達したことから，後述する試作機の評

価においては，模擬濁水試料として，内装用アクリル系塗

料（エコフラット 100），外装用ウレタン系塗料（オーデフ

レッシュ U100II，いずれも日本ペイント（株）社製）のお

のおのに対し，0.5 %および 1.0 %の 2 種類の濃度の塗料水溶

液を模擬試料として用いることとした。 

0
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3.2 凝集剤及び濾過材  6 種類の水性塗料に対し，市販

の 6 種類の凝集剤をジャーテストによりその凝集能力を比

較した。その結果，最も凝集能力が高かった K 社製の無機・

高分子系複合凝集剤を凝集剤として選定した。 

 濾過材は，スラッジとともに産業廃棄物として処分され

ることから，安価で入手の容易な以下の A，B，2 種類を用

＊１）資源環境グループ 

＊２）特定非営利活動法人再生舎 

＊３）国立大学法人東京工業大学 

ノート 

図 1. 水性塗料による水質事故事例 

   （平成 16 年 5月，大阪府船橋川） 



Bulletin of TIRI, No.4, 2009 

  

- 77 - 

図 3. 1 次試作機のシステムフロー 

図 4. 2 次試作機のシステムフロー 

いた。濾過材 A は，農耕用に用いる霜よけのネットとして

普及している不織布（ダイオ化成（株）社製：型番 1-A1810）

であり，濾過材 B は，エアフィルター用として普及してい

る不織布（日本バイリーン（株）社製：型番 FC-1006）で

ある。 

 

3.3 試作機の評価  図 3～5 に 1 次～3 次試作機のシス

テムフローを示す。また，図 6 には各試作機の処理特性を

示す。 
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図 6. 各試作機の処理特性 

 本装置は，いずれの試作機においても「凝集沈殿・濾過

法（４）」を基本原理としている。処理された濁水は，再び塗

装用具の洗浄水として再利用できるように設計されてお

り，この点が大きな特徴である。1 次試作機においては，こ

の濾過法として，ブロアポンプによる吸引濾過方式を用い

た。また装置を制御するために設けられた各槽の液面検知

センサーはすべて電極方式のものを用いた。この 1 次試作

機の処理特性が図 6 の○プロットである。処理の序盤から

中盤にかけて濁度が約 1500 NTU まで上昇し，その後濁度が

低下してゆくことがわかった。濁度 1500 NTU という値は，

洗浄水としては使用可能なレベルであったので一応の開発

目的は達成した。しかし，以下の 2 点の問題点が抽出され

た。①ブロアポンプが濾過水槽にたまった泡を吸い込んで

しまいショートし装置が停止してしまうこと。②攪拌槽及

び濾過槽の液面センサーがフロックやスラッジにより誤動

作を起こすこと。これらの問題点を解決すべく，2 次試作機

では，ブロアポンプからチューブポンプに変更して自然濾

過方式とし，攪拌槽には非接触式電磁誘導型フロートセン

サーを導入し，さらに濾過槽には圧力センサーを用いて安

定化を図った。これにより上記の問題は解決し，さらに処

理水の濁度は，図 6 の△プロットが示すように格段に改善

された。しかし，部材調達の関係から濾過槽が小さくなり

処理水量（能力）は大幅に減少した。このことから，3 次試

作機においては，濾過槽を 2 基設けることにより，図 6 の

●プロットが示すように，2 次試作機の良好な水質を維持し

つつ，1 次試作機を上回る処理水量を達成できた。この 3 次

試作を製品試作機とし，製品化することとした。 

4.  おわりに 

本装置は，そのサイズ重量ともに軽トラックに積載でき

るものであり，移動性を兼ね備えている。また塗料濁水を

塗装用具の洗浄水として循環再利用できる装置である。水

溶性塗料の普及に伴う水質事故の未然防止や下水道システ

ムに対する負荷低減の目的から，今後，さまざまな水性塗

装現場での活用が期待される。 

 

    （平成 21 年 7 月 2 日受付，平成 21 年 8 月 10 日再受付） 
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図 5. 3 次試作機のシステムフロー 

B:ブロアポンプ 

P:水中ポンプ 

TP:チューブポンプ 

M:モーター 

S:電極式液面センサー 

FS:フロート液面センサー

PS：圧力センサー 



東京都立産業技術研究センター研究報告，第 4 号，2009 年 
 

  

- 78 - 

 

 

 水中トリエチルアミンの評価方法 

及び鶏骨炭のトリエチルアミンの吸着性 
 

柳 捷凡＊１）   

 

Evaluation method of triethylamine in water and its adsorption by chicken bone carbon 
Shohan Yanagi＊１） 

 

キーワード：鶏骨炭，吸着，トリエチルアミン，評価  

Keywords：chicken bone carbon, adsorption, triethylamine, evaluation 

 

1. はじめに 

トリエチルアミンは揮発性有機化合物（VOC）の一つで，

塗料添加剤，界面活性剤や鋳物用を含む樹脂硬化剤など幅

広い分野に利用されている。トリエチルアミンは大気汚染

防止法により有害大気汚染物質に指定され，環境省により

水環境保全のための要調査項目に指定されている。また，

悪臭の原因物質でもあることから，環境中からの除外法の

確立が望まれている。本研究では，水中トリエチルアミン

の評価方法と廃棄鶏骨を原料にした鶏骨炭に対する，トリ

エチルアミンの水中吸着性を検討したので，その結果を報

告する。 

2. 実験方法  

2.1 水中トリエチルアミン濃度の評価  水中トリエチ

ルアミン濃度の測定は，高分子薄膜の膨潤に基づく干渉増

幅反射法式 VOC センサー（O.S.P.Inc.製）を利用したヘッド

スペース法（１）を適用した。実験の方法は次の通りである。

まず，純水にマイクロシリンジでトリエチルアミンを注入

して所定濃度のトリエチルアミン溶液を調製した。次に，

濃度が既知のトリエチルアミン溶液 300 ml を容量 500 ml の

ガラス瓶に入れて密閉させ，液相と気相中のトリエチルア

ミンが平衡状態になった際の気相中のトリエチルアミン濃

度を VOC センサーにより測定した。VOC センサーの出力

と既知の水中トリエチルアミン濃度との相関関係図を作成

し，これを検量線として利用した。図 1 に測定装置の外観

を示す。測定する前に，純水を使ってゼロ点校正を行った。

測定は，測定ガスが循環される循環方式を採用した。 

 

2.2 鶏骨炭の吸着性  乾燥した鶏大腿骨（図 2）をふる

いにかけて残留肉類を取り除いてから粉砕し，次に電気炉

（F0510 型，ヤマト科学（株）製）を用いて 300 ℃で仮焼

し，鶏骨炭を得た。粉末状の鶏骨炭を既知濃度のトリエチ

ルアミン溶液に投入し，1 分間振とうと 1 分間静置した後，

水中トリエチルアミンの濃度を測定した。また，人工ゼオ

ライト（中部電力製）を用いて鶏骨炭との比較検討を行っ

た。  

＊１）先端加工グループ 

ノート 

図 2. 原料となる乾燥鶏大腿骨の外観 
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図 1. 測定装置の外観 
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3. 結果及び考察 

3.1 水中トリエチルアミン濃度の評価  図 3 に示した

ように，トリエチルアミン水溶液の温度を一定に保持すれ

ば，VOC センサー出力と水中トリエチルアミン濃度との間

に直線関係が成り立つことが分かった。これを検量線とし

て利用すれば，温度を厳密に制御した濃度未知のトリエチ

ルアミン水溶液の濃度を定量的に分析できる。干渉増幅反

射法式 VOC センサーは，VOC の濃度に比例して瞬時に

VOC を吸収・放出する疎水性高分子薄膜素子を使っている

ため，高湿度 VOC ガスに対して安定かつ再現性のよい信号

が得られる特徴がある。これまでは水中に溶存混入した微

量なベンゼン，トルエン，灯油・軽油，塩素系溶剤など水

に溶解しにくいVOCの簡易検出方法として利用されている

が，水中アミン類 VOC 濃度を測定した例が報告されていな

い。本研究は水中トリエチルアミン濃度測定に干渉増幅反

射法式 VOC センサーが利用できることを明らかにした。ほ

かのアミン類 VOC の水中濃度測定については，現在確認実

験を進めている。 

3.2 鶏骨炭の水中吸着性  3.1 で示したトリエチルアミ

ンの評価法を用いて鶏骨炭の水中吸着性能評価を行った。

すなわち，濃度が既知のトリエチルアミン溶液に鶏骨炭を

投入し，鶏骨炭の吸着による水中トリエチルアミンの濃度

減少度合いを用いてトリエチルアミンに対する鶏骨炭の吸

着性能を評価した。同じ方法により，トリエチルアミンに

対して種々の浄化材のスクリーニング的評価を行い，浄化

材の水中トリエチルアミンの吸着能力を比較検討すること

を試みた。図 4 は，鶏骨炭と人工ゼオライトとの比較結果

を示す。トリエチルアミン溶液中のトリエチルアミン濃度

を検出下限以下に達するために必要な浄化材の量が，人工

ゼオライトより鶏骨炭の方が少ないことが分かった。人工

ゼオライトは，産廃物である石炭灰を原料にして製造され

た浄化材で，水や空気の浄化に実用化されている。鶏骨炭

を水中 VOC の浄化材とした研究例は報告されていないが，

本研究の実験結果によれば，これまでに有効に利用されて

いないエキス抽出後の大量の鶏骨がアミン類VOCを吸着除

去する脱臭材の原料として再利用の可能性があることがわ

かった。また，浄化材の製作条件と吸着性能との関連性を

把握し最適な製造条件を確立するために，本研究で考案し

た評価方法が利用できる。鶏骨だけではなく，種々の廃棄

天然骨を浄化材として生まれ変わらせることが環境保全と

いう重要な課題の解決策の一つとして期待できる。  

 

4. まとめ 

水中のトリエチルアミン濃度の評価に，干渉増幅反射法

式VOCセンサーを利用したヘッドスペース法が簡便な方法

であることが確認された。また，当評価方法を用いて，鶏

骨炭と市販人工ゼオライトに対するトリエチルアミンの吸

着特性を比較し，鶏骨炭が優れていることが確認された。 

本研究は平成 20 年度 JST 東京都地域結集型研究開発プロ

グラムの成果によるものである。 

 

   （平成 21 年 6 月 29 日受付，平成 21 年 9 月 25 日再受付） 
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図3. 水中トリエチルアミン濃度とVOCセンサー出力との関係
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1. まえがき 

VOC（揮発性有機化合物）処理装置において，吸着処理方

式の場合は，一般的に活性炭が使用されている。活性炭は，

VOC の吸着と脱着を繰り返して使用されているが，脱着が不

完全で，処理効率が悪化することが問題となっている。特に，

印刷工場で使用されるイソプロピルアルコール（IPA）と塗

装工場で使用されるトルエンについて，中小企業向け小型

VOC 処理装置を開発するために，安価で効率の良い脱着方法

をもとめて本研究を実施した。 

2. 実験方法 

2.1 吸脱着特性測定装置  はじめに，活性炭の吸脱着特

性を測定する装置を製作した。図 1 に構成を示したとおり，

排気側に設置した真空ポンプで管内を負圧にして，①に接続

し処理ガスを発生させる，②活性炭槽（ステンレス製の円筒

で内径 42 mm，高さ 175 mm）を通過させ，③でドラフトへ

排気をする。VOC 気化器は自作で，液体を定量滴下し加熱蒸

発させる方式である。活性炭槽の前後には VOC 用のガスセ

ンサを配置し，連続監視を行う（入力側は触媒燃焼型，出力

側は半導体型センサ）。 

            

図 1. VOC 吸脱着特性測定装置の構成 

 

脱着時には，活性炭槽の温度を槽の外壁に巻いたヒータで

制御して昇温し，活性炭槽からの排気ガスは液体窒素で冷却

して VOC を回収する。吸脱着時の送風はダウンフローで，

データは専用ソフトウエアでリアルタイムに記録する。図 2

に製作した吸脱着特性測定装置とその周辺機器の写真を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 試料  活性炭１種類と VOC２種類を使用した。 

 活性炭： 日本ノリット（株）製 GF45（粒状，オリーブベ

ース）を活性炭槽に 120 g 装填し，吸脱着開始前

に温度 160 ℃，圧力 0.01 MPa 以下で 6 時間以上

脱ガスした。 

 VOC： イソプロピルアルコール（IPA）及びシンナー（成

分はトルエン 53 (v/v)%，キシレン 20 (v/v)%，n-

ブタノール 27 (v/v)%）。試薬は，すべて和光純薬

工業（株）製和光 1 級品を使用した。 

 

2.3 実験手順  IPA とシンナーについて，1 条件当たり吸

着 3 回，脱着 3 回を下記の通り行った。 

（1）吸着  入力部①(図 1)に接続した VOC 気化器で約

3,000～6,000ppm 濃度の VOC を発生させ，活性炭槽②へ 12  

l/min（線速度 0.14 m/s）で送風する。吸着中は，活性炭槽通

過後の VOC 濃度をセンサで監視をして，濃度が 50 ppm にな

ったところで活性炭が飽和（破過）したとみなしてガス導入

を終了する。なお，この閾値 50 ppm は，日本産業衛生学会

のトルエンの許容濃度に関する勧告値(1)である。図 3 に破過

状態に至るガスセンサと湿度センサの出力変化を示す。 

縦軸の出力値はセンサ毎に増幅度が異なっているので同一

スケールではない。横軸は共通で経過時間を表している。ガ

スセンサ（出力側）の曲線から，活性炭槽から低濃度の VOC＊１）地域結集事業推進部 

ノート 

①入力部 

②活性炭槽

③出力部

VOC 気化

データ収集

図 2.  吸脱着特性測定装置と周辺機器 
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が漏れ出してから約 2 時間で 50 ppm に至ることが読み取れ

る。活性炭槽の破過後と吸着前の重量の差を吸着量とし，活

性炭重量で割ったものを吸着率とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3. 吸着時のガスセンサと湿度センサの出力（破過は 50 ppm） 

 

（2）脱着  IPA の場合は，VOC を含まない空気を 5 l/min

（線速度 0.06 m/s）一定で流して 2 時間の脱着を行った。活

性炭槽の外壁には温度制御機能の付いたヒータを取り付

け，外壁の温度を 80 ℃または室温に設定した。また，流量

調整バルブを用いて活性炭槽内の圧力を 0.03 又は 0.01 MPa

にした。シンナーの場合は，圧力を 0.02 MPa として，送風

量を 30 l/min（線速度 0.36 m/s），10 l/min（0.12 m/s），5 l/min

（0.06 m/s），1 l/min（0.012 m/s）と変化させた。外壁の温

度は 80 ℃としたが，送風量 1 l/min のときは室温の特性も

測定した。活性炭槽の脱着前後の重量差を脱着量とし，活

性炭重量で割ったものを脱着率とした。 

3.  実験結果と考察 

3.1 IPA の吸脱着率  活性炭槽の外壁温度と圧力を変化

させて吸脱着率を測定した結果を図 4 に示す。 
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図 4. IPA の吸脱着率に及ぼす温度と圧力の影響 

 

温度 80 ℃の脱着率は，平均 23 %であった。これに対して

室温で脱着させた場合，脱着率は平均で 5.5 %であった。第 1

回目の脱着率が悪くなるとその後の吸着量も小さくなり，吸

脱着サイクル全体の効率が悪化した。第 1 回目の吸着率は試

料により大きな差があったが，第 2 回目以降の吸着率は同一

脱着条件下では差が小さかった。また，圧力による吸脱着率

の変化は実験の範囲内では認められなかった。 

IPA で第 1 回目の吸着率にバラつきが現れたのは，吸着実

験時の湿度が影響したためと思われる。VOC 気化器には室内

の空気をそのまま導入して使用したために，実験室内の水蒸

気が活性炭に優先的に吸着され，そのまま残留して水溶性の

IPA の吸着を増加させたことが考えられる。Juan ら(2)に同様

の現象が報告されているが，現在，湿度の影響について実験

を準備しており次回に報告をしたい。 

 

3.2 シンナーの吸脱着率  脱着時の送風量を変化させて

吸脱着率を測定した結果を図 5 に示す。 
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図 5. シンナーの吸脱着に及ぼす送風量と温度の影響 

 

送風量 5～30 l/min の範囲では吸脱着特性は同様であった

が，送風量を 1 l/min と小さくした場合には脱着率が悪化し

た。また，温度を室温にした場合は IPA の場合と同様に低い

吸脱着率になった。 

4. まとめ 

IPA とシンナーに関して，実験に使用した活性炭では，温

度 80 ℃，2 時間程度の脱着で，活性炭重量の約 20 %の吸脱

着サイクル運転が，可能であることが明らかになった。脱着

時の活性炭槽の温度が，吸脱着の効率に大きく影響し，圧力

は実験した 0.01 と 0.03 MPa（約 0.1 と 0.3 気圧）では効率の

変化が認められなかった。また，脱着時の送風量は，シンナ

ーの場合 5 l/min（線速度 0.06 m/s）以上で脱着効率に影響が

なかった。VOC 処理装置で，脱着時に有効かつ最少の送風量

が存在し，低コストで効率の良い運転につながる可能性のあ

ることが明らかになった。 

 なお本研究は，科学技術振興機構（JST）の委託による東

京都地域結集事業プログラム「都市の安心・安全を支える環

境浄化技術の開発」の一部として実施された。 

   （平成 21 年 7 月 17 日受付，平成 21 年 10 月 23 日再受付） 
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1. はじめに 

塗装，印刷，洗浄等の様々な分野の工場・施設において大

量に使用されている有機溶剤の多くは，有害性を有する揮発

性有機物（VOC）を多量に含んでいる。上記のような工場・

施設などでは安全対策が講じられている。しかしながら，極

微量の VOC の流出・飛散は防ぐことができていないのが実

情であり，土壌汚染の原因にもなっている。 

特に土壌汚染に関しては，テトラクロロエチレン（PCE）

やトリクロロエチレン（TCE），ジクロロエチレン（DCE）等

の塩素系 VOC による汚染がかなりの範囲で拡がっていると

考えられている。塩素系 VOC は，難分解性であるため，次

第に蓄積し，土壌中に残留したものが雨水等により地下水中

に溶解して周辺地域一帯に拡がる可能性が指摘されている
(1)。そのため，塩素系 VOC を除去，分解して，汚染土壌や地

下水等の水性媒体，土壌及びそれに伴う周辺気相の浄化を図

ることは，環境保全の観点から重要な課題である。 

このような問題を解決するために用いられる VOC 除去方

法としては，掘削浄化方法（低温加熱法や酸化還元法，ホッ

トソイル工法等），原位置浄化方法（揚水曝気，真空吸引，エ

アスパージング法等） が知られている。また，活性炭による

吸着処理，光触媒や熱触媒による分解処理も知られている。 

最近，原位置浄化方法の一つであるバイオレメディエーシ

ョン法の中で，汚染土壌中にある原位置の微生物を担持体に

担持させて VOC を分解・処理する方法が注目されている。

微生物による分解・処理方法は，（1）用いる微生物を選択す

ることで無害な物質までに VOC を分解・処理できる，（2）

基本的には特別な薬品が不要である，（3）メンテナンスにか

かる労力やコストを軽減できるといった利点がある。これま

で用いられてきた担持体は，炭または多孔質セルロースのみ

からなるものであり，VOC 分解菌の担持には優れているが，

VOC の吸収能力が低い。担持体が VOC 吸収能を有すればこ

の問題点を解決できるため，VOC の吸収と VOC 分解菌の担

持能力を有した高分子吸収材に注目した。本研究では，高分

子吸収材を合成し，それらに対する塩素系 VOC の吸収量を

明らかにした。 

2. 実験方法 

2. 1 高分子吸収材の合成（A; EGDMA/ODA＝0.01）  オ

クタデシルアクリレート（ODA） 9.7 g（30 mmol），アゾビ

スイソブチロニトリル（AIBN） 0.1 g（0.3 mmol），エチレン

グリコールジメタクリレート（EGDMA） 0.06 g（0.6 mmol）

トルエン 20 ml に溶解させる。混合溶液を耐圧ガラス容器に

入れ，液体窒素で凍結させる。容器を真空ラインに繋ぎ，脱

ガス後，容器を密閉する。常温で放置し，溶液を液体に戻し

た後，60 ℃のオーブンに入れ 24 時間熱重合させる。重合物

は，トルエン 50 ml に 10 時間浸漬し，洗浄する。トルエンを

除去し，高分子吸収材 A を得た（収率 88 % ）。図 1 に反応

式と合成した高分子の構造を示す。 

 

 
図 1. 高分子吸収材の構造 

 

2.2 高分子吸収材の合成（架橋度の変化）  高分子吸収

材 A の合成において，架橋度を変化させるために EGDMA の

添加量を 0.61 g（B; EGDMA / ODA＝0.1），3.0 g （C; EGDMA 

/ ODA＝0.5），6.1 g （D; EGDMA / ODA＝1）と各々変化させ

た以外は，高分子吸収材 A と同条件で，高分子吸収材 B～D

を合成した。 

 
＊１）地域結集事業推進部 
＊２）ライフサイエンスグループ 

ノート 
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2.3 高分子吸収材の塩素系 VOC 吸収特性  合成した高

分子吸収材 A～D の 4 種の高分子吸収材の塩素系 VOC 吸収

特性を調べるため，トリクロロエチレン（TCE）の吸収量を

測定した。具体的には，50 ml のガラス瓶中に高分子吸収材 A

～D の粉末 0.25 g と TCE を 10 ml 加え，25 ℃で 48 時間，静

置した。その後上澄みを除去し，直ちに吸収材のみの質量を

測定した。吸収材の質量に対する TCE の吸収量は，下記式

（１）により求めた。 

 

Q = (Wwet− Wdry)/Wdry (wt/wt)                    （１） 

 
ここで，Qは，試料単位重量当たりの塩素系VOCの吸収量，

Wwetは浸漬後の試料重量，Wdryは浸漬前の試料重量である。 

  

 

 

 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

3. 結果および考察 

塩素系 VOC などの低極性溶媒は，長鎖アルキル基を有し

た高分子によく吸収されることが知られている。そこで，塩

素系 VOC を吸収する主骨格構造としてオクタデシルアクリ

レート（ODA）を用いた。架橋剤としてエチレングリコール

ジメタクリレート（EGDMA）を所定の割合で混合して重合

及び架橋させることにより，架橋構造（図 1 の上側の連鎖及

び下側の連鎖を結合する酸素と酸素とを結ぶ結合）を有する

高分子ゲルを得た(2)。 

ODA に対する EGDMA の割合と吸収材の質量に対する塩

素系 VOC の吸収量の関係を図 2 に示す。EGDMA の割合が，

増加するにしたがって，TCE の吸収量が減少している。

EGDMA を 1 %含む A は，吸収材の質量に対して約 35 倍の

TCE を吸収することがわかった。また，A に対する cis-1,2-

ジクロロエチレン（cis-1,2-DCE）の吸収量を測定した。実験

条件は，TCE の場合と同様である。その結果，cis-1,2-DCE に

おいても約 30 倍吸収する能力を有していることが明らかに

なった。 

 

 

図 4 に吸収実験後における各試料の状態を示す。この結果

は，ODA に対する EGDMA の割合（EGDMA / ODA）が 0.1

から 1 に上昇すると極端に自重に対する吸収量が減少するこ

とを示している。EGDMA の割合は，吸収材における架橋度

を示しており，架橋度の割合により塩素系 VOC の吸収量を

制御することが可能である。特に，EGDMA / ODA が 0.05 以

下であれば，20 倍以上の VOC 吸収が期待できる。 

4. まとめ 

本研究の結果，架橋度を制御することにより，塩素系 VOC

をかなり高い割合で吸収できることが明らかになった。本材

料を土壌浄化に用いることにより，土壌中の塩素系 VOC を

吸収・固定化することができ，汚染の拡大を防ぐことが期待

できる。さらに，本材料と微生物栄養剤とを複合させること

により，VOC 分解菌を誘引することができると期待される。

今後は，本材料を利用し，VOC 分解菌による塩素系 VOC の

分解実験を実施する予定である。 

本研究は地域結集事業プログラムの一環として実施した。 

（平成 21 年 7 月 6 日受付，平成 21 年 8 月 31 日再受付） 
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図 2. 架橋度と塩素系 VOC (TCE)の吸収量の関係

図 4. 吸収実験後における各試料の観察結果 
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Some estimates of uncertainty on sound power level measurements 
Hiroshi Masumoto*1) , Shoichi Takada*1) ,  Koichi Kanda＊1) ,  Osamu Nakata*2) ,  Kokichi Kato*3) ,  Mutsumi Ishibashi*3) 

キーワード：不確かさ，A タイプ，B タイプ，JIS Z 8103:2000，合成不確かさ，拡張不確かさ

Keywords：uncertainty, Type A, Type B, JIS Z 8103:2000, synthesis uncertainty, expanded uncertainty 

 

1. はじめに

事務機器，産業機器等に関する JIS規格は，音源の全エネ
ギーであるパワーレベルで騒音を評価するように改正さ

てきている。一方，測定時のトレーサビリティーへの関

が高まる中で，音響パワーレベルにも不確かさの提示が

められている。それに応えるためには，従来の規格で定

る測定場所の騒音レベル（音圧）測定に必要な１本のマ

クロホンを外部校正機関で校正するだけでは不十分なた

，音響パワーレベルの測定で使用する 10 本のマイクロホ

について内部校正の体制整備が急務となった。

従前から測定器管理は，外部校正機関の校正を実施して

たが，改めて測定器類のトレーサビリティーも含めた測

不確かさに取組み，同時にマイクロホンの内部校正体制

整備に努め不確かさについて検討することになった。

2. 測定の不確かさへの準備

不確かさとは，JIS Z 8103:2000 計測用語には，
「不確かさ（uncertainty）：合理的に測定量に結びつけ

れ得る値のばらつきを特徴づけるパラメータ。」と定義さ

ている。不確かさを一言で表現すると，測定のばらつき

測定値の大きさがそろっていないこと）を示している。

.1 不確かさの概要 不確かさには，図 1に示す多くの
果あるが，①実験後のデータの統計的解析から求める A

イプと，②校正証明書などに記載事項から求める B タイ

に分類される。

A タイプは，測定の数学的モデルとデータの構造モデル
検討し実験計画を立て，実験を実施し，測定データから

確かさを求める。

Bタイプは，使用する測定器類（温度計，湿度計，圧力計
ども含む）の校正の有無またはカタログデータから不確

さを求める。図 2は，その一覧表の作成例である。
１）光音グループ
２）産業交流室
３）元光音グループ

図１． 不確かさの要因

図２． Bタイプの一覧表の例

測定量の数学的モデルは，Y=(X1,X2,･･･) としたとき
推定値としての測定結果

( ) ・・・εε・・・ １ +++= 221 ,, xxfy
・・・,, 21 xx ：入力量 X1,X2,･･･のそれぞれの推定値

ε1，ε2，･･･ ：不確かさ要因（入力量 Xi 間の相関が
無いとして不確かさの伝播則を適用。）

Aタイプでの不確かさは
222

_

)()()()( sueumuyu ++=
実験標準偏差

を求める。平均値の実験標準偏差

を求めると，この値が標準不確かさとなる。

合成不確かさは，A タイプ及び B タイプで得られた標準
不確かさの二乗和のルートを取ると得られる。

拡張不確かさは，合成不確かさに包含係数 k を乗じて求

記号 測定器名称
校正表

からの値
タイプ

標準

不確かさ

（単位 ｄB）

校正

機関

u(m)
多周波校正器

4226
0.11ｄＢ B 0.055 B&K

u(m)
マイクロホン 40

ＡU／74128
0.3ｄB B 0.15 JQA

u(m)
マイクロホン 40

ＡU／81108
0.3ｄB B 0.15 JQA

u(s)
基準音源

4204/1725572
0.4ｄB B 0.2 B&K
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めるが，k=2とすることが多い。

3. 実験方法

測定用マイクロホンの校正，残響室法パワーレベルの評

価と半無響室の逆二乗則の評価について示す。

3.1 測定用マイクロホンの校正 今回の測定用マイク

ロホンの校正に先立ち，新たに標準コンデンサマイクロホ

ン，多周波校正器を導入し国内校正機関で校正された値と

の差を比較するところから始めた。

測定用マイクロホンの校正は 1 本のみ実施し，多周波校
正器の 31.5 Hz，63 Hz，125 Hz，250 Hz，500 Hz，1 kHz，2
kHz，4 kHz，8 kHz，16 kHzと 12.5 kHzの 12点について測
定を実施した。

3.2 残響室法パワーレベルの評価 図 3 に示す残響室
において直接法により，６箇所順番に校正直後の基準音源

の音響パワーレベルを測定した。

マイクロホン位置

図 3. 残響室の実験 図 4. 半無響室の実験

3.3 半無響室法逆二乗則の評価 半無響室の逆二乗則

のチェックからはじめた。

JIS Z 8732:2000（精密法）の附属書 Aに準じて，距離の逆
二乗則の実現状況をチェックした。ただし，試験信号とし

て広帯域ノイズを用いた点が異なる。また，同規格の数式
piL

iq 05.010= は指数のマイナス記号が脱落したものと考えら

れるので，修正して用いた。JIS Z 8739 による校正直後の基
準音源の音響パワーレベルを，図 4に示す半球を用意し，3
つの半球面半径 1.3 m，1.6 m，1.8 mで複数回測定した。

4. 結果・考察

表 1 は測定用マイクロホンのバジェット表を，表 2 は残
響室のバジェット表を示す。

表 1. 測定用マイクロホンのバジェット表

半無響室の実験結果は，図 5 に実測値と逆二乗則の理論
値との偏差を，図 6 に基準音源の音響パワーレベルの測定
値を示す。図 5から図 4に示す 1から 9の位置のマイクロ
ホンの測定データは，40 Hz～20 kHzで JISが定める最大許

容偏差の範囲内であり，良好な環境であることを示してい

る。図 5，図 6の低周波領域まで良好なのは，内室と外室と
の間の空間も吸音に有効に機能しているためと推定され

る。 
表 2. 残響室のバジェット表

図 5. 実測値と逆二乗則の理論値との偏差

図 6. 基準音源の音響パワーレベルの測定値

5. まとめ

今回のマイクロホン校正技術の成果は，コスト削減だけ

でなく測定器の精度向上が期待できることから，環境計量

事業，依頼試験，オーダーメイド試験にも反映させたい。

なお，音響関係の各施設の現状の評価は，平成 23年度の
区部拠点移転後の音響施設評価にも参考になると考える。

（平成 21年 7月 28日受付，平成 21年 10月 29日再受付）
文 献
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不確かさ成分 タイプ
標準

不確かさ

測定系

マイクの繰返し性 A 0.018 
マイクの安定性 B 0.03 
マイクの再現性 B 0.03 

多周波校正器 4226 B 0.055 

合成不確かさ（各成分の二乗和） 0.0717 
拡張不確かさ （ｋ＝２） 0.1434 

不確かさ成分 タイプ
標準

不確かさ

１．測定系（ｍ）

マイクの所内校正 B 0.0717 

マイク位置の選択（６箇所） A 0.05 

マイクの安定性 B 0.03 

マイクの再現性 B 0.03 

音源位置の選択（２箇所） B 0.03 

測定レンジ間 B 0.03 

２．環境（e）

温度と湿度の変動 B 0.18 

気圧の変動 B 0.04 

３．測定対象（ｓ）

音源の安定性 A 0.06 

音源の再現性 B 0.03 

合成不確かさ（各成分の二乗和） 0.223 

拡張不確かさ（ｋ＝２） 0.446 
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波動有限要素法によるサンドイッチ片持ちはりの解析

高田 省一＊１） 

An analysis of a cantilevered sandwich beam using wave finite element method 
Shoichi Takada＊１） 

キーワード：制振，はり, 粘弾性, 損失係数, 波動有限要素法, 有限要素法

Keywords：Damping, Beam, Viscoelasticity, Loss factor, Wave finite element method, Finite element method 

 

1. まえがき

積層制振パネルの素材に用いられる粘弾性材の複素弾性

率（ヤング率，損失係数等）の測定方法として，積層はり

特性の逆算による（inferring）方法がある。これらの方法は，
通常の音響振動測定用の測定器を用いて，材料が実用され

る周波数帯域の複素弾性率を測定できる利点があり，現時

点で制定されている規格として，ASTM E756(1)がある。

この規格では，単層，二層および三層サンドイッチはり

等の特性からの逆算方法が規定されている。ただし，制振

材料として重要な比較的軟らかい材料に適するサンドイッ

チはりを用いる方法については，規定された固定部付き試

験片の用意が難しく，逆算式の精度が不明な点が指摘され

てきた。そのため，三次元有限要素法による逆算も試みら

れ，有効性が報告されている(2)。しかしながら，実用的な方

法とするには，より計算量の少ない方法を用いる必要があ

る。 
本研究では，そのような解析方法として，筆者が以前開

発した粘弾性材に対する波動有限要素法(3)に境界条件を適

用し，強制加振時の機械インピーダンス特性を計算する方

法を検討した。ここでは，その計算処理の概要を記し，従

来の解析的数値解(4),(5)との比較により，妥当性を検証する。

なお，ここでの解析は，図 1 に示すように，有限要素法と
しては厚さ方向 2x のみの分割による一次元解析，現象的に
は厚さ方向 2x および伝播方向 1x の二次元解析とする。ま
た，要素は 2次要素を使用する。

2. 計算方法

2.1 波動の有限要素法による伝播モードの解析 図 1
の無限長はりにおいて，変位ベクトル uを次式で表す。 

( )1exp j t xΩ ξ= −u NU .................................（１） 

ここに，U は節点変位ベクトル，N は形状関数マトリック
ス，Ω は角振動数（実数），ξ は伝播定数（複素数）であ
る。履歴減衰系（粘弾性）の場合には，外力 0 の時，ξ に

ついて 2次，1次，0次の項を含む固有方程式となり，演算
量の多い特殊な解法が必要となる。ところが，弾性率の対

称性がある条件を満足する場合（等方性は当然含まれる）

には，相似変換によりξ の 1 次の項を消去し，一般型の固
有方程式に変換することができる(3)。

ここでの二次元解析においては，各節点は 1x 方向および，

2x 方向の 2自由度を持つので，節点数を Nとすれば，固有
方程式は 2N次となる。したがって，2N個の固有値があり，
そのうちのたとえば

2
iξ は， iξ± による互いに伝播方向が逆

向きで鏡像的な２つのモードを示すので，モード数として

は 4N個となる。
2.2 境界条件の設定 角振動数Ω における強制応答振
幅を求めるには，加振力を含む境界条件により，4N元の連
立一次方程式を構成し，モード振幅を求める必要がある。

（1）固定境界条件 単純にモードの合成による節点変位
を 0にすれば良い。 
（2）自由境界条件 軸方向応力 1T およびせん断応力 6T
が，はりの端部 1 0x = または 1x l= で 0 になることである
ので，各節点での応力値の係数を境界条件方程式の係数と

する。ただし，有限要素間で共有される節点において，応

力計算値が不連続となるため，それらの平均値を用いる。

（3）先端加振条件 ここで設定する加振力は，はりの先
端の最下点で厚さ方向に働く加振力である。一般的なはり

の理論では，加振力をモーメントの微分により求めるが，

これは，回転慣性を無視する近似において，本来の加振力

であるせん断力に一致するためである。そこで，ここでは，

せん断力そのものを加振外力に関係付けることとする。両
＊１）光音グループ

ノート

図 1. 有限はりと波動の有限要素

節点 要
素

x1 波動の伝播方向

厚さ方向
x2

x3
幅方向

x1=0 x1=l

u1

u2

有限はり

変位ベクトルuの成分
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者による機械インピーダンス特性がほぼ一致することは確

認済みである。要素ごとに，せん断力を求める式の係数を

計算し，合計することで境界条件方程式の係数を決定する。

そして，この方程式を，加振点における 6 0T = の式に置き
換える。

（4）両端自由中央加振はりの場合 自由境界条件は第 1
項と同じであるが，これは一端のみに設定する。そして，

もう一端の分の代りとするのが，中央における対称条件で

あり， 1 0u = および 2,2 0u = （ ,2は 2x に関する微分を示す）
である。加振力は第 3 項と同様にせん断力により決定し，
その式で，加振点における 2,2 0u = の式を置き換える。

3. 計算例

図 2 に示す厚いコアを持つはりの機械インピーダンス特
性を計算した結果を図 3に示す。Douglas-Yang(4)の解析的数

値解による計算値と比べた差分が，700 Hzまでは 0.5 dBに
とどまり，良く一致している。なお，ここでは，有限要素

法を解析的近似に近づけるため，計算用の，基板および拘

束層のせん断弾性率を 1000倍し，せん断ひずみが生じにく

くしている。なお，高周波側の差が大きい原因として，板

厚が大きいため，解析的近似では無視されている回転慣性

の影響が大きいことが推定される。

図 4 に示す，粘弾性層のせん断ひずみにより制振効果が
得られるサンドイッチ制振鋼板の両端自由はりにつき，柴

田らの解析方法(5)による結果との比較を図 5に示す。4 kHz
までの周波数範囲で，計算方法による機械インピーダンス

のレベル差が，0.3 dBにとどまり，この問題に対し，2つの
解析法は概ね等価と考えられる。

4. むすび

有限要素解析の有効性を示すものと考えられる。今後さ

らに，三次元化への拡張を検討し，複素弾性率の高精度逆

算手法を確立してゆきたい。

（平成 21年 7月 9日受付，平成 21年 8月 14日再受付）
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図 4. 中央加振はりの例
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図 5. FEMと解析的近似の比較：中央加振はり
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図 2. Douglas-Yang(4)による片持ちはりの例

図 3. FEMと解析的近似の比較：片持ちはり
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アーク発光分光分析の雰囲気制御による希土類元素の測定

樋口 智寛＊１） 

Analysis of rare-earth metals by controlling atmosphere on arc optical emission spectroscopy 
Tomohiro Higuchi＊１） 

キーワード：希土類，アーク発光分光分析

Keywords：rare-earth metals, arc optical emission spectroscopy 

 

1. はじめに

希土類元素は磁性・光学材料として用途が広がり，これ

に伴い，これらを含有する異物の発生機会が増加している。

異物が発見された場合，発生原因を特定する手段の一つと

して，それらの定性分析が行われる。産技研では，試料の

酸分解等の前処理を行わず，固体および液体に含まれる主

に金属元素の多元素同時定性分析が可能という事から，ア

ーク発光分光分析法を依頼試験に多用している。しかし，

大多数の希土類元素のアーク発光線は，大気等に起因する

発光線（シアンバンド，約 350-550 nm付近）と重複し，通
常の測定では含有量によらず同定不可能である。そのため，

希土類元素の含有が疑われる場合，他手法による分析も必

要となるが，異物や付着物は試料量が少ないため分析が不

可能な場合も多い。本研究ではアーク発光分光分析による

希土類元素の定性が可能となる測定法の開発を試みた。

2. 実験

実験には DCアーク発光分光分析装置（Jarrell-Ash製，
AURORA）を用い，電極間隔 2 mm，励起電流 12 A，励起時
間 50 sとした。対極および補助電極には，炭素棒（Carbon of 
America製）を，コーンおよびカップ型に成型して用いた。
希土類元素の内，一般的に用いられるランタノイド系元素

のアーク発光線は 350-500 nm付近である。今回，この波長
領域をほぼ満たす 378，401，411および 430 nmに主なアー
ク発光線を有する酸化ネオジム（和光純薬工業製，99.9 %）
を，炭素粉と混合して濃度を調整し，試料として用いた。

シアンバンドは，炭素と窒素との反応により発生するた

め，希土類元素の発光波長と重複しない発光線を有するア

ルゴンに装置発光部を置換した(1)。アルゴン流量，置換時間，

噴射位置を変更し，シアンバンドの発生挙動を観察し，希

土類元素の定性が可能な条件を得た。

3. 結果および考察

図 1に酸化ネオジムのアーク発光挙動を示した。矢印（四

角枠）により，ネオジムの発光線が観測される位置を示し

た。本装置はエシェル回折格子により，得られる回折パタ

ーン（縦方向：波長，横方向：回折次数）は二次元となる。

図 1（a）は大気中における発光挙動であり，シアンバンド
の発光とネオジムの発光が重複し，含有の判定は不可能で

あった。発光部をアルゴンに置換していくと，シアンバン

ドの発光が低減していき，電極から約 5 mmの位置へアルゴ
ンを同軸上の二方向からそれぞれ 1.67×10-4 m3s-1，600 s流
し，その後，アルゴン流量を保持しながら測定を行うと，

図 1（b）の様にシアンバンドの発光強度が著しく低下した。
図 1（c）に示した図１（b）の拡大像において，ネオジムの
発光線が明確に確認され，容易に含有の判定が可能となっ

た。また本法による，ネオジムの検出下限は約 0.01 %(m/m)
であった。

4. まとめ

アーク発光分光分析による定性分析について，アーク近

傍へ同軸上の二方向からのアルゴンの噴射により，シアン

バンドを大きく低減させることができた。これらから，ネ

オジムを初め，希土類元素の含有を容易に判定することが

可能となったと推察される。

（平成 21年 7月 3日受付，平成 21年 10月 5日再受付）
文 献

(1)佐々木，山崎，鈴木，石田：「アーク発光分光分析による鋼材中
の炭素分析方法の開発」東京都立産業技術研究センター研究報
告, 1, 118 (2006) 

＊１）材料グループ

ノート

図 1. 測定雰囲気による酸化ネオジムのアーク発光挙動
(a)大気雰囲気，(b)アルゴン雰囲気，(c)(b)のネオジム発光線の

拡大像，ネオジム元素濃度：約 7 %(m/m)

矢印（四角枠）によりネオジム発光線が観測される位置を示した。

(a)
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顕微赤外イメージング法における多変量解析手法の向上 
 

藤巻 康人＊１）  島田 勝広＊２） 

 

Improvement of the multivariate analysis technique in infrared microspectroscopic imaging 

Yasuto Fujimaki*1) ,  Masahiro Shimada*2) 

 

キーワード：多変量解析，顕微赤外分光法 

Keywords：multivariate analysis, infrared microspectroscopy 

 

1. はじめに 

工業製品における異物の付着や混入，接着や塗装の不良

など，材料表面の状態に由来する製品のトラブル事例は数

多い。通例，これらのトラブルを解決するために，材料表

面に対してさまざまな化学分析を行っている。そうした材

料表面の分析手法の一つに顕微赤外イメージング法が挙げ

られる。これは，顕微鏡などの観察技術と赤外分光法を組

み合わせた手法で，二次元の化学情報（ケミカルマッピン

グデータ）を得ることができる。しかし，顕微赤外イメー

ジング法によって得られたケミカルマッピングデータは，

赤外分光法に基づく原理的な限界から，未知成分や多成分

系の材料には適用しづらい面がある。そこで，こうした複

雑なマッピングデータを解析するための一手段として，難

解なアルゴリズムをもつ多変量解析（ケモメトリックス）

がしばしば用いられている(1)。 

本研究では，顕微赤外イメージング法によって得られた

ケミカルマッピングデータに対して，理解が比較的容易で

単純な多変量解析手法である PCA 法を適用し，得られたデ

ータを比較検討した結果を報告する。 

2. 実験装置および方法 

モーターを利用したコーティング装置と，実際にコーテ

ィングした試料ディスクを図 1 に示す。コーティング装置

に設置した直径 30 mm の鏡面金属板を回転させながら，上

から樹脂のアセトン溶液を滴下・乾燥した。得られた樹脂

薄膜の一部をアセトンではがし，その境界部分に他の樹脂

のアセトン溶液を滴下・乾燥することで，他成分系の樹脂

薄膜試料ディスクを作製した。用いた樹脂は以下の 3 種で

ある。 

PVAc：ポリ酢酸ビニル 

PMMA：ポリメタクリル酸メチル（アクリル樹脂） 

PS：ポリスチレン 

 

顕微赤外分光装置の観察部を図 2 に示す。検出器はリニ

アアレイを用い，200 μm×200 μmの領域を 256 pixel（16 pixel

×16 pixel）に区切って測定した。積算時間は 16 回積算／1

測定のときに約 15 分だった。 

3. 実験結果および考察 

3.1 ピーク強度によるイメージング（従来法）  測定

している成分が既知のときや単成分のときは，各スペクト 

 ＊１） 城東支所 
 ＊２） 技術経営支援室 

ノート 

図 3. 各樹脂の赤外吸収スペクトル 

各樹脂に特徴的なピークがある 

（PVAc 1240vm-1: PMMA 1448cm-1: PS 1600cm-1） 

図 1. （左）コーティング装置 （右）試料ディスク

図 2. 顕微赤外分光装置の観察部 
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ル同士を比較し，特徴的なピーク（図 3）の強度から成分分

布のイメージを得ることができる。 

例として，図 3 で選択した波数（ピーク）の強度分布を

図 4 に示す。PMMA に由来するピークの強度分布は，実際

の PMMA の分布と一致していた（図 4（中））。しかし PVAc

に由来するピークの強度分布では，PVAc に由来するピーク

が PMMA の持つ他のピークと重なってしまっているため，

PVAc の分布が PMMA の分布と混同してしまっていること

がわかる（図 4（右））。 

3.2 PCA 解析モデルの作成  3 種の樹脂の参照スペク

トル（各 32 スペクトル）を用いて主成分分析を行い，マッ

ピングデータを解析するための PCA 解析モデルを求めた。

スペクトル前処理やデータ変換等の数学的処理条件を比較

検討することで，各成分が PC1 および PC2 スコア値のみで

分類できる解析モデルが得られた（図 5）。これを PCA 解析

に最適なモデルと考え，以下マッピングデータの解析に用

いることとした。 

3.3 マッピングデータの解析  3.2 で作成された PCA

解析モデルのデータセットにマッピングデータ（16×16＝

256 スペクトル）を加えて，再び主成分分析を行った。PCA

解析モデル上にプロットされた各スペクトルを PC スコア

値によって領域判定し，「1: PVAc，2: PMMA，3: PS，4: そ

の他の成分」に帰属した。 

図 6 および図 7 では，3 種の樹脂およびその他の成分とし

て，各成分の分布状態が適切に示されていることがわかる。 

また図 8 に示すように，未知成分としてポリエステルの

一種 PBT をベース成分として PVAc と PS を滴下・乾燥した

試料では，PBT 膜の部分を他の成分と混同することなく，

その他の成分として分類できていた。さらに実際のスコア

プロット上でも，PBT 部分と Metal 部分が異なる成分として

分類できていることが確認できた。 

4. まとめ 

多変量解析を用いることにより，従来法では困難だった

多成分系の成分分布を容易に視覚化することができた。ま

た，解析モデルに含まれていない未知成分でも誤認するこ

となく見分けることができた。本実験では既知の限られた

成分のみを用いたため，比較的容易に最適な PCA 解析モデ

ルが得られたが，参照スペクトルの選び方や未知成分の数

によっては頑健な解析モデルが得られにくくなる上，モデ

ルの科学的な裏付けも慎重に行う必要が出てくる。また，

実用に耐えうる汎用性を持たせるためには膨大なデータセ

ットが必要になるなど，運用面での問題も多いが，多変量

解析は今まで得られなかった情報を得るための有用な手法

として研究を進めていく必要があると考えられる。 

（平成 21 年 7 月 10 日受付，平成 21 年 11 月 2 日再受付） 

 

文   献 
(１) 尾崎幸洋，宇田明史，赤井俊雄 : 「化学者のための多変量

解析」，(2002 年) 

図 6. CCD 画像（左）と解析結果（右）の比較 1 
PVAc と PMMA を適切に見分けていることがわかる 

図 7. CCD 画像（左）と解析結果（右）の比較 2 
PVAc と PS を適切に見分けていることがわかる 

図 8. CCD 画像（左）と解析結果（右）の比較 3 
PVAc と PS および PBT を適切に見分けていることがわかる 

図 5. PCA 解析に最適と考えられたモデル 
正規化処理によって全体のスペクトル強度を同等にするとともに， 

ベースライン変動やスペクトルノイズを低減させる処理を経ている 

図 4. CCD 画像および特徴的なピークの強度分布 

単波数の強度分布だと，実際の分布とは一致しない場合がある 
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by Microwave Digestion  

Yasuyuki Yukawa*1) ,  Kenji Kinoshita*1) 

キーワード：RoHS，前処理，マイクロ波加熱，原子吸光分析

Keywords：RoHS, pretreatment , microwave digestion, atomic absorption spectrometry 

 

1. はじめに

カドミウム（Cd），クロム（Cr）および鉛（Pb）などの環
境負荷物質などに対する RoHS指令などの規制により，電子
部品等を製造する企業には自社製品中の有害元素濃度を測

定することが求められている。通常，これらの元素に対す

るスクリーニング分析には固体試料を非破壊で迅速に分析

することが可能な蛍光エックス線分析法が用いられる。よ

り精密な定量分析には誘導結合プラズマ発光分析（ICP）法
や原子吸光分析法などが用いられるが，これらの分析法は

溶液分析のひとつであり，固体試料は適切な前処理によっ

て分解処理が必要となる。固体試料の分解法としてはホッ

トプレートを用いて開放系で湿式酸分解を行う方法やケル

ダール分解があるが，分解に長時間を要することや熟練し

た技術が必要な場合が多い（1）。

そこで，本研究では固体試料を迅速に前処理できる方法

として近年普及が進んでいるマイクロ波加熱分解処理法(2)

を用いて，樹脂試料中の有害元素濃度測定に対する分解処

理条件について検討し，湿式酸分解（従来法）と回収率お

よび分解時間を比較した。

2. 実験方法

樹脂試料には重金属として Cd，Crおよび Pbを含む認証
標準物質（NMIJ CRM-8103a ABS樹脂）のほか，市販のポ
リエチレン（PE），ポリエチレンテレフタレート（PET），ポ
リアミド（PA）およびメチルメタクリレート（MMA）のペ
レットに Cd，Crおよび Pbの 1000 mg/l金属標準溶液（関東
化学製）を添加したものを用いた。市販の樹脂ペレットに

ついては Cd，Crおよび Pb濃度が 1 mg/kg以下であること
を事前に確認した。

分解操作は樹脂試料 0.2 gを 100 mlのテフロン製分解容器
に秤取し，分解試薬を添加した後，マイクロ波加熱分解装

置（パーキンエルマーMultiwave3000）を用いてマイクロ波

加熱分解処理を行った。加熱プログラムには図 1に示した 1
段階の昇温プログラムを用い，分解容器の最高使用温度

260 ℃，使用圧力 60 bar を超えないようマイクロ波出力を
1000 W以下で自動制御させた。分解試薬には原子吸光分析
用の硝酸，過酸化水素水および塩酸（いずれも関東化学製）

を希釈せずに単独あるいは混合して用いた。硫酸について

も有機物を含む試料に対する分解試薬として一般に用いら

れるが（3），Pbを含む試料では硫酸鉛の沈殿が生じる可能性
があるため，用いなかった。

また，マイクロ波加熱分解法との比較としてホットプレ

ートとビーカーを用いた湿式酸分解（従来法）についても

同様の酸を用いて加熱分解実験を行った。

分解後の試料はメスフラスコを用いて定容し，Cd，Crお
よび Pbの濃度をフレーム原子吸光法（日立 偏光ゼーマン
原子吸光光度計 Z 5010）を用いて検量線法により定量した。

＊１）城南支所

ノート

図 1. マイクロ波加熱分解プログラム
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3. 結果及び考察

樹脂試料に対する分解試薬の組み合わせと分解結果の一

覧を表 1 に示す。分解の成否はマイクロ波加熱分解処理終
了後，試料溶液の外観を目視にて確認し，沈殿や浮遊物が

生じていない状態のものを分解（○）とした。わずかに濁

りや浮遊物が確認されたものについてはほぼ分解（△）と

し，不溶性の沈殿が明らかに生じたものは不完全分解（×）

と表記した。

20 分の加熱時間において濁りや浮遊物が認められた試
料についても，①加熱時間を長くすること，および②酸化

力の強い過酸化水素および塩酸を添加した分解試薬を用い

ることにより分解が進む傾向がみられた。

マイクロ波加熱分解法と従来法における Cd，Cr および
Pbの回収率の比較を表 2に示す（ABSは認証標準物質であ
り，認証値に対する分析値を回収率として表記した）。回収

率はいずれの元素も 92～104 %の範囲内にあり，マイクロ波
加熱分解法の回収率は従来法と同等であることがわかっ

た。回収率が良好な範囲内であることから，マイクロ波加

熱分解における分解の成否は前述したように分解後の試料

溶液中の沈殿，浮遊物の有無で判断できると思われる。

図 2 にマイクロ波加熱分解法と従来法による各樹脂試料
の分解所要時間の比較を示す。いずれの樹脂も種類によら

ず，マイクロ波加熱分解法では分解容器の密封操作および

試料冷却までの時間を含めてもほぼ 2 時間以内で分解処理
が完了した。従来法に比べて分解時間は約 2/3～1/10以下と
なり，前処理に要する時間が短縮された。

表 2. 樹脂試料に対する Cd，Cr，Pb の回収率 (%)

マイクロ波加熱分解法
従来法

(湿式酸分解)樹脂

Cd Cr Pb Cd Cr Pb

ABS 97 98 100 95 96 98

PE 104 99 102 95 98 100

PET 100 99 101 95 100 101

PA 102 99 102 96 99 101

MMA 100 100 102 97 92 99

0

5

10

15

20

25

ABS PE PET PA MMA

樹脂

分
解
時
間
（
時
間
）

マイクロ波加熱分解法

従来法
（湿式酸分解）

図 2. マイクロ波加熱分解法と従来法の分解時間の比較

4. まとめ

Cd，Cr および Pb の分析における固体試料の前処理につ
いて，マイクロ波加熱分解法を用いて従来法に比べてより

短時間で分解処理を行うことができた。なお，マイクロ波

加熱分解法は密閉系で分解処理を行うため，一度に分解で

きる試料量が限られ，また分解処理後に容器を開封するま

では分解の成否が判別できない短所もある。しかしながら

予め分解試薬の組み合わせおよび添加量などの分解条件を

最適化しておくことにより，マイクロ波加熱分解法は従来

法に比べて大幅に前処理時間を短縮することができ，化学

分析前処理の効率化に有用である。

（平成 21年 7月 9日受付，平成 21年 8月 18日再受付）
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表 1. 樹脂試料に対する分解試薬の組み合わせと分解結果一覧

ABS PE PET PA MMA
分解試薬

20 分 40 分 20 分 40 分 20 分 40 分 20 分 40 分 20 分 40 分

60 %硝酸 6 ml × × △ ○ × × △ ○ × ×

60 %硝酸 10 ml × × － － △ ○ － － △ △

60 %硝酸 6 ml－30 %過酸化水素 1 ml × × － － － － － － △ ○

60 %硝酸 8 ml－30 %過酸化水素 1 ml × × － － － － － － － －

60 %硝酸 6 ml－35 %塩酸 0.2 ml × △ － － － － － － － －

60 %硝酸 8 ml－35 %塩酸 0.2 ml △ ○ － － － － － － － －

結果：○分解，△ほぼ分解，×不完全分解
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Development of functionally graded materials using graft polymerization 
Ichiro Enomoto*1) ,  Shin Soeda*1) ,  Masayuki Sekiguchi*2) ,  Noboru Sakurai*3) 

キーワード：グラフト重合，傾斜機能材料

Keywords：graft polymerization , functionally graded materials  

 

1. まえがき

高分子材料単独では使用目的に合った耐熱性や接着性が

られない場合があり，他の素材との複合化による改良が

われている。しかし複合材料では，長期使用による界面

く離や界面破壊が問題となっており，材料の組成を傾斜

合することにより，これらを改善する方法が提案されて

る。

本研究では，比較的薄い材料（数十 µm～数 mm）を対象
し，グラフト重合により異なる機能を傾斜配合する材料

成方法を検討した。

2. 実験

.1 材料及び照射 実験には，厚さ 1 mm，平均分子量
5×106，比重 0.95の超高分子量ポリエチレン（SKSエンジ
アリング製）をアセトンで洗浄して使用した。

照射には加速電圧が 80 ～ 250 keV の低エネルギー電子
加速器（岩崎電気製 EC250/30/20mA）を用いた。電子線
射は，加速電圧 200 keVで線量を 25 kGyとして行った。
射雰囲気は，窒素ガスをパージしながら行い，照射中の

素濃度が 300 ppm 以下となるように調整し，室温で行っ
。 

.2 酸化処理 電子線照射済み試料への過酸化物の付

を目的として，電子線照射後の試料を常温，大気中に放

することで酸化処理を行った。

.3 グラフト重合 グラフト重合に使用するモノマー

は，メタクリル酸メチル（MMA）を用いた。MMA モノ
ーはメチルアルコールで希釈し，モール塩，濃硫酸を加

，各濃度を 5.6×10-5 mol/cm3，2.5×10-6 mol/ cm3，1.0×10-4 
ol/ cm3とした。この溶液を試料の入ったガラス製アンプル

入れ，窒素置換をした後，70 ℃の湯浴で 8 時間重合を行
た。反応後，MMAの未反応モノマーとホモポリマーを取

り除くため，アセトンで 24 時間ソックスレー抽出し減圧乾
燥した。

2.4 評価試験 顕微鏡 FT-IR（島津製作所製
AIM-8000M）を使用して，グラフト重合後の試料の深さ方
向へのグラフト鎖の分布を調べた。測定領域は，25 µm×150 
µmである。接着性は，引張強度試験機（エー・アンド・デ
ィー製 RTF-1250）を用いて評価した。

3. 結果及び考察

電子線を利用したグラフト重合では，主として電子線照

射により試料に生成したラジカル利用する。しかし，生成

したラジカルは大気中の酸素と反応して酸化物を形成し，

活性を失う。このため連続処理による方法が好ましいが，

このような設備は限られている。ラジカルの消滅を抑える

ため，不活性ガス中での保存や液体窒素による低温保存が

行われるが，これらの作業は実用化を困難にしている。

一方，過酸化物を利用したMMAのグラフト重合が報告さ
れている(1)。過酸化物をグラフト重合の開始剤に利用する利

点は，照射及び照射後の試料の保管を大気中で行えること

にある。本研究も過酸化物を利用してグラフト重合を行っ

た。 
図 1 に過酸化物を含む酸化物の試料内への深度分布を示
した。図 1の試料は，電子線照射後大気中に 10日間保管し，
顕微鏡 FT-IR で 25 µm毎に測定した結果である。ここで酸
化指数は，1717 cm-1をピークとするカルボニルと 2019 cm-1

のメチレンとのピーク比である(2)(3)。酸化物が，試料表面か

ら 300 µm程度まで傾斜的に分布していることが分かる。酸
化物がグラフト重合の直接の開始剤ではないが，照射後の

試料の酸化物の中には過酸化物が含まれ，その量は酸化物

の量に依存するので，酸化物の分布を調べることが重要と

なる。

電子線照射の場合，電子線のエネルギーによってラジカ

ルの深度分布が異なる。特に 200 keV以下の電子線では，エ
ネルギーが著しく影響する。200 keVで超高分子量ポリエチ
レンを照射したとき，ラジカルは表面から 150 µm内部へ入

１）墨田支所
２）ライフサイエンスグループ
３）駒沢支所
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図1. 試料内への酸化物の分布

った辺りから 300 µm付近まで急激に減少する(4)。図 1の酸
化物の分布は，表面付近を除いてこの報告のラジカルの深

度分布に類似している。ラジカルの分布は表面から 100 µm
程度内部で最大となるが，図 1 の酸化物は最表面が最大値
となっている。これは試料内部への酸素の拡散が影響して

いると考えられる。

図 2 は，この試料に MMA をグラフト重合させた結果で
ある。縦軸は，1689 cm-1～1778 cm-1のカルボニル類のピー

ク面積を厚さで補正した値である。グラフト重合によるこ

の範囲のピークは，図 1で標準ピークとした 2019 cm-1のメ

チレンに対して大きすぎるため，厚さで補正した。図 1 の
酸化物の傾斜分布に類似した分布が見られた。しかし，

MMAのグラフト鎖は，酸化物の分布より試料の内部深くま
で分布している。これは，グラフト重合により試料が膨脹

したことが影響していると考えられる。さらに，酸化物の

検出外である 400～600 µm にグラフト鎖の分布が見られる
が，グラフト鎖が成長して内部へ進入したためと考えられ

る。また酸化物量に対して MMA量は多いので，FT-IR測定
での検出感度の違いよる影響も考えられる。

図 3 に接着強度試験の結果を示した。市販のアクリル系
接着剤を使用して試験を行った。グラフト処理した試料は，

未処理試料の約 3 倍の接着強度を示した。接着強度の向上
には表面改質だけでなく，接着剤と改質層との密着性が必

要である。今回使用した接着剤と MMA との密着性は良好
であり，接着強度の向上につながった。

4. まとめ

試料への電子線照射により生成した過酸化物をグラフト

重合の開始剤として利用すると，照射後の冷却保管等が不

要になり，作業効率が向上する。

高分子材料の傾斜配合は，今回使用した超高分子量ポリ

エチレン（軟素材）とMMA（硬素材）との組み合わせで効
果があり，接着強度を向上させることができた。

図 2. 試料内へのMMAグラフト鎖の分布

図 3. 接着強度試験結果

高分子材料における傾斜配合は，顕微鏡FT-IRを試料断面
に沿って移動しながら測定することにより確認できた。同

様に，検出感度の低い電子線照射後の試料内への酸化物

（過酸化物）の傾斜分布もこの測定方法で確認できた。

本研究において，傾斜機能材料の新規作成方法だけでな

く，新たな評価方法においても成果が得られた。

（平成 21年 7月 8日受付，平成 21年 9月 8日再受付）
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ケナフ廃材と植物性プラスチックとの複合化
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1. はじめに

ケナフは二酸化炭素吸収能力が高いため，環境適合素材

として幅広く利用されている。最近では植物性プラスチッ

クであるポリ乳酸と複合化したものが自動車内装材や電子

機器筐体として実用化されるなど，これまで石油系プラス

チックが独占していた高付加価値分野にも進出している(1)。

しかし，ケナフをプラスチック用補強材（フィラー）とし

て用いる場合は，補強効果の見込める靭皮繊維部のみが使

われ，それ以外の芯部（コア）は廃棄されることが多い。

本研究では，現状では用途のないケナフコアを種々の手法

で処理することによって，ポリ乳酸強化用フィラーとして

の適用可能性を探る。 

2. 実験

2.1 原料 使用したケナフコアは，靭皮繊維を除去した
廃棄予定のもの（富士工業（株）入手）を用いた。比較の

ためプラスチックコンパウンド用として，繊維長 3～5 mm
にカットした靭皮繊維（（株）ユニパアクス製）を用意した。

ポリ乳酸（PLA）は三井化学製レイシア H-100を利用した。

2.2 ケナフコアの処理方法 ケナフコアは，富士工業

（株）所有の粉砕機によって粉末状にし，その粉砕品に対

する処理として，撥水処理と乾熱処理，スチーム処理をそ

れぞれ行った。撥水処理は，トルエンとアルキルケテンダ

イマー（AKD；日本油脂製ニューペルハード 76G）の 1：1
混合液を用い，AKD添加量が 5 wt%となるよう粉砕品とハ
ンドブレンドした。乾熱処理は，送風乾燥機（ヤマト科学

（株）製 DN63）にドレン装置を組み込み（図 1参照），170 ℃
設定で 8 時間処理を 2 回行った。スチーム処理は，蒸し器
（辻井染機工業（株）製 SS-1S）を用い，128 ℃のスチーム
による 6時間の処理を 2回行った。

また，乾熱処理したケナフコア粉砕品については，群馬

大学所有の連続式ミル装置（フリッチュ社製 P-14型）によ
って，さらに微細化した。

2.3 複合化方法 押出装置（（株）池貝製 PCM-30）を
用い，シリンダー温度を最高 180 ℃に設定して，ポリ乳酸
に対して 20 wt%の割合で，ケナフコア粉砕品またはその処
理品，靭皮繊維を溶融混合した（表 1参照）。

複合樹脂

A

B

C

D

E

また，ケナフ

したものについ

行った。

2.4 評価方法
成形機（クロッ

の条件で，JIS 
＊１）八王子支所
＊２）群馬大学大学院 工学研究科 応用化学・生物化学専攻

送風乾燥機

水

トラップ

ガス

ケナフコア

粉砕品

内蓋

図１．乾熱処理の概要図

ノート
表 1. 複合樹脂の配合処方
ポリ乳酸(80 wt%) 強化用フィラー(20 wt%) 

H-100 ケナフコア粉砕品

H-100 乾熱処理(170℃, 8 h)×2回

H-100 スチーム処理(128℃, 6 h)×2回

H-100 AKD撥水処理

H-100 靭皮繊維（カット長 3～5 mm）

コア粉砕品と，乾熱処理後にミルで微細化

ては，H-100に対して 30 wt％の溶融混合も

「フィラー20 wt%の複合樹脂は，射出
クナーF85）によって，金型温度 100～110 ℃
K 7139 多目的試験片 A形に成形した。成形
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品の耐熱性評価として，JIS K 7191-2 B 法（曲げ応力 0.45 
MPa）によって荷重たわみ温度を測定した。フィラー30 wt%
の複合樹脂は，熱プレス法によって，175 ℃で JIS K 7162 試
験片 5A形に成形し，引張試験機（島津製作所製 EZ-TEST）
によって応力－ひずみ曲線を求めた。

3. 結果および考察

ケナフコア粉砕品と靭皮繊維の違いについて SEMで確認
した（図 2参照）。靭皮繊維はアスペクト比が高く，繊維直
径が 100～200 µm の範囲内にあるのに対して，ケナフコア
粉砕品のたてよこ比は低くて多孔質であり，粒子サイズの

分布が広いことがわかる。

表 1の配合処方で試作した複合樹脂の耐熱特性について，
射出成形品の荷重たわみ温度で比較した結果，ケナフ靭皮

繊維で補強した場合には及ばないものの，一定の耐熱性向

上効果がみられる（図 3参照）。

ケナフコアは多孔質であり，乾燥処理を行わないと，か

なりの水分を含んでいると予測できる。この場合，押出プ

ロセスにおけるポリ乳酸の加水分解と，発生する水蒸気に

よる原料のフィード不良を招く懸念がある。また，未処理

のケナフコアは，粘りが強い力学的性質を有するため，一

般的なミル装置で処理する場合，機械負荷が過大となって

微細化が極端に難しくなるという問題も抱えている(2)。

乾熱処理では，含有水分の除去に加え，粘り強さの原因

と考えられるリグニン成分の劣化による原料の脆化が期待

できる。これによって，ポリ乳酸の分解や押出プロセスに

おけるトラブルの回避と，ミル装置によるフィラー微細化

が両立できると考えられる。

170 ℃で長時間乾熱処理した粉砕品は，連続式ミル装置
（回転速度 6 krpm）で処理できるようになり，その結果，
ミルのフィルターメッシュ（500 µm相当）サイズ未満の微
細化が達成できる（図 4参照）。

ポリ乳酸に対して微細化したフィラーを 30 wt%溶融混合
した場合，成形品の引張特性における最大応力と伸びの改

善が著しく，複合樹脂の物性改良手法として乾熱処理が有

効に作用することがわかる（表 2参照）。

強化用フ

（対ポリ乳酸

ケナフコア

乾熱処理後ミ

本研究は，

（平成 2

(１) 井上和彦，
ックの開発

(２) 唐木由佑：
大学工学部
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図 4. 粉砕品と乾熱後ミル処理したものの粒径分布

図 3. 複合樹脂の耐熱特性
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［ケナフコア粉砕品］ ［ケナフ靭皮繊維カット品］ 

図 2. コア粉砕品と靭皮繊維カット品の SEM 写真

表 2. フィラ
ー微細化による複合樹脂引張特性に及ぼす影響
ィラー

30 wt%）
ヤング率

GPa 
最大応力

MPa 
伸び 

%

粉砕品 2.13 34.0 1.57 

ル処理品 2.22 49.2 2.38 

群馬大学大学院と連携して行ったものである。

1年 7月 3日受付，平成 21年 8月 20日再受付）
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中小企業向けビデオ配信システムの構成 
 

髙﨑 英承＊１）  北原 枢＊１）   山田 一徳＊１）  小山 元子＊１） 

 

Video Delivery System Configuration for Small and Medium Enterprises 
Hidetsugu Takasaki*1) ,  Kaname Kitahara*1) ,  Kazunori Yamada*1) ,  Motoko Koyama*1) 

 

キーワード：ビデオ配信，安価 

Keywords：Video Delivery, Inexpensive 

 

1. はじめに 

事業所間ネットワークを構築している企業においては，

ビデオ配信システムを導入することにより，社内研修や社

内集会など各種イベントの映像コンテンツを配信すること

が可能となる。これにより事業所間の移動にかかるコスト

の削減，イベントへの参加機会の増加などの効果が期待で

きる。しかし，一般的にビデオ配信に必要な配信装置は高

価であるため，ビデオ配信に興味があったとしても，簡単

に導入することができない。本研究では，中小企業におけ

るビデオ配信システム導入の促進を目的に，東京都立産業

技術研究センター（以下，産技研）に，市販配信装置を使

ったビデオ配信システムと，市販配信装置を使わない安価

なビデオ配信システムの 2 つのシステムを構築し，両者の

性能について比較評価を行った。 

2. 市販配信装置を使ったビデオ配信システムの

構築と評価 

最初に，市販配信装置を使ったビデオ配信システムを産

技研内に構築し性能の確認を行った。構築したシステムの

構成を図 1 に示す。西が丘本部に市販配信装置，各支所に

PC を設置し，市販配信装置に入力した映像/音声を，産技研

ネットワークを使って各支所に配信し，PC で再生した。市

販配信装置には，報道現場や教育現場のビデオ配信で実績

があり，装置 1 台で 4 配信まで可能な「XVD CamCast SX （株

式会社ビー・エイチ・エー）」を，6 支所に配信するため 2

台使用した。2 台の市販配信装置には，映像分配機を使って

同じ映像/音声を入力した。市販配信装置の設置の様子を図

2 に示す。この市販配信装置を使ったビデオ配信システムを

用いて実際にビデオ配信を数回実施し，視聴した産技研職

員にアンケートを行うことで，性能の確認を行った。 

アンケートの結果（抜粋）を表 1 に示す。発表資料の文 

 

図 1. 市販配信装置を使ったビデオ配信システムの構成 

 

 
図 2. 市販配信装置の設置の様子（西が丘本部） 

 

字が読めない，照明が暗く映像が不鮮明な感じがする，な

どの意見があったが，これは配信したコンテンツに問題が

あったためで，映像/音声の配信性能そのものには問題がな

いことが確認できた。 

 
表 1. アンケート結果（抜粋） 

・特に問題点はない。 

・発表資料の小さな文字が読めなかった。 

・映像/音声にノイズはなかった。 

・照明が暗く映像が不鮮明な感じがした。 

・カメラを 2 台（人物映像＋資料映像）使って欲しい。 

・もっと解像度を高くして欲しい。 

＊１）経営情報室 

ノート 

映像分配機 

市販配信装置 SW-HUB 
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3. 配信 PC を使ったビデオ配信システムの構築と

評価 

次に，中小企業向けとして，市販配信装置を使わない安

価なビデオ配信システムを構築し性能の評価を行った。シ

ステムの構成は，図 3 のように，市販配信装置を配信 PC で

代替する構成で，低価格化を図った。配信 PC は，PC 本体，

映像を取り込むためのキャプチャカード，OS，ビデオ配信

を実現する配信ソフトウェアで構成した。配信 PC を実現す

る OS と配信ソフトウェアの組み合わせは，OS および配信

ソフトウェアにかかる費用と，配信ソフトウェアの最大配

信数を勘案して，図 4 の 3 構成とした。 

 

図 3. 配信システムの低価格化 

 

図 4. 配信 PC の構成 

(1) http://www.microsoft.com/japan/windows/windowsmedia/9s

eries/encoder/default.aspx 

(2) http://www.videolan.org/vlc/ 

 

構築したシステムの評価は，図 5 のような評価環境を用

いて，市販配信装置を使った場合と，構成 A～C の配信 PC

を使った場合との性能を比較することで行った。評価環境

は，DVD で再生した映像を映像分配機で市販配信装置，配

信 PC，再生 PC に入力し，再生 PC で，オリジナル映像と 

 

 

 

 

 

 

 

各配信映像を同時に再生する。この再生映像を 5 名の産技

研職員で視聴し，画質，音質，遅延について比較評価を行

った。 

 

 

図 5. 市販配信装置と配信 PC の評価環境 

 

比較評価の結果を表 2 に示す。画質についてはエンコー

ド方式の違いなどによりブロックノイズが目立つ，映像が

ぼやけた感じになるなど，それぞれの場合で特徴が現れた

が，映像の認識度という点では差は感じられなかった。音

声についても，各場合で音声品質に差は感じられなかった。

遅延については，構成 A の遅延が目立ったが，これは映像

の再生ソフトウェアの設定に起因するもので，全体的に運

用に支障がでるほどの遅延はなかった。構築難易度は，基

本的に接続するだけで済む市販配信装置が最も優れてい

た。構成 A，B は，必要なドライバや構築情報が揃ってお

り，構築は難しくなかったが，構成 C は OS に Linux を使

用しているため，必要なドライバがない，デバイスファイ

ルなど Linux の知識がないと配信ソフトウェアが設定でき

ない，などの扱いづらい面があり，構築情報も構成 A，B に

比べて少なかった。 

4. まとめ 

産技研内に市販配信装置を使ったビデオ配信システムを

構築し，ビデオ配信を行った。また，配信 PC を使ったビデ

オ配信システムの構成を検討し，その性能について市販配

信装置を使った場合と比較した。市販配信装置を使った場

合が映像品質や構築難易度などで最も優れていたが，配信

PC を使った安価なシステム構成でも，運用に十分な性能を

確保できることがわかった。本研究により，ビデオ配信に

興味を持つ中小企業の皆様に安価なビデオ配信システムを

具体的に提案することができるようになった。 

   （平成 21 年 7 月 23 日受付，平成 21 年 9 月 14 日再受付） 

表 2. 比較評価の結果 

 画質 音質 遅延（秒） 最大配信数 構築難度 費用（万円） 

市販配信装置 ○ ○ １～２ ８（４×２） ○ ５０～６０ 

構成 A ○ ○ ５～１０ １０ △ ６～７ 

構成 B ○ ○ ２～３ １０ △ ６～７ 

構成 C ○ ○ ２～３ 制限なし × ５～６ 
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振動制御を用いたアクティブ遮音硝子の開発

福田 良司＊１） 

Improving Sound Transmission Loss of a Window Pane Using Active Vibration Control 
Ryoji Fukuda＊１） 

キーワード：アクティブ遮音，実稼動モード解析，振動制御，クラスタ制御

Keywords：Active Transmission Loss, Operational Modal Analysis, Vibration Control, Cluster Control 

 

1. はじめに

東京のような都市部においては，住宅と工場が隣り合わ

せになっている「住工混在地域」と呼ばれるエリアが存在

し，騒音に関する問題が後を絶たない。騒音対策は，音源

側と受動側の対策に大別され，また，能動的な手法と受動

的な手法とに大別されよう。それぞれの手法には一長一短

があるが，比較的低コストである遮音材や防音壁の設置と

いった，受動的な手法が選択される場合が多い。しかしな

がら受動的な手法は，高周波領域においては有効であるも

のの，低周波領域においては騒音低減効果が大幅に減少す

る。そこで本研究では新たな騒音低減手法として，振動制

御を用いたアクティブ遮音硝子を提案する。

2. サッシの振動モード解析

構造物には必ず共振周波数が存在し，それとあわせて振

動モードが存在する。振動制御を行う際に，振動モードの

影響を考慮せずに制御系を構築すると，ノーダルラインの

影響を受け，制御が講じられないモードが生じることがあ

る(1), (2)。これを防ぐために，本研究では制御対象であるアル

ミサッシ窓（以下サッシ）の振動モードを確認することか

ら始める。本研究ではサッシを音響加振し，実稼動モード

解析（OMA : Operational Modal Analysis）によりモード形状
を確認した。OMAは，構造物への入力信号を必要とせずに
モード形状が得られる。このことから，本研究対象のよう

に構造物が音によって加振される場合は，ハンマリングに

よる実験モード解析と比較して，有効な手法と言える。

本研究で用いるサッシは遮音効果検証のため，図 1 に示
すようにコンクリート製エンクロージャの開口部（500 mm
×700 mm）に設置されており，ガラスの寸法は 386 mm×626 
mm ×3 mmである。サッシ上に 63点（7×9）の振動計測点
を設定し，サッシを音響加振した際の各点の振動速度を，

レーザ振動計により計測した。OMAにより得られたサッシ
のモード形状の一部を図 2 に示す。この結果から，サッシ
の各振動モードにおけるノーダルラインの位置と，モード

形状の特性を確認した。

3. 振動制御によるアクティブ遮音

遮音を実現するために，センサとアクチュエータをサッ

シに設置して振動制御系を構築する。本研究では振動制御

＊１）デザイングループ

ノート

図 2. アルミサッシの振動モード(実稼動モード解析結果)

(A):47Hz, (B):125Hz, (C):250Hz, (D):370Hz 

(C) 

(B) 

(D) 

(A) 

図 1. コンクリート製エンクロージャとアクティブ遮音硝子
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による遮音の実現を目指すため，センサには加速度ピック

アップを用いた。またアクチュエータには，サッシへの取

り付け性を考慮し，圧電セラミックスを用いた。使用した

セラミックスの寸法は 50 mm×100 mm×1 mmである。セン
サとアクチュエータのセットアップの様子を図 3 に示す。
また，振動制御法にはクラスタ制御を採用し，filtered-X LMS

アルゴリズムによるフィードフォワード制御を講じた。ク

ラスタ制御の詳細については関連文献(3)を参照されたい。本

実験では奇数クラスタのみを制御対象とするので，500 Hz 
までに存在する 5 つの振動モードのうち，3 つのモード(図
中の黒塗り矢印)が制御対象となり，残り 2 つのモード(図
中の白抜き矢印)は制御対象外である。奇数クラスタを制御

対象としたのは，奇数クラスタが音響放射効率の高いモー

ド群であることを利用し，騒音低減に向けて効率の良い制

御系を実現するためである。

上記の制御結果を図 4に示す。まず図 4（A）は，クラス
タ制御前後のサッシの振動速度を示している。この結果を

みると，制御対象とした 3 つのモードのみに制御力が作用
し，制御対象外の 2 つのモードについては全く影響を与え
ていない。したがって，音響放射効率の高い奇数モードの

振動のみが抑制されたことが分かる。次に，クラスタ制御

前後の音圧を図 4（B）に示す。サッシの振動と同様に，制
御対象である奇数モードの音圧は低下しているが，非制御

対象である偶数モードに起因する音圧については，制御前

後で変化していないことが分かる。なお，370 Hz付近に存
在するモードによる音が抑制されなかったのは，エンクロ

ージャ内部の音響モードの影響によるものと考えられる。

4. まとめ

以上，本研究では振動制御によるアクティブ遮音の実現

を目指し，サッシのモード形状を確認した上で振動制御系

を構築した。そして，実験によりアクティブ遮音効果が得

ることを実証した。本研究での成果をまとめると，以下の

通りである。

（１）実稼動モード解析を行い，サッシの振動モードを確

認した。

（２）加速度ピックアップ，圧電セラミックスを用いた振

動制御系を構築し，クラスタ制御によりサッシの振動

を抑制した。

（３）振動制御（クラスタ制御）により，サッシから放射

される音圧が低減できることを実験により実証した。

最後に，本研究は財団法人トステム建材産業振興財団平

成 18 年度研究助成を受けて行われたことを記し，感謝の意

を表す。

（平成 21年 7月 6日受付，平成 21年 9月 20日） 
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正逆回転の可能な回転耐久試験機の開発 
 

小西 毅＊１）  原本 欽朗＊２）  久慈 俊夫＊３） 

 

Development of clockwise and a counterclockwise tester 

Takeshi Konishi*1),  Yoshiaki Haramoto*2),  Toshio Kuji＊3） 

 

 

キーワード：正逆回転，耐久試験 

Keywords：Clockwise and a counterclockwise, tester 

1. はじめに 

中小企業からのニーズとして「人が手で操作する回転運

動により機能を発揮する機械部品の耐久性を評価したい」

等の繰返し回転耐久試験の需要がある。産技研では，次の 2

種類装置でニーズに応えている。1 つは技術経営支援室の株

式会社島津製作所製の TTM-3000N･mA 型(1)，もう一方はデ

ザイングループの株式会社プロテック製の負荷トルク総合

システム(2)である。前者は 3 kNm の試験トルクで，繰返し

正逆回転(1,000 回まで)を供試体に与えることができ，大き

いボルト等のねじり試験に適している。後者は 10 Nm のト

ルク試験機で容量の小さいギヤボックス等のトルク測定に

適している。 

一方，繰返しの耐久性評価は,10,000 回以上の繰返し回数

が要求される。上記の試験機では繰返し回数に制限があり,

回数ごとのトルク値を測定することが困難だった。したが

って，小型の製品や部品に対応可能な回転耐久試験機（以

下，試験機）を開発し,安全な製品開発に必要な回転耐久試

験のニーズに対応することにした。 

2. 開発内容  

2.1 開発品の構造  試験体は 10 Nm 以下のトルクにて

機能を満たす小型製品を対象とする。試験機の利用は操作

の効率を向上させるべく，簡易的なシステムで必要である。

システム構成図を図 1 に示す。 

モータセンサ

モーションコントローラA/D変換PCIボード

試験体

制御用PC

 

図 1. システム構成図 

 

(1)駆動部  試験機の動力源としてステッピングモータ

を用いることにした。ステッピングモータはオリエンタル

モータ株式会社製 ASM98ACE-T30 を採用した。本機種は運

動量が駆動パルスの数に比例し，かつ開ループ制御，ゆえ

に全体のシステム構成が複雑ではない利点がある。また,試

験機の目標値である 10 Nm に対し，12 Nm が最大トルクで

ある点があげられる。 

(2)センサ部  センサは駆動部からのトルクを測定する

ことを目的とし日本特殊測機株式会社の TCF-10N を採用し

た。また TCF-10N は DC ストレインアンプを必要とするた

め同社製の NTS-1240 を採用した。本機種は,非回転型であ

り，回転式のトルクセンサに比べ回転軸の慣性モーメント

の影響を抑える利点がある。 

(3)A/D 変換器 PCI ボード  センサ部からはアナログ電

圧信号±10 V が出力される。Visual Basic 6.0 にて開発したア

プリケーションで試験機を制御するため, サンプリング周

波数 100 kHz・分解能 16bit の株式会社インターフェース製

LPC-361416，A/D 変換器 PCI ボードにてアナログ信号から

デジタル信号へ変換する必要がある。 

（4）モーションコントローラ  ステッピングモータはパ

ルス制御であるので PC から DC5 V のパルス信号を送信す

る必要がある。そこで最大パルスレート 100 kHz 出力でき，

送信中のパルス変更が可能である株式会社インターフェー

ス製 LPC-742020 を採用した。 

 

2.2 試験機の外観と仕様  完成した正逆回転可能なト

ルク試験機を図 2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2. 試験機の外観 

 

＊１）デザイングループ 
＊２）エレクトロニクスグループ 
＊３）経営企画室 

ノート 
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スナグ点

モータ部とトルクセンサ部にそれぞれチャックを設け製

品を固定し回転を与えることを可能とした。試験機の主な

仕様を表 1 に示す。 

表 1． 試験機の仕様 

定格トルク ±10 Nm 

回転角速度 90 rpm 

回転方向 時計・反時計回り 

トルク分解能 100 mNm 

回転角分解能 0.018 deg 

3. 試験の適用例 

試験機においてネジぶた式の市販のペットボトルの蓋及

び口を試験体として試験を実施した。 

3.1 締付け試験  本試験は試験体が破壊に至るまで締付

け，計測されるトルクを時系列のトルク変化として示す。  

＜試験条件＞ 

・モータ起動回転速度：0.09 deg/s  

・モータ加速度：3 deg/s2  

・モータ速度：4.5 deg/s  

・モータ減速度：-3 deg/s2 

0

-1

-2

-3

-4

-5
0 5 10 15 20 25 30

図 3. ペットボトルのトルク変化 

 

ペットボトルを締付けた時のトルク変化を図 3 に示す。

試験機の結果から-4.5 Nm でトルク値が最小値であること

が確認できる。また，トルクのばらつき値は 0.17 Nm であ

る。試験後ペットボトル蓋のねじ部が試験前と比較すると

変形に至ったことがデジタルマイクロスコープ（株式会社

キーエンス製 VHX-200）において観察された（図 4 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 繰返しの回転耐久試験  次に繰返しの回転耐久性試

験を行った。試験機の動きは CW（時計回り）の回転を試験

体に加え，試験体が-2.5 Nm のトルクに達するとトルクを開

放するため CCW（反時計回り）に 90 deg 回転する。この一

連の動きを 5000 サイクル繰返す。 

＜試験条件＞ 

・モータ起動回転速度：1.8 deg/s 

・モータ速度：18 deg/s 

・モータ加速度：9 deg/s2 

・モータ減速度：-9 deg/s2 

図 5 はトルク変化を時系列に表した図である。1 サイクル

目と 5000 サイクル目が比較可能なようにトルク変化の履歴

を示した。 

0 2 4 6 8 10 12
-3

-2

-1

0

1

2

3

 1回
 5000回

図 5．時系列のトルク変化 

 

図 5 からスナグ点(3)が後退しスナグ点に至るトルク値が

低下していることがわかる。これはペットボトルの口と蓋

が摩耗あるいは変形しているからであると考えられる。 

4. まとめ 

実用的な正逆回転の可能な回転耐久試験機を開発した。

飲料用ペットボトルの締付け試験の実施により，ねじ部が

破壊に至るまでのトルク値の軌跡を確認できた。また，繰

返し回転耐久試験を行い同試験体が摩耗し，スナグ点が後

退することが明らかとなった。開発した試験機がお客様の

開発の一助となることを望む。今後の検討課題は，1 万回の

耐久試験を行い，試験機としての実用化を目指す。 

（平成 21 年 7 月 7 日受付，平成 21 年 8 月 25 日再受付） 
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減圧吸引ピグによる排水管更生における

下地処理と塗膜性能評価

小野澤 明良＊１） 木下 稔夫＊１） 山口 美佐子＊２） 林 信夫＊３） 安藤 雅志＊３） 

Surface Preparation of Drainpipe Renewal Construction in Decompression Suck Pigu Lining 
System and Evaluation of the Painted Film 

Akiyoshi Onozawa*1)， Toshio Kinoshita＊1）， Misako Yamaguchi＊2）， Nobuo Hayashi＊3）， Masashi Andou＊3）

キーワード：排水管更生，ブラスト工法

Keywords：Drainpipe renewal，Blast cleaning 

 

1. はじめに

排水管更生工法（UPL-s 工法）（１）は，老朽化したビル・
マンション等の住宅配管や，工場・化学プラント等の曲が

り管や分岐管，埋設管の内壁に塗装を施し，更生を図る工

法である。工程としては，排水管内壁の付着物およびさび

を洗浄，研摩除去（クリーニング）した後，減圧吸引によ

りライニング用ボールピグを走行させ，管内壁に二液型エ

ポキシ樹脂塗料の塗布を行う（図 1）。
本工法では，クリーニングを行う際に，過度の研摩によ

る管の破損の恐れ，または不十分なさびの除去による塗装

不具合の発生などの課題がある。そのため塗装時に管内の

下地処理状態を管理することが必要である。本研究では，

下地処理状態が異なる管を作成し，ライニング後の塗膜性

能評価を行うことで，この工法に適する下地処理状態を標

準化したので報告する。

2. 実験方法

2.1 下地処理が異なる管の作成および塗装 実験は，集

合住宅の本排水管（たて管）に多く用いられている内径φ

105 mm老朽管を長さ 200 mmに切断し，配管設備に取り付
けて実施した。

下地処理状態の異なる管を作成するため研摩はブラスト

工法を選択した。ブラスト工法は加圧式ブラスト装置（UPL
クリーニング装置）を用い，表 1 に示すブラスト条件のよ

うに，ブラスト移動速度を 3 段階に変えて実験を行った。
ブラスト後の下地状態観察は目視で行い，下地処理状態の

違いに関しては ISO8501 塗料及びその関連製品の施工前の
鋼材の素地調整-表面洗浄度の目視評価を参考に表面洗浄度
として示した。

下地処理条件が異なる管を作成後，UPL-s工法によりライ
ニングを行い試験体を得た。また，比較用としてワイヤー

研摩した新管を塗装した。ライニング用の塗料は無溶剤 2
液型エポキシ樹脂塗料（アルプロン FL-1758 冬用：日米レ
ンジ（株）製）を用いた。

2.2 塗膜性能評価 塗膜性能評価は曲面塗膜付着強度

試験（付着性）および塩水噴霧試験（耐食性）で行った。

曲面塗膜付着試験は，WSP 051-95 水道用無溶剤型エポキ
シ樹脂塗料塗装方法（日本水道鋼管協会技術資料） に準じ

行った。塗装管の塗膜付着強度を検証するために曲面用の

治具を試作した。試験片は塗装管を幅 40 mmに切断し，管
内壁位置による付着強度のバラツキを確認するために 8 等
分に切断したものについてすべて測定した。

塩水噴霧試験は，JWWA K135:2000 水道用液状エポキシ
樹脂塗料塗装方法に準じて行った。試験片は塗装管を幅 70 
mmに切断し，管内壁位置による耐食性のバラツキを確認す
るために 4等分に切断したものを用いた。試験片の切断面
周辺および裏面は粘着テープで保護した。また，単一刃を

用い試験片中央部にスクラッチを入れた。試験時間は 2400
時間とし 120時間毎に観察し，目視による塗膜のさびおよ

＊１）デザイングループ
＊２）経営企画室
＊３）有信株式会社

ノート

塗膜 ピグ 吸引塗料塗膜 ピグ 吸引塗料ピグ 吸引塗料

図 1. 吸引ピグによる排水管更生工法（UPL-s工法）

表 1. ブラスト条件

先端ノズル形状

ブラスト用研摩材

研摩材吐出量

噴霧圧力

ブラスト移動速度 3mm/s 5mm/s 10mm/s

R型

珪砂4～6mm

22kg/min

0.5MPa
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びふくれの有無で評価した。ただし，スクラッチ部から片

側 3 mmと試験片の周辺 10 mmは観察の対象外とした。

3. 結果と考察

3.1 下地処理が異なる管の作成状態 下地処理条件（ブ

ラスト移動速度）と表面洗浄度・外観写真を表 2に示した。
ブラスト移動速度が遅くになるにつれ，表面洗浄度の Sa2，
Sa21/2の比率が増す傾向にあった。低速度になるとブラスト

用研摩材が管内壁に当たる単位面積当たりの時間が長くな

るので，表面洗浄度の比率の異なる管を作成することがで

きた。

3.2 塗膜性能結果と考察 曲面塗膜付着強度試験結果

の付着強度を図 2に示した。移動速度 10 mm/s では新管よ

り付着性が弱いが移動速度の低下と共に付着性が向上する

ことがわかった。移動速度 10 mm/s の付着強度が弱いのは
研摩後の下地状態にさびが残り，さびの層間で剥離を生じ

たためである。また，移動速度の低下と共に強度が強くな

ったのは，下地状態が清浄となると共に凹凸になることで，

塗料が入り込みアンカー効果により付着性が増したためと

考えられた。

塩水噴霧試験の結果を表 3に示す。移動速度 3 mm/sでは
600 時間後にふくれが発生したのに対し，新管，移動速度
10，5 mm/sの試験片に関してはふくれが発生しなかった。
これは移動速度 3 mm/sでは老朽管内壁を過剰に研摩したこ
とで、管内壁が微細な凹凸状態になり塗料が凹部に流れ込

めず空隙が発生したと考えられた。

付着性は移動速度の低下と共に強くなったが，逆に最も

付着性の良い移動速度 3 mm/sの試験片では，耐食性は弱く
なることが判明した。このことから過剰な研摩は管を損傷

するおそれがあるばかりでなく，耐食性能の面でも UPL-s
工法の下地処理に適さないことがわかった。このことから，

移動速度 5 mm/sつまり表面洗浄度 Sa1=50 %，Sa2=50 %が
付着強度と耐食性の点でバランスが取れており，最適な下

地処理状態であることが示唆された。

4. まとめ

ブラスト工法により異なる下地処理状態の作成およびラ

イニング後の塗膜性能評価・解析を検討することで，下地

処理の条件設定ができた。また，下地状態の違いによる塗

膜性能についての基礎的データを得ることができた。

今後は，基礎的データをもとに現場での実用化ブラスト

装置の開発に取り組んでいく予定である。

（平成 21年 7月 7日受付平成 21年 9月 1日再受付）

文 献

(１)特定非営利活動法人 日本管更生工業会：「管更生工法の種類と
特徴」http://www.kankousei.org/pipe.html 

 

表 3. 塩水噴霧試験結果

新管 10 5 3

600時間 ○ ○ ○ △

900時間 ○ ○ ○ △

2400時間 ○ ○ ○ △

○：さび・ふくれの発生が認められない。

△：さびの発生が認められない。ふくれの発生が認められる。

×：さび・ふくれの発生が認められる。

試験時間

移動速度（mm/s）

表 2. 下地処理条件と表面洗浄度・外観

外観

Sa1=20%
Sa2=50%

Sa21/
2=30%

Sa1=50%
Sa2=50%

表面洗浄度

ISO8501

35移動速度（mm/s）

外観

Sa1=70%
Sa2=30%

－－－
表面洗浄度

ISO8501

10ブラスト前移動速度（mm/s）

外観

Sa1=20%
Sa2=50%

Sa21/
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電子機器の試験規格と製品設計
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Examination standard and product design of electronic equipment 
Takeshi Kobayashi＊１）, Mihoko Igarashi＊１）, Kazumasa Mikami＊１） 

キーワード：試験規格，製品設計，信頼性，電磁環境適合性

Keywords：Examination standard, Product design, Reliability, EMC 

 

1. はじめに

電子機器のコストダウン要求に対応するため，電子機器

製造，さらには回路や基板設計等が海外へシフトされて

り，それらの製品の中には不具合品も多くなってきてい

。そのため，製品の信頼性等を評価するために，各種信

性試験や EMC試験等が重要となってきている。それらの
験を行なう際に参考とするものとして，電子機器に関す

国際規格，国内規格等各種規格が存在する。そこで，電

機器に関する各種規格について述べる。

一方，電子機器が，高機能化・多機能化するに従い，消

電力の増大及び高周波数化が進み，発熱や EMCが問題と
ってきている。そのため, 従来から行われてきた試作段

からの対応では，開発費用及び開発期間の増大をまねく

険が指摘されている。そこで，試作段階からの対応では

く，設計段階からの検討が必要となってきている(1)。そこ

，電子機器の製品設計について EMC の視点から述べる。

2. 電子機器の試験規格

試験規格には，国際規格，地域規格，国家規格及び団体

格等様々なものが存在する。ただ，現在国家規格等は国

規格に準拠しつつある。

.1 国際規格 国際規格は， IEC（ International 

Electrotechnical Commossion：国際電気標準会議）が電気・
電子分野の標準化を担当している。その規格の中には，試

験方法や特定製品向けの規格などがある。

ここでは，表 1に示すような信頼性及び EMC関連につい
て述べる。

（1）環境試験と信頼性 表 1にあるものの他，IEC60300-1
ではディペンタビリティプログラム管理がある。

（2）EMC試験 EMCとは，電磁環境適合性と訳され，
電子機器から放射される不要輻射によるエミッションと，

外部から侵入する電磁波に耐えるイミュニティを扱う。

① 基本規格 基本規格は，すべての製品に適用できる

規格であり，試験法の多くが規定されている。

例：イミュニティ試験：IEC61000-4シリーズ
② 共通規格 ある環境での使用を意図した様々な製品

に横断的に適用することを意図した規格となっている。

例： IEC 61000-6-3 住宅，商業，及び軽工業環境向け
③ 製品群規格 製品群，すなわち同一規格が適用でき

る同種の製品に対して適用するための規格である。

例： CISPR 22（情報技術機器のエミッション）
④ 製品規格 特有の条件を考慮することが望ましい特

定の製品に対して適用するための規格である。

例： IEC 61131-2（プログラマブル・コントローラの規格）

2.2 地域規格 ある限定された地域内で制定・適用され
る規格であ

例：EN（

2.3 国家
によって，

に策定され１）エレクトロニクスグループ

表 1. 国際規格の例
規格の概要 規格番号

環境条件等 環境条件，環境分類等 IEC60721 シリーズ

環境試験関連 環境試験方法の手順等 IEC60068 シリーズ

EMC 関連 イミュニティ試験 IEC61000-4 シリーズ

仕様設計

基本設計

詳細設計
（信頼性、回路、
基板、筐体等の検証）

（信頼性試験、対策）
（ノイズ試験、対策）

試作による
検証

量産

試作段階での対応

基本設計段階
からの対応

開発費用
開発期間の 増

手直しに
工数がかかる

どんな仕様？
何を参考に？

法律
規格

電気用品安全法
電波法

国際？国内？規格

仕様設計

基本設計

詳細設計
（信頼性、回路、
基板、筐体等の検証）

（信頼性試験、対策）
（ノイズ試験、対策）

試作による
検証

量産

試作段階での対応

基本設計段階
からの対応

開発費用
開発期間の 増

手直しに
工数がかかる

どんな仕様？
何を参考に？

法律
規格

電気用品安全法
電波法

国際？国内？規格
る。

欧州統一規格）ヨーロッパ電気標準化委員会

規格 国家的に規格の制定を認められた機関

作られた規格である。現在では，国際規格を元
たものが多い。
図 1. 電子機器の製品設計
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例：JIS（日本）日本工業規格

2.4 団体規格 標準化をとりあげている学会や工業会

などが，その構成員の合意によって作成したものである。

例：VCCI日本 情報処理装置等電波妨害自主規制協議会

2.5 規格の適用 ある電子機器に対して試験を行なう

際には，法律上の規制（日本で言えば電気安全取締法，電

波法）がない場合は，上記の規格あるいは社内の規格等か

ら，検討することになる。一般的には，その製品に適用可

能な最も狭い適用範囲を持つ規格を選択する。

2.6 規格の動向 EMC 規格では，無線利用機器等の高
周

試

た

正

が

お

3
段

法

る

と

ズ

提

等

に示すデザインレビューを行うことで，チェックをする。

これにより試作後の手戻りを小さくすることができる。試

作段階では，各種ノイズ試験を行い，規制値をオーバーし

たり，誤動作が起きた場合には，ノイズ対策を行う。ノイ

ズ対策を行った場合には，設計にその状況をフィードバッ

クして見直しを行い，再度試作を行うこととなる。

3.2 試作段階のノイズ試験とノイズ対策 試作段階の

ノイズ試験とノイズ対策は，図 2のような手順で行われる。
社内規定あるいは規格を元に試験を行う。試験結果から，

状況の把握，発生源の検討，及びノイズ対策を行い，評価

を行う。最終的には，いかにコストが低く，規格をクリア

できるかが，ポイントとなる。

ノイズ試験

ノイズ状況の検討・把握

発生源、経路の検討

ノイズ対策

ノイズ対策の評価・確認

規格、内部規定
エミッション、イミュテニィテイ：放射、伝導

エミッション：周波数？どの場所から
イミュテニィテイ：誤動作？どこが？

エミッション、イミュテニィテイ
どの経路で、どっから（発生、伝播、放射）

放射エミッション：基板修正可能なら、発生源へ
ノイズ対策部品、配線パターン変更等
その他、シールド、フェライト

規格、内部規定をクリアし
安価で、量産しやすい

ノイズ試験

ノイズ状況の検討・把握

発生源、経路の検討

ノイズ対策

ノイズ対策の評価・確認

規格、内部規定
エミッション、イミュテニィテイ：放射、伝導

エミッション：周波数？どの場所から
イミュテニィテイ：誤動作？どこが？

エミッション、イミュテニィテイ
どの経路で、どっから（発生、伝播、放射）

放射エミッション：基板修正可能なら、発生源へ
ノイズ対策部品、配線パターン変更等
その他、シールド、フェライト

規格、内部規定をクリアし
安価で、量産しやすい

国

欧

V

概

目

ポ

波化に伴う技術進歩による電磁環境の変化により，また

験の再現性向上を考慮し，EMC関連の規格において，新
な規格制定や改正作業が活発に行われている(2)。最近の改

動向を表 2に示す。 
規格が新たに制定され，また改正されてから，移行期間

設けられる場合が多いが，これら製品に関係する企業に

いては，これらの動向を踏まえておく必要がある。

表 2. 最近の改正動向
コンピュータと AV 機器の規格の融合 検討中

CISPR13, 22 CISPR32

際規格

CISPR20, 24
⇒
CISPR35
3. 電子機器の製品設計

.1 EMC を考慮した製品設計手法 基本設計，詳細設計
階から EMCを考慮する必要があり，その検証の一つの手
としてのデザインレビュー(3)（以下，DR）について述べ
。 
基本設計では，機能を満足するための電子機器であるこ

は当然であるが，以下にノイズを出さず外部からのノイ

で誤動作等しない，ノイズを伝播，放射させない，を前

にノイズ障害や EMCに関する規制，試験法及び試験規格
を調査する必要がある。

詳細設計では，筐体，回路及び基板設計段階において表 3

図 2. ノイズ試験とノイズ対策

3.3 検証手法 検証手法としては，長年つちかってきた
ノウハウを元に設計ガイドやチェックリスト等を作成し，

回路や基板等を検証する等がある。

例 ①設計ガイドやチェックリストを用いた手法

②検証用ソフトウェアを用いた手法

③電磁界シミュレータ等を用いた検証

4. まとめ

本報告では，電子機器の試験規格である環境試験，及び

EMC 試験について述べ，更には，電子機器の EMC から見
た製品設計について述べた。
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表 3. デザインレビュー
要 開発における各フェーズの成果物を,複数の人がチェッ

クしたり,その成果物を使って検討したりする行為を体
系化したもの。
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ロン

ステ

（２）井上
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（３）市

文書化された成果物を,客観的に複数の人が様々な視点
でレビューすることで,より上流で品質を確保するこ
と。

欠陥は下流で発見されるほど,手直しに工数がかかる。
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EMC を考慮したプリント基板設計ルール構築のための基礎実験の実施 
 

西野 義典＊１） 片桐 健＊１） 原本 欽郎＊１） 五十嵐 美穂子＊１） 

 

Drawing up of Rules of PCB design for EMC based technology 

Yoshinori Nishino＊1),  Ken Katagiri＊1),  Yoshiaki Haramoto＊1),  Mihoko Igarashi＊1) 

 

キーワード：プリント基板，設計ルール，EMC 対策，ノイズ対策, デジタル回路, 測定 

Keywords：Printed Circuit Board，Design rule, EMC, Noise, Digital Circuit, Measurement 

 

1. はじめに 

電子機器の高速化に伴い，機器のノイズ対策が重要課題

となっている。ノイズ対策のテーマは古くて新しい課題で

あり，ノウハウとしての蓄積が重要である。産技研におい

ても，EMC（電磁両立性）を考慮した高速デジタル回路・

高周波回路設計に関する技術相談が増加している。このよ

うな要望に応えるために，EMC を考慮した新たな設計ルー

ルの収集を行い，企業指導のためのノウハウ・データベー

ス作りが必要であった。 

本研究では，高周波測定技術に必要な，プリント基板を

用いた伝送線路に関する基礎的な実験を行った。これによ

り，回路パターンにおける設計手法と技術データの収集を

行った。 

2. 実験方法 

 伝送路特性に関して，図 1～4 の実験基板を作成し，①

～④の基礎的な実験を行い，回路とパターンの関係を調べ

ると共に，高周波特性を測定した。 

① 実験 1：ストリップラインの線幅と特性インピーダン

スの関係観測（図 1） 

TDR（時間領域反射測定器）を用いて，ストリップラ

インの線幅と特性インピーダンスの関係を調べた． 

② 実験 2：信号の反射の影響の観測（図 2） 

  信号発生器と 50 Ω 終端抵抗器を用い，ストリップラ

インの線幅により特性インピーダンスを 

変化させた場合の伝送信号を測定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 実験 3：ダンピング抵抗の効果観測（図 3） 

 ダンピング抵抗とは，信号に直列に挿入して，波形の

ゆがみを整える役目を持つ抵抗であり，かつ反射の影

響を抑える目的の抵抗器で，その効果を観察するため

に，50 Ω伝送線路を伝播した信号の測定を行った。 

④ 実験 4：クロストークノイズの観測 （図 4） 

  クロストークの線間距離依存性を調べた。被誘導線は

両端を 50Ω で終端し，測定にはアクティブプローブと

オシロスコープを用いた。 

 なお，各実験で用いるプリント基板（板厚 1.6 mm，銅箔

35 μm）は，産技研で保有している基板加工機を使用して作

成した。 

3. 実験結果 

以下に，各実験の結果について述べる。 

 

3.1 実験 1  ストリップラインの線幅を 2.55 mm， 

2.70 mm，2.85 mm，3.00 mm の 4 通りに変化させて，線幅と

特性インピーダンスの関係を測定した（図 5）。線幅が太く

なるにつれて，インピーダンスが低下している。図 6 には，

板厚と特性インピーダンスの関係をプロットした。本実験

で使用した伝送線路（ガラスエポキシ基板，厚さ 1.6 mm，

銅箔 35μm）で Z0=50 Ωとするには，w（線幅）=3.34 mm と

する必要があることを導出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊１） エレクトロニクスグループ 

ノート 

図 1. 実験１用基板 

図 2. 実験２用基板 

図 3. 実験３用基板 図 4. 実験４用基板 
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3.2 実験 2  実験 1 で特性インピーダンスが 50 Ωに

なる線幅は 3.34 mm であることが判明した。終端マッチ

ングしていない線路は反射が大きくなることを確認する

ために実験 2 を実施し，線幅を 0.4 mm，1.3 mm，3.34 mm

と変えて反射の影響を観測した。 

整合していない線路（w =0.4, 1.3 mm）では，整合して

いる線路（w=3.34 mm）に比べて，歪みの大きい信号が測

定された（図 7）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

W=0.14，1.3 では，W=3.34 に比して大きなオーバーシュート，アンダ

ーシュートが観測される 
 

3.3 実験 3  ダンピング抵抗を伝送線路に直列に挿

入して，反射の影響を観察した。10 MHz の発振回路を装

着した伝送線路を準備し，ダンピング抵抗器（0 Ω，15 Ω，

27 Ω，47 Ω，100 Ω）を直列に挿入し，50 Ω伝送線路を伝

播した信号の測定を行った。 

 測定結果から，ダンピング 0 Ωでは反射の影響が残り、

ダンピング抵抗値が大きくなるにつれて，電圧レベルが

低下する様子が観測できた（図 8）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

波形は，上から 0 Ω,15 Ω，27 Ω，47 Ω，100 Ω 

抵抗値が大きくなるにつれてレベルが低下する様子を観測 

 

 

3.4 実験 4  線幅 3.34 mmのパターン 2本を基板上に

所定の間隔で配線し，クロストークの線間距離依存性を

調べた。平行間隔は，1 mm～6 mm と変化させた。被誘導

線は 50 Ωで両端を終端。測定にはアクティブプローブと

オシロスコープを用いた。参考のために図 9 に実験 4 の

測定系を図示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

線間間隔の増加と共にクロストークノイズの値はおお

よそ低下した（図 10）。パターン間隔で励起される信号の

振幅が変わることが観測できた。しかし，クロストーク

は信号の速さ，パターン幅，パターン間隔，パターン長

が関与するが，今回は，パターン間隔のみの評価となっ

た。今後，残りのパラメータの評価が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

線間隔が広くなるに従って，励起される電圧が低くなっている 

 

4. まとめ 

本研究で，プリント基板設計ルールを構築するために基

礎データを収集した。今後，EMC 対策部品の使い方等の研

究を重ね，産技研オリジナルの設計ルール構築を目指す。 

（平成 21 年 7 月 3 日受付，平成 21 年 8 月 21 日再受付） 
 

図 7. 線幅と反射の影響 
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図 8. 終端抵抗値と電圧レベル 

図 10. 被誘導線のノイズレベル

図 9. 実験４の測定回路 
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Excel VBAによる低周波イミュニティ試験の自動化

黒澤 大樹＊１） 瀧田 和宣＊１） 

Automation of low frequency immunity test by Excel VBA 
Taiju Kurosawa*1), Kazunori Takita*1) 

キーワード：Excel-VBA，イミュニティ試験

Keywords：Excel-VBA, immunity test 

 

1. はじめに

パソコンを始めとした情報機器等の電子機器は機能が格

段に向上したが， ノイズなどの異常電圧や電源の変動に弱

いものとなっている。このような機器の電源の妨害に対す

る耐性（イミュニティ）を評価する試験として， 図 1， 図
2のような電圧波形を模擬して行う瞬時停電・電圧変動，及
び周波数変動等の低周波イミュニティ試験がある。

本研究では， 電子機器の商用電源に対するイミュニティ

を向上， 試験の効率化を図るため， パソコン上から計測

機器や交流安定化電源の試験装置の制御を行う低周波イミ

ュニティ試験の自動化プログラムの開発を行った。

図 1. 瞬時停電 図 2. 瞬時低下

2. プログラム

本研究では，NATIONAL INSTRUMENTS社（以下 NI 社） 
の GPIB（General Purpose Interface Bus）インタフェースを使
用し， Excel に組み込まれている VBA（Visual Basic for 
Applications）を用いて， 専用のソフトを必要としない自動
化プログラムの開発を行った。

図 3に測定システムの概要， 表 1に使用した試験機器を
示す。パソコンと交流安定化電源は GPIBにより接続した。
さらに， 電圧波形をモニターするために， オシロスコー

プを接続した。

これらの機器に対し， パソコン上から設定した試験条件
や， オシロスコープのトリガ条件等を送信， 試験を実行
し， 波形データを取得するようにした(1)(2)。

図 3. 測定システム概要

2.1 VBA VBA は， Microsoft Officeなどのマクロ言語
である。Visual Basic（VB）がベースであるため， VBが使
えるとともにオフィスのほとんどの機能を操作することが

できる。Excel の機能を利用することで， 入出力データの
グラフ化やデータ処理を容易に行うことができる。

2.2 GPIB 制御 VBA で記述したプログラムから，
GPIB ボードをコントロールするため，NI 社で提供してい
る VBIB-32.BAS ファイルと NIGLOBAL.BAS ファイルの 2
つを標準モジュール に組み入れた。プログラム例として，

アドレス 1 のオシロスコープの情報を取得し， Excel のシ
ートに表示するプログラムを以下に示す。

＊１）技術経営支援室

表 1. 試験機器

装置 メーカ名 型番

交流電源
NF ELECTRONIC 
INSTRUMENTS 4420 

オシロスコープ TEKTRONIX TDS3032 

電圧プローブ TEKTRONIX P5100 

交流電源

報告書

試験品

オシロスコープ
GPIB接続

電圧プローブ

ノート
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Dim tek As Integer //変数宣言
Dim dt As String ＊30                        //変数宣言

Call ibdev(0， 1， 0， T10s， 1， 0， tek) //GPIB
ボード初期化

Call ibwrt(tek, “＊IDN?”)  //コマンド送信
Call ibrd(tek, dt) //受信データの取り込み 
Worksheets(“Sheet1”).Range(“B2”)= dt 

 //取得した情報をシートへ書き込む 

まず初めに， 変数を宣言する。そして GPIB ボードの初
期化， コマンドの送信を行い， データを受信し， シート
上にデータを表示するプログラムとなっている。

図 5. 報告書例

2.3 操作画面 プログラムの操作画面を図 4に示す。試
験ごとにシートを作成し， 試験条件等をシート上から入力

して試験を実行した。波形データもシート上に表示するよ

うにした。

①で示すコンボボックスでは， 試験条件を入力する。②

で示すボタンでは， 入力された条件を元に試験を実行す

る。③で示すグラフでは， 入力された条件による電圧変化

を表示する。④で示すオシロスコープの波形は， 取得した

電圧波形である。さらに， 報告書作成のボタンを押すこと

で， Wordを起動し， 図 5に示すような， 電圧グラフや取
得した波形データを報告書として作成することができる。

この報告書により， データをすぐに提供できるようにし

た。 

3. まとめ

VBA を用いた自動化プログラムの開発を行った。パソコ
ン上から試験の実行， 波形データの取得ができるようにな
った。さらに，Wordの機能も利用しデータの提供も効率的

③

④

②

①

図 4. 操作画面
11 -

に行うことができるようになった。VBA を用いることで十
分な自動計測環境を構築することができた。

プログラムを追加することで， 試験品の出力等に電圧変

動を同期させた測定が可能となる。これにより， 電圧プロ

ーブを追加して試験品の出力端子に当てることで， 電圧低

下時の出力電圧の変化や， 電流プローブを追加することで

電流変動なども測定することが可能となる。

今後は他の試験装置についても自動化について検討し， 
プログラムを開発していくことにより依頼試験業務の効率

化を図っていきたい。

（平成 21年 7月 9日受付，平成 21年 8月 24日再受付）

文 献

(１) Tektronix: Programmer Manual TDS3000 & TDS3000B Series
Digital Phosphor Oscilloscopes  

(２) NF ELCTRONIC INSTRUMENTS: 4400 SERIES AC POWER 
SUPPLYシステム交流電源 4471インタフェース 取扱説明書
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雑音端子電圧対策用電磁界プローブの開発 

 

上野 武司＊１）  高松 聡裕＊１） 

 

Electromagnetic field probe for measuring terminal voltage noise 

Takeshi Ueno*1) ,   Toshihiro Takamatsu*1) 

 

1. はじめに 

情報機器，医療機器等，様々な電子機器は EMC（電磁両

立性）試験が求められている（１）。EMC 試験の一つとして，

電源線を伝導して外部に放出される電気的雑音を測定する

雑音端子電圧測定の試験があり，規制値以上の電気的雑音

が検出された場合には，EMC 対策を施す必要がある。EMC

対策の方法としては対策部品を回路基板に接続すること，

電子回路の設計変更等様々があり，限度値以下に電気的雑

音を抑えること等が必要である。そのためには，電気的雑

音の詳細な内容である電気的雑音の発生源の確認，雑音の

大きさ，方向等を明確にする必要がある。ただし雑音端子

電圧測定の結果は，機器から電源線に集約された電気的雑

音を測定するものであり，この雑音の詳細な内容を検出す

るものではない。そのため，対策も，経験や勘に頼る場合

があり，EMC 対策に時間がかかることが多い。そこでこの

雑音端子電圧測定に電磁界プローブを併用して，電気的雑

音の内容を確認し，適切な対策を行えるようにする必要が

ある。 

従来から電磁界プローブが開発されてきているが，通常

放射雑音測定用が一般的に市販されていて，これに対して

本研究では周波数 150 kHz から 30 MHz までの電源線を伝導

する電気的雑音を対象とすることから，電気的配線に合わ

せた電磁界プローブを作製する必要がある。そのためには，

形状及び寸法を最適化することが求められている。電気的

雑音の検出には，電磁界プローブとして電圧プローブ，電

界プローブ，磁界プローブの 3 種類があり，それらの出力

特性を明確に示す必要がある。 

そこで，本研究では，これら 3 種類のプローブを試作し，

それぞれの出力特性を評価した。また試作した各種プロー

ブの基本的な特性について，マイクロストリップラインを

用いて評価した。さらに，これらのプローブを効果的に使

い分けることで，実際の製品の電気的雑音を評価し，適切

な EMC 対策に結びつけた事例も一部紹介する。 

2. 実験方法 

作製したプローブを図 1 に示す。 

 

 

図 1. 作製したプローブ 

（左：磁界，中央：電界，右：電圧） 

 

2.1 電圧プローブ  電圧プローブは，試験品である電子

回路基板の配線に接触させて電気的雑音を取り出すプロー

ブであり，抵抗とコンデンサによるフィルタ回路で構成さ

れている。信号から雑音成分を取り出し，オシロスコープ

やスペクトラムアナライザを用いて，電気的雑音を観察す

るものである。この回路の抵抗の抵抗値とコンデンサの静

電容量は，電子回路シミュレータを用いて解析を行い，150 

kHz から 30 MHz の周波数で測定可能であることを確認し

た。プローブの出力については，50 Ω系のマイクロストリ

ップライン（近似式から特性インピーダンスが 50 Ωになる

ように設計した。）に発信器を用いて正弦波を印加し，プロ

ーブを接触させたときの周波数特性を評価した。また雑音

端子電圧測定結果と電圧プローブの出力とを比較し，電気

低雑音が同様に検出できることを確認した。 

 

2.2 電界プローブ  電界プローブは，試験品である電子

回路基板の配線から放出される電界を測定するものであ

り，非接触で用いるものである。これは，電圧プローブと

動作原理は同じであり，配線とプローブ間の空隙がコンデ

ンサの役割を，また測定機の内部抵抗（例えば，スペクト

ラムアナライザであれば 50 Ω，オシロスコープであれば 1 

MΩあるいは 50 Ω等）が抵抗の役割を果たしている。この

空隙の静電容量をインピーダンスアナライザで測定した。

また，このプローブの周波数特性を測定するとともに，プ

ローブの出力とマイクロストリップラインとの位置，角度

との関係を明らかにした。 ＊１）多摩支所 

ノート 
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2.3 磁界プローブ  磁界プローブは，電界プローブと同

様に非接触で用いるプローブであり，試験品である電子回

路配線の周囲に形成される磁界を検出するものである。こ

の磁界プローブは，ループ型をしており，このループを差

交する磁界の時間微分成分を検出する。そのため，試験品

の配線に矩形波電流を流しても，出力波形は時間微分した

成分が現れる。この波形を確認し，電界プローブと同様，

周波数特性を測定した。また，電界プローブの出力とマイ

クロストリップラインとの位置，角度との関係を明らかに

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 結果・考察 

3.1 電圧プローブの実験結果  図 2 は，電圧プローブの

出力特性を示したものである。周波数と電気的雑音の電圧

値を表したものであるが，ピークの周波数は，雑音端子電

圧測定の結果に対応している。電圧プローブを用いること

により，どの配線に電気的雑音が流れているかを検出する

ことができる。 

 

3.2 電界プローブ及び磁界プローブの実験結果  図 3

は，マイクロストリップラインと電界プローブならびに磁

界プローブとの位置と出力との関係を示したものである。

磁界プローブは，徐々にマイクロストリップラインの配線

から離していくと，出力において一部落ち込みが見られる。

これは，磁界成分がプローブの差交する方向と垂直になり，

磁界が検出できないことが考えられる。ただし，電気的雑

音によるクロストークを予測するために用いることが可能

である。 

図 4 は，ある製品の電子回路の雑音を検出したものであ

る。上が磁界プローブによるもの，下が電界プローブによ

るものである。磁界プローブの出力は，電界プローブの出

力の時間微分に対応することが，この結果から推測できる。 

このように，各種プローブは，それぞれ特徴があり，実

際に現場に適用する場合，おおよその電気的雑音の位置を

磁界プローブで測定後，電界プローブ，電圧プローブで検

出すると効果的である。 

4. 製品適用事例 

実際に試験品にプローブを適用した事例を紹介する。試

験品は，雑音端子電圧測定の結果，数 MHz の周波数で電気

的雑音が検出された。そこで，電子回路のどの部分から電

気的雑音が生じているかを，磁界プローブでおおよその位

置を確認し，さらに電界プローブで電気的雑音が強い配線

を確認した。回路図及び内部回路と照合した結果，配線と

電源線との間にクロストークが生じていることが確認で

き，電源線にクランプフィルタを挿入したところ，数 dB 電

気的雑音を下げることができた。 

 このように，各種プローブを用いて，雑音端子電圧測定

で問題となる電気的雑音の原因を究明し，適切な EMC 対策

に用いることができることが確認できた。 

5. まとめ 

各種電磁界プローブの出力例を示すことで特徴を明確に

することができた。また実際の現場に適用し，プローブの

活用が EMC 対策に有効であることが確認できた。 

さらに実際の現場で，技術支援の一環として，これらの

プローブを活用していく予定である。 

（平成 21 年 7 月 6 日受付，平成 21 年 8 月 21 日再受付） 

 

文   献 

（1）Clayton R Paul：”Introduction to electromagnetic compatibility”， 

(2006) 

図 2. 電圧プローブによる電気的雑音の測定例 

図 3. マイクロストリップラインとプローブとの位置関係

図 4. 電気的雑音の波形例 

左：磁界プローブの波形，右：電界プローブの波形
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絹糸の部分接着加工とその製品化 
 

窪寺 健吾＊１）  樋口 明久＊１）  藤田 茂＊１）   山本 悦子＊１） 

 

Partial adhesion process of silk thread and its application 
Kengo Kubotera＊1) ,  Akihisa Higuchi＊1) ,  Shigeru Fujita＊1) ,  Etsuko Yamamoto＊1) 

 

キーワード：部分接着，のり剤，絹糸 

Keywords：partial adhesion process, paste, silk thread 

 

1. はじめに 

絹織物の一つであるネクタイ生地は，柔軟な風合いを持

たせるため，よこ糸には甘撚り糸が使用されている。甘撚

り糸は抱合力が弱いため摩擦により毛羽立ちが発生し，ネ

クタイのクレーム事故につながっている。そこで甘撚りの

絹糸に部分的接着加工を施し，その糸をよこ糸として使用

することで，毛羽立ちを予防しかつ風合いを維持した高品

質な織物の製造を目標とした。本研究では甘撚りの絹糸に

部分的な接着加工を施す技術を検討するとともに，その加

工装置の開発を行った。 

2. 試験方法 

2.1 絹糸の部分接着の概要  甘撚りの片撚り糸に，等間

隔にのり剤を塗布し，皮膜率の高い接着部とやわらかな風

合いを維持した非接着部を交互に形成する。部分接着加工

の概要を図 1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

図 1. 部分接着加工の概要 

 

2.2 部分接着加工装置の開発  絹糸に部分接着加工を

連続的に施す装置の検討を行った。また加工の間隔や圧力

等，加工条件の制御が可能な機構を検討した。 

 

2.3 加工糸の試作  作製した加工装置を用いて，甘撚り

絹糸の加工糸を試作した。また加工条件として加工間隔，

のり剤濃度（１）を変化させ実施した。原料糸と加工条件を表

1 に示す。 

 

表 1. 原料糸と加工条件 

撚り合わせ本数 絹糸 23 dtex×6 本 
使用原料糸 

撚り数 S100 回/m 

のり剤 でんぷん系のり剤 

加工圧力 0.02 MPa 

加工間隔 10 mm，30 mm，50 mm 

のり剤濃度 1 wt%，5 wt%，10 wt% 

 

2.4 加工糸の摩擦抱合力の評価  糸摩擦抱合力試験機

を用いて，未加工糸と加工糸の摩擦抱合力の比較を行い，

加工効果の確認を行った。試験は加工間隔 10 mm の条件に

て試作した糸を使用した。 

 

2.5 製織試験  試作した加工糸をよこ糸として用いて，

表 2 に示した製織条件にて，製織試験を行った。また製織

時，加工糸の供給は，よこ糸給糸装置(図 2 参照)を使用し

た。 

表 2. 製織条件 

織機 片側レピア織機（図 3参照） 

たて糸密度 105.8 本/cm 

よこ糸密度 43.9 本/cm 

織物組織 12 枚朱子織 

 

   

図 2. よこ糸給糸装置    図 3. 片側レピア織機 

 

2.6 試織品の剛軟性試験  製織試験にて作成した試織

品を JIS L 1096 により，ハンドルオメータ法により 200 mm

×200 mm の試験片を用いて剛軟性を試験し，加工による変

化を検討した。  ＊１） 八王子支所 
  

ノート 

接着部

非接着部 
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3. 結果と考察 

3.1 部分接着加工装置  加工装置は図 4 に示すように，

糸にのり剤を塗布する加工部と，2 台のワインダーで構成さ

れている。加工部は 2 台の電動アクチュエータを上下に配

置し，上アクチュエータに加工治具，下アクチュエータに

プレートを設置した。また 2 台のワインダーは，積極送り

出し，巻き取り機能を備え，この 2 台のワインダー間に加

工部を配置した。 

加工部の上下に設置された 2 台のアクチュエータを連動

した状態で稼働させ，加工治具とプレートにて，絹糸を挟

み込み，部分接着加工を施す。また加工部を 2 台のワイン

ダー間に配置することで，図 5 に示す様な部分接着加工を

連続的に施すことを可能とした。 

加工条件は，ワインダーの送り出し，巻き取り速度を調

整することで，加工間隔の変更が行える。またアクチュエ

ータの稼働部のストローク調整を行うことで，加工圧力の

制御を可能とした。 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

図 4. 部分接着加工装置の構成 

 

      

図 5. 部分接着加工糸 100 倍拡大 

(のり剤濃度 10 wt%) 

 

 

3.2 加工糸の摩擦抱合力  試験は糸摩擦抱合力試験機

にて，加工間隔 10 mm にて試作した加工糸を用いて行った。

摩擦抱合力試験の結果を図 6 に示す。加工糸は未加工糸と

比較し，摩擦抱合力の向上が見られた。またのり剤濃度の

増加にともない，摩擦抱合力は強くなる傾向を示した。こ

れは，分散分析の結果でも有意となり，のり剤濃度と摩擦

抱合力の効果が確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 製織性  製織試験の結果，糸切れ，レピアヘッドか

らの糸抜け等，製織性に異常は見られなかった。また加工

糸はよこ糸給糸装置を用いたが，問題なく供給することが

できた。 

 

3.4 試織品の剛軟性試験  試織品の剛軟性試験の結果

を図 7 に示す。未加工品と比較し，加工品は剛性の増加が

見られた。また摩擦抱合力と同様に，分散分析の結果，の

り剤濃度の増加にともない剛性は高くなる傾向を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

 

4. まとめ 

開発した加工装置にて，連続的に絹糸に部分接着加工を

施すことが可能となった。また本加工を施すことで摩擦抱

合力の向上が見られ，ネクタイ生地の毛羽立ち予防効果が

期待できる。摩擦抱合力，剛軟性はともにのり剤濃度に依

存し，濃度の増加にともない，抱合力，剛性共に高くなる

傾向を示した。生地の厚み，芯地の素材など，製品仕様に

適した条件での加工が必要である。 

本件の技術は，絹以外の糸種に対しても加工が可能であ

り，様々な用途展開が期待される。 

 （平成 21 年 7 月 6 日受付，平成 21 年 9 月 14 日再受付） 

文   献 

(１) 深田 要，一見 輝彦 : 「たて糸糊付」日本繊維機械学会,  

pp.64-67(1981) 
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図 6. 加工糸，未加工糸の摩擦抱合力 

（測定数：各条件につき 5点） 
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糸の経路 糸の経路 
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図 7. 試織品の剛軟性 

（測定数：各条件につき 5点） 
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金属繊維編成用 DLC 膜コーティング編針の開発 
 

堀江 暁＊１） 池上 夏樹＊１） 森河 和雄＊２） 三尾 淳＊２）  川口 雅弘＊２） 

 

Development of knitting needle for coating DLC to metallic knit fiber 
Akira Horie*1),  Natsuki Ikegami*1),  Kazuo Morikawa*2）,  Atsushi Mitsuo*2),  Masahiro Kawaguchi*2) 

 

 

1. はじめに 

近年，環境意識の高まりの中で東京都は，大気環境の改

善を重要施策としている。また産技研では東京都地域結集

型研究開発プログラム「都市の安全・安心を支える環境浄

化技術開発」で有害ガス塵埃処理装置の開発を行っており,

金属繊維を使用したVOCミスト捕集フィルターを編成して

いる。 

しかし，横編機で金属繊維を編成すると編針にキズやさ

びが発生し（図1），1回の編成で数十～数百本単位の編針の

交換が必要となっていた。 

本研究では，編針に発生するキズやさびを防ぐ事を目的

とし，編針にダイヤモンドライクカーボン（DLC）膜のコ

ーティングを検討した（１）（２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図 1. 編針に発生したキズ 

 

2. 実験 

2.1 キズおよびさびの発生部位  横編機（島精機製作所

製 SWG-V14G）で金属繊維（SUS304 直径 0.1 mm）を編成

した後，編針を顕微鏡等で観察した。結果，編針に発生す

るキズやさびは，編針のフック側面及び内側，ベラに多く

発生することを確認した。 

編針への DLC 膜のコーティングは，フック，ベラを中心

に目移し用の羽根まで施すこととした。 

 

2.2 イオン化蒸着法による成膜と編針の耐久性試験   

DLC 成膜法のうち，各分野で著しい成果を上げているイオ

ン化蒸着法（表 1）で編針への成膜を行った。成膜時間は 1

時間，編針表面に約 0.3 μm の DLC 膜を形成した。 

作製した DLC 編針と未加工編針を用いて横編機（島精機

製作所製 SWG－V14G）による編針の耐久性試験を行い，比

較した。金属繊維は SUS304 直径 0.1 μm，編み速度は 0.4 

m/s，組織は両面編とした（図 2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図 2. 金属繊維による編成物 

（編成物後方の方眼は 1cm×1cm） 

編成後，編針を光学顕微鏡および電子顕微鏡にて観察し

たところ，未加工編針は 100 コース編成後，キズが確認さ

れたが，DLC 編針では確認されなかった。また，未加工針 

は 300 コース編成後にさびが確認された。DLC 編針ではさ

びは確認されなかったが，DLC 膜の剥離が確認された（図

3）。 

図 3. DLC 膜の剥離（フック） 

イオン化蒸着法は，DLC 膜が剥離するものの DLC 膜が 

キズやさびを防ぐ可能性が示された。 

 

＊１）墨田支所 
＊２）先端加工グループ 
 

ノート 



Bulletin of TIRI, No.4, 2009 

  

- 117 - 

2.3 プラズマイオン注入成膜法（PBII 法）による成膜と

編針の耐久性試験  イオン化蒸着法では DLC 膜の剥離が

認められたため，イオン化蒸着法より基板との密着性がよ

いプラズマイオン注入成膜（PBII）法（表 1）で編針に DLC

膜を成膜した。横編機による耐久性試験を行ったところ，

800 コース編成後もキズやさびが確認されなかった。 

そこで，PBII 法の成膜時間を変化させ 3 タイプの DLC 編

針（表 2）を作製し，SUS304 糸で 8,000 コース，アルミナ

前駆体糸で 2,000 コース，計 10,000 コースの編成試験を行

った。 

 

表 1. DLC 膜のコーティング条件 

 

 

 

 

 

 

 

表 2. PBII 法で試作した編針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4. 10,000 コース編成後の編針（フック） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5. 10,000 コース編成後の編針（ベラ） 

10,000 コース編成後の編針を図 4，図 5 に示す。フックは

未加工編針には著しくキズが発生した。PBII 法で DLC 膜を

施した編針には成膜時間に関係なくキズ・さび共に発生し

ていなかった（図 4）。ベラを観察する（図 5）と成膜時間

30minPBII 編針はさびが確認されたが，1hrPBII 編針，3hrPBII

編針にはサビが発生しなかった。しかし，1hrPBII 編針， 

3hrPBII 編針ともに，ベラの開閉に伴うキズが確認された。 

また，金属繊維 10,000 コース編成後，ポリエステル等一

般衣料用糸を編成し，ニット生地のさびによる汚染を調べ

た。未加工編針ではさびによる汚染が発生したが，DLC 編

針においては汚染が発生しなかった。 

3. 結言 

金属繊維編成用編針として DLC 編針を作製したところ，

以下の成果を得た。 

①DLC 編針は未加工編針と比較して耐キズ・さび性が著

しく向上した。 

②成膜方法はイオン化蒸着法より PBII 法が適している。

③DLC 編針はさびによる生地への汚染を起こさなかっ

た。 

これらにより，金属繊維編成後の編針の交換作業をなく

し，金属繊維の編成を容易にして中小ニット製造業者の衣

料品以外のニット製造という新規事業への進出を支援でき

る。 

今後は，成膜時間の最適化，ベラ部への成膜方法を検討

し，DLC 編針を完成させたい。 

 

特許出願中（特願 2008-145511 号） 

「編針及びその製造方法，並びに，編針を用いた編成物

及びその製造方法」 

（平成 21 年 7 月 3 日受付，平成 21 年 10 月 6 日再受付） 

 

文   献 
 
（１）鈴木秀人，池永勝：「事例で学ぶ DLC 成膜技術」，日刊工業

新聞社（2003 年）  

（２）池永勝監修，（財）近畿高エネルギー加工技術研究所ドライ

コーティング研究会編：「高機能化のための DLC 成膜技術」，

（2007 年） 

イオン化蒸着法 PBII法

RF電源出力 － 500W

基板電圧 １ｋV 1.5ｋV（パルス１ｋＨｚ）

成膜圧力 ２×10-2Pa 1.0Ｐａ

成膜時間 １ｈｒ １ｈｒ

原料ガス C6H6 ＣＨ４

編針名 成膜時間 膜　厚

未加工針 － －

30minPBII編針 30分 約0.05μm

１ｈｒPBII編針 1時間 約0.1μm

３ｈｒPBII編針 3時間 約0.3μm
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ワーキングマザーのためのビジネスウェア商品開発 
 

藤田 薫子＊1)  平山 明浩＊1）  大橋 健一＊2)  森山 やよい＊3) 

Product development of business dress for working women 

Kaoruko Fujita＊１）,  Akihiro Hirayama＊1）,  Kenichi Oohashi＊２）,  Yayoi Moriyama＊３） 

 

キーワード：マタニティ，ワーキングマザー 

Keywords：maternity，working mother 

 

1. はじめに 

ワーキングマザーの就労人口は年々増加傾向にある。な

かでも自身のキャリアや社会に対する貢献など各々，就労

意義を求め生き生きと働く女性の姿が多く見られる。しか

し，勤務中のワーキングマザーを支える職場環境や衣生活

環境の整備は，まだ充分ではないのが現状である。そこで

更なる女性の社会進出を支援するため，体型変化の大きい

妊娠期間における衣服について，ユニバーサルデザインの

視点から取り組み，職場で働き易く快適に過ごせる機能や

妊娠時のマイナートラブルに配慮したビジネス・マタニテ

ィウェアの開発を試みた。 

 

2. 内容及び結果 

2.1 ターゲットモニターへのアンケート調査  ビジネ

ス用マタニティウェアに対する意向，嗜好，ビジネスシー

ンに求められる機能について，表１のアンケート調査を実

施した。 

表 1. アンケート，インタビュー調査 

調査方法 郵送によるアンケート調査 

インタビュー調査 

対象条件 ①現在妊娠中でありフルタイムで就業 

②１年以内に出産経験がありフルタイムで就業。 

調査人数 ①都内在住 20 歳代女性 30 名 

②全国在住 30 歳代女性 28 名 

（1）調査結果 

①調節機能としてサイズ調節，体温調節，着脱への配慮，

等の要望があった。（34 名） 

②授乳口，ポケット，腰痛サポート等，便利機能の付加に

ついて要望があった。（18 名） 

③ジャケットとパンツのコーディネートが好まれ，ジャケ

ットはバリエーション展開の要望があった。（24 名）    

④着脱の際，お腹周りのニット素材と連動するアジャスタ

ー仕様の要望があった。（31 名） 

⑤スカートはウエストのサイズ調節機能と共に，丈調節機 

能の要望もあった。（13 名）  

2.2 ターゲットモニターによる体型計測  サイズ調整

機能を工夫するため，図 1 に示すように体型変化の大きい 5

ヶ月～10 ヶ月までの隔週の体型を表 2 のとおり計測した。 

図 1. 体型線の変化 

 

表 2. 体型計測の内容 

計測方法 マルチン計測器，メジャーによる計測 

被験者数 フルタイム就業ワーキングマザー ６名 

計測箇所 バスト，アンダーバスト，ウエスト， 

ミドルウエスト，ヒップ，ミドルヒップ，肩幅，着丈，

背丈，身長 

（1）計測結果  被験者の非妊娠時と妊娠時との体型変化

の特徴は，下記の結果（傾向）となった。 

①6 ヶ月以降からウエスト間隔が約 4 cm ピッチで増加。 

非妊娠時：W66 cm 妊娠 7 ヶ月 W96 cm（平均値） 

例 被験者 A（測定結果 2 週目：79.8 cm ４週目：84.3 cm）  

②バスト～ウエストまでの差異が少ない。 

非妊娠時：B82 cm 妊娠 7 ヶ月：B92 cm（図 1） 

7 ヶ月近くより顕著な傾向が見られた。 

③6 ヶ月以降，下腹部に重さがかかり僧帽筋周辺の厚みが増

加傾向にある。 
＊１）墨田支所     ＊3）株式会社オプティマミー 
＊２）技術経営支援室 
 

ノート 
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2.3 デザインと機能  身体を動かし易く，ビジネスウェ

アとして軽量，耐久性ストレッチ性に優れ伸張回復性のあ

る素材（中空糸ポリエステル 70 %，ウール 26 %，ポリウレ

タン 4 %）をジャケットに使用した。 アンケートと体型計

測の結果をもとにサイズ調節，便利機能， 快適性などに配

慮し図 2 のデザイン特徴とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）ジャケット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（b）スカート 

図２． デザイン特徴 

 上記ジャケット（図 2-a）は，サッシュリボンと内側のア

ジャスターが連動することで，平常時のウエスト 63 cm か

ら妊娠時 96 cm まで対応可能にした。僧帽筋周辺の厚みに

対し背中心のキセ分量を多くとり，動きやすさに配慮した。

スカート（図 2-b）については，サスペンダー仕様とし，ボ

タン位置の移動でサイズ調節できるようにした。 

2.4 モニターによる試着試験  図 2 のデザイン特徴を

生かした試作品を作成しモニター6 名の勤務中の試着試験

を行った。（図 3）   

図 3. 試着試験 

 

（1）試着試験結果  着用後のインタビュー結果は以下の

とおりである。 

①いままでのジャケットに比較して素材の軽さ，着心地の

良さが感じられた。（6 名） 

②ジャケット，スカート全てにポケットがついており，利

便性を感じた。（4 名） 

③スカート釦式サイズ調整機能，内臓アジャスターは，締

め付けず動きやすい（6 名） 

④フォーマルなアイテム必要不可欠だが，手持ちウェアと

コーディネートしやすいデザインが高評価（4 名） 

⑤ジャケットの内臓アジャスト部位が目立たず，リボンで

カモフラージュされスマートに見える（5 名） 

 

3. まとめ 

 ターゲットモニターの意向，嗜好調査，体型計測により

ユーザーが求めるビジネスウェアの機能が明確となった。 

商品開発において，配慮すべきポイントをまとめると以下

のとおりである。 

①ビジネスシーンに適応するテーラードをベースにしたジ

ャケットバリエーションがデザイン展開で必要。 

②お腹まわりの調節機能は内蔵型アジャスターが有効。 

③体型特徴をできるだけカバーするパターン設計が重要。 

④ポケットやイージーケアなど日常の利便性に配慮する。 

⑤体型変化に合わせ，産前産後のウェア利用を考慮したデ

ザイン設計が有効。 

⑥衣服の負担をなくす軽量素材や，伸張回復性の高い機能

的な素材が有効。 

以上の点に配慮し，ビジネスウェアの商品展開を行った。 

   図4. ビジネス用マタニティウェア 

この研究をもとに平成 21 年 2 月に機能性と快適性を兼ね

備えた「新・ビジネス用マタニティウェア」の販売が開始

され大変好評を得ている。（図 4） 

これまでの研究結果を，アパレル企業に向けた技術支援

に活用し，市場活性化の一助としたい。 

（平成 21 年 7 月 13 日受付，平成 21 年 10 月 8 日再受付） 



東京都立産業技術研究センター研究報告，第 4 号，2009 年 
 

  

- 120 - 

 

リ・デザインに関する研究（カット＆ソーの製品開発） 
 

平山 明浩＊１） 小林 敏信＊２） 添田 心＊１） 

 

Research on cut ＆sewn product by Redesign 
Akihiro Hirayama＊１）, Toshinobu Kobayashi＊2）, Sin Soeda＊１） 

 
1. はじめに 

 

ファッション業界では，独自性の追求により他社との差

別化ができる商品開発が望まれている。本研究では，古着

の良さ(使い込んだ風合い，柄等)を引き出し，リ・デザイ

ン(素材，機能，技術，美的造形性の見直し)を行ってジー

ンズ等にコーディネ－トできるカット＆ソーの製品開発を

行った。 

 

2. リ・デザインの開発(古着を活用したデザイン) 

 

2.1 古着収集  アンティークショップの倉庫よりデザ

インイメージに合ったニットセーター，T シャツ，アンティ

ークレース，残反等を材料として収集した。(ビンテージ感

覚の風合い重視 約 350 点) 

2.2 インクジェットプリントによるデザイン開発  古

着セーターの色落ちや破れ，ほつれ等を「味わい」として

捕らえ古着の風合い，柄等に着目したデザイン開発をした

(図 1)。 

図 1. インクジェットプリントデザイン 

 

（1）インクジェットプリント用ダメージ加工済みデザイン

見本作成  見本作成の工程を以下に示す。①デザイン②

型紙作成（１）③古着裁断（２）④スキャナ入力⑤画像編集⑥生

地前処理⑦プリント⑧蒸し⑨水洗い⑩乾燥 

（2）インクジェットプリント用ダメージ加工  アンティ

ーク感覚の T シャツを前身頃，後身頃，袖に切り分けハー

ドなイメージになるようにそれぞれの部位にケミカルブリ

ーチ，破れ，ほつれ等の加工を行った。また，着想のイメ

ージを想定して立体的（前，脇，後等）にダメージ加工ポ

イントを決めデザインバランスを重視した（図 2）。 
 

 

図 2. Ｔシャツダメージ加工 

 

（3）スキャナによるデジタルデザイン加工  実物の編地

幅をリアルに再現するためには，スキャナ入力が有効であ

る。ダメージ加工を行った実物大の T シャツを 9 分割し A3

スキャナで取り込みコンピューターソフトで柄のつながり

が自然になるように編集し作成した。 

（4）インクジェットプリント用カラーテーブル作成   

コンピューターディスプレーでの色と生地（綿 100 %）に出

力した色が異なるためデザインソフトの明度，彩度を調整

し，18 種類のオリジナルカラーテーブルを作成した。その

カラーテープルからデザインイメージにあった色を選定し

た。 

2.3 古着セーターを材料としたカット＆ソーセーターの

デザイン開発  古着セーターを材料としたカット＆ソー

セーターのデザインを開発した（図 3）。 

図 3. カット＆ソーセーターデザイン 

 

（1）型紙作成のポイント  服のサイズは JIS サイズを参

考にしているが，本研究では，雰囲気づくりを重視し，ス

トリートカジュアルファッションの着こなし丈（袖丈が長

い，着丈を短め等）に注目し，型紙に反映させたものづく

りを行った。 ＊１）墨田支所 
＊２）八王子支所 

ノート 
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（2）カット＆ソー縫製工程 

①古着セーターをデザインどおりに裁断し端の始末をほつ

れないようハーフバイアスの接着テープを使用した（図 4）。 

②古着と新しい生地の寸法変化を考慮し，スポンジング処

理を行い生地寸法変化の安定化処理を行った。 

③本縫いミシン針をレギュラー針から SF ボールポイント 

針に変え地糸切れ対策を行った（図 5）。 

 

 図 4. バイアステープの補強    図 5. SF ボールポイント針 

 

2.4 古着再編デザインの開発  古着 T シャツ，残反

を紐状に裁断し再編したデザインを開発した(図 6)。 

 

図 6. 古着再編デザイン工程 

 

T シャツ素材を 5 mm～20 mm の 6 種の幅に切り分け紐を

作り，紐を結んで引っ張り糸を作り，編地作成を行った。

紐が太くなるほど糸が太くなり編地は厚くなる。図 7 より

デザインイメージにあった糸を選択し編地を作ってデザイ

ン開発に使用した（図 7）。 

 

図 7. 裁断紐と太さ(細紐は引っ張ったもの) 

 

T シャツ等を紐状に裁断しても長さが身幅である。そこ

で，カットした紐を結ぶ事によって長くし，糸を作り編地

をつくる必要がある。制約として紐を結びながら糸を作る

ため，結び目も考慮したデザイン開発が必要である。図 8

は，紐の太さが異なる編み地サンプルである。デザインイ

メージに合わせるためには，編地にしてから選ぶことが必

要である。本研究では，編み地をデザインポイントとし，

布と縫製して子供服の製品開発を行った（図 9）。  

 

 

 

 

 

図 8. 裁断した生地を糸として使用した編地例 

 

 

 

 

 

 

 

図 9. 編地をデザインポイントにした子供服 

 

3. まとめ 

本研究は，デザイナーの意図するイメージから商品化す

るために必要な，デザイン・設計（型紙作成）・試作を行い

以下の結論を得た。 

（1）ファッション商品を開発するためには，時代のファッ

ションニーズを理解し商品開発の中で具体的に特徴を生か

すことが必要である（破れ，ほつれ，使い込んだ風合い等）。 

（2）インクジェット用プリント生地は，プリント前にスポ

ンジング処理を行う等の寸法安定化対策が必要である。 

（3）型紙作成は JIS サイズを基本にファッションストリー

トでの「着こなし特徴」を生かして作成する。 

（4）生地や古着 T シャツを紐状に裁断し糸作りを再編した

ザインは，紐のカット幅によって編地のデザインイメージ

が異なる｡従って，編地でデザインイメージを確認する必要

である。 

 

本研究をもとに中小企業と共同研究を実施し，商品化を

実現した。生産は国内生産にこだわり，セレクトショップ

等ファッション製品を扱うショップへの新規販路開拓で成

果をあげた。 

（平成 21 年 7 月 13 日受付，平成 21 年 11 月 4 日再受付） 

文   献 

(１)中澤愈，衣服解剖学（1996 年）  

(２)安藤武男 カッティングシステム（1959 年） 
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マテリアルリサイクルを考慮したアパレル製品の設計・試作

大橋 健一＊１） 加藤 貴司＊２） 平山 明浩＊２） 藤田 薫子＊２） 

A design and trial production of apparel products considering material recycling 
Kenichi Oohashi＊１）, Takashi Kato＊２）, Akihiro Hirayama＊２）, Kaoruko Fujita＊２） 

キーワード：繊維リサイクル，アパレル，３Ｒ政策 

Keywords：Fiber Recycle,  Apparel,  3R Policies 

 

1. はじめに

中小企業基盤整備機構が実施した平成 18年度の繊維製品
リサイクルの現状調査によると、日本の繊維製品のリサイ

クル率は 10 %程度であり，先進国の中でも非常に低い値で
ある。また最近はアパレル製品の低価格化，流行の短サイ

クル化等に伴い，廃棄される衣料品が増加傾向にあり，専

門業者が回収しても何らかの原因で行き場が無く，廃棄さ

れる衣類が増えている。そこで今後のアパレル製品のリサ

イクル率向上のために，アパレル製品のリサイクルの現状

を調査し，製品の企画・設計段階でマテリアルリサイクル

に有効な方法を検討し，試作を行った。

2. 繊維リサイクル業の調査

2.1 繊維リサイクル業の業種 行政の分別回収や地域

の集団回収等によって集められた古衣料は，図 1 に示す業
種，過程でリサイクルされる。本研究では繊維リサイクル

産業が集積する愛知県岡崎市を中心に，繊維原料回収業者 2
社，反毛工場 3 社，フェルト及び特紡工場各 1 社を聞き取
り及び写真撮影により調査した。

図 1. 繊維リサイクルの業種と過程

2.2 繊維原料回収業 繊維原料回収業者は原料商も兼

ねている場合が多く，リサイクルの初期過程で古衣料を目

的別に選別する重要な役割を担っている。選別数は 100 種
以上にも及ぶが，大きくは下記の 3種類に分けられる。
（１）中古衣料となるもの

主に輸出用で輸出先は東南アジア。当地の気候に合う春

夏物で損傷のないもの。Tシャツ等の軽衣料が中心。国別に
色や柄等の嗜好も考慮する。

（２）ウエスに加工

綿 65 %以上の布帛，カットソー製品。薄手のほうが高級
品となる。専用裁断機でウエスに加工する。

（３）反毛原料

古着として市場性のない物，秋冬物衣料（オーバーコー

ト，スーツ，セーター等），ダメージ品等。一素材の混用率

が 50～60 %以上であることが条件となる。
上記のうち，（１）（２）は３Ｒでいうリユースにあたり，

（３）がマテリアルリサイクルの原料である。またビニー

ル製衣料やカーペット等，上記選別に該当せず廃棄品とな

るものが 10 %程度発生している。

2.3 反毛，フェルト，特紡製造業 これらの業種は愛知
県岡崎市とその周辺地域に集積しており，この地区は日本

の繊維リサイクル産業の一大集積地となっている。

（１）反毛製造業

岡崎地区に 80社ほどあり，殆どが中小・零細企業である。
各企業の反毛機の種類，リング数等の違いにより，繊維工

場由来の繊維くずと古衣料を加工する企業に大別される。

（２）フェルト製造業

現在，岡崎地区で生産される反毛綿の約 80 %がフェルト
用である。自動車向けが多く，建築・土木・農業用資材，

その他エアコン，野球用グローブの詰め物等に使われる。

（３）特紡業

反毛綿を原料に紡績し糸を製造する。かつては軍手等，

大きな需要があったが，輸入品におされ企業数は減少して

いる。リサイクル糸使用の織物やニット製造には欠くこと

のできない業種であるため，確かな存続が望まれる。
＊１）技術経営支援室
＊２）墨田支所

ノート
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3. アパレル製品の易リサイクル化の考察

繊維リサイクル産業の現状調査から，アパレル製品の易

リサイクル設計に関して考察した。反毛リサイクルは，繊

維原料回収業者により一定の条件で選別された古衣料が原

料となる。リサイクル後の用途にもよるが，一般的に一種

類の繊維素材の比率が高くなるよう製品設計し，純度の高

い高付加価値な反毛綿が得られるとメリットが大きい。

3.1 素材の統一化 アパレル製品は，表地，裏地，副資
材（芯地，ボタン，ファスナー等）によって構成される。

企画時の素材選定の際，デザイン面，機能性等に留意する

のは当然だが，併せてリサイクル面での高付加価値化のた

めに，製品全体として素材を統一する意識をもつことが重

要である（図 2参照）。理想は，100 %単一素材で設計する
ことである。

図 3. ジーンズの裾の縫製処理

図 2. ブルゾンの裾用リブ素材の選定

3.2 反毛機による開繊のしやすさ 反毛機は金属の針

や突起が植えられた回転ドラムで生地を引きちぎり綿状に

ほぐしていく。また原料の分別，搬送は重力，風力，磁力

により行われる。このため，見返しやヘム等の縫い代が重

なる重い部分が，ラインから除去され廃棄物となることが

多い。厚地の素材を用いる場合は，縫い代部分の薄型化を

考慮したい（図 3参照）。また強撚糸使い，高密度な素材等
も反毛加工がしにくい素材といえる。

3.3 副資材の選択 ボタン・ファスナー等は，反毛工程
で人手または機械により除去されるので，現時点では製品

設計時の特別の配慮は不要である。平ゴム中のゴムや，下

げ札用のタグピン等も反毛工程の除去物質中に多く含まれ

ていたことから，将来的にこれらも含めて副資材全般のリ

サイクル対応型製品の開発も期待される。

4. 易リサイクル化を考慮した製品試作

考察結果を基に，素材の統一化を念頭にジャケット（フ

ィールドジャケットタイプ，綿 100 %追求設計）を試作した。

写真及び使用素材の詳細を図 4および表 1に示す。 

図 4. 綿 100 %追求設計ジャケット

（フィールドジャケットタイプ）

表 1. 試作ジャケットの使用素材

NO 部分 生地名・製品名等 素材

① 見頃 サージ 綿100%

② 衿 リブニット
綿100%，
ポリウレタン5%

③ ヘム プリント柄 綿100%

④ 見頃裏上部 フランス綾スレキ 綿100%

⑤ 見頃裏下部，袖裏 オーガンジー 綿100%

⑥ エルボパッチ 平織 綿100%

⑦ ポケット袋布 袋地 綿100%

⑧ 接着芯 織物 綿100%

⑨ 縫い糸 カタン糸 綿100%

図４表示部分

その他の部分

作成において工夫した点は，綿製の裏地が市場に皆無だ

ったため，滑りの良いスレキおよびオーガンジーを使用し

た点と，通常ポリエステルであるミシン糸（地縫い用）を

カタン糸としたことである。100 %追求設計を掲げている
が，例えばウールの場合は，薄さや滑りやすさの面で裏地

としての機能を充分に満たす生地は殆ど無く，素材の種類

により設計の基準や限界は異なってくる。

5. まとめ

アパレル製品のリサイクル率向上を考える際，従来アパ

レルメーカーの多くは用途開発（リサイクルの出口製品）

を考慮，確立してこなかったが，この点を自ら行っていけ

ば，それに向けて最適化した製品設計が行えるはずである。

また，川上～川下の繊維業界が，リサイクル産業との連携，

情報の共有化を強化していく必要もある。なお本研究の成

果をまとめたリーフレット「アパレルリサイクルを考える」

を作成したので，関連業界に配布し普及を図っていきたい。

（平成 21年 7月 7日受付，平成 21年 8月 19日再受付）

調査協力：中部反毛工業協同組合，ナカノ株式会社
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本研究では，移動ロボットの位置決めのために移動コ

ストを考慮する方法を提案した。位置決めのためのシス

テムは二階層あり，階層間の情報共有により，移動ロボ
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った。また，シミュレーションと実データに基づく実験

により，本手法の有効性を証明した。
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おける回転軸の温度と温度上昇時間を，モータから 1m

離れた安全な位置において計測することに成功した。
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TRANSFORMATION OF MUTAGENIC 
NITROBENZANTHRONES BY MOLECULAR 
ORBITAL CALCULATIONS 
大島茂，小野里磨優（東邦大），藤巻康人（都産技研），

久松由東（国立保健医療科学院）

Polycyclic Aromatic Compounds, Vol.28, No.4-5, pp. 

418-433, (2008) 

強力な変異原性をもつニトロベンゾアントロン類は，

分子構造の違いで活性が大きく異なることが知られてい

る。これらの構造活性相関を明らかにするため，分子軌

道法計算によってニトロベンゾアントロン類の代謝経路

の解析を行った。その結果，ヒドロキシルアミノ代謝体

の親分子の LUMO エネルギーとニトロソ代謝体の

HOMOエネルギーに相関があることがわかった。

Bio-sniffers for ethanol and acetaldehyde 
using carbon and Ag/AgCl coated electrodes 
月精智子，加沢エリト（都産技研），工藤寛之，斉藤浩一，

三林浩二（医科歯科大）

Microchim Acta, Volume165, Numbers1-2, pp.179-186, 

(2009) 

ろ紙の両面に炭素と Ag/AgClをそれぞれスクリーン印

刷により塗布して電極とし，炭素電極にアルコール酸化

酵素とアルデヒド脱水素酵素を固定化してガスセンサ

（バイオスニファ）を作製した。これらのバイオスニフ

ァは，1.0～100 ppmのエタノール及び 0.2～4.0 ppmのア

セトアルデヒドに対して良好な応答を示した。

Characterization of the reaction film formed by 
zinc dialkyldithiophosphate using two different 
ellipsometry 
青木才子（都産技研），鈴木章仁，益子正文（東工大）

Thin Solid FilmsThin Solid Films, 517, pp.560-567, (2008)

 
本報では，一般的な軸受鋼とエンジン油添加剤のジア

ルキルジチオリン酸亜鉛（ZnDTP）との摩擦化学反応に

より形成した ZnDTP 反応被膜に着目した。この膜厚測

定法は摺動部品用熱処理鋼における潤滑油の物理化学的

作用を評価する効果的な分析手法となると考えられ，今

後の研究開発の発展につながると期待できる。

Chemical mapping of tulobuterol in 
transdermal tapes using Microscopic Laser 
Raman Spectroscopy 
坂本知昭，檜山行雄，川西徹（国立衛研），松原智之，笹

倉大督，三浦剛（ブルカー・オプティクス），高田恭憲，

間和之助，肥後成人，寺原孝明（久光製薬），藤巻康人（都

産技研）

Die Pharmazie, Vol.64, Issue 3, pp. 166-171, (2009) 
気管支拡張薬として気管支喘息等へ適用されているツ

ロブテロールは，角質への浸透性が高いことから結晶状

態とすることにより放出速度を制御している。経皮吸収

テープ剤中からのツロブテロールの放出特性について，

顕微レーザーラマン分光法を用いたケミカルマッピング

を取得することにより解析を行った。

Degradation of hydroxymaleimide in 
2-propanol by irradiation of energetic heavy 
ions (I): Air-saturated system 
中川清子（都産技研），田口光正（原子力機構），太田信

昭（広大院工），広田耕一（原子力機構）

Radiation Physics and Chemistry, Vo77, Issues 10-12, 

(2008) 

ヒドロキシマレイミドを空気飽和の 2-プロパノール中
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で重イオン照射した。分解の微分 G値は，同じイオン種

の照射において，LET の増加に伴って減少した。He イ

オン照射で得られた微分 G 値は，同じ LET 領域での重

イオン照射での微分 G値より小さい傾向があり，イオン

種による LET効果の違いが確認された。

Distribution of ethenzamide and other 
ingredients on granule surfaces studied by 
Raman microspectroscopy and mapping 
藤巻康人（都産技研），松原智之，笹倉大督，三浦剛（ブ

ルカー・オプティクス），坂本知昭，檜山行雄（国立衛研）

Die Pharmazie, Vol.64, Issue 5, pp. 316-322, (2009) 

固形製剤の造粒過程は，溶出特性や崩壊性など製剤の

各種物性に大きな影響を与える。エテンザミドを主薬と

したモデル製剤を作製し，造粒過程における顆粒表面の

エテンザミドおよびその他の成分の分散について，顕微

ラマン分光法およびマッピング手法によって解析した。

Effect of Heat Treatment Temperature on PFPE 
Molecules Bonded on DLC surface 
川口雅弘，青木才子(現東工大)，三尾淳（都産技研），崔

埈豪，加藤孝久（東大）

Tribology Online, Vol. 3, No. 5, pp.259-263, (2008) 

DLC膜表面に PFPE分子が付着した場合の，膜の熱特

性に関する研究を行なった。その結果，分子の吸着は

DLC膜表面上の不対電子にて行なわれること，吸着反応

は反応速度論で説明できることなどを明らかにした。

Estimation of DLC Wear Process by Micro 
Laser Raman Spectroscopy 
川口雅弘，青木才子（現東工大），三尾淳，森河和雄，内

田聡（都産技研），崔埈豪，加藤孝久（東大）

Tribology Online,Vol. 3,No.2,pp.110-115,(2008)  

摺動による DLC膜の構造変化について，顕微レーザー

ラマン分光分析を用いて評価した。その結果，摺動中心

において特に激しい構造変化が起こることを確認した。

また，構造変化の要因のひとつとして，摺動による摩擦

熱の可能性を見出した。

Fresnel Diffraction Correction by 
Phase-considered Iteration Procedure in Soft 
X-ray Projection Microscopy 
椎名達雄，鈴木剛志，本田捷夫（千葉大），伊藤敦（東海

大），金城康人（都産技研），吉村秀恭（明大），矢田慶治

（㈱東研），篠原邦夫（早大）

Journal of Physics: Conference Serie (in press) ,(2008) 

ガラス・キャピラリー，ラテックスビーズ，細胞，染

色体などを試料とし，軟 X線拡大投影型顕微鏡で生画像

を取得した。これらの像に含まれる回折ボケを，位相分

布を考慮したフレネル―逆フレネル変換を用いたイタレ

ーション法により除去する像修正を試みた結果，強（あ

るいは極度に弱）コントラスト試料や複数の試料が密集

した像以外では，良好な修正を行うことができた。

HOPG surface irradiated by metal cluster 
complex ions 
寺西義一（都産技研），近藤貢二，溝田武士，藤原幸雄，

久志野彰寛，小林洋平（産総研），中村和正（中大），石

束真典，横沢毅（都産技研），野中秀彦（産総研）

Materials Science and Engineering: B, Volume 148, Issues 

1-3, 25, Pages 132-135, (2008) 
金型の開発材料として注目している炭素材料の一種と

して，結晶性の高い黒鉛材料である HOPG(高配向性黒

鉛)にクラスターイオンを照射する事による表面特性変

化と形状変化について分析，解析を行った。

Instability and surface diffusion of ultrathin 
liquid perfluoropolyether films on amorphous 
carbon surfaces 
川口雅弘（都産技研），M. S. Mayeed，G. M. Newaz（ワ

シントン州立大），加藤孝久（東大）

Proceedings of the Institution of Mechanical Engineers, 

Part J: Journal of Engineering Tribology, Vol.222, No.1, 

pp.7-13,(2008) 

ハードディスク用 PFPE超薄潤滑膜の不安定性と拡散

現象を検証した。実験は，非晶質カーボン膜表面上に

PFPEを 0.9～3.0nmの範囲でディスク片側に塗布，およ

び溝状に塗布し，潤滑膜の流動をエリプソメータにより

観測することで行なった。実験結果に拡散モデルを適用

し，超薄潤滑膜の拡散現象について言及した。

Interior graphitization of furan resin-derived 
carbon by hot isostatic pressing 
寺西義一（都産技研），安田榮一，前田亨，西澤節（東工

大），小林知洋（理研），福島学（産総研），中村和正（中

大），田邊靖弘（名大）

Materials Science and Engineering: B, Volume 148, Issues 

1-3, 25, Pages 270-272, (2008) 
金型の開発の一環として金型の基材として炭素材料の

glass-like-carbon(GC)のHIP処理品に注目した。GCのHIP

処理品は高密度でかつ自身に潤滑があることが推測され，

その分析，解析を行った。

NIR spectroscopic investigation of two 
fluoroquinolones, levofloxacin and ofloxacin, 
and their tablets for qualitative identification of 
commercial products on the market 
坂本知昭，檜山行雄（国立衛研），藤巻康人（都産技研）

Die Pharmazie, Vol.63, Issue 9, pp. 628-632, (2008) 

近年，日本国内だけでなく国際的にも偽薬が問題とな
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っているが，これらを解決するための定性・定量分析に

は長時間を要する。また微量な場合では定量精度に困難

さが伴うこともあり，迅速かつ非破壊な分析手法の確立

が求められている。市販されているキノロン系抗菌薬お

よびこれらの錠剤を用い，近赤外分光法による異同識別

を行った。

Orientation of Cylindrical Microdomains of Tr
iblock Copolymers 
清水研一（都産技研），齋藤拓（農工大）

Journal of Polymer Science，Part B: Polymer Physics，

Volume 47 Issue 7, (2009) 

SEPS の一軸伸張過程における応力と複屈折の同時測

定を行い，セグメントの配向複屈折と棒状ドメインの配

向に由来する形態複屈折を分離評価した。その解析結果

から，PS棒状ドメインは降伏ひずみからひずみ量 0.5ま

での間に急激に配向して，伸張方向に対して傾いたもの

になるが，その後はひずみが増加してもほとんど変化せ

ず，EP セグメントのみが配向し続けることを明らかに

した。

Sensor Planning for Mobile Robot Localizati
on---A Hierarchical Approach Using a Bayesi
an Network and a Particle Filter 
周洪鈞（都産技研），坂根茂幸（中大）

IEEE Transactions on Robotics, Vol.24, Issue 2, pp.481-

487, (2008) 

本研究では，移動ロボットが位置決めのために，移動

コストと位置決めの信念度を両方考慮して，能動的にセ

ンシング行動を行う方法を提案した。そのシステムは二

階層があり，階層間の情報共有により，移動ロボットは

効率的，かつ，精密に位置決めができた。シミュレーシ

ョンと実データの実験により，本システムの有効性を証

明した。

Studies on the influence of uniformity of 
particle size of powder, tapping and sample 
replacement for diffusion reflectance 
quantitative NIR spectrometric analysis 
坂本知昭，檜山行雄（国立衛研），藤巻康人（都産技研）

Die Pharmazie, Vol.62, Issue 11, pp. 841-846, (2007) 
医薬品粉体の近赤外拡散反射スペクトルの定量分析に

おける変動要因としては，粒子径，タッピング操作や固

定の状況などが挙げられる。高純度の乳糖を用いて，こ

れらの変動要因における定量精度に対する影響を調査し，

その度合いから測定時の誤差範囲を推定した。

Thermal Stability of SiBCN Films 
川口雅弘（都産技研），林尚宏，チェジュンホ，熊谷和久，

加藤孝久（東大），中尾節男，池山雅美（産総研）

Tribology Online, Vol. 3, No. 5, pp.254-258, (2008)  

DLC 膜と比較すべく，SiBCN 膜の熱特性を定量化し，

比較検討した。その結果，SiBCN 膜は 600℃までは十分

な熱安定性を有すること，800℃を超えるとシリコン酸

化物の生成により膜が不安定になることなどを明らかに

した。

PRPC 法によるアルミニウム合金ダイカストのシ
ャルピー衝撃強さ向上

半谷禎彦(群大)，北原総一郎(グンダイ)，佐藤健二（都

産技研），桑水流理(東大)，宇都宮登雄(芝工大），吉川暢

宏(東大)

日本機械学會論文集. A編,74,pp.133-134,(2008) 

300℃でダイカスト圧縮による塑性加工（PRPC法）を

行い，シャルピー衝撃試験片のポロシティを X線 CT像

での観察によって形態を調べ，ポロシティ量を定量した。

PRPC によって巣の大幅な低減が可能となり，また，破

壊様式に違いが認められ，衝撃値の向上が認められた。

XML で記述した溶接加工事例による溶接設計支援
手法の研究

大谷成子（産総研），綿貫啓一（埼大院），小島俊雄（都

産技研）

設計工学,Vol.43,No.10,pp.569-574,(2008) 

アーク溶接の加工事例情報の構造化を検討し，その

XML Schema表現を求めた。また，この表現を溶接に関

する加工知識に関係付けた。そして，加工知識の中で対

象とする加工事例がどこに位置づけられるかを，3 次元

グラフ表示等の分かりやすい形で表示する機能を実装し

て有効性を確認した。

イペ材の抽出成分を注入したスギ材の耐朽性

飯田孝彦，瓦田研介（都産技研），福田清春（農工大）

木材保存,Vol.34,No.5,pp. 223-230, (2008) 

高耐朽性樹種イペ材の二次代謝物を抽出し，耐朽性の

低いスギ材に注入し耐朽性の付与を試みた。抽出成分注

入試験片は，強制腐朽後の質量減少率が 3％以下であり，

スギ材に耐朽性が付与できた。注入試験片はかさ効果が

見られ，抽出成分は仮道管内部に加え細胞壁内にも浸透

している事が示唆された。これは抽出成分が木材の代謝

物であり，木材と親和性が高いためであると考えられた。

インタラクティブ型触覚グラフィックディスプレ

イのユーザインタフェース向上とその応用

山本卓，内田優典（電通大），島田茂伸（都産技研），篠

原正美（産総研），下条誠，清水豊（電通大）

日本バーチャルリアリティ学会論文誌,Vol.13,No. 1, pp. 

49-57, (2008) 

触図ディスプレイの画面を手指の力によって直接操作

するという新規性に基づいたハプティック型装置におけ
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る新たなユーザインタフェースならびに当該装置の特長

を活かした応用システムを構築し，その有効性を重度視

覚障害者での評価実験により確かめた。

薄肉亜鉛合金ダイカストのプレス成形性

佐藤健二（都産技研），岡野良武(千葉工大院），西直美(日

本ダイカスト協会)，早野勇（プログレス）

鋳造工学,Vol. 81,131-135, (2009) 

厚さ 0.2mm の超薄肉ダイカストを鋳造することがで

きた。ダイカスとの複合加工を目的に JIS ZDC2 と

Zn-Al-Cu系合金ダイカストのプレス成形性をエリクセン

試験で評価した。エリクセン値は引張試験による伸びと

良い相関関係がある。ZDC2が最も優れ，過共晶 Zn-Al-Cu

合金も加工性がよい。これらの結果を組織とポロシティ

の分布から考察した。

オプタコンの機械特性と人間の触覚特性との適合

度に関する研究

島田茂伸（都産技研），篠原正美（産総研），安彦成泰，

下条誠（電通大）

電 気 情 報 通 信 学 会 D 論 文 誌 ,Vol.J91-D, No.5, 

pp.1296-1304,(2008) 

視覚障害者の読書支援機器としてオプタコンがあるが，

触知ピンが皮膚へ与える変位は不明であり，基礎資料が

不足している。本研究ではオプタコンの周波数特性を計

測し，得られた資料とヒトの振動検出しきい曲線との対

比から，オプタコンの情報伝達の仕組みを再考した。本

研究の知見は神経生理学の分野で触覚提示装置として広

く用いられているオプタコンの機械的な基礎資料を与え，

新たな触覚情報伝達装置設計の基盤となるものである。

降水中におけるトリチウムとカルシウムイオンと

の間の濃度相関性

高橋優太，今泉洋，狩野直樹（新潟大），斎藤正明（都産

技研），加藤徳雄（愛媛医技大），石井吉之，斎藤圭一（北

大） 

RADIOISOTOPES,第 57巻, 6号,pp.375-383,(2008) 

降水中のトリチウムと各種陽イオン濃度の測定を行い，

次のことを明らかにした。(1)降水中トリチウム濃度とカ

ルシウムイオン濃度との間に相関性が認められた。(2)

季節によって，降水起源気団の持つ世リチウム濃度が異

なる。(3)季節依存性は大陸性気団において顕著に表れる。

(4)降水中のトリチウム濃度は大陸性気団の降水と海洋

性気団の降水との混合比によって決まると推定できる。

蒸留／電量ヨウ素滴定法によるホワイトメタル中

ヒ素の定量

加藤徳雄（愛媛医技大），斎藤正明（都産技研）

分析化学,57巻,6号,pp.465-468,(2008) 

ホワイトメタル標準試料のヒ素の値付けについて，JIS

法の蒸留操作に改良を加え，従来値 86%から 99.9%の回

収率の向上を達成した。本法は標準物質や検量線を必要

とせず絶対量を測定できるので有用である。

吸込みによる後向きステップを有するチャネル乱

流の制御

佐野正利，鈴木一平（千葉工大），櫻庭健一郎（都産技研）

日本機械学會論文．Ｂ編,74巻，744号,pp.1762-1769,(2008) 
後向きステップ流れに対してステップ下端にスリット

を設け，主流に対して水平方向および垂直方向に流体を

吸い込む制御を行い，圧力特性や熱伝達特性に及ぼす影

響および流動特性の調査を行った。その結果，吸込方向

の相違は圧力特性，熱伝達特性にほとんど影響を及ぼさ

ないこと，吸込みを行うことでステップ近傍の乱れが増

大し，熱伝達率が高い値を示すことが明らかとなった。

スギフレークチップを表層に用いた 3 層パーティ
クルボードの圧縮比および細孔構造が材質に及ぼ

す影響

瓦田研介（都産技研），鈴木吉助，斉藤吉之（東京ボード

工業），飯田孝彦（都産技研），田村靖夫（秋田県大）

日本接着学会誌,44巻,pp.451-457,(2008) 

スギ間伐材から調製したチップを表層に用いて表層圧

縮比の異なる 3層パーティクルボードを調製して強度特

性について調べた。その結果，表層圧縮比が高くなると

曲げ強さ，湿潤曲げ強さおよび吸水厚さ膨張率が大きく

なることがわかった。水銀圧入法で細孔分布を調べた結

果，熱圧締時に高い圧縮力がチップに負荷されると仮道

管が変形して負荷された圧力を緩和することがわかった。 

ダイヤモンドコーテッド工具によるドライ絞り加

工技術に関する研究

玉置賢次（都産技研），片岡征二（湘南工大），神田一隆

（福井工大），高野茂人（不二越）

材料試験技術,Vol.53,No.4,pp.247-253,(2008) 

CVD ダイヤモンド膜のドライ絞り加工用工具への適

用について検討した。CVDダイヤモンド膜は研磨を施さ

なければ利用できないため，その研磨レベルを明らかと

した。また，ダイヤモンドコーテッド工具を用いた純ア

ルミニウム板の連続 1 万回のドライ絞り加工を実施し，

達成した。よって，ダイヤモンドコーテッド工具に十分

な耐久性，耐摩耗性，耐焼付き性があることを確認した。

チクソモールドした AZ91 マグネシウム合金とチ
タンとの摩擦攪拌接合

青沼昌幸（都産技研），津村卓也，中田一博（阪大接合科

研） 

鋳造工学,第 80巻,第 4号,pp.219-224,(2008) 

難溶接材の AZ91 マグネシウム合金チクソモールド材

とチタンについて，厚さ 2mm の薄板を摩擦攪拌接合法
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により接合し，接合性と接合メカニズムについて検討し

た。その結果，鋳造マグネシウム合金での接合欠陥の生

成を抑制しつつ，液相で二相分離するチタンとの接合が

可能であることが明らかになった。

超薄肉 Zn-Al-Cu系合金ダイカストの機械的性質
佐藤健二（都産技研），岡野良武(千葉工大院），西直美（日

本ダイカスト協会），早野勇（プログレス）

鋳造工学,vol.81,pp.24-26,(2009) 

肉厚 0.2mmで 70×100mmの超薄肉ダイカストの高強

度化を目的に，Al及び Cu の高合金組成の試料の機械的

性質を引張試験で評価した。Al及び Cu の高濃度化によ

って，引張強さは 30-70%上昇するが，伸びは低下する。

2 元共晶と 3 元共晶組成は ZDC2 に比べ，伸びの低下が

大きい。過共晶系の Zn-Al系合金は伸びの低下が少ない。

破面と組織を調べ，機械的性質との関係を考察した。

導電性セラミックス工具を用いた無潤滑角筒絞り

加工

玉置賢次（都産技研），片岡征二（湘南工大），皆本鋼輝

（日本タングステン）

塑性と加工,Vol.50,No.577,pp.124-128,(2009) 

従来のセラミックスの型成形は困難であったが，導電

性セラミックスを工具材料として用いることにより，型

成形を簡便に行うことができ，かつ，トライボロジー特

性に関しても従来のセラミックスに劣るものではないこ

とを確認した。さらに，導電性セラミックス工具を用い

た冷間圧延鋼板の連続 1万回の無潤滑角筒絞り加工を達

成し，実用化の可能性を得た。 

反応性スパッター法による微結晶シリコングルマ

ニウム半導体薄膜の作製

磯村雅夫（東海大），中村勲（都産技研）

真空,Vol.51,No.10,pp.663-667,(2008) 

微結晶シリコンゲルマニウム薄膜を水素とアルゴン混

合ガスを用いた反応性 RF スパッタリング法により作製

した。反応性スパッタ法を用いることで，シリコンとゲ

ルマニウムを全ての組成域で 100℃の低温で結晶化する

ことができ，光感度を持つ薄膜を作製することができた。

スパッタガスへの水素の添加は，結晶化温度を下げる効

果と膜質を改善する効果があることを見出した。

光刺激ルミネッセンス技術を用いた照射食品の検

知 -PSL検知装置の性能評価のためのガラス繊維
ろ紙の選択-

関口正之，山崎正夫（都産技研），後藤典子（元都産技研）

食品照射,第 43巻（1,2号）,pp19-24,(2008) 

共同開発研究，共同研究により開発・市販した光ルミ

ネッセンス（PSL）装置は国内で 20台以上販売され，装

置の保守や校正に簡易に使用できる標準物質が必要とな

ってきている。この目的のために市販されている製品の

中で鉱物質を均一に含むものとしてガラス繊維ろ紙に着

目し，PSL発光特性を調べた。

光触媒とマイクロ化学チップを利用した揮発性有

機化合物ガス分解処理デバイスの可能性

渡邊禎之（都産技研）

光触媒技術情報，第 52号，(2008) 

可視光応答型光触媒をマイクロ化学チップの流路に塗

布した揮発性有機化合物（VOC）分解デバイスを試作し，

VOC分解性能を評価した。デバイスは 100μmの幅と深

さの流路で構成されており，反応空間を微小にすること

で，光触媒と VOC の接触確率を高め，分解効率の向上

を期待した。デバイスの VOC 分解効率は，平板に光触

媒を塗布した場合と比較すると，約 100倍であった。

メカニカルアロイング法による Mg-Al-Zn 系焼結
合金の作製と機械的性質

岩岡拓（都産技研），中村満（岩大）

粉体および粉末冶金 ,Vol. 55, No. 6 June, pp.452-458, 

(2008)  

MA 粉末の平均粒子径は，ミリング時間 108ks，ステ

アリン酸亜鉛 4.0mass%のとき 5.6μm となった。この

MA 粉末を用いて HP 体を作製した。この HP 体の硬さ

および 0.2%耐力はそれぞれ HV164，546MPa を示した。

これらは既存の AZ91 合金のそれぞれおよそ 2.5 倍，3.2

倍の値である。この機械的性質の変化は，微細かつ高ひ

ずみなβ相がマトリックス中に均一分散したためと考え

られる。
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外部発表一覧／口頭発表

Analysis of the degradation tendency of 
industrial manufacturing devices and 
development of a general-purpose remote 
monitoring system 
坂巻佳壽美（都産技研），中村英夫（日大理工）International 

Conference on Industrial Technology, ICIT 2009(2009) 

稼動寿命の長い産業用製造装置の信頼性・安全性を確

保するためには，経年劣化などによって生じる信号の変

化（劣化傾向）を検出し予防保全を行なうことが有効で

ある。しかし，一般に観測系を具備しない装置に予防保

全機能を導入することは個別的な対応が要求されるため，

コスト的問題から困難視されていた。本論文では産業用

製造装置の故障傾向を分析することにより，汎用的な予

防保全用監視系の開発が可能であることを明らかにし，

具体的なシステムを提案する。

Bio Chemical Gas Sensor for Toluene 
Measurement (Bio-Sniffer) 
月精智子（都産技研），三林浩二，工藤寛之，斉藤浩一，

鈴木祐貴（医科歯科大）

JUNBA 2009 ～Next Step to a Greener Earth～(2009) 

本研究では，トルエンが機能性タンパク質である酵素

（ブチリルコリンエステラーゼ）の代謝活性を阻害する

性質を利用し，環境中の VOC を簡便かつ高感度に計測

することを目的とした，新しい生化学式ガスセンサ（バ

イオスニファ）を開発したことに基づく。

Bioelectronics gas sensor (bio-sniffer) for 
formaldehyde vapor 
月精智子，加沢エリト（都産技研），三林浩二，工藤寛之，

斉藤浩一（医科歯科大）

Pacific Rim Meeting 2008 (PRiME 2008) (2008) 
ホルムアルデヒドガスを，酵素反応を利用して計測す

るための電気化学的ガスセンサ（バイオスニファ）に関

する研究発表。

Biosensor for toluene using enzyme inhibition 
月精智子（都産技研），三林浩二，工藤寛之，斉藤浩一，

鈴木祐貴（医科歯科大）

Pacific Rim Meeting 2008 (PRiME 2008) (2008)  

ブチリルコリン分解酵素の阻害を利用した，トルエン

計測用のバイオセンサに関する研究発表。

Comparison of Sliding Friction and Wear 
Characteristics among Tool Steel Implanted 
Different Elements by Plasma Ion Immersion 
Implantation 

青木才子（現東工大），川口雅弘，寺西義一，三尾淳（都

産技研），益子正文（東工大）

第 17回熱処理国際会議(IFHTSE2008)(2008) 

鋼表面に窒素およびフッ素を注入し，潤滑環境下での

3 球摩擦摩耗試験を行い，トライボロジー特性を評価し

た。その結果，未処理のものと比較して摩擦･摩耗特性の

向上が確認できた。境界潤滑下において，鋼の極表面に

対してイオン注入を行うことで，摩擦低減効果が発現し

たと考えられる。

Degradation of hydroxymaleimide in 
N2-saturated 2-propanol by irradiation of 
energetic ions 
中川清子（都産技研），田口光正（原子力機構），太田信

昭（広大院工），広田耕一（原子力機構）

日本放射線化学会 APSRC2008(2008) 

ヒドロキシマレイミドを窒素飽和状態の 2-プロパノー

ル中で，初期エネルギーおよび線量率を変化させて重イ

オン照射した。分解のＧ値は空気飽和の系に比べて３～

５倍大きく，溶媒ラジカルの酸化による分解効率の低下

がγ線照射より大きかった。また，線量率の低い照射の

方が，分解効率が高いことがわかった。

Effect of Alloying Elements on Interface 
Microstructure of Mg-Al-Zn Magnesium Alloys 
and Titanium Joint by Friction Stir Welding 
青沼昌幸（都産技研），中田一博（阪大接合科研）

Joint Conferences of The 2nd International Conference on 
the Science and Technology for Advanced Ceramics and 
The 1st International Conference on Science and 
Technology of Solid Surface and Interface (2008) 

Al量の異なる三種類の市販 AZ系マグネシウム合金と

チタンとを摩擦攪拌接合法により接合し，合金元素量の

違いが接合界面の組織に及ぼす影響について検討した。

同条件での接合の場合，接合界面に形成する組織は Al

量によって変化し，継手の接合強さに影響を及ぼすこと

が判明した。

Effect of flash temperature on change in DLC 
film structure during sliding 
川口雅弘（都産技研），青木才子（現東工大），三尾淳，

森河和雄，内田聡（都産技研），崔埈豪，加藤孝久（東大）

17th IFHTSE Congress 2008（第 17回熱処理国際会議）

(2008) 

硬質アモルファス炭素膜の基礎特性評価として，摺動

による膜の構造変化について調べた。摺動により DLC

膜が構造変化（グラファイト化）を起こすこと，摩擦熱

の観点から，負荷荷重および線速度（摺動速度）がパラ

メータであることを実験的に明らかにした。

Fran resin derived carbon behavior in hot 
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isostatic pressing
寺西義一（都産技研），中村和正（中大），小林知洋（理

研），安田栄一（東工大），田邊靖博（名大）

Joint Conferences of The 2nd International Conference on 

the Science and Technology for Advanced Ceramics and 

The 1st International Conference on Science and 

Technology of Solid Surface and Interface (2008) 

微細金型の基材として炭素材料の glass- like- carbon 

（GC）の HIP処理品の使用を検討した。GCの HIP処理

品は高密度でかつ自身に潤滑があることが推測された。

Glass mold surface property modified by the 
carbon and fluorine ion irradiation
寺西義一（都産技研），小林知洋（理研），石束正典，中

村勲，植松卓彦， 玉置賢次，横沢毅，三尾淳（都産技研）

The IUMRS International Conference in Asia 2008 

(IUMRS-ICA 2008) (2008)    
金型にパイレックスを使用し，その表面改質の手段と

して，金型表面にイオンの照射を行った。この表面改質

を行うことで微細転写に成功した。

Graphitization behavior of the implanted furan 
resin derived carbon
寺西義一（都産技研），中村和正（中大），小林知洋（理

研），田邊靖博（名大）

16th International Conference on Ion Beam Modification of 

Materials (IBMM2008)(2008) 

微細金型の炭素金型へのイオン照射による表面改質の

方法を検討した。特に炭素表面の変化照射前後の変化と

熱処理について考察した。

Improving transmission loss of a rectangular 
panel using cluster control 
福田良司（都産技研），田中信雄（首都大）

15th International Congress on Sound and Vibration (2008)  
騒音対策としては，遮音壁の設置といった受動的な手

法が一般的である。しかしながら受動的な手法は，高周

波領域においては有効であるものの，低周波領域におい

ては，騒音低減効果が大幅に減少する。そこで本研究で

は，この低周波領域の騒音低減に有効な手法として，振

動制御を用いたアクティブ遮音手法を提案する。本手法

について，数値解析により遮音効果を検証した。

Localizing Objects During Robot SLAM in 
Semi-Dynamic Environments  
周洪均（元都産技研），坂根茂幸（中大理工経営システム

工学科）

IEEE/ASME International Conference on Advanced 

Intelligent Mechatronics (2008) 

自律移動ロボットの構成において環境地図の生成と自

己位置決めは重要な役割を果す。本研究ではマッピング

のための方法として準動的環境におけるローカライズを

提案し，移動ロボットの地図生成と位置決めを同時に行

う新たな手法（SALM－SOL）を提案した。

New Design for a Dynamic Tactile Graphic 
System for Blind Computer Users 
島田茂伸（都産技研），篠原正美（産総研），清水豊，下

条誠（電通大）

11th International Conference on Computers Helping 

People with Special Needs (ICCHP2008) (2008) 

ピンディスプレイと 6軸力覚センサを組み合わせ，ユ

ーザが触っている位置を同定する視覚障害者用入出力装

置の開発について発表を行った。被験者実験のタスク設

定の妥当性やその評価法について議論を行い，今後の研

究活動の方向や実証すべき項目が明確となった。また，

実機を持ち込みデモンストレーションを行うことで，世

界中から集まった専門家から当該装置の評価を受け，盛

んに議論した。

New Design for a Dynamic Tactile Graphic 
System for Blind Computer Users 
島田茂伸（都産技研），山本卓，内田優典（電通大），篠

原正美（産総研），清水豊（電通大），下条誠（電通大）

The SICE Annual Conference 2008 (2008) 

開発を続けている触覚ピンディスプレイのユーザビリ

ティ向上，および触地図提示方式について発表を行った。

国際会議ならではのレベルの高いディスカッションを行

う機会に接し本テーマの推進に有用な意見を得た。 

Nondestructive Observation of Porosity 
Reducing and Improvement of Mechanical 
Properties by PRPC Method of Aluminum Alloy 
Die Castings 
半谷禎彦，高橋俊也（群大），宇都宮登雄（芝工大）,北

原総一郎（グンダイ），桑水流理（東大），佐藤健二（都

産技研），吉川暢宏（東大）

4th International Symposium on Designing, Processing and 

Properties of Advanced Engineering Materials (ISAEM 

-2008) (2008) 

内部にポロシティを多く含む ADC12 ダイカストを高

温での塑性加工，PRPC法によって加工処理を行った。X

線 CT によって処理によるポロシティの形態と量の変化

を調べ，その減少効果と機械的性質との関係について考

察した。

Observation of mammalian chromosomes 
prepared by surface-spreading technique 
金城康人（都産技研），渡部真（元神戸市看護大）

The 3rd Asian chromosome colloquium (2008) 
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染色体の多様な階層構造の多くを一度に表出させるこ

とができる界面展開法を用い，哺乳類細胞染色体の乾燥

および含水双方の試料について，様々な顕微鏡によりこ

れを観察してきた。その結果，用いた細胞，試料の含水

の有無，顕微鏡の種類に関わらず，ヌクレオソーム繊維

から染色分体にいたる染色体の高次構築過程には，多様

なサイズの粒子構造が存在することが示された。

Preparation and properties of all-in-one 
composites for adsorption,desorption and 
photolysis of VOCs  
田中大介（慶大理工），渡辺洋人（都産技研）， 柳捷凡

（都産技研），仙名保（慶大理工）

International Conference on "Multi-functional Materials 

and Structures"(MFMs2008), July 29, 2008, Honk Kong 

(2008) 

揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の吸着と光触媒性能を同

時に持ち，新しい複合物の開発を目指して，Ｎ，Ｆドー

プチタニア(NFT)の調製及びNFTと天然骨由来ヒトロキ

シアパタイトとのメカノケミカル複合化プロセスに関す

る検討を行った。得られた微粒子複合材料のＶＯＣの吸

脱着および光分解特性を評価した。

Study on Measurement Uncertainty in 
Immunity Testing: IEC61000-4-6 
黒澤大樹（都産技研），作左部剛視，高橋丈博，渋谷昇（拓

大） 

2008 Asia-Pacific Symposium on EMC.&19th International 

Zurich Symposium on EMC.(2008) 

現在，IEC61000-4-3や 4-6などの電磁ノイズイミュニ

ティ試験に対して，測定の不確かさの導入が議論されて

いる。本研究では，IEC61000-4-6の不確かさ要因につい

て推定し，計算，評価を行い，問題点を検討した。結果

から，試験の際のセットアップ要因が試験結果に大きな

影響を及ぼす可能性があることがわかった。

Surface Modification of Ultra High Molecular 
Weight Polyethylene by Radiation Induced Graf 
榎本一郎，添田心（都産技研），勝村庸介（東大院工/原

子力機構・先端基礎研），工藤久明（東大院工） 

The 2nd Asia Pacific Symposium on Radiation Chemistry 

(2008) 

放射線グラフト重合により超高分子量ポリエチレンの

表面改質を行った。グラフト化超高分子量ポリエチレン

繊維を染色したところ，アクリル酸のグラフト物とスル

ホン化したスチレンのグラフト物で濃色に染めることが

できた。摩擦堅牢度試験の結果も良好であった。

The role of hydroperoxide as a precursor of 
radiation induced graft polymerization 

榎本一郎，添田心（都産技研），勝村庸介（東大院工，原

子力機構・先端基礎研），工藤久明（東大院工）

8th International Conference on Pulse Investigations in 

Chemistry, Biology and Physics PULS'2008(2008) 

放射線を利用してメチルメタクリレート(MMA)のグ

ラフト重合をおこなった。このときに反応開始剤となる

活性種を特定するため，ESR 及び FT-IR 測定を行った。

酸化物及び過酸化物，グラフト物の深度分布から，ハイ

ドロパーオキサイドがグラフト重合を支配することがわ

かった。

Thermal Stability of SiBCN Films 
川口雅弘（都産技研），崔埈豪，林尚宏，加藤孝久（東大），

中尾節夫，池山雅美（産総研）

The 4th Vacuum and Surface Science Conference of Asia 

and Australia (2009) 

BCN（ボロンカーボンナイトライド）膜に Si元素を添

加し，その高温安定性について検討した。その結果，過

熱温度 800℃ではシリコン酸化物の生成が支配的となり，

膜の構造が変化することがわかった。加えて，高温安定

性が低下することを確認した。800℃以上における膜の

酸化をいかにして低減するかが今後の課題である。

A1050 アルミニウム合金とマグネシウム合金との
薄板摩擦攪拌接合性

菅野文嵩（芝工大工院），青沼昌幸（都産技研），村上雅

人（芝工大工）

軽金属学会第 115回秋期大会(2008) 

板厚 1mm 以下のアルミニウム合金とマグネシウム合

金板材とを摩擦攪拌接合し，金属間化合物の生成と機械

的性質の関連性など，薄板の異材摩擦攪拌接合性につい

て検討した。その結果，従来の溶接では困難だった異種

金属極薄板についても，接合界面での金属間化合物の生

成を抑制し，高い接合強さを得られることが明らかとな

った。

AC4CH と AC7A の合わせ湯による複合材料の機
械的特性

渡部友太郎（都産技研）

日本鋳造工学会第 153回全国講演大会(2008) 

強度特性に優れるAl-Si系合金であるAC4CHと靱性に

優れる Al-Mg系合金である AC7Aについて，前報で合わ

せ湯による複合材料化を試みた。合わせ湯用黒鉛型によ

って作製された試験片は，界面で破断せず，母材と同程

度の引張強度が得られた。本報では，さらに曲げ試験を

行い，その機械的特性について，合わせ湯界面の組織，

注湯温度の影響について検討した。

AC4CH と AC7A の合わせ湯による複合材料の作
製と組織
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渡部友太郎（都産技研）

日本鋳造工学会第 152回全国講演大会(2008) 

Al-Si-Mg 系合金である AC4CH と高靱性を特徴とする

Al-Mg系合金 AC7Aを液相同士（合わせ湯）によって複

合材料とし，その可能性，および，引張強度と組織の関

係について発表した。

Al-Mg-B系高ホウ化物の作製
田中実（都産技研），東以和美（千葉工大），工藤邦男（神

大） 

日本セラミックス協会第 21回秋季シンポジウム,(2008) 

Al-Mg-B 系高ホウ化物を Al フラックス法で合成した。

原料は， Al 4N， Mg 4N， B 99.5%であった。過剰量の

Alとそれぞれの原料を混合し，アルミナルツボを用いて

アルゴンガス雰囲気炉中で溶融（1500℃，2～3時間保持）

し，結晶をアルミニウム融液から冷却しながら成長させ

た。過剰なアルミを塩酸で溶かし結晶を回収した。得ら

れた結晶は AlMgB14，α，γ-AlB12であった。

Al-Mg 系合金鋳造材の靭性に及ぼす不純物元素の
影響

佐藤健二（都産技研），菊池政男，長澤理（東京理化），

岩岡拓（都産技研）

日本鋳造工学会第 153回全国講演大会(2008) 

Al-Mg合金の衝撃値に及ぼす Si，Fe，Ti添加による影

響をシャルピー衝撃試験で評価した。衝撃値は添加元素

や不純物元素による組織形態と共晶領域面積に依存する。

特に Si量と良い相関性があり，ミクロ組織の画像解析の

結果から，Al－Mg2Si 共晶の生成量の増加に伴い，衝撃

値は低下する。

Al-Mg 系合金半凝固ダイカストの靭性に及ぼす不
純物元素の影響

佐藤健二（都産技研），菊池政男，長澤理（東京理化），

岩岡拓（都産技研）

日本鋳造工学会第 153回全国講演大会(2008) 

セミソリッドダイカストのナノキャスト法（半凝固法）

によって鋳造したAl-Mg系半凝固ダイカストの靭性をシ

ャルピー衝撃試験で評価した。普通ダイカスト法による

ダイカストよりも高靭性である。靭性値は共晶領域の面

積率及び半溶融状態で急冷凝固された際に晶出する微細

なα晶の分布形態に依存することを考察した。

Bio-Inspired法を用いた HAp/Col複合体の機械的
特性評価

天白真理子，吉岡朋彦（東工大院），柚木俊二（金工大），

篠崎和夫，田中順三（東工大院）

第 24回日本セラミックス協会関東支部研究発表会(2008) 

コラーゲン(Col)分子の線維化の過程で Col分子間・線

維間に化学架橋を導入する bio-inspired 法を水酸アパタ

イト(HAp)との複合体に応用した。bio-inspired 法により

得られたCol線維ゲルに疑似体液を用いてHApを析出さ

せた場合，得られる複合体ゲルの強度と弾性率は

bio-inspired法の方が従来架橋法よりもそれぞれ約 170倍

(320 kPa)および約 10倍(2.7 MPa)高い値を示した。

BioMEMSデバイス
楊振（都産技研），市川直樹，松本壮平，前田龍太郎，高

橋正春（産総研）

第 7回国際バイオ EXPO(2008)  

BioMEMS デバイス合成及び分析実験のため，PDMS，

プラスチック及びガラス製のチップを開発した。合わせ

てチップと外部の接続方法も開発した。

Ce，Co 系熱触媒と可視光応答型光触媒を組み合
わせた VOC(トルエン)分解に関する研究
染川正一（都産技研），Leny Yuliati（東大），石川麻子（元

都産技研），石川明生，堂免一成（東大）

触媒学会 第 102回触媒討論会(2008) 

セリウムとコバルトの酸化物は VOC を比較的低温で

分解できる熱触媒として働き，触媒同士の接触を大きく

するとその分解効率も上昇した。またそれらの触媒は光

を熱に変換する作用も持ち合わせており，太陽光を利用

することによって VOC 分解時の経費削減にも貢献でき

る。さらに酸化鉄などの可視光を十分吸収する触媒の添

加によって低温領域での分解が促進された。

CVD ダイヤモンド膜を用いたマグネシウム合金板
の温間ドライプレス加工

基昭夫（都産技研），神田一隆（不二越），坂本満（産総

研），高橋孝誠（熊本産技セ），深川和良（鹿大）， 神雅

彦（日本工大）

平成 20年度(第 39回)塑性加工春季講演会(2008) 

マグネシウム合金 AZ31，AMCa602 をＣＶＤダイヤモ

ンド膜コーティング金型を用いて温間ドライ絞り加工試

験を行った。 その結果，ＡＺ31 材は加工温度 180～

210℃の範囲においてダイス肩 R4mm で限界絞り比 2.2

まで加工できた。試験は限界絞り比 2.2 までの範囲で行

ったが，2.3 以の可能性の感触を得た。AMCa602は加工

温度 300℃で限界絞り比はダイス肩 R6mmで 2.1，R4mm

で 2.0まで加工できた。

DLC表面上に塗布した PFPE化学吸着膜の厚化に
及ぼす加熱温度の影響

川口雅弘，青木才子，三尾淳（都産技研），崔埈豪，加藤

孝久（東大）

トライボロジー会議 2008春東京(2008) 

DLC表面上に PFPE分子を真空蒸着法および浸漬法で

塗布し，PFPE 分子の吸着に及ぼす加熱温度の影響を実

験的に定量化した。加えて吸着モデルを考え，実験結果
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と比較検討した。実験と計算の比較より，PFPE 分子は

DLC表面の不対電子に吸着し，その過程は反応速度論で

説明できることがわかった。

FPGA の動的再構成を用いた組込み機器の省電力
化に向けた一検討

大原衛（都産技研），清水雄一郎（日大），入月康晴（都

産技研），中村英夫（日大）

電子情報通信学会総合大会(2009) 

近年，Field Programmable Gate Array (FPGA)の集積度

と性能の向上による製造の効果により，低コスト化が進

み普及が進んでいる。現在，FPGA は組込み機器に必要

不可欠なものとなっている。しかし，現在の FPGAは通

常の ICに比べて消費電力の高いものが多い。本稿では，

動作周波数の低減による消費電力削減効果と FPGAの動

的再構成による消費電力削減効果を比較し，動的再構成

が消費電力削減に有効な事を示す。 

JTAG を用いた組込みシステムのセキュリティ向
上に関する一考察

入月康晴，大原衛，坂巻佳壽美（都産技研）

日本信頼性学会第 21回秋季信頼性シンポジウム(2008) 

近年，ネットワークに接続される組込み機器が増加し，

安心・安全の確保のためのセキュリティの向上が求めら

れている。本稿では，書き換え可能な IC チップである

FPGA (Field Programmable Gate Array)を用いた組込みシ

ステムを対象に「安心・安全性の確保」と「ネットワー

クを介した外部からの攻撃に対する防護」などセキュリ

ティ向上に対する効果的な対策手法について検討する。

セキュリティ向上のためには，システムの誤動作の防止

と情報の機密性の向上の 2つの観点が必要であると考え，

これらの観点に基づく 4つの具体的課題を提案し，シス

テムの構築とデモ機の試作を行うことで，提案手法の有

効性を確認した。

PBII＆D法で成膜した DLC膜の摩擦熱の解析
川口雅弘，青木才子（現東工大），三尾淳（都産技研），

崔埈豪，加藤孝久（東大）

トライボロジー会議 2008－9 名古屋(2008) 

海中用 DLC 膜の開発に伴い，DLC 膜の基礎的知見を

得るべく，PBII＆D法で成膜した DLC膜の摩擦熱の解析

を行った。摺動中心における DLC 膜の構造変化は，

FlashTemperatureが支配的であることを明らかにした。

PBII&D法により成膜した DLC膜の耐塩水性評価
川口雅弘，渡邊禎之，梶山哲人，湯川泰之，森河和雄（都

産技研）

表面技術協会第 119回講演大会(2009) 

海中用硬質アモルファス炭素膜の可能性を検討するた

めに，塩水中における DLC膜の表面保護性，耐摩耗性に

ついて実験を行なった。その結果，DLC を成膜した

SUS304基板の腐食メカニズムは DLC膜の初期ピンホー

ルサイズが影響因子であること，塩水中においても DLC

成膜により表面の摩擦摩耗特性が向上することを明らか

にした。

PRPC法の有無による Al合金ダイカストの機械的
性質への影響

高橋俊也，半谷禎彦（群大），北原総一郎（グンダイ），

桑水流理，吉川暢宏（東大），佐藤健二（都産技研），宇

都宮登雄（芝工大）

社団法人日本鋳造工学会第 153回全国講演大会(2008) 

ADC12ダイカストを高温で圧縮加工するPRPC法を適

用し，その強度特性や衝撃値を調べた。ダイカストのポ

ロシティ減少に対する PRPC法の効果は X線 CTによる

鋳巣の形態変化から観察した。X 線 CT の結果から，大

きな鋳巣の体積減少や分断によって機械的特性の向上に

繋がることが分かった。

PSL 計測装置の校正方法の検討－発光素子による
装置間差の校正について－

萩原昌司，等々力節子，鍋谷浩志（農研機構・食品総合

研究所），関口正之，山崎正夫（都産技研），後藤典子（元

都産技研），本田克徳（放射線エンジニアリング），多田

幹夫（中国学園大）

第 45回アイソトープ・放射線研究発表会(2008) 

PSL装置の計測値は，装置ごとの光検出部（光電子増

倍管），光励起用赤外光 LED照射部等の違いにより影響

を受ける。装置ごとの感度差を的確に把握し，発光強度

を校正（補正）するために標準発光素子の選定及びその

測定法を検討し，光電子増倍管の感度補正用に自発光素

子を，光励起強度校正用に赤外励起・可視光発光素子の

利用の可能性を検討し，精度の高い計測方法を見出した。

PSL 法による照射食品検知のための標準試料の作
製

関口正之，山崎正夫（都産技研），後藤典子（元産技研）

第 45回アイソトープ・放射線研究発表会 (2008) 

PSL法は照射食品検知におけるスクリーニング法とし

て，簡便かつ短時間に実施できることから，普及が進ん

でいる。現在，欧州の標準 PSL 装置（SURRC 製）及び

国内開発 PSL装置が実際には使用されている。両装置の

感度比較及び装置の保守管理のため，標準照射した食品

試料を標準物質として用いるのではなく，より安定で精

度の高い標準物質として鉱物質を含むガラス繊維ろ紙と

光沢紙を選び出し特性を調べた。また，両装置について

比較も行った。

SiBCN膜の高温安定性
川口雅弘（都産技研），林尚宏，崔埈豪，熊谷和久，加藤
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孝久（東大），中尾節男，池山雅美（産総研）

トライボロジー会議 2008春東京(2008) 

BCN(ボロンカーボンナイトライド)膜に Si元素を添加

し，その高温安定性について検討した。その結果，加熱

温度 600℃では添加によって優れた熱安定性を有するが，

800℃では酸化が進み，膜の構造が変化することがわか

った。

Si-DLC膜の摩擦特性に対する酸素プラズマ処理の
影響

川口雅弘（都産技研），角田篤史，崔埈豪，熊谷智久，加

藤孝久（東大），中尾節夫，池山雅美（産総研）

トライボロジー会議 2008－9 名古屋(2008) 

Si-DLC 膜に及ぼす酸素プラズマ処理の影響について

実験的解析を行った。その結果，酸素プラズマ処理によ

る Si-DLC 表面のシリコン酸化物生成を確認した。シリ

コン酸化物は摩擦特性向上を促すが，摺動によりシリコ

ン酸化物が摩滅すると，酸素プラズマ処理前をほぼ同等

の摩擦特性に戻ることを明らかにした。

SIFTアルゴリズムを応用した画像合成の検討
大平倫宏，大原衛（都産技研）

電子情報通信学会総合大会(2009) 

近年，デジタルカメラやプリンタにおいて画像処理を

応用した機能を搭載する機器が増加しており，画像処理

の応用が欠かせない状況である。本研究では，画像処理

アルゴリズムの 1 つで物体認識及び検出に用いられる

SIFT(Scale Invariant Feature Transform)アルゴリズムを

応用した画像合成について検討を行ったのでその結果を

示す。 

SPE 電解濃縮法におけるトリチウム分離係数への
磁場の強さ（及び温度）の影響

関谷喜史，高橋洋輔，吉田陽，今泉洋，狩野直樹，福井

聡， 斎藤正明（都産技研）

第 45回アイソトープ・放射線 研究発表会(2008) 

強磁場下において温度一定条件で SPE 電解濃縮を行

った結果，電流が直交する条件において(1)トリチウム分

離係数は 0 -4 T の範囲で磁場の強さの増加に伴い分離

係数も増加する。(2)分離係数に関わる温度変化について

は，HTOの解離反応の温度依存性が予想される。

VOC吸着装置の処理効果の実態調査
水越厚史（都産技研），野口美由貴，柳田秀隆，山下喬子，

柳沢幸雄（東大）

第 49回大気環境学会年会(2008) 

JST 東京都地域結集型研究開発プログラムでは，中小

工場を対象とした安価な処理装置の開発を進めている。

本研究では，この開発に先立ち，既存の VOC 吸着装置

の処理効果の実態調査を行い，VOC処理装置に求められ

る処理性能を明らかにすることを目的としている。

アリールアミノ基を有する新規フェナジン系色素

の合成とγ線検出材料への応用

川合貴史，太刀川達也（埼大工），関口正之（都産技研）

日本化学会 第 88回 春季年会(2008) 

γ線の照射によるフェノキサジン系カラーフォーマー

の発色はフェナジン系カラーフォーマーより発色の感度

が劣っている。青色の発色をするフェノキサジン系カラ

ーフォーマーの発色感度を高めるため，色素のアリール

置換基を導入し機能評価を行った。

アルコール溶媒中ヒドロキシ化合物の重イオン照

射効果

中川清子（都産技研），村上健（放射線医学総研）ＨＩＭ

ＡＣ共同利用研究成果発表会(2008) 

ヒドロキシマレイミドをイソプロピルアルコール中で，

ＬＥＴ及び線量率を変化させてＣイオン照射した。溶媒

アルコールのラジカルが付加した化合物が生成し，ヒド

ロキシマレイミドの分解のＧ値は，ＬＥＴの増加に伴っ

て減少した。また，同じＬＥＴでも，線量率の低い照射

の方が，分解効率が高いことがわかった。

アルミ誘起結晶成長による多結晶 SiGe 薄膜の作
製

中村勲（都産技研），岩佐健広，磯村雅夫（東海大院工）

第 69回応用物理学会学術講演会(2008) 

アルミ誘起結晶成長法を用いて多結晶 SiGe を結晶化

させる際，アルミの表面酸化膜が重要な役割を持つため，

Al 酸化条件が結晶成長に及ぼす影響について検討を行

った。アルミを室温酸化と 100℃で熱処理した場合，

100℃の方が効果的に層交換が生じた。しかしながら，

SiとGeが個別に結晶化していることが示唆され，今後，

Siと Geが固溶するような熱処理条件を検討する。

イオンビームスパッタ装置を用いた Mg-Ni 合金薄
膜の構造制御

目黒佑一（芝工大院），三尾淳（都産技研）村田清，村

上雅人（芝工大）

軽金属学会第 115回秋期大会(2008) 

電極材やセンサー用材料として用いることを目的に

Mg- Ni系合金に着目し，薄膜化による合金作製を行った。

ターゲットや基板がプラズマに直接暴露されないようイ

オンビームを用いたスパッタ法によるMg-Ni薄膜の成膜

を試み，その膜構造の検討を行った。ターゲット回転速

度を上昇させた状態で，適切な Mg/Ni面積比のターゲッ

トによって，均一な構造を持つ Mg-Ni合金薄膜が得られ

る。 

インダミン色素の合成とγ線検出材料への応用
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山田裕樹，太刀川達也（埼大工），関口正之（都産技研）

日本化学会 第 88回 春季年会(2008) 

γ線の照射によるインダミン系カラーフォーマーにつ

いて，発色感度を高めるためにラジカル発生剤として共

存する溶媒のアセトニトリルにクロロフォルムを添加し

て発色の変化を調べた。クロロフォルム添加量の増加に

伴い 725nmの吸光度は増加したが，添加量が多くなるに

従い増加割合は小さくなることがわかった。また，照射

線量により発色の極大波長が変化することがわかった。

薄肉亜鉛合金ダイカストのミクロ組織と欠陥事例

佐藤健二（都産技研）

第 14回亜鉛合金ダイカスト年間大会(2008) 

薄肉の亜鉛合金ダイカストでは，湯流れ改善のため，

鋳造条件の最適化が課題となる。薄肉化による湯流れの

問題点をX線透過試験による欠陥の形態と分布から紹介

した。超薄肉 ZDC2と Zn-Al-Cu系合金のミクロ組織事例，

急冷凝固や高速射出の湯流れに起因する様々な形態の欠

陥事例を紹介した。

液体シンチレーション計測によるバイオエタノー

ルガソリン判別技術（AMS法との比較）
斎藤正明，山崎正夫，中村優（都産技研）

第 45回アイソトープ・放射線 研究発表会(2008) 

当所で開発した液体シンチレーション計測によるバイ

オエタノールガソリン判別技術と別個の三機間による加

速器を用いた米国規格（AMS法）のクロスチェックを行

い両者の結果を比較検討した。AMS法による結果は誤差

範囲を超え，揮発性試料について AMS 測定における前

処理法の開発が望まれる。

塩ビ系壁紙のリサイクル技術の開発

樋口明久，窪寺健吾，小沼ルミ（都産技研），網本吉之助，

西下孝夫，赤星裕（アールインバーサテック）

社団法人日本繊維機械学会第 61回年次大会(2008) 

建築系内装廃材である塩ビ系壁紙の再利用は，樹脂は

再生樹脂原料として利用されているが，繊維はその殆ど

が焼却や埋立処分されており，有効な利用技術の開発が

求められている。壁紙を分離処理した後の塩ビ樹脂含有

量が少ないパルプ繊維回収技術を確立し，回収された繊

維を紙状に加工して再生品化するとともに，補強や防か

び加工を施して付加価値化を行った。

押出成形したブロック共重合体のシリンダードメ

イン構造

清水研一，安田健（都産技研），斎藤拓（農工大工）

成形加工シンポジウム’08 (2008) 

幅 5mm，厚さ 1mm，長さ 10mmのダイスから溶融温

度 220℃，押出し速度 0.5および 500mm/minの条件で押

出して試料を作製し，ブロック共重合体が示すシリンダ

ー状ミクロドメイン構造を小角X線散乱法により詳細に

観測した。その結果，特に試料の中央部において，成形

条件に依存した特異なパターンが発現することが分かっ

た。 

過熱水蒸気処理した照射香辛料の TL 法及び PSL
法による検知

関口正之，山崎正夫（都産技研），後藤典子（元産技研），

等々力節子，萩原昌司，多田幹夫（農研機構・食品総研）

第 45回アイソトープ・放射線研究発表会(2008) 

香辛料（カイエンペッパー，ジンジャーパウダー，ブ

ラックペッパーホール）を対象に未照射及び5kGy照射，

5kGy照射後 180℃，200℃，250℃の各温度で 1分間過熱

水蒸気殺菌処理を行った試料を作製した。これらの試料

について熱ルミネッセンス法及び光刺激ルミネッセンス

法により放射線履歴の判定を行い，過熱処理の発行曲線

及び発光量への影響について報告した。

ガラス金型表面への炭素イオン注入による潤滑性

の向上

寺西義一，石束正典，安田健，清水研一，中村勲，植松

卓彦， 玉置賢次，横沢毅，三尾淳（都産技研）， 小林知

洋（理研）

第 19回プラスチック成形加工学会(2008) 

微細金型の剥離の促進に有効な方法でとして，特にパ

イレックス金型への潤滑成分として炭素イオン照射によ

る表面改質の方法を検討した。

カルバモイル基を有するロイコフェノキサジン系

カラーフォーマーの合成とγ線検出材料としての

機能評価

稲垣翔（埼大院理工学研究科），太刀川達也（埼大工），

関口正之（都産技研）

日本化学会 第 88回 春季年会(2008) 

カルバモイル基を保護基中に有する新規フェノキサジ

ン系カラーフォーマーを合成し，カルバモイル基中の窒

素に置換したプロトン数やアルキル基に置換した塩素の

ガンマ線に対する感度に与える影響を評価した。

曲面にコーティングされた CVDダイヤモンド膜の
研磨技術－研磨装置の開発－

横沢毅（都産技研），片岡征二（湘南工大），佐藤隆（ノ

ンク），寺西義一（都産技研）

第 59回塑性加工連合講演会(2008) 

砥粒レス超音波研磨法によって，平面にコーティング

された CVD ダイヤモンド膜を，ドライプレス加工が可

能な表面状態にまで仕上げることが出来ることを確認し

ている。従って，本研究ではさらに実用化に近付けるこ

とを目的とし，打抜きダイスの穴内面や絞りダイスの肩

部曲面においても平面研磨同様の表面仕上げを可能とす
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る装置の開発を行い，その実用性について検証した。

グラフト化超高分子量ポリエチレン繊維への染料

の染着機構

榎本一郎，添田心（都産技研），勝村庸介（東大院工/原

子力機構・先端基礎研），工藤久明（東大院工）

第 13回高分子表面研究討論会(2009) 

放射線グラフト重合法によりグラフト化した超高分子

量ポリエチレン繊維に各種染料で染色を行った。アニオ

ン性の繊維に酸性染料の一部が着色する機構について考

察した。

顕微赤外イメージング法の表面分析への適用

藤巻康人，吉川光英（都産技研）

日本化学会 第 88春季年会(2008) 

プラスチック材料の新しい表面分析技術として，顕微

赤外イメージング法の適用性を検討した。ポリエチレン，

ポリ塩化ビニル，アクリル樹脂等の代表的な各種プラス

チックに対して表面反射スペクトルを測定し，各材料の

判別分析および材料表面の付着物質の同定を行った。そ

の結果，本手法がさまざまなプラスチックの材料表面に

対する非破壊分析技術として適用できることを見出した。

高エネルギーイオン照射による超高分子量ポリエ

チレンの耐摩耗性向上

谷口昌平，関口正之，金城康人，宮崎則幸，加沢エリト

（都産技研）

社団法人日本機械学会第 19 回バイオフロンティア講演

会(2008) 

人工関節の摺動部に用いられる超高分子量ポリエチレ

ンに高エネルギーイオン照射を行い表面改質した。その

試料の摩擦摩耗特性および硬さを試験し，耐摩耗性向上

を確認した。また，SIMS 分析，ラマン分光分析などに

より評価し，特性向上の要因を検討した。

高感度反射赤外吸収スペクトル法を用いた DLC膜
厚の測定

藤巻康人，基昭夫（都産技研），笹倉大督（ブルカー・オ

プティクス），池山雅美，坂本満（産総研），高野茂人（不

二越），寺山暢之（神港精機）

日本化学会 第 89春季年会(2009) 

現在，金属面にコーティングされた DLC (Diamond 

Like Carbon)膜の厚さ測定には，球面研磨法，切断面測定

法，形状測定機による方法などが用いられているが，い

ずれの手法もテストピースを用いて DLC 膜厚を推定し

ている。製品の DLC膜厚を直接測定する方法の一つとし

て高感度反射赤外吸収スペクトル法の適用性を検討し，

本手法による測定結果は通例よく用いられている球面研

磨法と同等の値で得られることがわかった。

工業用純チタンと ZK60 マグネシウム合金との摩
擦攪拌接合性

青沼昌幸（都産技研），津村卓也，中田一博（阪大接合科

研） 

社団法人軽金属学会第 114回春期大会(2008)  

工業用純チタンと ZK60 マグネシウム合金とを摩擦攪

拌接合法により接合し，接合界面での金属間化合物の生

成状態について検討を行った。その結果，ZK60 マグネ

シウム合金に含まれる 1%未満の Zrは，接合ツールで切

削された Ti と反応し，Zn とともに接合部の性質へ影響

を及ぼすことが明らかとなった。

古紙への無電解ニッケルめっきの試み 
竹村昌太, 上野武司, 高松聡裕, 五十嵐美穂子, 棚木

敏幸, 島田勝広（都産技研）, 岡山隆之（農工大）

第 19回廃棄物学会研究発表会(2008) 

古紙にニッケルめっきを施して導電性を持たせること

による，電磁波シールド紙への活用を試みた。本研究で

は無電解ニッケルめっきを用い，古紙は，塗工紙，光沢

紙とした。塗工紙，光沢紙共に紙表面に導電性を付与す

ることができ，電磁波シールド紙としての利用可能性が

見出せた。

固体高分子トリチウム電解濃縮の反応プロセスの

検討

斎藤正明（都産技研）， 今泉洋，関谷喜史（新潟大工），

加藤德雄（愛媛医技大），石井吉之（北大低温科研）

第 45回アイソトープ・放射線 研究発表会(2008) 

従来法高分子電解の陰極陽極を通じる通水孔を塞ぎ，

陽極室だけにトリチウム水を入れて，電解濃縮を試みた

結果，陽極部ではトリチウム濃縮は起きず陰極部でのみ

濃縮倍率一定値で電解濃縮が生じることがわかった。

近赤外分光分析及びイメージング技術による経皮

薬物伝送システム（TDDS）製剤中の主薬結晶の特
異的検出に関する研究

坂本知昭，檜山行雄（国立衛研），笹倉大督，三浦剛（ブ

ルカー・オプティクス），高田恭憲，間和之助，寺原孝明

（久光製薬 TDDS研究所），藤巻康人（都産技研）

第 23回近赤外フォーラム(2007) 

ツロブテロール（TBR）は気管支拡張作用をもつβ2

ブロッカーとして気管支喘息患者に適用されている。

TBRは皮膚透過性が高いため，主薬の結晶化は重要品質

特性である。TBR の結晶化に特異的な吸収を検出し，

TDDS製剤中の主薬結晶化の確認できる NIR手法の開発

を行った。また NIRイメージングシステムを用いた TBR

結晶の分布の経時的な変化から，高分子基剤中の TBR

結晶化プロセスについて検討を行った。

魚鱗由来コラーゲンを高密度化した水酸アパタイ
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ト複合人工骨の物性と骨再生

杉浦弘明（北大院医），柚木俊二（都産技研），生駒俊之

（物材機構），田中順三（東工大理工），安田和則（北大

院医）

第 12回生体関連セラミックス討論会(2008)  

生体吸収性を保持しながら水酸アパタイト／コラーゲ

ン複合人工骨の強度向上を達成するために，コラーゲン

線維の高密度化技術を適用した。人工骨の曲げ弾性率は

約柔軟性を保持しながら 3MPa まで向上した。家兎大腿

骨への埋植試験の結果から，埋植後 6週で人工骨が完全

に吸収され，骨組織が完全に修復することが明らかにな

った。

魚コラーゲンを用いた HAp/Col複合体の作製と機
械的特性

天白真理子，吉岡朋彦（東工大院），柚木俊二（金工大），

篠崎和夫，田中順三（東工大院）

第 21回日本セラミックス協会秋季シンポジウム(2008) 

コラーゲン(Col)分子の線維化の過程で Col分子間・線

維間に化学架橋を導入する bio-inspired 法により得られ

た Col線維ゲルを疑似体液に浸積すると，HApの析出は

ゲル表面部位に優先的に起こった。そこで，bio-inspired

法における架橋・線維化工程のゾルに HApナノ粒子を混

合させたが，HAp複合化による強度の向上は bio-inspired

法に比べて低かった。

産業機械制御システムの設計・仕様記述の標準化動

向 ～メモリ解析によるプログラマブルコントロー

ラの命令仕様導出の試み～

武田有志（都産技研）

電子・情報・システム部門大会（電気学会） (2008) 

産業機械の寿命は非常に長く，部分的な修繕により 30

年以上稼働し続ける。しかし，IEC61131-3が定められる

以前のプログラマブルコントローラ(PC)では，命令コー

ドが特殊であり，電子デバイスの急激な進歩が相まって，

コントローラの復旧が一層困難となっている。本発表で

は，実際に故障したメモリを持つ PC を対象に，その命

令仕様を導出し，その解決を試みた事例を報告する。

潤滑油添加剤からのトライボフィルム形成に及ぼ

す鋼表面への窒素添加の影響

青木才子（現東工大），川口雅弘，三尾淳（都産技研），

鈴木章仁，益子正文（東工大）

トライボロジー会議 2008春東京(2008) 

本研究では，境界潤滑下において窒素イオン注入によ

り窒素添加された鋼の摩擦摩耗特性を明らかにすること

を目的とした。鋼内部の窒素濃度が増大するに伴い硬さ

が増大すること，無添加鉱油を用いた場合窒素添加によ

り摩擦および摩耗が低減されたことなどを成果として得

た。 

照射香辛料のTL発光特性に与える加熱処理の影響
関口正之，山崎正夫（都産技研），後藤典子（元産技研），

等々力節子，萩原昌司（農研機構・食品総合研究所），多

田幹夫（中国学園大・農研機構・食品総合研究所）

第 44回日本食品照射研究協議会 年次大会(2008) 

照射香辛料の TL 発光特性に与える過熱水蒸気殺菌処

理及び香辛料から分離した鉱物質にヒートプレートによ

り前者と同等の温度で加熱処理を行い，発光曲線のピー

クの変動及び積算発光量の変化を比較した結果を報告し

た。香辛料表面における過熱水蒸気処理の熱的効果につ

いて考察した。

照射による超高分子量ポリエチレンの微細構造変

化

榎本一郎，添田心（都産技研），池田重利，工藤久明（東

大院工），勝村庸介（東大院工/原子力機構・先端基礎研）

第45回アイソトープ・放射線研究発表会(2008) 

ガンマ線，電子線，イオン（プロトン）照射によって

生じる超高分子量ポリエチレンの微細構造変化を熱分析，

X 線回折で解析し，線量，線量率，線源の違いを発表し

た。低エネルギー電子線加速器のグラフト重合への適用

について発表した。

振幅圧伸法を用いた再生音声の聴取改善

服部遊（都産技研），東谷昴 (梨大院)， 鈴木裕(梨大)，

阪田治 (梨大院)，今村俊一，遠藤周一郎，水越昭仁(梨

大)

日本福祉工学会第 12回学術講演会(2008) 

前職場で行っていた研究内容の発表を行った。

内容：難聴者のための聴取補助システムの開発とその評

価方法，および評価結果について。

生体認識材料を利用したトルエン計測用バイオス

ニファ

月精智子，（都産技研），鈴木祐貴，斉藤浩一，工藤寛之，

三林浩二（医科歯科大） 

第 2回化学センサー・バイオセンサーおよび計測技術合

同ワークショップ(2008) 

ブチリルコリンエステラーゼに対する酵素反応阻害を

利用したトルエン計測用のバイオスニファを作製した。

トルエンガス濃度の増加に応じて酸素消費出力が減少し，

トルエンの ACGIH管理濃度である 50ppmを含む濃度範

囲で定量可能であることを確認した。

セラミックス工具を用いたドライせん断加工の実

用化

玉置賢次（都産技研），片岡征二（湘南工大），皆本鋼輝

（日本タングステン），荒金初夫（フジキン），久野拓律

（アイダエンジニア）
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第 59回塑性加工連合講演会(2008) 

セラミックス工具を用いたドライ加工が有効であるこ

とは，これまでの研究により明らかである。しかし，せ

ん断加工の実用化レベルでのデータは存在しない。そこ

で，本研究では，各種セラミックスおよび各種被加工材

を用いて，連続 10 万回ドライせん断加工の実用化試験

を実施した。その結果，ドライ加工可能なセラミックス

と被加工材の組み合わせがあることを明らかとした。

ダイヤモンドコーテッド工具によるステンレス鋼

のドライせん断加工

片岡征二（湘南工大），玉置賢次（都産技研），加藤忠郎

（日進精機），神田一隆（福井工大），高野茂人（不二越），

久野拓律（アイダエンジニア）

第 59回塑性加工連合講演会(2008) 

ダイヤモンドコーテッド工具を用いてステンレス鋼の

ドライせん断加工を実施し，ドライ加工用工具としての

可能性を調査した。実用化のための目標としては，10万

回の連続ドライせん断加工の達成を目指した。その結果，

10万回の加工を達成した。加工後の工具摩耗もほとんど

観察されず，抜かれたブランクのバリ高さも初期と 10

万回で大きな差は無かった。

ダイヤモンドコーテッド工具によるステンレス鋼

のドライ絞り加工

片岡征二（湘南工大），玉置賢次（都産技研），加藤忠郎

（日進精機），神田一隆（福井工大），高野茂人（不二越），

久野拓律（アイダエンジニア）

第 59回塑性加工連合講演会(2008) 

ダイヤモンドコーテッド工具を用いてステンレス鋼の

ドライ絞り加工を実施し，ドライ加工用工具としての可

能性を調査した。これまでの研究では，板厚 0.3mmの薄

板，絞り比 1.65で連続 1万回のドライ絞り加工を達成し

た。本研究では更なる実用化のために，板厚 0.5mm，絞

り比 1.85での連続 10万回のドライ絞り加工を実施した。

その結果，6.7万回のドライ絞り加工を達成した。

ダイヤモンドコーテッド工具によるドライ絞り加

工技術に関する研究

玉置賢次（都産技研），片岡征二（湘南工大），神田一隆

（福井工大），高野茂人（不二越）

日本材料試験技術協会第 237 回 材料試験技術シンポジ

ウム(2008) 

CVD ダイヤモンド膜のドライ絞り加工用工具への適

用について検討した。CVDダイヤモンド膜は研磨を施さ

なければ利用できないため，その研磨レベルを明らかと

した。また，ダイヤモンドコーテッド工具を用いた純ア

ルミニウム板の連続 1 万回のドライ絞り加工を実施し，

達成した。よって，ダイヤモンドコーテッド工具に十分

な耐久性，耐摩耗性，耐焼付き性があることを確認した。

脱水素酵素を利用したホルムアルデヒド用生化学

式ガスセンサ

月精智子，加沢エリト（都産技研），齊藤浩一，工藤寛之，

三林浩二（医科歯科大）

日本分析化学会化学センサー研究懇談会(2008) 

本研究は，ガスセンサの母材として多孔質膜使用し，

これにホルムアルデヒド脱水素酵素を塗布するという単

純な構造とすることで製品化を目指したホルムアルデヒ

ド用のガスセンサ（バイオスニファ）を開発した。

脱水素酵素を利用したホルムアルデヒド用生化学

式ガスセンサ（バイオスニファ）

月精智子，加沢エリト（都産技研），斉藤浩一，工藤寛之，

三林浩二（医科歯科大）

第 2回化学センサー・バイオセンサーおよび計測技術合

同ワークショップ(2008) 

製品化を目指して，単純な構造のホルムアルデヒド用

バイオスニファをMEMS技術により作製した。ホルムア

ルデヒドガス濃度に応じた出力電流値の変化を観測した。

炭素繊維含有ポリプロピレンの衝撃特性 第二報

安田健，清水研一（都産技研）

成形加工シンポジア'08(2008) 

混練方法を変えて炭素繊維含有ポリプロピレンの作製

をした。そのときの衝撃特性を計装化衝撃試験機と高速

ビデオカメラで観察した結果を報告した。

超高分子量ポリエチレンの放射線グラフト重合に

おける時間依存症

榎本一郎（都産技研），工藤久明（東大院工），勝村庸介

（東大院工/原子力機構・先端基礎研）

日本化学会 第 89回 春季年会(2009)  

大気中室温で�線を照射した超高分子量ポリエチレンに

メタクリル酸メチルをグラフトし，照射後の保管時間に対

してグラフト率を求めた。この結果，照射後大気中に数日

保管したときにグラフト率が最大となることがわかった。

保管時間に対するハイドロパーオキサイドの深度分布の

変化が，グラフト重合に影響を及ぼしていることを報告し

た。

超薄肉 ZDC2ダイカストの強度特性と塑性加工性
佐藤健二（都産技研），岡野良武(千葉工大)，西直美(日

本ダイカスト協会)，早野勇(プログレス)

2008日本ダイカスト会議(2008) 

0.2mm厚の超薄肉亜鉛合金 ZDC2の強度特性を評価し，

特性に影響する要因について検討した。超薄肉ダイカス

トは組織の微細化により強度特性が著しく向上するが，

オーバフロー側では，内在するポロシティの影響で特性

が低下する。薄肉ダイカストの機能性向上のため，塑性
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加工性についてエリクセン試験で評価し，その結果から，

製品化事例として 0.2 mm厚の名刺入れを作成した。

超薄肉亜鉛合金ダイカストの金型方案の違いによ

る湯流れ性 
佐藤健二（都産技研），岡野良武（千葉工大院），西直美

（日本ダイカスト協会），早野勇（プログレス）

日本鋳造工学会第 152回全国講演大会(2008) 

70×100mm で 0.2mm 厚の薄肉矩形形状の ZDC2 のゲ

ート方案を変え，湯流れ性を検討した。湯流れシミュレ

ーションを行い，鋳造品との充填性を比較検討した。ゲ

ート方案の違いによるＸ線透過試験による内部欠陥の分

布，肉厚変化，DASⅡの関係から，方案に違いはゲート

側の欠陥減少に効果はあるが，ミクロ組織の違いは小さ

い。 

鉄鋼材料における粒界浸潤性抑制機構解明に向けた

銅鉄界面近傍のホウ素の分布

上本道久（都産技研），長崎千裕（東大院工）

素材産業に関係する新しい分析・解析技術，東北大学金

属材料研究所ワークショップ(2008) 

空間分解能の優れた軽元素のサンプリング方法として

有用なレーザーアブレーション-高分解能 ICP 質量分析

法を用いて，表面赤熱脆性抑制に向けたインプラント試

験における銅鉄界面近傍のホウ素の分布を調べた。その

結果，銅-ホウ素合金と接触させて加熱した鉄界面近傍に

ホウ素が濃縮していることや，加熱時間に伴いホウ素が

鉄相に広まっていくことが確認された。

導電性セラミックス型による冷間圧延鋼板の絞り

加工，しごき加工

清水透（産総研），高橋進（タカハシテクノ），皆本鋼輝

（日本タングステン），玉置賢次（都産技研），片岡征二

（湘南工大） 

第 59回塑性加工連合講演会(2008) 

導電性セラミックス工具を用いたドライ加工のこれま

での研究では 1万回レベルの加工であり，実用化には不

十分であったと言える。そこで，10万回レベルの絞り加

工，しごき加工を実施し，実用化の可能性を検討した。

その結果，導電性セラミックス工具を用いた冷間圧延鋼

板のドライ絞り加工，ドライしごき加工において 10 万

回の加工を達成することができた。

ナフトアントロンの蛍光増強：温度，濃度，重水素

化溶媒の効果

柳下真由子，中村竹博，坂口翔一，大島茂（東邦大），藤

巻康人（都産技研）

日本化学会 第 89春季年会(2009) 

ナフトアントロンのエタノール溶液について，脱気中

で光照射すると蛍光強度が数十倍に増大されることがわ

かった。この現象はナフトアントロンが溶媒分子と会合

することに起因していると推測されるが，本研究では蛍

光増強の温度依存性および濃度依存性，重水素化溶媒の

効果を調べ，その機構について考察した。

鉛フリーはんだの酸溶解法の検討

林英男，清水綾，上本道久（都産技研）

日本分析化学会第 57年会,(2008) 

溶解用の酸として塩酸-硝酸系及び硫酸－硝酸系につ

いて検討した結果，硫酸と硝酸（1+1）を 1:1 の体積比

で混合した酸を用いることにより，沈澱を生じることな

く鉛フリーはんだを溶解できることを見出した。酸分解

した後，ICP 発光分析法で測定することにより，鉛フリ

ーはんだの合金構成元素及び不純物元素の定量が可能と

なった。

半凝固法による Al-Mg 系合金ダイカストの機械的
性質に及ぼす不純物元素の影響

佐藤健二，岩岡拓（都産技研），菊池政男，長澤理（東京

理化工業所）

日本鋳造工学会第 153回全国講演大会(2008) 

Al-Mg 系合金ダイカストの高靭性の特性を活かすため，

半凝固ダイカストを適用し，種々の元素を添加し，機械

的特性を引張試験で評価した。半凝固法の適用により，

強度特性の向上と偏差の縮小が認められた。特に Si量は

共晶領域を拡大し，強度と伸びに強く影響する。不純物

としての強度低下に強く作用する Fe の影響が大幅に緩

和される。Tiによるα晶の微細化効果は認められない。

フェナジン色素の合成とγ線検出材料としての応

用

千葉博資，太刀川達也（埼大工），関口正之（都産技研）

日本化学会 第 88回 春季年会(2008) 

フェノキサジン系カラーフォーマーよりもガンマ線検

出感度の高いフェナジン系カラーフォーマーを合成し，

これを元にカルバモイル基を保護基中に有する新規フェ

ナジン系カラーフォーマーについても合成した。新規フ

ェナジン系カラーファーマーについてγ線照射による発

色特性を調べた。

プラズマイオン注入法により鋼表面に注入された

元素イオンの潤滑特性評価

青木才子（現東工大），川口雅弘，三尾淳（都産技研），

鈴木章仁，益子正文（東工大）

トライボロジー会議 2008秋 名古屋(2008)  

窒素など各種元素を用いて表面改質された鋼試験片を

作製して，潤滑下において摩擦摩耗試験を実施した後に

摩擦面の表面分析を実施した。鋼表面に窒素イオンを注

入することにより，表面硬度の増大のみならず，摩擦摩

耗特性に影響を及ぼすこと，また摩擦後の表面において

も窒素注入による硬度が維持されていることなどを成果
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として得た。 

プレス金型向け導電性セラミックス材料の開発と

諸特性

皆本鋼輝（日本タングステン），玉置賢次（都産技研），

片岡征二（湘南工大），永野光芳，堤幸太（日本タングス

テン）

第 59回塑性加工連合講演会(2008) 

昨今の環境問題を背景に，塩素フリーやその他の有害

物質除去等の環境への配慮がなされてきている。そこで，

ドライ環境でのプレス生産を目的として，導電性セラミ

ックス材料の開発と諸特性の検討を行った。その結果，

50vol%の ZrO2-WC が優れた特性を示すことが明らかと

なった。よって，導電性セラミックスをプレス金型材料

として利用可能であることを示した。

平板のクラスタ制御による音響透過損失の向上に

ついて

福田良司 （都産技研），貝塚勉（東大），田中信雄 （首

都大）

社団法人日本機械学会

Dynamics & Design Conference 2008 (2008) 

国土面積が豊かとはいえない日本において，騒音に関

する問題が後を絶たない。東京のような都市部において

は，住宅と工場が隣り合わせになっている「住工混在地

域」と呼ばれるエリアが存在し，騒音対策の難しさを増

す要因となっている。そこで本研究では騒音低減対策の

一手法として，振動制御を用いたアクティブ遮音手法を

提案する。

ペーパースラッジ炭化物の脱塩化水素効果

島田勝広（都産技研），土田裕人，岡山孝之（農工大），

竹村昌太（都産技研）

木質炭化学会第 6回研究発表会(2008) 

古紙リサイクル時に多量に発生するペーパースラッジ

より炭化物を試作した。この炭化物をポリ塩化ビニルの

熱分解に共存させることにより，塩化水素の発生を抑制

できた。

放射線グラフト重合による超高分子量ポリエチレ

ンの染色特性

榎本一郎（都産技研），勝村庸介（東大院工），添田心，

藤代敏（都産技研）

平成 20年度繊維学会年次大会(2008) 

前照射法により超高分子量ポリエチレンに過酸化物を

形成させ，加熱により分解した過酸化物から生成するラ

ジカルを利用してグラフト重合を行った。グラフト鎖と

なるモノマーと染料との反応性および染色堅牢度結果に

ついて発表した。

放射線照射によりチミン類から生成するラジカル

種の線量率および LETの効果
中川清子（都産技研），太田信昭（広大院），村上健（放

医研）

第 51回放射線化学討論会(2008)  

チミン及びその誘導体を �線と炭素イオンビームを照

射して，生成するラジカル種を調べた。高線量率の �線

照射で生成した 5-チミルラジカルは，低線量率の照射で

は，確認できなかった。また，プロピルチミンおよびペ

ンチルチミンでは照射の条件にかかわらず，アルキルラ

ジカルが生成した。ラジカルの生成機構について検討し

た。 

マグネシウム合金と CVDダイヤモンドの摩擦特性
の温度依存性

基昭夫（都産技研），神田一隆（不二越），坂本満（産総

研），高橋孝誠（熊本産技セ），深川和良（鹿大）， 神雅

彦（日本工大）

トライボロジー会議 2008 春東京(2008) 

マグネシウム合金 AZ31，AMCa602および AZCa912と，

表面粗さを 0.5Ｒｚ以下に研磨したＣＶＤダイヤモンド

膜との摩擦特性について室温から 300℃の大気中ドライ

環境下でピンオンディスク試験を実施した。その結果，

室温では摺動時間の経過とともに摩擦係数は 0.15 から

0.25へと上昇した。100℃および 200℃の試験では 0.1付

近あるいはそれ以下で安定した。300℃ではカルシウム

非添加は摩擦初期から 0.1 以下の低摩擦で，カルシウム

添加の方は摺動初期に高い摩擦係数を示すが，その後 0.1

前後の低摩擦係数で推移した。

無電解ニッケルめっきによる導電紙の作製

竹村昌太, 上野武司, 高松聡裕, 五十嵐美穂子, 棚木

敏幸, 島田勝広（都産技研）, 岡山隆之（農工大）

第 59回日本木材学会大会(2009) 

紙の高機能化を目的として，針葉樹及び広葉樹パルプ

の抄紙への無電解ニッケルめっきにより導電紙を試作し

た。紙への適正なめっき条件（温度，時間）は，木材へ

のめっき条件から導いた。試作導電紙の抵抗率は抵抗率

計で評価した。また，導電紙の電磁波シールド材への利

用を考慮し，電磁波シールド効果を測定した。広葉樹パ

ルプにおいて 60dBのシールド効果が得られた。

輸液セットからのエンドトキシンの回収方法の確

立

細渕和成（都産技研），棚元憲一（医薬品食品衛生研）

日本防菌防黴学会第 35回年次大会(2008) 

医療機器は，構造が複雑であること，素材が多種多様

であること，などの理由から，医療機器のエンドトキシ

ン試験方法は品目ごとに確立することが必要である。そ

こで，前大会の AVF金属針に引き続き，今回は輸液セッ
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トを取り上げ，本品の添加回収試験を行い，エンドトキ

シンの最適な回収方法を明らかにした。

指先と掌におけるピンディスプレイでの形状情報

伝達の違いに関する研究

島田茂伸（都産技研），武市隆太，下条誠（電通大）

第 13回日本バーチャルリアリティ学会大会(2008) 

近年の高解像度化，大画面化する触覚ピンディスプレ

イを効率よく使用するために，指先に比して接触面積の

大きい掌に注目した。掌の触覚パターンの認知可能性に

ついて基礎的な実験を行い，触パターンが運動している

状態では指先と比較して掌の方が認識率，およびユーザ

の確信度ともに高いことが示されたので報告を行った。

ラピッドプロトタイピングシステムによる弦楽器

の作製

横山幸雄（都産技研）

日本音響学会秋季研究発表会 (2008) 

製品試作の現場において活用されているラピッドプロ

トタイピングシステムは，場合によっては実用製品に近

い丈夫さを具えた品物を作製し得る。同システムの適用

例として，弦楽器（ヴァイオリン）の作製を紹介した。

ラマン分光測定による DLC膜の摩耗評価
川口雅弘，青木才子（現東工大），三尾淳，森河和雄，内

田聡（都産技研），崔埈豪，加藤孝久（東大）

トライボロジー会議 2008春東京(2008) 

各種鋼種に DLC膜を PBII法により成膜し，摩擦摩耗

試験を行った。摩耗痕のラマン分光分析を行い，DLC膜

の構造変化を測定した。その結果，摩耗痕中心部は DLC

膜が構造変化を起こし，グラファイト化していることが

わかった。

ロイコフェノチアジン系カラーフォーマーの合成

とγ線検出材料としての機能評価

倉知由佳，太刀川達也（埼大工），関口正之（都産技研）

日本化学会 第 88回 春季年会(2008) 

γ線に対する発色感度，及び経時的な安定性の高い新

規フェノチアジン系カラーフォーマーを合成し，機能評

価を行った結果を報告した。特に，色素部位の保護基部

位の違いによる影響を調べた。

わが国における放射線滅菌の経済規模

細渕和成（都産技研），栁澤和章（日本原子力研究開発機

構），大岡紀一（(社)日本溶接協会），貴家恒男（放射線

利用振興協会），田中隆一（NPO 法人放射線教育フォー

ラム）

日本防菌防黴学会第 35回年次大会(2008) 

科学技術の普及度合いを測る指標として，経済規模の

算出がある。放射線滅菌に関する経済規模については，

平成 11 年に調査を行ったが，すでに十年近く経ってい

る。そこで，経時的な変化を知るために，今回わが国に

おける放射線滅菌の経済規模を求めた。この結果，二千

億円の経済規模であることがわかった。
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研究発表一覧／総説

ICP 発光分析・ICP 質量分析の基礎と実際―装置を
使いこなすために―
上本道久（都産技研）

社団法人日本分析化学会関東支部編 (株 )オーム社 ,

(2008) 

ICP発光分析法および ICP質量分析法の理論，また，

装置のハードウェア，装置環境，運転環境などの基礎的

な事項を解説するとともに，金属材料，半導体，セラミ

ックス，高純度試薬，河川 水・底質，食品，廃棄物の各

種試料の分析を行ううえでのポイントや実際の装置の扱

い方，分析値の取り扱いなどを実務者向けに解説した。

VOC対策・臭気対策の現状と課題
木下稔夫（都産技研）

産業と環境,Vol.37,No.12,pp.51-54,(2008) 

大気汚染防止法の改正に伴う産業界，国，自治体の取

り組みの現状と課題について解説した。東京都が実施し

ている JST事業についての概要についても紹介した。

イソシアネートを用いた天然系接着剤の改質

瓦田研介（都産技研）

イソシアネート化合物の反応メカニズムと応用・安全

性・特許動向，藤本登企画編集，技術情報協会，(2008)  

天然高分子として有望な絹タンパクを用いた木材用接

着剤の開発を行い基礎的知見を得た。絹タンパクのなか

で絹フィブロインは常態接着力が高いが耐水性に劣るこ

とがわかった。そこで，イソシアネート化合物を少量添

加すると，耐水性が著しく向上することを見出した。

医療現場の滅菌 Ⅶ.電子線滅菌
関口正之（都産技研）

Ⅶ .電子線滅菌 ,医療現場の滅菌 ,改訂第 3 版 ,へるす出

版,pp.78-93,(2008) 

日本医療機器学会の第１種滅菌技術師認定制度の教科

書において，技術解説として，従来から研究・指導を行

ってきた医療機器の電子線滅菌に関する内容を記載した。

電子線滅菌の歴史，特性，電子加速器の種類と動向のほ

か，最新の改訂 ISO規格や国内 JIS 化を含めた電子線滅

菌の関わる規格基準とバリデーションの動向を解説した。

医療現場の滅菌 ガンマー線滅菌

細渕和成（都産技研）

ガンマー線滅菌,医療現場の滅菌,改訂第 3 版,へるす出

版,pp.77-91，(2008) 

放射線滅菌のうち，γ線滅菌について，その歴史，定

義，照射施設，長所と短所，γ滅菌される対象物，さら

には最近のγ線滅菌の研究動向，などを記載した。特に，

γ線滅菌が医療機器分野の滅菌に欠くことのできない滅

菌法となった歴史的経過を詳細に述べた。その上で，γ

線滅菌の将来性も展望した。

薄肉亜鉛合金ダイカストのミクロ組織と欠陥事例

佐藤健二（都産技研）

会報ダイカスト，No.129，pp.107-113，(2009) 

薄肉に特化した亜鉛合金ダイカストの組織と欠陥形態

を光学顕微鏡，SEM，X線透過試験で調べた。内容とし

て，湯流れと凝固，異常組織を含むミクロ組織形態，欠

陥の形成と分布，ZDC2と Zn-Al-Cu系合金の典型的及び

特徴的なミクロ組織，精度に及ぼす要因，異常組織と欠

陥について解説した。

漆の焼付けによる硬化法

木下稔夫（都産技研）

最新・工業塗装ハンドブック,pp.653-655,(2008) 

漆の焼付け塗装について，伝統的な技法の見地から調

査を行い解析した知見と最適な焼付け条件，漆膜性能な

どについて解説した。

エアスプレー塗装におけるハイソリッド塗料への

転換による VOC削減効果
木下稔夫（都産技研）

塗装工学,Vol.43,No.8,pp.256-263,(2008) 

ハイソリッド塗料を，工場内塗装で最も一般的な塗装

方法であるエアスプレー塗装法により塗装した場合の

VOC抑制効果について検討した内容を述べた。

金型にコーティングされた CVDダイヤモンド膜の
研磨技術

横沢毅（都産技研），片岡征二（湘南工大），佐藤隆（ノ

ンク）

プレス技術，Vol.47，No.3，pp.62-65，（2009）

砥粒レス超音波研磨法によって，例えば，打ち抜きダ

イスの穴内面や絞りダイスの肩部といった曲面にコーテ

ィングされた CVDダイヤモンド膜を，最大高さで 0.5μ

ｍRz 程度にまで仕上げることを可能とする装置の紹介

と，その研磨方法についての解説記事である。

ガラス製品の破損事故解析

上部隆男（都産技研）

NEW GLASS,Vol.23, No.3,pp.19-24,(2008) 

壊れたガラス製品を調べることにより破損の原因を明

らかにし，再発防止対策を考えることを破損事故解析と

いう。安全で信頼性の高い製品をつくるには，破損事故

解析は必要であり，「モノづくりの重要な役割」を担って

いる。ガラスはなぜ壊れやすいのかなど基礎的な話を発

端として，ガラス製品の破損のメカニズム，破面の見方，

事故解析の方法について解説した。
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組込みシステムのハードウェア絵設計入門講座

坂巻佳壽美（都産技研）

組込みシステムのハードウェア絵設計入門講座，電波新

聞社，(2008) 

組込みシステムのハードウェア設計に必要となる基礎

知識を網羅して解説した。

顕微赤外・顕微ラマン分光法の基礎と応用（第 6
章 第 4 節 3.3 高速撹拌造粒による造粒物およ
び造粒過程の解析に関する研究）

藤巻康人（都産技研），坂本知昭（国立衛研），松原智之，

笹倉大督（ブルカー・オプティクス）

技術情報協会, pp.362-378, (2008) 

エテンザミド，コーンスターチ，メチルセルロース，

乳糖の 4成分系について，高速撹拌造粒による造粒物お

よび造粒過程について検討を行った。各成分のラマンス

ペクトルを測定し，特徴的なピークの積分値を元に各造

粒段階における造粒物のラマンマップを作成した。これ

らのケミカルマップの解析から，混在する成分において

も各成分の同定が可能であった。

シリーズ 暮らしの最前線「竹を原料とした繊維に

ついて」

池田善光（都産技研）

日本家政学会誌,Vol.59,No.5,pp.351-352,(2008)  

エコ素材として人気の高い竹繊維ではあるが，現在流

通している竹繊維に関しては多くの疑問点がある。そこ

で，新たに開発した竹繊維の鑑別技術や，竹繊維本来の

消費性能について概説することで，竹繊維の本当の姿を

伝えることとした。

制振工学ハンドブック 第 6編基礎資料
高田省一（都産技研）

制振工学ハンドブック,コロナ社,(2008) 

このハンドブックは第 1編から第 6編からなっており，

担当者は，第 6 編基礎資料のうち，2.研究の動き 2.3 文

献調査資料 3.基準，規格 3.1 用語，単位 3.2 材料関係

規格の 3つの節を執筆した。解説中で，当センターで実

施した，短冊状制振試験片の測定法に関する研究につき，

コメントした。

制振はり損失係数試験の素材複素弾性率推定への

応用に関する一考察

高田省一（都産技研）

制振工学研究会会報,第 38号,(2008) 

積層制振はり試験片の共振特性からの粘弾性素材複素

弾性率の逆算例につき紹介し，二層型試験片からの逆算

は精度が高いが，ガラス転移温度以上のデータはほとん

ど得られないことを示した。そのため，サンドイッチ試

験片の活用が必要になるが，境界条件を考慮しない従来

の逆算方法では精度に問題があると述べた。

セラミックス工具を用いたドライせん断加工の実

用化

片岡征二（湘南工大），玉置賢次（都産技研），久野拓律

（アイダエンジニアリング）

プレス技術，Vol.47，No.3，pp50-53，（2009）

セラミックス工具を用いたドライせん断加工の実用化

のための技術解説とした。具体的には，各種セラミック

スを材料としたセラミックス工具を用いて，アルミニウ

ム板，冷間圧延鋼板，ステンレス鋼板の連続 10 万回の

ドライせん断加工の実施結果を示した。

測定値と分析値

上本道久（都産技研）

ぶんせき,No.6,pp.262-269,(2008) 

掲載誌の特集テーマ「はかるための基礎知識」の一環

として，標記の解説稿を執筆した。定量分析において取

り扱わねばならない多くの数値について，それらの算出

方法と不確かさの概念を整理した。また，分析値の信頼

性にかかわる用語や有効数字の丸め方技法にも触れ，測

定値より分析値を提出する指針を提示した。

ダイヤモンドコーテッド工具によるアルミニウム

のドライ絞り加工

玉置賢次（都産技研），片岡征二（湘南工大）

プレス技術，Vol.47，No.3，pp58-61，(2009) 

ダイヤモンドコーテッド工具を用いたドライプレス加

工の実用化のための技術解説とした。具体的には，CVD

ダイヤモンド膜の研磨レベルを明らかとし，さらにダイ

ヤモンドコーテッド工具を用いた純アルミニウム板の連

続 1万回のドライ絞り加工の実施結果を示した。 

竹繊維の特徴とその用途開発

池田善光（都産技研）

繊維学会誌,Vol. 65, No. 1, pp.45- 48, (2009)  

竹繊維の鑑別方法とその応用について解説した。

電子機器の試験規格と製品設計

小林丈士，五十嵐美穂子，三上和正（都産技研）

日本信頼性学会誌, Vol.31, No.2, pp.132-137, (2009) 

現在，電子機器の製造ライン及び回路や基板設計等も

海外へシフトし，不具合品も多くなってきている。その

ため，各種試験による信頼性等の確認が重要となり，電

子機器に関する各種の規格を概説し，今後の展望につい

て述べた。一方，電子機器の高機能化等により，発熱や

EMC が問題となり，設計段階からの考慮が必要である。

そこで，製品設計手法におけるデザインレビューについ

ても解説した。
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塗装分野の VOC対応実務知識
木下稔夫（都産技研）

最新・工業塗装ハンドブック,pp.869-874,(2008) 

塗装分野の VOC対応に関して，塗装工場の VOC発生

要因から対策の概要，具体的な工程内対策，排ガス処理

装置による対策等について解説した。

ハンドスプレー塗装における VOC削減の手法
木下稔夫（都産技研）

塗装技術,Vol.47,No.7,pp.57-66,(2008) 

小規模塗装工場において最も一般的な塗装方法である

ハンドスプレー塗装において，VOC排出量を左右するス

プレーガンの操作技術と VOC 排出削減の考え方につい

て解説した。

マグネシウム合金板材の新しい加工技術 －ダイ

ヤモンドコーティング金型を用いた熱間完全ドラ

イプレス加工技術－

坂本満（産総研），基昭夫（都産技研），神田一隆（不二

越），高橋孝誠（熊本産技セ），深川和良（鹿大），神雅彦

（日本工大）

アルトピア,Vol.38,No.8 ,pp.17-21,(2008) 

マグネシウム合金板は軽量材料として輸送機器や家電

分野で実用が期待されている。市販の AZ31 材と難燃性

材として開発されたAMCA602材についてCVDダイヤモ

ンド膜コーティング金型を用いて温間ドライ絞り加工を

行った。AZ31 材が 200℃，肩 R4mm で界絞り比 2.2，

AMCA602 材が 300 度，肩 R6mm で界絞り比 2.1 とドラ

イ温間加工の可能性が示唆された。

無鉛低融ホウ珪酸塩ガラスフリットの開発

田中実（都産技研）

マテリアルインテグレーション,Vol.21, No.4, pp.18-21, 

(2008) 
低融化ガラスは，ソーダ石灰系の通常のガラスに比べ

低い温度で軟化・変形するガラスであり，従来，酸化鉛

を主成分としたホウ珪酸鉛系ガラスが最もポピュラーな

ものとして利用されてきた。しかし近年においては，国

内外での鉛規制(特に欧州においては RoHS 規制)や環境

負荷の低減課題から無鉛化が求められるようになり，製

品中における鉛の代替実用化対策が望まれている。こう

した背景，研究開発の実際，成果事例について紹介した。

無鉛低融ホウ珪酸塩系ガラスフリットの開発と利

用

田中実（都産技研）

化学工業,Vol.59,No.5,pp.388-393,(2008) 

ソーダ石灰系の通常のガラスに比べ低い温度で軟化・

変形する低融化ガラスは，従来，耐水性などの特長を考

慮して，酸化鉛を主成分としたホウ珪酸鉛系ガラスやホ

ウ酸亜鉛鉛系ガラスが最もポピュラーなものとして利用

されてきた。しかし近年において，鉛規制や環境負荷の

低減課題から脱鉛化が求められ，低融化ガラス使用製品

中における鉛の代替実用化対策が望まれている。無鉛化

の背景から当センターの研究開発成果を紹介した。
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